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～「成長と成熟の調和による持続可能な

最幸のまち かわさき」をめざして～ 





 

 

 

 

私が昨年１１月に市長に就任してから、早くも４か月が経ちました。この間、この川

崎を、最も幸福という意味での「最幸のまち」にしたいと考え、市政に取り組んできま

した。 

子どもたちの笑顔があふれるまち、元気なシニア世代が社会に貢献しながら生きがい

を持てるまち、力強く持続的に成長するまち、そのような、誰もが幸せを感じられるま

ちに、この川崎を発展させていきたいと思っています。 

そこで、最初に、将来の川崎の担い手となる世代への先行投資として、待機児童の解

消と中学校完全給食の実現へ向けた取組を、私が先頭に立って推し進めてきました。 

また、こうした取組を進めながら、区民車座集会の開催や、最前線である区役所の職

員との意見交換、教育委員とともに、中学生とランチをとりながら話を聴くなど、市長

室にこもりきりになるのではなく、「現場」に赴き、関係者の皆様との「対話」を大切

にしながら、施策を進めています。 

市民の皆様とお約束した施策を実行していく中では、財源面やサービスの質の確保を

はじめ、多くのハードルを乗り越えていかなければなりません。私は、こうしたことに

対して、「対話」と「現場主義」を基本スタンスとして、少子高齢化の進展等を背景と

する厳しい財政状況等も踏まえて、ひとつひとつ課題を解決していきたいと思います。 

私たちの川崎は、利便性の高い生活都市として発展するとともに、将来性のある産業

の振興、市民との協働による文化芸術やスポーツのまちづくりなど多彩な魅力を持つ大

都市へと変貌を遂げています。これは地理的な優位性だけでなく、市民の皆様、市内企

業・団体の皆様、市議会、行政の力が結集した成果であり、この限りない可能性をさら

に発展させ、川崎の未来を先頭に立って切り開いていきたいと思います。 

平成２６年度は、このアクションプログラムに基づき、創意工夫を凝らすことで、限

られた財源の中で最大の効果が得られるよう、しっかりと市政を運営していきますので、

どうか、川崎を一歩先へ、もっと先へ、一緒に進めていただきますよう、お願いいたし

ます。 

 平成２６（２０１４）年３月   

川崎市長            

～「成長と成熟の調和による持続可能な

最幸のまち かわさき」をめざして～ 



「アクションプログラム２０１４」について 

 
１ 「アクションプログラム２０１４」について 

これから川崎市がめざす方向について、総合的なビジョンと目標を示す新たな総合

計画及び行財政改革に関する計画の策定に向けた作業を、平成２６年度からスタート

し、約２年をかけて策定していきます。 
そのため、新たな総合計画や、行財政改革に関する計画を策定するまでの間は、施

政方針、予算及び、「行財政運営に関する改革プログラム」をもって、市政運営の基

本的な方針とします。 
このたび、平成２６年度予算が議決されたことから、これらを一冊の冊子にとりま

とめ、市民の皆様に「アクションプログラム２０１４」として、お示しするものです。 
 
２ 平成２６年度の計画的な行財政運営について 

今後、本市では、当面は人口の増加が続くものの、中長期的には人口増加から減少

へと転換するとともに、少子高齢化がさらに進展するものと見込んでいます。 
こうした中、子育て施策や教育を充実することで、子どもたちの笑顔があふれるま

ちづくりを進めるとともに、高齢者が安心して健やかに暮らせるまちづくりや、災害

対策などを進め、「安心のふるさとづくり」を着実に進めることが大変重要です。 
また、地方自治体の税収が今後右肩上がりで増加していくことが望めない中で、将

来にわたって必要な市民サービスを提供するためには、ライフイノベーションなど成

長産業への投資をはじめとした「力強い産業都市づくり」による持続的な都市の成長

を推進するとともに、行財政改革の取組を一層推進していく必要があります。 
このような基本的な認識に基づく取組の第一歩として、５つの基本戦略を掲げ、平

成２６年度の施政方針及び予算に主要な取組内容を盛り込みました。 
新たな総合計画等をスタートさせるまでの２年間は、このアクションプログラムに

基づいて、優先度の高い課題の解決に取り組むとともに、事務事業の見直しや施策・

事業の重点化を図るなど、メリハリのある行財政運営を進めていきます。また、アク

ションプログラムに位置付けた事業については、効果的・効率的に進行管理を実施し、

その結果を次年度以降の事業へ反映することなどにより、行財政運営を的確に進めて

いきます。 
 
〔アクションプログラムの構成イメージ等〕 

年度 施政方針 予算 行財政改革
アクション
プログラム

H26(2014)年度 2014

H27(2015)年度 2015

Ｈ２６年度施政方針 Ｈ２６年度予算

Ｈ２７年度施政方針 Ｈ２７年度予算

Ｈ２８(２０１６)年度以降‥‥新たな総合計画及び行財政改革の計画の推進

行財政運営に

関する改革プログラム
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「成長と成熟の調和による持続可能な 

最幸のまち かわさき」をめざして 

 

 

１ 平成２６年度市政執行の基本的な考え方 

 

 （１）市政運営の基本姿勢 

昨年は、株価が大幅に上昇し、国内経済の回復に向けて、明るい兆しが見

えますとともに、東京が２０２０年のオリンピック・パラリンピック競技大

会の開催都市に決定したことや、「富士山」の世界文化遺産登録など、明る

いニュースがありました。本市におきましても、東日本大震災において被害

を受けた「ミューザ川崎シンフォニーホール」のリニューアルオープンや、

国内最高レベルの設備を備える新たな中原図書館の開館など、喜ばしい出来

事が多くあったように思います。 

一方で、海外では、猛烈な台風がフィリピンを直撃しましたとともに、国

内でも、伊豆大島での土石流災害により、多数の死者・負傷者が発生しまし

たことから、改めて災害に対する備えの重要性を認識したところでございま

す。 

世界経済に目を向けますと、弱い回復が続いているものの底堅さが増して

います。アメリカの金融緩和縮小による影響や、中国、その他の新興国経済

の先行き、欧州政府債務問題等の懸念があるものの、次第に回復力が増して

いくことが期待されています。 

国内景気につきましては、緩やかに回復しており、先行きにつきましても、

家計所得や投資が増加し、景気の回復基調が続くことが期待されています。 

一方で、海外景気や、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要とその反動に

よる影響が懸念されています。 

このような中、国におきましては、来年度予算の姿が見えてきたところで

ございまして、その成立に向けた取組を早急に進め、消費税率引き上げに伴
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う市民生活への影響を最小化するなど、安定的な政策運営を強く要望するも

のでございます。 

どのような社会経済状況下におきましても、市民の方々の暮らしをしっか

りと支えていくことが重要であり、その中心的な役割を担うのは、地方自治

体です。 

私は、市民の皆様の負託にこたえるべく、お約束したことをしっかりとや

りぬくとともに、効果的かつ効率的な行財政運営を行い、創意工夫を凝らし

ながら、「対話」と「現場主義」を基本姿勢として、市民生活を支える行政

サービスを将来にわたって安定的に提供できるよう、全力を傾けてまいりま

す。 

 

今年は、市制９０周年の記念すべき年であります。 

大正１３年に、県下で３番目の市として誕生した本市は、昭和２０年の川

崎大空襲など、戦争の惨禍を乗り越え、製造業を中心に産業都市として急速

に発展するとともに、人口も爆発的に増加し、昭和４７年には政令指定都市

への移行を果たし、翌年には人口１００万人を突破しました。 

一方で、工業の発展に伴って大気汚染や水質汚濁などが深刻化したため、

公害防止条例の制定や、企業との協定など、知恵を絞って公害の克服に努め

てきました。 

近年では、人口約１４５万人を擁する、利便性の高い生活都市として発展

するとともに、公害を克服する過程で培われた環境技術を活かしたグリーン

イノベーションや、少子高齢・人口減少社会を見据えた、ライフイノベーシ

ョンをはじめとした将来性のある産業の振興、市民との協働による文化芸術

やスポーツのまちづくりなど多彩な魅力を持つ大都市へと変貌を遂げていま

す。 

市制９０周年という節目の年を迎え、これまでの本市の成長は、さまざま

な課題に直面しつつも、その課題を乗り越え、発展を成し遂げてきた先人た

ちの取組の賜物であることを実感しますとともに、本市が持つ、多くのポテ
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ンシャルをさらに引き出していくことが必要だと思います。 

９０年という歴史の重みの上に今日の川崎市があることを思い、さらに市

民の皆様が愛着を持てるまちづくりに向けて、川崎の未来を先頭に立って切

り開いてまいります。 

 

（２）「最幸のまち かわさき」をめざして 

 

① 安心のふるさとづくり 

私は、市長就任以来、川崎を幸せのあふれるまち、「最幸」のまちにした

いと考え、市政運営に取り組んできました。 

まずは、最優先課題として「最幸」のまちのシンボルである「子どもたち

の笑顔」のあふれるまちを実現すべく、「待機児童の解消」と「中学校給食

の導入」を早急に実現してまいります。 

また、これらに代表される子育て支援の充実とともに、災害に強いまちづ

くりや、高齢者が元気に生きがいを持って暮らせるまちづくり、障害者施策、

教育改革、雇用の確保、中小企業や商店街振興、市民自治の地域づくりとい

った、身近な市民生活を支える「安心のふるさとづくり」へ向けた施策の充

実を進めてまいります。 

 

② 力強い産業都市づくり 

一方で、こうした福祉施策などを将来にわたって安定的に提供していくた

めには、本市が今後も持続的に成長していくことが不可欠です。 

少子高齢・人口減少社会においても成長が見込まれる、生命科学・医療技

術・介護・環境・エネルギー等の産業分野におけるイノベーションを進める

とともに、国際空港・羽田に隣接し、川崎港を通じて世界とつながる利点を

活かした臨空都市としての拠点整備を進めていきます。 

あわせて、交通ネットワークの充実強化や、利便性と魅力を兼ね備えた都

市拠点の整備等による都市基盤整備、ベンチャービジネスの拡大、新技術の
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開発支援等による市内企業の振興、インターネット環境の整備などを進める

ことで「力強い産業都市づくり」を進めてまいります。 

 

 

私は、「安心のふるさと」と「力強い産業都市」、この二つの調和によっ

て子どもたちの笑顔があふれるまちを実現すること、これが、現在そして将

来の市民の「幸福」につながると確信しており、「成長と成熟の調和による

持続可能な最幸のまち かわさき」をめざした取組へ、全力を尽くしてまい

ります。 

一方で、多様化、増大化する市民ニーズへ的確に応えていくためには、メ

リハリのある行財政改革により、効率的・効果的な行政体制や持続可能な行

財政基盤を構築し、限られた財源や資源を最大限に活用することが不可欠で

す。 

このため、本年度内に策定する「行財政運営に関する改革プログラム」に

基づき、さらなる民間部門の活用や効率的な執行体制の整備などの、市役所

の内部改革等の取組を進めてまいります。 

また、既存公共施設の長寿命化や、資産保有の最適化、財産の有効活用な

ど、「かわさき資産マネジメントカルテ」に基づく取組を着実に進めること

で、多様な市民ニーズに対応する財源の確保にも資する「資産・債務改革」

を推進してまいります。 

 

 

２ 平成２６年度予算の編成 

 

国において強力に進められている経済対策などにより、我が国の景気は回

復に向かっているとされている中、本市におきましても、企業収益の改善に

より法人市民税が増加するとともに、引き続き家屋の新増築の堅調な推移に

より固定資産税が増加するなど、平成２６年度の市税収入は、前年度と比べ
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て２．８％増加し、当初予算としては過去最大になるものと見込んでいます。 

一方で、行政需要につきましても、少子高齢化の一層の進展等を背景に、

確実に増大・多様化していることなどから、本市財政は依然として厳しい状

況にあり、また、社会保障制度の改革とともに本年４月から実施される消費

税率引上げの影響につきましても、引き続き注視していかなければならない

と考えています。 

このような中、平成２６年度予算は、「子どもたちの笑顔」が輝くまちの

実現を最優先の課題として、まずは、待機児童の解消に向けた取組を加速さ

せるとともに、中学校給食の導入の早期実現が図られるよう、しっかりと予

算配分を行いました。 

また、災害対策の推進、交通基盤の整備、先端技術を活かした産業振興や

国際競争力の強化など、「安心のふるさとづくり」と「力強い産業都市づく

り」に向けた施策につきまして、必要な事業費を計上しました。 

なお、予算編成の前に行いました収支推計では、多額の収支不足が見込ま

れていましたが、市税収入の大幅な増加とともに、事務事業の見直しなどの

改革の取組や施策・事業の重点化等を確実に進めることで、必要な財源を確

保し、収支不足の解消を図ったところでございます。 

 

平成２６年度の一般会計の予算規模は、民間保育所受入枠の拡大、廃棄物

処理施設の整備や等々力陸上競技場メインスタンドの改築工事の進ちょくな

どにより、前年度に比べ１８７億円、３．１％の増となっています。 

 

一般会計       ６，１７１億円余（対前年度比 ３．１％増） 

特別会計（１３会計） ４，８２１億円余（対前年度比 １．９％減） 

企業会計（ ５会計） ２，３６６億円余（対前年度比１４．８％増） 

 合 計     １兆３，３５９億円余（対前年度比 ３．１％増） 

 

平成２６年度予算は、私が市長に就任して初めての予算となりますが、
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「川崎を一歩先へ もっと先へ」進めるまちづくりに向け、まずは第一歩を

踏み出す予算となるものと考えています。 

今後も、社会保障経費の増加や更新需要等に伴う投資的経費の増加などが

見込まれていますが、直面する課題に適確に対応し、「最幸」のまちの実現

に向けた取組を着実に進めてまいります。また、これを支える持続可能な行

財政基盤の確立に向け、メリハリのある行財政改革の取組とともに、将来負

担等の中長期的な視点にも十分留意した財政運営に取り組んでまいります。 

 

 

３ 分野別の重点施策 

 

私がマニフェストでお示しした内容は、市民の皆様との「約束」であると

考えていますので、任期中に実現できるよう、優先順位をつけながら、計画

的に取り組んでいきたいと考えています。 

具体的な優先順位や手法につきましては、新たな総合計画や行財政改革に

関する計画を策定する中で明らかにしていきますが、それまでの間は、以下

に示す５つの基本戦略に沿って、川崎のまちづくりを進めてまいります。 

 

基本戦略１「生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり」 

その第１は、「生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり」で

す。 

災害に強いまちづくりや、地域包括ケアシステムの構築など、自助・共

助・公助のバランスを保ち、お互いに支え合いながら、誰もが、地域で安心

して、健康で自立した生活を送ることができる地域社会を構築してまいりま

す。 

はじめに、災害から生命を守る取組として、「地域防災計画」や、「地震

防災戦略」、「備蓄計画」、「臨海部防災対策計画」等に基づく取組を着実

に推進してまいります。 
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特に、防災行政無線の機能向上や、消防隊・救急隊の増隊、消防ヘリコプ

ターの更新に向けた取組による消防体制の強化に加え、自主防災組織と消防

団が連携して実施する訓練の指導や、消防団の車両へのＭＣＡ無線機の配備

により、消防力を総合的に強化してまいります。 

加えて、宮前区の「消防総合訓練場」においては、大規模な災害発生の際

に、他都市からの「緊急消防援助隊」を受け入れるための「緊急消防援助隊

活動拠点施設」を着工してまいります。 

また、本庁舎や市営住宅等の公共建築物の耐震対策を着実に推進するとと

もに、耐震改修促進法で耐震診断が義務化された特定建築物等の耐震改修費

用の助成拡充などにより、民間建築物の耐震化を促進し、まち全体の耐震化

を推進してまいります。 

さらに、川崎港海底トンネルの津波浸水対策や緊急物資等の輸送用浮き桟

橋の整備、帰宅困難者対策を進めるとともに、地域の避難所となる小中学校

等への独立型備蓄倉庫の設置やマンホールトイレの整備、学校施設の防災機

能の強化などの取組を進めてまいります。 

ゲリラ豪雨への対応など、治水・雨水対策につきましては、臨海部の道路

冠水対策を進めるとともに、「五反田川放水路」などの河川整備を推進して

まいります。 

 

暮らしの安全を守る取組として、救急医療体制づくりの推進につきまして

は、救急救命士の処置範囲の拡大に伴う人材育成を進めるとともに、平成 

２６年度中の「井田病院」の全面開院に向けた取組を進めてまいります。 

また、新たに定期接種となる、成人の肺炎球菌及び水痘のワクチンの接種

が円滑に実施できるよう取り組んでまいります。 

 

お年寄りが安心して元気に暮らせるしくみとして、介護が必要となっても

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくりに向けて、「特別養

護老人ホーム」の整備を進めるとともに、「小規模多機能型居宅介護」や
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「複合型サービス」などの地域密着型サービスの充実を図ることで、高齢者

の多様な居住環境の整備を推進してまいります。 

また、平成２７年度以降の介護保険のサービス量や介護保険料を定める

「第６期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」の策定を進めてまいりま

す。 

 

障害者の暮らしを支える取組として、中原区井田の「リハビリテーション

福祉・医療センター」の再編整備につきましては、平成２８年度の開設に向

けて、「中部リハビリテーションセンター」の整備を進めてまいります。 

また、川崎区日進町地区の福祉センター跡地につきましては、地域リハビ

リテーション機能を統括する総合的なリハビリテーションセンターとしての

機能などを有する施設として、平成３０年度の開設に向けて整備を推進して

まいります。 

障害者が地域の中で働き、活動できる場の確保につきましては、日中活動

支援施設の整備を推進し、安心して自立した地域生活が送れる環境づくりに

取り組んでまいります。 

また、今年度末に策定予定の「障害者雇用・就労促進行動計画」に基づき、

障害者の就労支援員を増員するなど、障害者の雇用・就労支援の充実に向け

た取組を進めてまいります。 

さらに、障害者施策の総合的な推進を図る「第４次かわさきノーマライゼ

ーションプラン」を平成２６年度中に策定し、障害のある人もない人も、お

互いを尊重しながら、ともに支え合う自立と共生の地域社会をめざして取り

組んでまいります。 

 

健康で生き生きと暮らすための取組として、健康寿命の延伸につきまして

は、健康増進計画「かわさき健康づくり２１」等に基づき、生涯を通じた心

と体の健康づくりや高齢者の生きがいづくりなどを進めてまいります。 

国民病ともいうべきがんの撲滅に向けた取組につきましては、生活習慣の
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改善に向けた取組を推進するとともに、早期発見、早期治療のための検診の

受診率について、政令指定都市の中でのトップレベルをめざして、現状を検

証しながら、より効果的な手法の検討を進め、推進を図ってまいります。 

 

これらの高齢者施策、障害者施策、保健・医療・看護施策の連携を図りな

がら、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を見据え、川崎らしい都市

型の地域包括ケアシステムの構築に向けて、基本方針の策定を進め、「住ま

い」、「生活支援・福祉サービス」、「保健・予防」、「医療・看護」、

「介護・リハビリ」が一体的に提供されるしくみづくりを推進してまいりま

す。 

 

暮らしの安心を保障する取組として、生活保護制度の適正実施を図るとと

もに、自立支援や貧困の連鎖の防止に向けて、地域や民間企業等と連携し、

就労支援の推進や中学生の学習支援の拡充を図ります。さらに、社会的に孤

立している若年層の生活保護受給者を対象とした就労訓練の場の創設等に取

り組んでまいります。 

また、昨年１２月に開設した「生活自立・仕事相談センター」では、失業

等で生活に困っている方など、生活困窮者を支援する取組を進めてまいりま

す。 

 

基本戦略２「子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり」 

第２は、「子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり」です。 

子育ての不安を解消し、安心して子どもを産み、育てられる地域社会を構

築するとともに、「わかる授業」の推進や、「地域の寺子屋」の開講などの

教育改革を進めることで、「子どもたちの笑顔があふれるまち」の実現に取

り組んでまいります。 

はじめに、子育て環境の整備につきましては、まず、待機児童を解消する

ことが最優先課題であります。平成２６年度につきましては、新たに 1,500
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人を超える認可保育所の受入枠を確保してまいります。あわせて、「民間で

できることは民間で」を基本として、引き続き公立保育所の民営化を推進し

てまいります。また、「『新たな公立保育所』のあり方基本方針」に基づき、

各区３か所の公立保育所については維持・継承し、地域の子育てや、民間の

保育所への支援機能を強化してまいります。 

また、待機児童を迅速に解消するためには、認可外施設を積極的に活用し

ていくことが必要です。そのため、本市が示した一定の基準を満たしている

「川崎認定保育園」について、平成２６年４月から、保育料の補助を拡充し

てまいります。具体的には、特に支援を必要とする０歳から２歳までの児童

の保育料補助について、所得に応じて、これまでの５千円から２万円に補助

金額を引き上げ、保護者負担の軽減に取り組んでまいります。 

あわせて利用申請者へきめ細やかな対応を行うなど、待機児童ゼロ対策に

向けて、具体的な取組の方針を公表したところでございます。引き続き、私

を本部長とする「待機児童ゼロ対策推進本部」において、これらの施策を強

力に推し進め、平成２７年４月の待機児童ゼロを実現してまいります。 

さらに、国の「子ども子育て支援新制度」に対応し、平成２６年度中に、

「(仮称)子ども・子育て支援事業計画」を策定するとともに、幼児教育の充

実も含めて総合的な子育て支援を進めてまいります。 

待機児童の解消と並ぶ、子育て環境の充実に向けた重要な柱が中学校完全

給食の導入です。安全・安心で温かい給食を平成２８年度に全校で導入する

ことをめざして、民間活力を最大限に活用しながらスピード感を持って取組

を進めてまいります。 

小児医療費の助成につきましては、拡充の範囲や実施時期等について検討

を進めるとともに、平成２７年度以降の拡充に向けて準備を進めてまいりま

す。 

児童に関する総合的な相談支援体制の確立につきましては、平成２６年度

中の開設に向けて、川崎区浜町地区の「（仮称）南部総合児童福祉施設」の

整備を進めるとともに、中原区井田地区で、医療・心理的ケアに配慮した
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「（仮称）こども心理ケアセンター」の整備に取り組むなど、保護を必要と

する児童が安心して過ごせる生活環境を確保してまいります。 

障害児支援の取組につきましては、平成２６年９月の開設に向け、「南部

地域療育センター」の移転・整備を進めるなど、専門的な相談・支援機能の

強化や療育支援を充実してまいります。 

 

教育改革の実現に向けた取組として、「わかる授業」など学力向上をめざ

した取組につきましては、習熟の程度に応じたきめ細やかな指導を充実させ

ていくことなどで、すべての子どもが授業を理解できることをめざした取組

を進めてまいります。 

また、学校が明確な数値目標を示し、学力の向上を図ることができるよう、

数値目標の設定について検討を進めてまいります。 

子どもが将来、社会で自立して生きていくためには、小学校の段階から、

社会的自立の基盤となる資質能力、態度を育てる取組が必要です。このため、

新たに「キャリア在り方生き方教育」のマスタープランを示すことで、各学

校が教育課程を幅広く見直し、学ぶ意欲や他者と協力しながら社会に参画す

る力などを育み、将来の川崎の担い手となる人材の育成を進めてまいります。 

経済的理由によって就学困難な生徒への支援につきましては、平成２６年

度から新たに、中学校の部活動に要する経費を就学援助費の支給項目に加え

てまいります。 

いじめや不登校を生まない環境づくりにつきましては、「かわさき共生＊

共育プログラム」を実践するとともに、４４校の小学校で「児童支援コーデ

ィネーター」を専任化し、児童が抱えるさまざまな課題に対応してまいりま

す。 

また、教育上、特別な支援を必要とする児童生徒に直接的な支援を行う、

特別支援教育サポーターの配置を拡充してまいります。 

教育環境の整備につきましては、人口が増加している小杉地区や新川崎地

区における小学校の新設に向けた取組など、児童生徒数の増加に対応した小
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中学校の整備を進めてまいります。 

また、「学校施設長期保全計画」に基づき、校舎や体育館の改修による再

生整備等を本格実施するなど、より多くの学校において、施設の長寿命化対

策に取り組むとともに、トイレの快適化や教室の木質化などの教育環境の向

上、校舎の断熱化などの環境対策に取り組んでまいります。 

「市立川崎高校」につきましては、平成２６年４月に附属中学校を開校し

ますので、市として初の中高一貫教育により、国際都市川崎の未来をリード

する人材育成に取り組んでまいります。 

県費教職員の給与費負担につきましては、平成２９年度を目途に政令指定

都市へ移譲することについて、関係する１５道府県と２０政令指定都市で合

意がされたところですので、円滑な移行に向けて準備を進めるとともに、学

校の実情に即した教職員配置について検討してまいります。 

 

生涯を通じて学び成長する取組として、シニア世代をはじめとした地域の

さまざまな人材が子どもの学習や体験活動を支援する「地域の寺子屋」を開

講し、地域で教育を支えるしくみづくりを推進してまいります。 

 

基本戦略３「市民生活を豊かにする都市基盤と環境づくり」 

第３は、「市民生活を豊かにする都市基盤と環境づくり」です。 

魅力ある都市拠点の整備や、快適な地域交通環境の整備を推進するととも

に、地球温暖化対策や、公園緑地の整備、雇用・就業環境の改善に取り組む

ことで、利便性が高くうるおいのある地域社会を構築してまいります。 

はじめに、魅力ある都市拠点の整備として、川崎駅周辺地区では、平成 

２９年度の完成をめざして、北口自由通路の整備を進めるなど、駅東西の回

遊性の向上を図ってまいります。あわせて、京急川崎駅周辺地区につきまし

ては、引き続き、民間開発の誘導支援に取り組んでまいります。 

小杉駅周辺地区では、地域の住民の皆様としっかりと対話しながら、公共

公益施設の再編を継続するなど、都市機能の集積を図り、利便性の高いまち
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づくりを進めてまいります。 

また、川崎の産業集積を活かしたオープンイノベーションの促進のため、

コンベンション施設の整備を推進してまいります。 

このほか、新川崎・鹿島田駅周辺地区における再開発事業や「登戸土地区

画整理事業」の推進、「向ヶ丘遊園駅連絡通路」や溝口駅南口広場の整備な

ど、個性ある利便性の高い地域生活拠点の形成を進めてまいります。 

 

市民生活を豊かにし、経済活動を活性化するために、交通ネットワークの

充実は不可欠です。 

地域をつなぐ交通基盤の整備として、本市がめざす総合的な交通体系や交

通政策の基本方向を定める「総合都市交通計画」に基づき、「京浜急行大師

線連続立体交差事業」につきましては、平成３０年度の産業道路立体交差化

に向けた整備を引き続き推進してまいります。 

また、ＪＲ南武線につきましては、約１割定員の多い新型車両が、平成２

６年度から順次投入されることにより、混雑の緩和が図られるものと期待し

ています。引き続き輸送力の増強を要望するとともに、「ＪＲ南武線連続立

体交差事業」につきましては、鉄道事業者と連携しながら、調査・検討を進

めてまいります。 

あわせて、「川崎縦貫道路」につきましては、東京外かく環状道路との一

本化を含めた幅広い検討を行い、計画の早期の具体化に向けた取組を促進し

てまいります。 

 

快適な地域交通環境の形成として、身近な地域交通環境の整備につきまし

ては、地元住民が主体となったコミュニティ交通の事業継続を支援するため

に、車両の買い替え費用の補助制度等を新たに創設するとともに、路線バス

の路線の検討にあたり、需要を把握するための社会実験費用の補助制度を創

設することにより、地域の特性やニーズを踏まえた地域交通の充実を図って

まいります。 
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また、南武線の駅アクセス向上のため、平成２９年度の完成をめざし、津

田山駅や稲田堤駅の橋上駅舎化の工事に着手し、駅利用者などの利便性の向

上を図ってまいります。 

さらに、川崎駅周辺で課題となっている、商店への荷物の搬出・搬入に伴

う路上での荷さばきにつきましては、幹線道路の交通環境改善や、商店街等

の歩行空間の快適性向上のために、公共空間や民間駐車場を荷さばきスペー

スとして活用するなどの社会実験を実施してまいります。 

ユニバーサルデザインのまちづくりにつきましては、鉄道駅周辺を中心と

したバリアフリー化の取組を、より一層促進するとともに、「誰でも使いや

すい」というユニバーサルデザインの考え方を踏まえ、「(仮称)ユニバーサ

ルデザイン構想」の策定に向けて検討を進めてまいります。 

渋滞緩和に向けた取組につきましては、交差点の改良や交通管理者と連携

した信号制御の改善など、さまざまな工夫を図りながら、早期の効果発現を

めざした新たな緊急渋滞対策を実施してまいります。 

自転車対策につきましては、溝口駅南口や新川崎駅周辺などでの駐輪場整

備を進めてまいります。 

市バス事業につきましては、市民の足を確保するために市バスネットワー

クを維持・充実させるとともに、お客様サービスの向上と持続可能な経営に

向けて、次期経営健全化計画を策定し、安全な輸送サービスの確保、安心・

快適なサービスの充実、経営基盤の充実・強化などの取組を着実に推進して

まいります。 

 

環境に配慮した循環型のしくみづくりとして、地球温暖化対策につきまし

ては、「カーボン・チャレンジ川崎エコ戦略（ＣＣかわさき）」に基づき、

「低ＣＯ２川崎ブランド」などによる低炭素社会の構築に貢献する製品等の

普及啓発を行うとともに、市内に蓄積された優れた環境技術による「市域外

の温室効果ガス削減貢献量」を見える化し、適正に評価する「川崎メカニズ

ム認証制度」の取組を進めてまいります。 
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また、創エネ・省エネ・蓄エネを総合的に推進するため、住宅用太陽光発

電設備や、家庭用の燃料電池、蓄電池等の設置補助を継続するとともに、本

市の技術や製品を活用し、一般の方にもわかりやすく環境関連技術の見える

化を行う「かわさき環境ショーウィンドウ事業」を引き続き実施してまいり

ます。 

市の率先した環境配慮の取組につきましては、建築物による温室効果ガス

の削減を図るため、「市建築物における環境配慮標準」に基づき、省エネル

ギー対策など、環境分野におけるエネルギー対策を推進してまいります。 

環境産業の振興につきましては、本市及び市内の事業者が有する低炭素技

術等に関する知見を体系化するとともに、技術の海外移転に向けた調査を実

施し、環境技術を通じた国際貢献と産業振興によるグリーンイノベーション

を進めるとともに、「グリーン・イノベーション推進方針」を策定してまい

ります。 

また、平成２６年度に７回目を迎える「川崎国際環境技術展」では、世界

の環境問題に対応した高い環境技術を広く国内外に発信するとともに、これ

までの成果を踏まえ、アジアを中心に、デンマークなどの環境先進国とも、

国際的なビジネスマッチングの取組を一層推進し、環境技術の海外移転によ

る国際貢献と産業活性化に取り組んでまいります。 

持続可能なスマートシティの実現に向けた取組につきましては、川崎駅周

辺地区におけるスマートＥＶバスの導入や防災減災ソリューションの実証、

小杉駅周辺地区におけるＨＥＭＳ（ヘムス）の活用による事業創出の実証な

ど、地区の特性を踏まえたモデル事業を展開してまいります。 

さらに、最先端の環境技術を有する本市の特徴や強みを活かしたスマート

コンビナートの形成に向け、世界初の商用水素混焼発電所の整備など、川崎

臨海部における水素ネットワークの構築に向けた取組を推進してまいります。 

 

生活環境を守る取組として、廃棄物施策につきましては、資源循環型社会

の構築に向け、効率的なごみ収集体制を確立するとともに、焼却ごみ量を削
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減することにより、市内４か所で稼働しているごみ焼却施設を平成２７年度

から３か所とする、３処理センター体制の構築に取り組んでまいります。こ

のため、「橘処理センター」の建替に向け、整備計画を策定するとともに、

「リサイクルパークあさお」の資源化処理施設について、平成２８年度から

の運転開始をめざし、整備を進めてまいります。 

また、放射性物質が検出された焼却灰のうち、ごみ焼却灰につきましては、

引き続き安全対策を講じた上で埋立処分を実施し、埋立処分場周辺の空間放

射線量、埋立処分場の内水、魚介類等のモニタリングを行うとともに、下水

汚泥焼却灰につきましては、安全な再利用や処分の具体化に向けた取組を進

めてまいります。あわせて、市内の空間放射線量の測定や食品などの放射性

物質の検査等を継続し、市民の安全・安心な生活環境の確保に取り組んでま

いります。 

 

緑豊かな環境の整備として、公園緑地の整備につきましては、富士見公園

におきまして、競輪場のコンパクト化に加え、「スポーツ・文化総合センタ

ー」の整備に向けた取組を進めるとともに、「長方形競技場」の整備を継続

するなど、スポーツ・文化・レクリエーション活動の拠点機能を強化し、都

心における総合公園にふさわしい公園の再生に取り組んでまいります。 

等々力緑地につきましては、平成２６年度末の完成をめざし、「等々力陸

上競技場」メインスタンドの改築工事を進めるとともに、硬式野球場の整備

に向け、実施設計を行うなど、多くの市民の方々に愛される総合公園として

再編整備を進めてまいります。 

また、平成３６年の市制１００周年をめざし、「市民１００万本植樹運

動」を引き続き推進するとともに、今年度末に策定予定の「（仮称）生物多

様性かわさき戦略」に基づき、川崎の特徴を踏まえた生物多様性保全の取組

を推進してまいります。 

 

多摩川などの水辺空間を活かす取組として、緑地やマラソンコースなどの
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環境整備を進めるとともに、水辺をフィールドに、子どもたちが川に親しむ

「水辺の楽校(がっこう)」などの、市民が主体となった自然体験活動のさら

なる推進や、さまざまなスポーツイベントの開催などにより、川崎のシンボ

ル的な存在である、ふるさとの川・多摩川の豊かな歴史・文化的資源や水と

緑の環境資源を活かし、より多くの市民が憩い、遊び、学ぶ環境の創出をめ

ざしてまいります。 

また、多摩川流域の自治体間の連携・交流を促進し、多摩川のさらなる魅

力の向上を図ってまいります。 

 

安定した水供給・循環機能として、上下水道事業につきましては、市民の

ライフラインとして、良質な水の安定供給と良好な下水道環境の形成を確保

するため、東日本大震災の教訓を踏まえて、施設、管路・管きょの耐震化な

どを計画的に進めてまいります。 

 

雇用・就業支援対策として、就業に係る相談窓口につきましては、高津区

の本市の就業支援室「キャリアサポートかわさき」で新たに託児付きの相談

事業を開始し、子育て中の女性が安心して求職活動を行うことができる環境

を整えます。 

また、大学やＩＣＴ企業等と連携して合同企業就職説明会を開催し、人材

不足に悩む業界への人材供給を図り、雇用環境の改善に取り組んでまいりま

す。 

 

基本戦略４「活力と魅力あふれる力強い都市づくり」 

第４は、「活力と魅力あふれる力強い都市づくり」です。 

国際空港・羽田に隣接する優位性を活かしながら、成長力の高い分野の産

業振興を図るとともに、文化芸術・スポーツの振興や、国内外に川崎の魅力

をさらに積極的にアピールしていくため、シティセールスを推進し、活力と

魅力ある都市づくりを進めてまいります。 
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はじめに、新たな産業を生み出す取組として、殿町地区の「キング スカ

イフロント」におきまして、世界的な医療機器メーカーや国立医薬品食品衛

生研究所の新施設の整備が進んでいるほか、産学官が一体となって一つ屋根

の下でナノ医療の研究開発を行う「（仮称）ものづくりナノ医療イノベーシ

ョンセンター」の整備を推進しています。今後も、京浜臨海部における国際

戦略拠点の形成に向けて、ライフイノベーションを担う民間事業者や研究機

関などの進出をさらに加速させてまいります。 

また、「京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区」につきまし

ては、これまでの殿町区域に加え、市内の「新川崎区域」、「テクノハブイ

ノベーション川崎（Ｔｈｉｎｋ(シンク)）」、「かながわサイエンスパーク

（ＫＳＰ）」をはじめとする１３区域の追加指定を受けたところでございま

す。今後も神奈川県、横浜市と連携し、それぞれの区域の特徴を活かしなが

ら、特区に掲げる目標の達成を図ってまいります。さらに、多摩川対岸の

「アジアヘッドクォーター特区」との相乗効果の創出に向けて、東京都や大

田区との連携を強化してまいります。 

こうした取組を推進することにより、地域経済の活性化を図るとともに、

国際的な課題の解決に貢献しながら、我が国の持続的な成長を牽引する拠点

の形成をめざしてまいります。 

また、こうしたプロジェクトをエリア全体で推進するにあたり、人々の移

動や物流を支える交通機能の強化が重要であることから、「臨港道路東扇島

水江町線」の整備を進めるほか、「羽田連絡道路」につきまして、関係機関

と整備促進に向けた協議・検討を行うなど、臨海部の交通ネットワークの強

化に取り組んでまいります。 

「新川崎・創造のもり」地区につきましては、「ナノ・マイクロ産学官共

同研究施設（ＮＡＮＯＢＩＣ(ナノビック)）」におきまして、「４大学ナ

ノ・マイクロファブリケーションコンソーシアム」などと連携しながら、ナ

ノ・マイクロ技術の研究開発を推進し、市内ものづくり企業の基盤技術の高

度化や研究開発力の向上による新産業の創出を図ってまいります。 
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また、さらなる企業の進出ニーズに応えるために、「新川崎・創造のも

り」事業の集大成と位置付けるＮＡＮＯＢＩＣ(ナノビック)に続く施設整備

に向けた取組を進めてまいります。 

高齢化の進展により、一層の需要が見込まれる福祉分野につきましては、

「ウェルフェアイノベーション推進計画」に基づき、福祉製品の普及を促進

するとともに、福祉と産業のマッチングを推進するウェルフェアイノベーシ

ョンフォーラムを活用し、福祉医療関係者、企業、専門家等が一体となって、

利用者ニーズを反映した製品開発を進めるなど、高齢者や障害者の質の高い

生活を支える福祉産業の振興に取り組んでまいります。 

 

国際空港・羽田に隣接する優位性を活かした臨空都市拠点の整備として、

港湾物流拠点の形成につきましては、青島(チンタオ)航路や上海・華南(カ

ナン)航路の開設により、コンテナ取扱量が増加する中、引き続き、荷主・

船会社に対するポートセールス活動を推進するとともに、東扇島地区では、

コンテナターミナルの施設整備を推進するなど、港湾物流機能を高度化し、

川崎港の国際競争力の強化に取り組んでまいります。 

また、この１月には川崎臨港倉庫埠頭株式会社が、国から特例港湾運営会

社に指定されましたので、４月からコンテナターミナルの運営を開始し、さ

らなる効率的な港湾運営に努めてまいります。 

 

海外とも連携した産業振興の取組として、市内企業の国際ビジネス展開に

つきましては、ワンストップ窓口である「海外ビジネス支援センター（ＫＯ

ＢＳ(コブス)）」において、川崎商工会議所などの関係機関とも連携しなが

ら、ＡＳＥＡＮ(アセアン)をはじめとした海外への展開を支援してまいりま

す。また、「川崎ものづくりブランド」の認定製品を中心に、優れた製品や

技術を関連業界等にＰＲし、販路の開拓・拡大を支援するなど、国際競争力

の強化や、ものづくり産業の高度化、生産性の向上を図ってまいります。 

また、生活のさまざまな場面における利便性の向上や国際化への対応に向
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けて、有識者や企業関係者を含めたプロジェクトチームにおいて公衆無線 

ＬＡＮの環境整備に向けた調査・研究を進めるとともに、公共施設等への公

衆無線ＬＡＮ環境の整備を進めるなど、インターネット環境の整備に向けた

取組を推進してまいります。 

社会保障・税番号制度の導入に向けた取組につきましては、平成２７年度

からの円滑な導入に向けて、関連システムの改修などを着実に進めるととも

に、福祉・医療などの分野における、より公平・公正、きめ細やかで的確、

さらには市民にとって利便性が高い行政サービスの実現といった視点で検討

を進めてまいります。 

中小企業の経営安定化の取組につきましては、引き続き、経営安定資金等

の十分な融資枠の確保や、信用保証料の補助を行うとともに、川崎市信用保

証協会に対し、市内中小企業への積極的な信用保証の継続を促すなど、円滑

な資金調達を支援してまいります。 

お祭りなどを活かした商業振興につきましては、川崎駅周辺地区において、

「カワサキハロウィン」をはじめ、各種イベント支援を行うなど、都市ブラ

ンドの向上等による賑わいづくりを進めてまいります。また、ＬＥＤ街路灯

などの導入支援を行う「商店街エコ化プロジェクト事業」や、「出張キャラ

バン隊」の派遣などにより、商店街の活性化に取り組んでまいります。 

都市農業の振興につきましては、農業振興地域の施設の多くが老朽化して

いることから、ストックマネジメントの手法を導入し、それらの長寿命化を

図るため、施設等の耐久性などの調査を行います。 

また、黒川地区では、土地改良事業を促進するほか、岡上地区及び早野地

区での基盤整備など、引き続き地域農業の活性化や里地里山の保全再生を進

めてまいります。 

さらに、平成２６年度から新たに、市街化調整区域における農地転用の許

可に関する権限が県から本市に移譲される見込みです。都市農業の振興を図

るため、さらなる権限の移譲に向けて、引き続き国等に要望してまいります。 
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文化・芸術・スポーツの振興として、音楽のまちづくりにつきましては、

「フェスタサマーミューザ」、「モントルー・ジャズ・フェスティバル・ジ

ャパン・イン・かわさき」について、「ミューザ川崎シンフォニーホール」

を中心として開催してまいります。 

また、今年で６回目となる「川崎・しんゆり芸術祭（アルテリッカしんゆ

り）２０１４」や「毎日映画コンクール表彰式」など、民間主体の芸術や映

像のまちづくりの取組が根付いていくよう支援を行ってまいります。 

「スポーツのまち･かわさき」の取組につきましては、男子バスケットの

天皇杯全日本総合選手権大会におきまして、川崎市を本拠地とする「東芝ブ

レイブサンダース神奈川」が優勝するという、大変うれしい出来事がありま

した。 

また、２月７日にロシア・ソチで冬季オリンピックが始まり、世界的にス

ポーツの機運が盛り上がりを見せているところでございます。こうした中、

本市におきましても、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技

大会に向けて、プロジェクト推進本部を設置したところでございますので、

スポーツ文化の普及や障害者スポーツの振興に取り組むとともに、優れた環

境技術や、ライフイノベーション・ウェルフェアイノベーションの推進など

の世界に誇れる先進的な取組を戦略的に発信するなど、川崎らしい取組の検

討を進めてまいります。 

さらに、川崎フロンターレをはじめ、「かわさきスポーツパートナー」と

一層の連携を図り、スポーツを通じた本市の魅力づくりを進めてまいります。

さらに、「川崎国際多摩川マラソン」や、「国際トランポリンジャパンオー

プン」などのスポーツ大会の開催を通じて、市民に元気を与え、川崎への愛

着と誇りを育んでまいります。 

文化財の保護・活用につきましては、橘樹郡衙(たちばなぐんが)跡及び影

向寺(ようごうじ)遺跡の国史跡の指定に向けた取組を進めてまいります。 

 

戦略的なシティセールスの推進として、地域資源の掘り起こしや魅力づく
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りに取り組むとともに、さまざまなメディア等を活用して川崎の魅力を市内

外へ積極的に情報発信し、都市イメージの向上を図ります。 

また、市制９０周年の節目に、多くの市民の皆様にご参加いただき、さら

に川崎に愛着を感じていただけるよう、周年事業等を展開してまいります。 

 

基本戦略５「誰もが生きがいを持てる市民自治の地域づくり」 

第５は、「誰もが生きがいを持てる市民自治の地域づくり」です。 

地域の多様な人材や資源を活かし、市民参加のしくみを充実するとともに、

区への分権など、市民目線の市役所改革を進め、自治基本条例に基づく、市

民自治のまちづくりを進めてまいります。 

はじめに、地域の多様な人材を活かす取組として、シニア世代の豊かな経

験を活かすための有償ボランティア制度の検討や、「市民活動支援指針」の

見直しを進めてまいります。また、地域の大学や企業などとの協働を一層推

進し、貴重な地域資源である知識・技術・人材が市民の生涯学習の推進や市

内企業の産業振興に活かされるよう取り組んでまいります。 

 

市民参加のしくみづくりとして、協働のまちづくりの推進につきましては、

町内会・自治会活動の活性化を促進するとともに、ＮＰＯや地域の活動団体

などの多様な主体の連携・協働により、地域課題の解決や地域コミュニティ

の活性化を進め、より豊かで成熟した市民社会の形成を図ってまいります。 

 

市民目線の市役所改革として、区への分権につきましては、市民生活に密

着した区役所が身近な課題にスピーディーに対応できるよう、予算や組織の

あり方について検討し、可能なものから実施してまいります。 

その第一歩として、区長の権限で身近な課題へ速やかに対応する予算を新

たに計上しました。 

また、人事評価制度につきましては、職員一人ひとりが、やる気や働きが

いを持って仕事をすることができるよう、目標の成果だけでなく、業務遂行
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におけるプロセスなども重視し、見直しを図ってまいります。 

さらに、市民の皆さんの声がしっかり伝わる身近な市政の実現のために、

私が直接区民の方々から御意見をお聞きする「区民車座集会」を開催してま

いります。 

 

 

４ 計画行政の推進に向けて 

 

私は、市長就任以来、この川崎が持つ、地理的な優位性や、企業や研究機

関に集積した技術、市民の方々が持つ、まちを良くしたいという情熱を改め

て実感し、そのポテンシャルを活かして川崎をさらに発展させていくことが

必要であるとの思いを強くしています。 

今後、少子高齢・人口減少社会が急速に進んでいく中で、自治体の歳入が

大幅に増加することが見込めない一方で、多様化・増大化していく市民ニー

ズにきめ細かく対応するためには、地域経営の視点を持って効果的かつ効率

的なサービスの提供に努めていくことが必要です。 

また、民間でできる分野はできるだけ民間に任せるとともに、地域の自助

努力あるいは共助によって実現可能な分野については、行政としても積極的

に支援するなど、自助・共助・公助のバランスのとれた、市民による市民の

ための市政を進めていくことが重要であると考えます。 

そのため、これから川崎市がめざす方向について、総合的なビジョンと目

標を示す新たな総合計画の策定に向けての作業を、平成２６年度の早い時期

から始めます。 

総合計画を策定するためには、市民に身近な区役所の職員はもちろんのこ

と、すべての職員が課題をしっかりと把握することが重要です。これからの

川崎に何が必要なのかということを、一人ひとりの職場の中でしっかりと確

認し、職員一丸となって新しい総合計画を作っていこうと思います。 

また、策定プロセスを大切にし、さまざまな参加の場を設け、市民の声を
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よくお聴きするとともに、計画策定への参加を通して、市民の皆様に「ま

ち」への思いを深めていただき、私たちのまち・川崎の将来のあり方につい

て、共に考えていきたいと思います。 

さらに、議会からさまざまな御意見・御提案をいただきながら、あわせて

行財政改革に関する計画の策定も進め、それぞれの計画の整合を図ることで、

財源の裏づけのある実行性の高い総合計画として、２年程度をかけて策定し

ていきたいと考えています。 

 

この新たな総合計画や、行財政改革に関する計画を策定するまでの間は、

施政方針、予算案及び、本年度内に策定する「行財政運営に関する改革プロ

グラム」をもって、市政運営の基本的な方針といたします。 

なお、これらは、今議会において、予算等のご承認をいただいた後に、一

冊の冊子にとりまとめ、議員や市民の皆様に「(仮称)アクションプログラム

２０１４」として、お示ししてまいりたいと存じます。 

 

以上、平成２６年度に取り組む主な施策の基本的な考え方について申し上

げました。 

 

 

５ おわりに 

 

私は、「全ては市民のために」を基本に、幸せのあふれる「最幸のまち 

かわさき」の実現に向けて、川崎を一歩先へ、もっと先へと進めるために全

力を尽くしてまいりますので、議員の皆様や市民の方々の御理解と御協力を

心からお願い申し上げます。 
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平成26年度

川崎市予算について
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（表紙写真） 

保育園の「バイキング会食」の様子。 

おいしいケーキで子どもたちの笑顔が輝きます。 
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は じ め に 

～「最幸のまち かわさき」をめざして～ 

 

我が国経済は、企業収益の改善などを背景に緩やかに景気回復しつつあり、先行き

についても、回復の動きが確かなものになると期待されております。一方で、海外景

気の下振れが、我が国の景気を下押しするリスクとなっているともされております。

また、本年４月から消費税率が引き上げられますが、この引上げが経済動向にどのよ

うな影響を及ぼすのか、社会保障制度の改革の動向とともに、引き続き注視していく

必要があります。 

このような社会経済環境の変化や少子高齢化の一層の進展といった構造的な要因

などから、本市においても、厳しい財政状況が今後も続くものと見込まれます。 

こうした中にあっても、知恵と工夫とやる気をもって様々な課題に的確に対応し、

誰もが幸せを感じられるまちとなるよう、平成２６年度予算につきましては、「成長と

成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」をめざして、次の考え方を基本

に編成を行いました。 

 

「子どもたちの笑顔」が輝くまちの実現を最優先課題として、まずは、待機児童の

解消に向け、これまでの取組を加速させてまいります。また、中学校給食の導入につ

きましても、早期の実現に向け取組を進めてまいります。 

災害対策の推進、交通基盤の整備、先端技術を活かした産業振興など、「安心のふ

るさとづくり」と「力強い産業都市づくり」に向けた施策につきましては、短期に実

現すべきものと、中長期的に取り組んでいくものとに分け、効率的・効果的に推進し

てまいります。 

また、これらの施策の実現には、持続可能な行財政基盤の確立が必須ですので、市

民感覚・市民目線をもって事務事業の見直しや施策・事業の重点化等を進め、限られ

た財源を効率的・効果的に配分するなど、財政の健全化にも取り組んでまいります。 

 

昨年１１月の市長就任から、限られた時間の中での予算編成となりましたが、私が

公約に掲げた取組とともに、市民の皆様の暮らしにとって欠かすことのできない市民

サービスを安定的に提供するため、必要な予算を確実に配分いたしました。 

平成２６年度予算は、私が市長に就任して初めての予算となりますが、「川崎を一

歩先へ、もっと先へ」進めるまちづくりに向け、まずは第一歩を踏み出す予算となる

ものと考えております。 

今後、「最幸のまち かわさき」に向けた取組をより確かなものとするため、新た

な総合計画等の策定に着手してまいりますが、その間、この予算と、施政方針及び行

財政運営に関する改革プログラムに基づいて、市政運営に取り組んでまいりたいと考

えております。 

「全ては市民のために」を合言葉に、私をはじめ職員一丸となって全力を尽くして

まいります。 

 

平成２６年２月                川崎市長 福田 紀彦 
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市制 90 周年・人口 145 万人 

「最幸のまち かわさき」をめざして 
 

一般会計当初予算の規模 

６，１７１億円（対前年度 ＋187 億円・＋3.1％） 

歴代２位の規模 

 

市税収入 ２，９２２億円（対前年度 ＋78 億円・＋2.8％） 
当初予算では過去最大 

 

市債の増 699 億円 → ７５８億円（対前年度 ＋8.4％） 
公共施設の再整備等の推進により大幅に増 

減債基金への着実な積立等により後年度負担に配慮 

  

減債基金からの新規借入れをせずに収支を確保 
５年ぶりに借入れを計上しない予算 

 

～ 安心のふるさとづくり ～ 

「子どもたちの笑顔」のあふれるまち 

○27 年 4 月の 

待機児童ゼロの実現に向けて

保育受入枠の拡大などの対策を推進

○28 年度の 

中学校給食の実施に向けて 
実施方針などを策定

○災害に強いまちづくり 

防災拠点の整備 

インフラの耐震対策 など 

○高齢者や障害者の福祉 

高齢者の介護予防の推進 

障害者の雇用と就労促進 など 

 

～ 力強い産業都市づくり ～ 

○臨空都市の優位性を活かして 

国際戦略拠点の形成 

川崎港の国際競争力強化 など

○持続可能な社会に向けて 

グリーン・イノベーション、 

スマートシティ戦略の推進 など 

○公共施設の再整備 

等々力陸上競技場 

市営住宅 

廃棄物処理施設 など 

 

１  予 算 の ポ イ ン ト 

ポイント １ 

ポイント ２ ポイント ３ 

 

 

市税キャラクター 

「ぶたっくす」 
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26 年度の一般会計、特別会計及び企業会計を合わせた全会計の予算規模は、1 兆

3,359 億 6,031 万円で、前年度に比べ 398 億円の増（＋3.1％）となっています。 

会計名 26 年度予算 25 年度予算 増減率 

一 般 会 計 6,171 億 1,666 万円 5,984 億 0,906 万円 3.1％

特 別 会 計（13 会計） 4,821 億 6,050 万円 4,914 億 8,646 万円 △1.9％

企 業 会 計（ 5 会計） 2,366 億 8,315 万円 2,062 億 3,365 万円 14.8％

合      計 1 兆 3,359 億 6,031 万円 1 兆 2,961 億 2,918 万円 3.1％

※端数処理の関係で、合計欄の予算額と各会計の予算額の合計が一致しない場合があります。 

  一般会計は 187 億円・3.1％の増     

等々力陸上競技場メインスタンド改築工事の推進や、待機児童対策のための保育受入枠の

拡大などにより、前年度に比べ 187 億円の増（＋3.1％）となっています。 

  特別会計は 93 億円・1.9％の減     

介護保険事業の給付費の増加や、対象者の増加による後期高齢者医療事業の増の一方で、

市債の償還元金の減による公債管理会計の減などから、特別会計（13 会計）合計では前年度

に比べ 93 億円の減（△1.9％）となっています。（112 ページ参照） 

  企業会計は 305 億円・14.8％の増     

地方公営企業会計基準の見直しにより、退職給付引当金の計上や減価償却費の増加などに

より、企業会計（５会計）合計では前年度に比べ 305 億円の増（＋14.8％）となっています。 

（106～111 ページ参照） 

 

２  予 算 の 規 模 
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＜ 歳 入 予 算 ＞ 

本市歳入の根幹である市税は、前年度に比べ 78 億円の増、歳入予算全体の 47.3％を占める

2,922 億円となっています。また、前年度に比べ、消費税率引上げ等により交付金が 37 億円

の増、等々力陸上競技場改築工事の推進などにより国庫支出金が 44 億円の増、同じく市債が

59 億円の増などとなっています。 

 

  市  税 2,922 億円（＋2.8％）   

企業収益の増による法人市民税の増や、納税者数の増による個人市民税の増により、市

民税が 43 億円の増、家屋の新増築等により固定資産税が 31 億円の増、同じく都市計画税

が６億円の増となり、市税全体では前年度に比べ 78 億円の増となっています。 

  

３  一般会計予算の概要 
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  交 付 金 225 億円（＋19.5％）   

消費税率の引上げにより地方消費税交付金が増となることから、前年度に比べ 37 億円増

となっています。なお、消費税率引上げによる増収分は全て「社会保障４経費」のうち、

医療、介護、子育ての分野に該当する事業に充てています。（120 ページ参照） 

  地方交付税 18 億円（＋24.5％）   

市税の増の影響が見込まれるものの、少子高齢化や待機児童への対応、公共施設の老朽

化対策等の都市的な課題に対応するための財政需要の増が見込まれることから、26 年度に

おいても普通交付税の交付団体となるものと見込んでおり、前年度に比べ３億円増の 18 億

円を計上しています。 

  国庫支出金 1,024 億円（＋4.5％）   

京浜急行大師線連続立体交差事業や小杉駅周辺地区の市街地再開発事業の進捗などによ

る減があるものの、保育受入枠の拡大や、等々力陸上競技場改築工事、大島住宅・中野島

住宅ほか７団地における市営住宅建替工事の推進等により、前年度に比べ 44 億円の増とな

っています。 

  県 支 出 金 206 億円（＋5.8％）   

緊急雇用創出事業への補助の減少などによる減があるものの、「子ども・子育て支援新制

度」に向けた準備の着手や、障害者自立支援給付費の増加等により、前年度に比べ 11 億円

の増となっています。 

  市  債 758 億円（＋8.4％）   

京浜急行大師線連続立体交差事業や、中高一貫教育校新設

事業の進捗などによる減があるものの、等々力陸上競技場改築

工事や、堤根処理センター（廃棄物処理施設）の整備、市営住

宅の建替工事等を推進するため、前年度に比べ 59 億円の増と

なっています。 

なお、臨時財政対策債は、消費税率引上げの影響などによ

り、前年度に比べ 16 億円減の 157 億円を計上しています。 

また、一般会計における市債の 26 年度末の現在高見込額は

※8,902 億円で、市民一人当たりでは 61 万 3,920 円となります。

（145 ページ参照） ※減債基金積立金控除後の金額 

  そ の 他 740 億円（＋0.1％）   

分担金及び負担金では、保育受入枠の拡大や保護者の負担割合の見直しにより、保育所

運営費負担金、いわゆる認可保育所の「保育料」が、前年度に比べ８億円の増となってい

ます。また、放射性物質対策が必要な廃棄物焼却灰等は安全な保管が引き続き必要なこと

から、これに対する弁償金を諸収入に９億円計上しています。 
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＜ 歳 出 款 別 （ 目 的 別 ） 予 算 ＞ 

歳出予算を款別（目的別）に見ると、健康福祉費が全体の 21.3％を占める 1,317 億円とな

っているほか、こども費が 884 億円（14.3％）、公債費が 720 億円（11.7％）、国民健康保険事

業や介護保険事業などに対する諸支出金が 632 億円（10.2％）などとなっています。 

 

  こ ど も 費 884 億円（＋7.4％）   

待機児童対策の推進のため、保育受入枠の拡大による民間保育所

運営費の増や、川崎認定保育園を利用する保護者の負担軽減等のた

めの認可外保育施設援護費の増、また児童養護施設の新設、私立幼

稚園園児保育料等補助の拡充、「子ども・子育て支援新制度」の実

施に向けた準備に着手することなどにより、前年度に比べ 61 億円

の増となっています。 

  健康福祉費 1,317 億円（＋1.2％）   

民間特別養護老人ホーム等の整備の進捗による減があ

るものの、障害福祉サービス利用者の増による障害者

（児）介護給付等事業費の増や、生活保護費の増、成人

用肺炎球菌ワクチンと水痘（水ぼうそう）ワクチンを新

たに定期予防接種とすることによる予防接種事業費の増

などにより、前年度に比べ 15 億円の増となっています。 
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  建設緑政費 348 億円（＋15.5％）   

京浜急行大師線連続立体交差事業や五反田川放水路整備事業の進

捗により減となるものの、27 年３月の供用開始を目指して等々力

陸上競技場メインスタンド改築工事を推進することから、前年度に

比べ 47 億円の増となっています。また、通学路の歩道の整備や交

差点での交通安全対策、橋りょうや河川、公園緑地施設などを適切

に維持管理するための予算を計上しています。 

  港 湾 費 109 億円（＋33.5％）   

東日本大震災の教訓を踏まえた川崎港の防災・減災事業や、老朽化対策と機能維持・強

化を目的とした千鳥町地区公共ふ頭の再整備、また、基幹的広域防災拠点である東扇島東

公園への代替輸送ルートとして機能する臨港道路東扇島水江町線の整備工事を推進するこ

となどにより、前年度に比べ 27 億円の増となっています。 

  区 役 所 費 157 億円（＋8.1％）   

26 年度中の完成に向けて幸区役所新庁舎建築工事を推進することなどから、前年度に比

べ 12 億円の増となっています。また、区が主体的に地域の抱える課題解決や地域の特性を

活かした事業を実施するとともに、道路やエスカレーター、公園などの、身近な公共イン

フラの安全かつ快適な利用のために適切な維持管理を行うための予算を計上しています。 

  消 防 費 177 億円（＋7.8％）   

26 年度中の完成に向けた消防救急デジタル無線の整備や、消防総合訓練場（宮前区犬蔵）

敷地内への緊急消防援助隊活動拠点の整備を推進することなどにより、前年度に比べ 13 億

円の増となっています。また、消火栓に直付けして使用する「消火ホースキット」の整備

（28 年度までの３年間）や、地域の消防団活動の強化など、災害に備えて地域の防災力を

向上するための予算を計上しています。 

  教 育 費 440 億円（△9.2％）   

中高一貫教育校の新設や田島支援学校の再編整備の進捗などによ

り、前年度に比べ 44 億円の減となっています。また、児童生徒の

増加による小・中学校の校舎の増築、学校施設の計画的な保全によ

る長寿命化や安全対策等、子どもたちが学校生活を安全かつ快適に

送るための予算とともに、中学校完全給食の実施に向けた方針を策

定するための予算等を計上しています。 

  諸 支 出 金 632 億円（＋6.9％）   

介護サービス費の増加による介護保険事業会計繰出金の増や、救急医療に係る病院事業

会計繰出金の増、減債基金からの借入金の償還元金の増などにより、前年度に比べ 41 億円

の増となっています。 
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＜ 歳 出 性 質 別 予 算 ＞ 

歳出予算を性質別にみると、人件費・扶助費・公債費の「義務的経費」は、歳出予算の

51.0％にあたる 3,147 億円となっています。 

また、公共施設の整備などの「投資的経費」は、16.1％にあたる 996 億円、委託料や補助

金、繰出金などの「その他の経費」は、32.9％にあたる 2,028 億円などとなっています。 

 

  義 務 的 経 費 3,147 億円（＋0.1％）  

 

人件費は、職員数の削減や退職者数の

減等により、前年度に比べ 30 億円の減

となっているものの、扶助費は、待機児

童対策の推進や、障害福祉サービス利用

者の増加、生活保護費における医療扶助

費の増等により、前年度に比べ 58 億円

の増で、義務的経費全体としては、人件

費・公債費の減と扶助費の増とで、前年

度に比べ５億円の増となっています。 

なお、歳出予算に占める義務的経費の

割合は 22 年度以降 50％を超え、26 年度

予算では 51.0％となっています。 
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【人件費】 

「効率的・効果的な行政体制の整備」や「市民サービスの再構築」などの行財政改革の取組

により、歳出予算に占める人件費の金額・割合は年々減少しており、26 年度予算での人件費

比率は 15.1％となっています。その中でも一般職員の「※職員給」は 657 億円と、前年度に比

べ 10 億円の減となっています。 

※一般職員にかかる人件費のうち、「退職手当」や「共済費」等を除いた「基本給」と「その他の手当」の合計額 

【扶助費】 

待機児童対策の推進による民間保育所運営

費や認可外保育施設援護費などの増、障害福祉

サービス利用者の増加による障害者（児）介護

給付等事業費の増などにより扶助費は年々増加

し、26 年度予算では前年度に比べ 4.0％・58

億円増の 1,501 億円となっています。 

【公債費】 

公債償還元金は、25 年度の高速鉄道事業会

計の廃止の際に繰上償還したものが 26 年度に

減となったことから、前年度に比べ 23 億円減

の 716 億円、占める割合は 11.6％となってい

ます。 

本市では、将来の公債費の負担が過大とならないよう、減債基金を設置して将来の償還に

備えて確実に積立を行っており、減債基金積立金の 26 年度末の現在高は※1,682 億円となる見

込みです。なお、26 年度予算での基礎的財政収支（プライマリーバランス）は 42 億円の赤字

ですが、27 年度以降は黒字となる見込みです。（116・117・119 ページ参照）※一般会計ベース 

  投 資 的 経 費 996 億円（＋11.3％）   

等々力陸上競技場改築工事や、市営住宅の建替工事、

ＪＲ川崎駅北口自由通路の整備、臨港道路東扇島水江町

線の整備等の推進により、前年度に比べ 101 億円増の 996

億円、占める割合は 16.1％となっています。 

また、災害復旧費には、放射性物質を含んだ下水汚泥

焼却灰等の仮置き場整備の費用を計上しています。 

  その他の経費 2,028 億円（＋4.2％）   

本庁舎耐震対策事業や予防接種事業の増等による物件費の増や、減債基金借入金の償還

元金の増等により、前年度に比べ 82 億円増の 2,028 億円、占める割合は 32.9％となってい

ます。また、その他の経費に含まれる繰出金は、介護保険事業特別会計への繰出金の増等

により、前年度に比べ 12 億円増の 312 億円、占める割合は 5.0％となっています。 

等々力陸上競技場※完成予定のイメージです

※端数処理（四捨五入）の関係で、合計額が一致しないことがあります。 
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４ 平成 26 年度予算において 

        特に重点的に取り組む事業 

 

 

 

新たに整備した認可保育所において、保護者のニーズに即した保育サービスを

提供します。 

  ★ ○拡  26 年度からの受入枠の拡大 

  221 か所（18,995 人）     241 か所 （20,325 人） 

         保育所数 20 か所増、定員数 1,330 人増
 

 

民間活力と多様な整備手法を用いて、効果的な認可保育所の整備を行います。

  ★ 27 年度に向けた整備 ○拡   

   1,540 人分 （保育所数 22 か所増）
                        

 

 

市の独自施策「川崎認定保育園」を活用し、待機児童の受入枠を確保します。

 ★ 川崎認定保育園の受入枠の拡大 ○拡       

人 数  2,500 人     3,400 人

★ 保育料補助の充実 ○拡       

保育料補助 月 5,000 円     月 5,000・10,000・20,000 円
                    （年齢と所得に応じた補助制度） 

待機児童ゼロの実現に向けた新たな挑戦  

本市を取り巻く社会状況の変化に迅速に対応し「川崎を一歩先へ、もっと

先へ」進めるために、平成 26 年度予算において特に重点的に取り組む事業

をご紹介します。 

○新 …新規事業 ○拡 …拡充事業 
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確かな学力を育成するため、少人数指導等のきめ細やかな指導について、より

有効なグループ編制や指導方法の研究を進めます。また、学校が明確な数値目標

を示せるよう、目標設定のあり方等の検討を進めます。 

  ★ ○新きめ細やかな指導の充実のための効果的な指導方法の研究 
 

 

いじめや不登校等の未然防止と早期発見・早期対応を図るため、児童支援コー

ディネーターの専任化を進めます。また、経済的な理由で就学が困難な世帯に対

する就学援助の支給項目を追加します。 

★ 児童支援コーディネーターの専任化 ○拡    

35 校配置      44 校配置

★ 就学援助の支給項目を追加 ○拡   

   中学生の部活動に要する経費を新たに支給

教育改革の推進 

 

 

幼稚園の培ってきた実績を生かし、多様化するニーズに対応します。 

★ ○拡      幼稚園保育料等補助の充実 

多子世帯と低所得世帯への負担軽減策の拡大

★ ○拡       長時間預かり保育事業の推進 

施設数 ８か所・345 人分の受入枠の増 

★ ○新      幼稚園の「認定こども園」への移行促進 

施設数 １か所・30 人分の受入枠の増

 

 

 

  

安全・安心で温かい中学校完全給食の 28 年度実施に向け、実施方針の策定及

び施設・設備の改修計画の策定を行います。 

  ★ ○新       中学校給食実施方針の策定 

中学校給食の推進  
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要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることがで

きるよう、「住まい」「生活支援・福祉サービス」「保健・予防」「医療・看護」「介

護・リハビリ」が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築に向けた取組

を推進します。 

 ★ ○新   地域包括ケアシステム推進基本方針の策定 

   

「政令市トップレベルのがん検診受診率」をいち早く達成することを目指し

て、より効果的で実効性のある取組を構築し、推進します。 

 ★ ○新   がん検診受診率の向上に向けた効果的な取組の構築 

    

 

風しんなどの現在実施している 12 疾病に加えて、新たに２疾病の予防接種を

実施し、感染症の予防及びまん延の防止を図ります。 

 ★ ○新  新たな定期予防接種の実施 

・成人用肺炎球菌ワクチン（高齢者対象） 

・水痘（水ぼうそう）ワクチン（乳幼児対象）   

※ 国の法令改正の状況により内容が変更になる場合があります。

予防医療、介護予防、がん撲滅の取組の充実  

 

 

   シニア世代の知識と経験を生かした多世代で学ぶ生涯学習の拠点となり、地域

ぐるみで児童生徒の学習をサポートする「地域の寺子屋事業」を推進します。 

 ★ 地域の寺子屋の開講 ○新        

全市７校でのモデル事業の実施
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要介護高齢者の在宅生活を支えるサービスの中核となる「小規模多機能型居宅

介護」や「複合型サービス」の整備等を進めます。また、介護の必要性が高い高

齢者の将来的な増加を踏まえ、特別養護老人ホームの整備を進めます。 

 ★      地域密着型サービスの整備

・小規模多機能型居宅介護の整備（９か所）

・複合型サービスの整備（２か所）

★       特別養護老人ホームの整備

・26 年度開所予定     ２か所（宮前区・麻生区）

・28 年度開所予定    １か所（川崎区）

  

 

障害者の就労による自立を支援するため、きめ細かな就労支援や企業への働き

かけを行います。また、各区に障害者通所施設を整備し、安心して自立した地域

生活が送れる環境づくりを推進します。 

★ ○拡  地域就労援助センターの体制強化 

    市内３センターの就労支援員の増員  など

★  ○拡      就労支援ネットワークの構築

中小企業等に対する職場体験実習のコーディネート など

★      障害者通所施設の整備

・拠点型    ２か所（川崎区・宮前区）

・地域型    ２か所（幸区・高津区）

感染症発生に備え医療機関と連携して、まん延拡大を防ぐ取組を進めます。

また、新型インフルエンザ等対策行動計画に基づく対策を進めます。 

  ★ ○拡  新型インフルエンザ等発生時のための対策強化 

    医療機関における医療資器材の効率的な備蓄促進を新たに開始 

誰もが安心して暮らせる仕組みづくり 
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防災拠点となる消防施設や設備を整備するとともに、地域の消防団との連携も

含めた強固な体制づくりを進めます。 

 ★  消防通信の基盤強化（通信設備の整備）  

（26 年度完成予定）・消防救急デジタル無線の整備  

（29 年度更新予定）・消防指令システム等の更新

 ★ 緊急消防援助隊活動拠     点の整備  

（27 年度完成予定）消防総合訓練場の改築

 ★ 消防ヘリコプターの整備 ○新    

（27 年度更新予定）「そよかぜ２号」の更新

 ★  ○新      消火用具の整備

消火ホースキットを市内 175 か所の避難所に順次配備 

 （26 年度は、避難所 57 か所及び局・８消防署に配備）

 ★ 消防団活動の ○拡      充実強化 

・消防団員の出務手当の充実（新たに訓練出務時に加給） 

・消防団車両への MCA デジタル無線機の搭載（12 台）

民間の建築物の耐震化とともに、災害時の拠点となる公共施設を含めて、まち

全体の耐震化を促進します。 

  ★ 民間建築物の耐震  ○拡     化の促進

・耐震診断が義務化された特定建築物への助成金の拡充

・木造住宅の耐震改修助成の拡充措置の継続

 ★ ○拡    市役所本庁舎等の耐震対策の推進 

・本庁舎等の抜本的耐震対策に向けた基本計画の策定 

・本庁舎からの仮移転、第２庁舎の耐震補強工事の実施

 ★  上下水道施設の地震対策等の推進

災害に強いまちづくり  

川崎市消防局 

イメージキャラクター 

「太助」 
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  「地域防災計画」等に基づく防災対策の充実を推進します。 

 ★  ○拡   防災行政無線設備の整備

災害情報を市民に一斉に伝達するための同報系無線の再整備 

 ★  ○拡       防災拠点の整備

・備蓄倉庫の整備     40 か所整備

全ての市立小・中学校等に備蓄倉庫を順次整備

   ・マンホールトイレ ６か所整備

幹線道路や駅に近接する中学校に順次整備 

 

 

殿町国際戦略拠点「キング スカイフロント」を中心に、民間事業者の進出を

促進するなど、臨海部におけるライフサイエンス・環境分野の研究開発拠点の形

成を推進します。 

  ★ ○新  （仮称）ものづくりナノ医療イノベーションセンターでの企業支援 

  ★  国際的なプロモーションや誘致推進による拠点形成の推進

  ★  国立医薬品食品衛生研究所の移転整備の推進
 

  

交通需要の増加に対応する新たな交通機能の確保及び災害時における輸送ル

ートの確保等、交通ネットワークの強化に取り組みます。 

  ★ ○拡  臨港道路東扇島水江町線の整備  

新川崎・創造のもり地区のナノ・マイクロ産学官共同研究施設「ＮＡＮＯＢＩ

Ｃ（ナノビック）」におけるナノ・マイクロ技術の研究開発を推進するとともに、

先端産業のさらなる集積を図ります。 

  ★ ○拡新川崎・創造のもり地区での新たな施設整備に向けた取組 
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川崎駅周辺地区において、既存の商業・業務機能の集積を生かしながら、魅力

ある広域拠点の形成を推進します。 

  ★ ＪＲ川崎駅北口自由通路等の整備  （29 年度完成予定）  など

 

京浜急行大師線及びＪＲ南武線の連続立体交差化により、道路交通の円滑化、

環境改善及び地域分断の解消を図ります。 

  ★  ＪＲ南武線尻手～武蔵小杉間の連続立体交差化に向けた調査  など

 

安全で快適な日常生活の実現に向けた地域交通環境の整備を推進します。 

  ★ 身近な地域の交通手段の確保 ○拡        

コミュニティ交通の持続的な運行のための支援強化 など

  

多様な主体と連携し、市内の優れた環境技術等を活かしながら、国際貢献と産

業振興によるグリーン・イノベーションを推進します。 

  ★ 環境技術情報の共有・発信の取組 ○拡     

 

持続可能な社会の実現へ、エネルギーの最適利用による低炭素化など市民生活

の利便性等につなげるため、モデル事業によるスマートな取組を推進します。 

  ★ ○拡  スマートシティに向けたモデル事業の実施 

川崎駅周辺地区         民間事業者と連携したスマートＥＶバスの導入 など

小杉駅周辺地区        市民参加型の省エネ行動等の実証事業 など

川 崎 臨 海 部         水素ネットワークの構築に向けた取組の推進 など

   多くの市民に愛される緑豊かな公園緑地の整備を進めます。 

  ★ 等々力陸上競技場の改築（26 年度完成予定）  など

市民生活を豊かにするまちづくり 
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♪～ 市制 90 周年の取組 ～♪ 

市制 90 周年の節目にあたり、川崎をより一層元気にするとともに、本市の

様々な魅力・ポテンシャルを市内外にアピールする絶好の機会と捉え、市民が集

うイベント等を活用し、その気運を高めていきます。 

テ ー マ 「川崎を一歩先へ、もっと先へ」 

実施期間 平成２６年４月１日 
～平成２７年３月３１日 

◎市制９０周年記念式典の実施 

・実施日 平成２６年７月１日 

・会 場 ミューザ川崎シンフォニーホール 

 記念表彰式・記念演奏会の２部構成により実施予定 

◎その他周年記念事業を、各局区において実施いたします。 

また、市民参加の視点から、民間団体等による事業も「記念事業」として位置づ

けてロゴマークを活用していただくなど、全市が一体となった取組を行います。 

 

 

 

  

区が新たな課題に適切かつ迅速に対応するための予算を新設し、区の機能強化

に向けた取組を推進します。 

  ★ ○新区の新たな課題に即応するための経費  各区 5,000 千円 
 

 

   人事評価制度や職員提案制度を効果的に活用することで、市民感覚と市民目線

の発想で課題にチャレンジする意識の高い職員を育成し、市役所・区役所を元

気にして、市民サービスの向上につなげます。 

  ★ ○拡       人事評価制度の充実  

 

市民の声がしっかり伝わる身近な市政の実現のために、市長が直接区民の方々

から意見を聞く「区民車座集会」を開催します。 

  ★ ○新       各区での区民車座集会の実施 

市民目線からの市役所・区役所改革 
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単位：千円

＜防災行政無線設備の整備＞ [総務局] 1,543,801 （ ＋ 1,207,444 ）

・ 同報系無線の再整備工事
・ 多重系・衛星系無線の再整備に向けた基本設計
・ 無線設備の保守、補修　など

＜防災拠点の整備＞ [総務局] 697,149 （ ＋ 177,809 ）

・
・ 災害時に必要な食料、生活必需品等の整備
・ 避難所等へのマンホールトイレの整備　６か所

＜警防活動の推進＞ [消防局] 209,600 （ ＋ 7,008 ）

・ 消火栓に直付けして使用する消火ホースキットの整備
26年度　57か所の避難所、消防局、８消防署への配備
（26～28年度　市内175か所の避難所への配備予定）

・ 消防車両、消防艇、警防資機材の維持管理　など

＜救急救助活動体制の向上＞ [消防局] 113,260 （ ＋ 1,374 ）

・ 救急活動の質と救命効果の向上に向けた救急隊員への教育
・ 救助活動の充実に向けた必要な資機材の整備　など

26年度　ダブルブレードカッター10基の整備
（24～26年度　ダブルブレードカッター42基、ハンマードリル８基）

＜消防団活動の充実強化＞ [消防局] 224,878 （ ＋ 13,454 ）

・ 災害や訓練に出動する消防団員への出務手当の拡充
・ 消防団員の安全な活動のために必要な資機材の整備　など

消防団車両へのMCAデジタル無線機12台の配備

＜通信設備の整備＞ [消防局] 1,687,814 （ ＋ 1,092,682 ）

・ 消防救急無線のデジタル化　　26年度完成予定
・ 消防指令システム及び消防情報管理システムの最適化に向けた取組

29年度の更新に向けた基本計画の策定

＜緊急消防援助隊活動拠点の整備＞ [消防局] 647,408 （ ＋ 634,093 ）

・ 緊急消防援助隊活動拠点施設の整備　27年度完成予定

＜ヘリコプターの整備＞ [消防局] 15,639 （ ＋ 15,639 ）

・ 26年度　格納庫の改修
・ 26～27年度　ヘリコプター及び附帯設備、ヘリコプターテレビ電送システムの更新

本市では、「最幸のまち」をめざして、川崎を一歩先へ、もっと先へ進めるために、「安心のふるさ
とづくり」と「力強い産業都市づくり」を推進していきます。

具体的な施策や事業を体系的に進めるために「５つの基本戦略」として、「生命を守り生き生きと暮
らすことができるまちづくり」、「子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり」、「市民生
活を豊かにする都市基盤と環境づくり」、「活力と魅力あふれる力強い都市づくり」、「誰もが生きが
いを持てる市民自治の地域づくり」を位置づけています。
　ここでは、「５つの基本戦略」の主な事業をご紹介します。

備蓄計画に基づく、地域防災拠点及び避難所への備蓄倉庫の整備　40か所

（　）内は25年度予算からの増△減

５ 平 成 ２６ 年 度 予 算 の 主 な 事 業

基本戦略 １

生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり
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単位：千円
（　）内は25年度予算からの増△減

＜市役所本庁舎等耐震対策の推進＞ [総務局] 823,944 （ ＋ 796,944 ）

・ 本庁舎及び第２庁舎の抜本的耐震対策に向けた基本計画の策定
・ 本庁舎仮移転及び第２庁舎耐震補強工事の実施による当面の安全確保・機能維持

＜総合的な耐震対策及び災害に強いまちづくり＞ [まちづくり局] 747,931 （ ＋ 82,544 ）

・ 予防対策と復興対策の両面から防災まちづくりを進めるための防災都市計画の策定
・ 特定建築物の耐震診断・設計・改修工事費用の助成
・ 木造住宅耐震診断士の派遣、耐震改修工事費用等の助成
・ 崖崩れによる災害の未然予防
・ マンション予備診断及びマンション耐震診断・設計・改修工事費用の助成
・ 擁壁の改善等の宅地防災工事費用の助成　など

＜港湾の防災・減災対策の推進＞ [港湾局] 1,147,416 （ ＋ 222,083 ）

・ 災害発生時に帰宅困難者等の輸送を行う港内巡視船の新造に向けた設計
・ 千鳥町７号岸壁及び東扇島９号岸壁の耐震改修
・ 防災行政無線設備の整備
・ 緊急物資等輸送用浮き桟橋の整備
・ 川崎港海底トンネル津波浸水対策の整備

＜河川の整備＞ [建設緑政局] 1,908,007 （ △ 1,612,909 ）

・ 五反田川放水路の整備（トンネル部築造工事）　など

＜浸水対策＞ [上下水道局] 3,764,195 （ ＋ 164,908 ）

・ 丸子地区の浸水対策や大師河原貯留管などの整備

＜救急医療体制づくりの推進＞ [健康福祉局] 1,283,441 （ △ 92,043 ）

・ 夜間・休日における一次救急体制の維持・整備、周産期医療を含めた救急搬送患者の円滑な
受入体制の確保等

・ 災害時における医療供給体制が確実に機能するよう、災害医療コーディネーターを新たに配置し、
平時から検討・調整等を実施

＜医療の質及び患者サービスの向上＞ [病院局] 14,820,253 （ ＋ 2,154,541 ）

・ 救急医療体制の継続的な確保（川崎病院）
・ 地域医療連携の推進

＜井田病院再編整備事業の推進＞ [病院局] 3,525,982 （ ＋ 51,080 ）

・ 26年度内の全面開院に向け、現在実施中の２期工事を着実に推進

＜予防接種による感染症予防の推進＞ [健康福祉局] 3,761,748 （ ＋ 344,122 ）

・ 風しんなどの現在実施している12疾病に加えて、新たに２疾病の予防接種の実施による
感染症の予防及びまん延の防止

26年度から成人用肺炎球菌ワクチン及び水痘（水ぼうそう）ワクチンを追加

＜健康危機管理体制の整備＞ [健康福祉局] 133,017 （ ＋ 19,830 ）

・ 感染症発生に備え医療機関と連携したまん延を防ぐ取組及び新型インフルエンザ等対策行動計画に
基づいた対策の推進

医療機関における医療資器材の効率的な備蓄促進を新たに開始
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単位：千円
（　）内は25年度予算からの増△減

＜高齢者の多様な居住環境の整備＞ [健康福祉局] 1,910,767 （ △ 962,633 ）

・ 地域密着型サービスの整備
小規模多機能型居宅介護　９か所
複合型サービス　２か所　　
定期巡回・随時対応型訪問介護看護　７か所　など

・ 地域密着型サービス公的介護施設等開設準備経費補助金
小規模多機能型居宅介護　９か所　

・ 民間特別養護老人ホームの整備　
３か所　民設民営
26年度開所予定　２か所　204床　野川地区　など
28年度開所予定　１か所　120床　境町地区

・ 公的介護施設等開設準備経費補助金
特別養護老人ホーム　２か所　

＜生涯現役対策の取組の推進＞ [健康福祉局] 2,317,811 （ ＋ 236,050 ）

・ 介護予防拠点としての機能強化や運営管理上の安全確保等を図るため、いこいの家の職員体制の増員
各館　１人→２人　　全49館

・ 「第６期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」（27～29年度）の策定　など

＜障害者通所施設の整備＞ [健康福祉局] 684,833 （ ＋ 397,553 ）

・ 特別支援学校等卒業生対策を含めた日中活動の場の確保のため、各区に障害者通所施設を整備
拠点型　２か所（川崎区、宮前区）
地域型　２か所（幸区、高津区）

＜障害者の雇用と就労の促進＞ [健康福祉局] 204,013 （ ＋ 24,135 ）

・ 地域就労援助センターの組織強化などによる障害者の就労支援の体制強化、雇用の場の拡大

＜がん検診の取組の強化＞ [健康福祉局] 1,688,313 （ △ 35,821 ）

・ 受診率の向上に向けて一定の年齢の市民に対してクーポン券を発行し自己負担分を無料化
子宮がん　20歳、乳がん　40歳、大腸がん　40・45・50・55・60歳

・ 政令市トップレベルのがん検診受診率をいち早く達成することをめざして、より効果的で
実効性のある取組の構築

＜地域包括ケアシステムの構築に向けた取組＞ [健康福祉局] 79,248 （ ＋ 55,081 ）

・ 地域包括ケアシステムを推進するための基本方針の策定
・ 在宅医療・介護従事者等、多職種による情報の共有化の促進
・  新たに在宅療養コーディネートセンターを設置する等、多職種協働による在宅医療提供体制の充実
・ 高齢者や障害者の在宅生活支援の推進に向けた福祉センター跡地を活用した施設の整備

＜生活保護受給者等に対する自立支援の取組＞ [健康福祉局] 852,769 （ ＋ 158,714 ）

・ 福祉事務所配置の自立支援相談員を増員し、生活保護世帯の就労支援を推進
自立支援相談員　13人→22人

・ 生活保護受給世帯の子どもに対する学習支援等の実施
市内６か所→８か所（全区）

・  社会的に孤立した若年層の生活保護受給者に対する経済的・社会的自立支援の新規実施
・ 生活困窮者に対する自立に向けた支援コーディネート

「生活自立・仕事相談センター」（だいJOBセンター・川崎区）　25年12月開設
・ ホームレスの実情に応じた自立支援等の施策の実施

＜生活保護費の支給＞ [健康福祉局] 59,962,523 （ ＋ 454,602 ）

・ 生活に困窮する市民に対する、最低限度の生活保障のための生活保護費の支給
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単位：千円

＜待機児童ゼロ対策の推進　＞ [こども本部] 26,348 （ ＋ 26,348 ）

・ 27年４月を目指した待機児童の解消のための窓口相談・支援体制の強化

＜認可保育所の運営＞ [こども本部] 24,275,483 （ ＋ 2,643,601 ）

・ 認可保育所の拡充　221か所 →241か所
延長保育事業の拡充　221か所 → 241か所
一時保育事業の拡充　44か所 → 50か所
休日保育事業の実施　６か所

＜認可保育所の整備＞ [こども本部] 3,405,266 （ △ 524,905 ）

・ 27年４月の1,540人の受入枠拡大に向けた認可保育所の整備
市有地貸与型　６か所・210人
民有地活用型　３か所・270人
民間事業者活用型　14か所・840人
鉄道事業者活用型　１か所・60人
民間保育所自主整備型　３か所・160人
※か所数については、建替え・増築分を含む。（保育所の増加は22か所）

・ 公立保育所民営化に向けた整備費　など

＜認可外保育施策の充実＞ [こども本部] 4,124,471 （ ＋ 1,527,708 ）

・ 「川崎認定保育園」に対する援護費の支給及び保護者負担軽減策の実施
2,500人→3,400人（900人増）
月額5,000円→月額5,000円・月額10,000円・月額20,000円（年齢と所得に応じた補助制度）

＜幼児教育の振興＞ [こども本部] 3,124,847 （ ＋ 616,120 ）

・ 私立幼稚園に就園する園児の保護者に対する保育料等の補助　対象者24,308人
・ 私立幼稚園における長時間預かり保育事業の拡充
・ 認定こども園の整備　など

＜小児医療費の助成＞ [こども本部] 3,731,808 （ ＋ 62,902 ）

・ 対象者　小学校1年生まで　88,424人
・ 今後の制度拡充に向けた準備の実施

＜（川崎区）総合的な子ども支援の推進＞ [川崎区] 8,813 （ △ 572 ）

・ 公立保育所などを活用した離乳食講座や緑化に関する取組
・ 地域住民等との交流・連携を図りながら子育て世代への支援

＜（幸区）総合的な子ども支援の推進＞ ［幸区］ 12,374 （ ＋ 1,070 ）

・ 区内子育てネットワークによる安心して子育てできる地域づくり、保育の質の向上及び地域に即した
待機児童ゼロ対策の推進　など

＜（中原区）総合的な子ども支援の推進＞ [中原区] 15,295 （ △ 473 ）

・ 区内小学校との連携によるこども文化センターを活用した就学後の児童の健全育成、
昔遊びに接する機会の創出　など

＜（高津区）総合的な子ども支援の推進＞ [高津区] 4,743 （ △ 232 ）

・ 転入者子育て交流会や公立保育所での「あそんでランチ」、子育て支援講座等の実施

＜（宮前区）総合的な子ども支援の推進＞ [宮前区] 9,581 （ △ 413 ）

・ 不登校など問題を抱える子どもたちの居場所づくりや、生活・学習支援、相談　など

（　）内は25年度予算からの増△減

基本戦略 ２

子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり
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単位：千円
（　）内は25年度予算からの増△減

＜（多摩区）総合的な子ども支援の推進＞ [多摩区] 13,027 （ △ 1,543 ）

・ 公立保育所での保育体験及び相談の実施、未就園児向け子育て講座の開催、
子育て応援アドバイスと情報誌の発行　など

＜（麻生区）総合的な子ども支援の推進＞ [麻生区] 7,573 （ △ 773 ）

・ 区内及び区に隣接する大学との連携による子育て支援
親子向けのコンサート（昭和音大）、鶴見川流域での自然体験学習（和光大）、
映画撮影体験（日本映画大）、先端農業体験（明治大）　など

＜確かな学力の育成＞ [教育委員会事務局] 1,342,416 （ ＋ 93,367 ）

・ 習熟の程度に応じたきめ細やかな指導の充実に向けた、より有効なグループ編制や
指導方法の研究

・ 英語学習の充実　外国語指導助手（ＡＬＴ）の配置
・ タブレット端末等のＩＣＴ環境の整備

＜キャリア在り方生き方教育の推進＞ [教育委員会事務局] 4,000 （ ＋ 4,000 ）

・ 将来に向けた社会的自立の基盤となる資質能力、共生・協働の精神・態度の育成など、
人の在り方生き方の基軸となる力を育むための取組の推進

＜一人ひとりの教育的ニーズに対応した総合的な支援＞ 928,637 （ ＋ 72,820 ）

[教育委員会事務局]

・ 児童支援コーディネーターの専任化　35校→44校
・ 特別支援教育サポーターの配置　110人→120人
・ 通級指導教室　17教室→18教室
・ 生徒の就労や職場実習の受け入れ企業の開拓等を進める特別支援学校就労支援員の配置
・ 新たに中学生の部活動に要する経費を就学援助の支給項目に追加

＜中学校給食の推進＞ [教育委員会事務局] 48,329 （ ＋ 48,329 ）

・ 28年度実施に向けた実施方針の策定及び施設・設備の改修計画の策定

＜児童生徒の増加に対応した教育環境の整備＞ 10,279,144 （ ＋ 656,408 ）

[教育委員会事務局]

・ 校舎増築に向けた設計
古川小学校、下沼部小学校、臨港中学校

・ 新川崎地区・小杉駅周辺地区の小学校新設に向けた基本・実施設計

・ 上丸子小学校改築工事　26年度完成予定

・ 子母口小学校及び東橘中学校の合築工事　26年度完成予定

＜学校施設長期保全計画の推進＞ [教育委員会事務局] 1,219,231 （ ＋ 503,841 ）

・ 既存校舎の改修による再生整備に向けた設計　８校
・ 長寿命化対応とともに防災機能の整備を行う体育館改修に向けた設計　５校

＜学校安全対策の推進と教育環境の整備＞ 2,076,802 （ ＋ 1,093,494 ）

[教育委員会事務局]

・ スクールガード・リーダーの配置　18人→20人
・ 義務教育施設の非構造部材耐震対策等の各種防災機能の強化

格技室天井改修工事　16校、灯油式発電機整備　22校

・ 高等学校施設の非構造部材耐震対策　体育館天井改修工事　２校

・ 快適な学校教育環境の提供　トイレ改修　７校、エレベータ整備　３校

＜地域で教育を支える仕組みづくり＞ [教育委員会事務局] 210,960 （ ＋ 3,187 ）

・ 地域ぐるみで児童生徒の学習をサポートする「地域の寺子屋事業」の推進　など
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単位：千円
（　）内は25年度予算からの増△減

＜川崎駅周辺地区の整備＞ [まちづくり局] 1,360,936 （ ＋ 593,619     ）

・ ＪＲ川崎駅北口自由通路の整備推進　29年度完成予定
・ ＪＲ川崎駅北口自由通路西側デッキ及び堀川町Ｃ地区連絡ペデストリアンデッキの整備に向けた詳細設計
・ 京急川崎駅周辺の市街地整備に向けた「まちづくり整備方針」の策定
・ 川崎駅周辺総合整備計画の改定

＜小杉駅周辺地区の整備＞ [まちづくり局] 1,305,558 （ △ 1,971,397   ）

・ 再開発事業に対する費用の一部助成、道路等の基盤整備
小杉町３丁目中央地区　26年度完成予定
小杉町３丁目東地区　30年度完成予定

＜新川崎・鹿島田駅周辺地区の整備＞ [まちづくり局] 3,312,357 （ △ 360,107     ）

・ 新川崎交通広場等の整備　26年度完成予定
・ 再開発事業に対する費用の一部助成、道路等の基盤整備　

鹿島田駅西部地区　26年度完成予定

＜登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区の整備＞ [まちづくり局] 4,062,924 （ ＋ 154,080     ）

・ 登戸地区土地区画整理　
仮換地指定、建築物等移転、道路築造　など

・ 向ヶ丘遊園駅連絡通路の整備　26年度完成予定

＜連続立体交差事業の推進＞ [建設緑政局] 2,333,596 （ △ 1,528,951   ）

・ 京浜急行大師線１期①区間（東門前～小島新田間）の事業推進
・ ＪＲ南武線尻手～武蔵小杉間の調査・検討

＜広域幹線道路網の整備＞ [建設緑政局] 104,874 （ ＋ 9,013         ）

・ 川崎縦貫道路関連調査　など

＜幹線道路網の整備＞ [建設緑政局] 8,979,007 （ ＋ 1,180,441   ）

・ 道路（国県道）の改良　国道409号ほか４路線　など
・ 国直轄道路事業負担金
・ 街路（都市計画道路）の整備　宮内新横浜線ほか９路線　など

＜身近な地域交通環境の整備＞ [まちづくり局] 332,016 （ △ 493,695     ）

・ 川崎駅周辺地区荷さばき対策の社会実験の実施
・ 路線バスネットワークの充実に向けた社会実験の支援
・ コミュニティ交通の導入に向けた支援
・ 民営バス事業者に対するバス運行情報表示システム導入の補助
・ 武蔵溝ノ口駅以北の片側改札駅の橋上駅舎化　

ＪＲ南武線津田山駅、稲田堤駅の工事着手　29年度完成予定

＜ユニバーサルデザインのまちづくりの推進＞ [まちづくり局] 31,617 （ ＋ 20,667       ）

・ 新百合ヶ丘駅周辺地区バリアフリー基本構想の事後評価・改定
・ （仮称）ユニバーサルデザイン構想の策定に向けた検討
・ タクシー事業者に対するユニバーサルデザインタクシー導入の補助
・ ホームドアの整備促進に向けた鉄道事業者への補助

東急東横線武蔵小杉駅　２面

基本戦略 ３

市民生活を豊かにする都市基盤と環境づくり
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単位：千円
（　）内は25年度予算からの増△減

＜道路安全施設の整備＞ [建設緑政局] 1,539,358 （ ＋ 92,193       ）

・ 渋滞緩和や交通事故抑止のための道路の車線構成の見直しやカラー舗装等による
交差点改良　など

＜自転車等の放置防止対策＞ [建設緑政局] 1,660,415 （ △ 12,279       ）

・ 駐輪場の整備、駐輪場への誘導、放置自転車の撤去・保管　など

＜暮らしやすい住宅・住環境の整備＞ [まちづくり局] 10,545,041 （ ＋ 4,425,265   ）

・ 空き家対策に向けた実態調査
・ 景観法や都市景観条例等に基づく都市景観形成施策の推進
・ 優良建築物等整備の一部助成　４地区
・ 戸建住宅等の不燃化、区画道路の拡幅促進等の一部助成　小田２・３丁目、幸町３丁目地区
・ 老朽化した市営住宅の建替工事、耐震改修工事
・ 特定優良賃貸住宅、高齢者向け優良賃貸住宅の家賃助成
・ 民間賃貸住宅への入居の機会の確保及び居住の支援　など

＜公共施設の長寿命化の推進＞ [まちづくり局] 573,686 （ ＋ 7,210         ）

・ 庁舎等建築物（大規模５施設）の長寿命化の推進
港湾振興会館、高津区役所、多摩区総合庁舎、とどろきアリーナ、市役所第３庁舎

＜資産マネジメントの取組の推進＞ [財政局] 56,038 （ △ 15,148       ）

・ 施設の長寿命化、資産保有の最適化、財産の有効活用

＜地球温暖化防止対策の推進＞ [環境局] 136,380 （ △ 8,156         ）

・ 市民、事業者との協働の取組の推進
・ 川崎メカニズム等による低炭素技術の普及促進

＜環境エネルギー施策の推進＞ [環境局] 150,553 （ △ 47,261       ）

・ 太陽光発電や家庭用燃料電池などの住宅用環境エネルギー機器設備設置の補助
・ 省エネルギー対策など環境分野におけるエネルギー対策を推進するため、

公共施設への環境配慮型設備の率先導入

＜国際環境施策の推進＞ [環境局] 24,280 （ ＋ 18,566       ）

・ 環境技術、産業の集積など本市の強みを活かしたグリーン・イノベーションの取組の推進

＜スマートシティ戦略の推進＞ [総合企画局] 70,617 （ ＋ 25,394       ）

・ 川崎駅周辺地区スマートコミュニティの取組
ＩＣＴを活用した防災減災ソリューションの実証やスマートＥＶバスの導入　など

・ 小杉駅周辺地区スマートコミュニティの取組
市民参加型の省エネ行動等の取組を通じた実証事業の効果・分析　など

・ 川崎臨海部水素ネットワークの構築
新たな水素の大量貯蔵・輸送技術を活用した水素ネットワークの構築に向けた取組の推進　など

＜分別収集の推進＞ [環境局] 991,376 （ △ 62,888       ）

・ ごみの減量化、資源化に向けた分別収集の推進

＜廃棄物処理施設等の整備＞ [環境局] 4,033,370 （ ＋ 1,913,951   ）

・ 堤根処理センター基幹的施設の整備　など

＜仮称リサイクルパークあさおの整備＞ [環境局] 1,427,254 （ ＋ 743,019     ）

・ 資源化処理施設（空き缶・ペットボトル・空き瓶・粗大ごみの中間処理施設）の建設　　など
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単位：千円
（　）内は25年度予算からの増△減

＜放射性物質対策の推進＞ [環境局] 183,538 （ △ 877,793     ）

・ 放射性物質が検出されたごみ焼却灰の安全な処分等に向けた取組

＜公園緑地の整備＞ [建設緑政局] 9,801,555 （ ＋ 6,417,483 ）

・ 等々力陸上競技場メインスタンドの整備　26年度完成予定　など
・ 富士見公園長方形競技場　26年度完成予定

＜多摩川の利用環境の向上＞ [建設緑政局] 269,234 （ ＋ 4,467 ）

・ マラソンコース、等々力・丸子橋周辺エリア等の整備　など

＜上下水道施設の地震対策（水道・下水）＞ [上下水道局] 8,983,211 （ △ 824,910     ）

・ 水道施設の地震対策
鷺沼配水池の耐震補強、末吉配水池の更新、応急給水拠点整備などの地震対策の推進

・ 下水道施設の地震対策
管きょや水処理センターなどの地震対策、入江崎水処理センターなどの津波対策の推進

＜上下水道施設の再整備・再構築（水道・下水）＞ [上下水道局] 6,400,284 （ △ 1,401,271   ）

・ 水道施設の再整備・再構築
基幹施設である長沢浄水場、生田配水池の更新、長沢浄水場敷地内広報施設の基本設計の実施

・ 下水道施設の再整備・再構築
水処理センター・ポンプ場や川崎駅以南の管きょなどの長寿命化・更新

＜雇用・労働施策の推進＞ [経済労働局] 198,790 （ ＋ 21,184       ）

・ 技術・技能の振興を目的とした「かわさきマイスター」の認定、技能啓発、後継者育成　など
・ 就業支援室「キャリアサポートかわさき」の運営や企業合同就職説明会の開催　など
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単位：千円
（　）内は25年度予算からの増△減

＜臨海部の活性化に向けた取組＞ [総合企画局] 35,436 （ △ 104 ）

・ 臨海部の各地区の特性を踏まえた戦略的な土地利用誘導の推進　など

＜国際戦略拠点地区整備の推進＞ [総合企画局] 979,080 （ △ 203,235 ）

・ 「国際戦略総合特区制度」等を活用したライフサイエンス・環境分野の
研究開発拠点形成の取組の推進　など

＜塩浜３丁目周辺地区整備の推進＞ [総合企画局] 226,326 （ ＋ 211,829 ）

・ 整備基本方針に基づく土地利用の検討や基幹的道路の整備

＜臨港道路東扇島水江町線整備の推進＞ [港湾局] 2,875,441 （ ＋ 1,679,677 ）

・ 交通需要の増加への対応や災害時の代替輸送ルート確保を目的とした整備

＜産業イノベーションの創出＞ [経済労働局] 56,939 （ ＋ 24,605 ）

・ 新川崎・創造のもり地区における新たな施設整備に向けた取組の推進

＜中小企業の成長促進＞ [経済労働局] 304,425 （ ＋ 55,724 ）

・ 「（仮称）ものづくりナノ医療イノベーションセンター」における企業の医療分野進出支援
・ 企業と福祉関連機関とのネットワークの活用等による福祉産業の振興

＜コンテナターミナルの利用促進・活性化＞ [港湾局] 838,108 （ △ 627,799 ）

・ ポートセールスの推進
・ 新規荷主の獲得、航路の維持拡大を目的とする川崎港利用促進コンテナ貨物補助制度の実施　など

＜千鳥町再整備の推進＞ [港湾局] 3,206,858 （ ＋ 3,183,877 ）

・ 港湾荷役の効率性の向上等を目的とした千鳥町地区公共ふ頭の再整備の推進
・ 立体モータープールの整備に向けた調査・設計　など

＜企業の海外展開支援＞ [経済労働局] 62,724 （ △ 2,452 ）

・ 中国やＡＳＥＡＮ地域等における展示会出展やビジネスマッチングの実施
・ 「川崎市海外ビジネス支援センター」での市内中小企業の海外展開の支援

＜公衆無線ＬＡＮ環境整備の推進＞ [総務局] 12,519 （ ＋ 12,519 ）

・ 市域における公衆無線LAN環境整備の推進

＜ものづくり産業の支援＞ [経済労働局] 126,383 （ △ 118,717 ）

・ 展示会の出展料補助や合同出展支援　など

＜中小企業の経営安定支援＞ [経済労働局] 32,301,011 （ △ 36,464 ）

・ 各種資金を低利で融資する中小企業融資制度や信用保証料の補助等の実施による
市内中小企業等の資金繰りの円滑化

＜民間主導による観光振興＞ [経済労働局] 154,128 （ ＋ 18,492 ）

・ 川崎市制記念多摩川花火大会の開催
・ 新たな旅行商品等の開発支援や国内外へのプロモーション活動　など

基本戦略 ４

活力と魅力あふれる力強い都市づくり
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単位：千円
（　）内は25年度予算からの増△減

＜商業者の活力を引き出す商業振興＞ [経済労働局] 335,493 （ △ 6,369 ）

・ 商店街等のイベント事業の支援
・ 商店街等の共同施設の設置等の支援

＜上下水道施設の地震対策（工水）＞ [上下水道局] 358,641 （ ＋ 136,771 ）

・ 長沢浄水場の耐震補強、市内の耐震管路整備などの地震対策の推進

＜上下水道施設の再整備・再構築（工水）＞ [上下水道局] 1,601,194 （ ＋ 677,194 ）

・ 基幹施設である稲田取水所、平間配水所の更新
・ 長沢浄水場敷地内広報施設の基本設計の実施

＜音楽のまちづくりの推進＞ [市民・こども局] 102,457 （ △ 9,998 ）

・ 民間の活力を活用した「音楽のまちづくり」の推進
・ 「モントルー・ジャズ・フェスティバル・ジャパン・イン・かわさき」の開催

＜映像のまち・かわさきの推進＞ [市民・こども局] 35,753 （ ＋ 6,493 ）

・ 第69回毎日映画コンクール表彰式等の開催支援
・ 「オーストリア・ザルツブルク音楽祭」パブリックビューイングの開催

＜多摩川を活用したスポーツ大会の開催＞ [市民・こども局] 21,880 （ △ 520 ）

・ 川崎国際多摩川マラソン大会等の開催

＜ホームタウンスポーツの推進＞ [市民・こども局] 38,455 （ △ 1,981 ）

・ 川崎フロンターレをはじめとする、かわさきスポーツパートナー等と連携した
スポーツによる川崎の魅力づくりの推進

・ アメリカンフットボールを活用した地域活性化や青少年の健全育成等の推進

＜シティセールスの推進＞ [市民・こども局] 44,395 （ ＋ 4,036 ）

・ 様々なメディアを活用したシティセールスの推進
・ 市制90周年記念事業の展開
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単位：千円
（　）内は25年度予算からの増△減

＜地域の多様な人材・資源を活かす取組＞ [総合企画局] 6,973 （ ＋ 806 ）

・ 地域の多様な主体が連携して地域課題の解決に向けた取組を行うための
必要な仕組みづくりの検討や調査、情報発信　など

＜参加と協働による市民自治の推進＞ [総合企画局] 9,838 （ △ 372 ）

・ 市民が主役のまちづくりの推進に向けた取組　など

＜（川崎区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [川崎区] 9,031 （ △ 503 ）

・ まちづくり推進活動事業や世代間交流を図る音楽イベントの開催　など

＜（幸区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [幸区] 15,191 （ △ 85,450 ）

・ 障害者就労支援制度を活用した多目的喫茶スペースの設置に向けた取組
・ 夢見ヶ崎公園における環境や歴史等の地域資源を活用した憩いの空間づくり　など

＜（中原区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [中原区] 21,941 （ ＋ 3,078 ）

・ まちづくり推進実践活動事業　など

＜（高津区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [高津区] 4,958 （ △ 228 ）

・ スポーツ関係団体との連携によるイベントや教室の開催　など

＜（宮前区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [宮前区] 56,055 （ ＋ 32,563 ）

・ 区民がスポーツに親しめる環境づくりのための未利用の公益用地を活用した施設整備　など

＜（多摩区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [多摩区] 16,704 （ ＋ 887 ）

・ 公園を拠点としたコミュニティづくりのための情報掲示板を公園内に新たに設置　など

＜（麻生区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [麻生区] 14,462 （ ＋ 1,604 ）

・ 地域人材の発掘と育成を行い、地域活動へとつなげる仕組みづくり　など

＜区の機能強化に向けた取組＞ [各区] 35,000 （ ＋ 35,000 ）

・ 区が新たな課題に適切かつ速やかに対応するための予算を確保し、区の機能強化に向けた取組を推進

＜区役所等庁舎や設備の計画的・効率的な整備の推進＞ 2,303,287 （ ＋ 865,441 ）

[市民・こども局]

・ 幸区役所新庁舎の建築工事　26年度完成予定
・ 施設の長寿命化に向けた宮前区役所空調設備改修工事　など

＜区役所等窓口サービス機能再編に向けた取組＞ 278,605 （ ＋ 242,649 ）

[市民・こども局]

・ 宮前連絡所機能再編の取組　など
跡地を活用した障害者通所施設（拠点型）の整備における地域交流スペースの設置　26年度設置予定

＜個人番号制度導入に向けた取組＞ [市民・こども局] 112,216 （ ＋ 112,216 ）

・ 個人番号制度導入に向けたシステム改修

＜区民車座集会の実施＞ [総務局] 82 （ ＋ 82 ）

・ 市民の声がしっかり伝わる身近な市政の実現のための、市長が直接意見を聞く「区民車座集会」の開催

基本戦略 ５

誰もが生きがいを持てる市民自治の地域づくり
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６  局 区 別 予 算 

 市長は、その権限に属する仕事を分担するため、条例で局という内部組織を設

けています。 

また、市民の皆様に密接に関連する業務については、市内の区域を分けて区

役所を設けています。 

ここでは、主要な事務事業を所管する局区別に、主な事業をご紹介します。 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-2045 内)21301 

 ３９，０５７，７２３千円  （対前年度比：＋２．１％） 

＜主な事業＞  

  防災行政無線設備の整備（拡充）  １，５４３，８０１千円    

○防災行政無線設備の老朽化対策及び機能向上を図ります。 

・災害情報等を市民に一斉に伝達するための同報系無線の再整備工事 

・災害時に市役所と区役所等との間の通信手段となる多重系無線・衛星系無線の再整備に向け

た基本設計 

○防災行政無線設備を円滑に運用するため、適切な保守、管理、補修等を実施します。 

  防災拠点の整備（拡充） ６９７，１４９千円    

 ○備蓄計画に基づき、全ての地域防災拠点（市立中学校）及

び避難所（市立小学校等）に備蓄倉庫の整備を進めるとと

もに、公的備蓄物資（飲料水、アルファ米など）の購入を

行います。 

・備蓄倉庫 40 か所整備 

○避難所の機能強化及び帰宅困難者対策として、幹線道路沿

いや駅近隣の中学校にマンホールトイレを順次整備します。 

・マンホールトイレ ６か所整備 

  市役所本庁舎等耐震対策の推進（拡充） ８２３，９４４千円    

 ○本庁舎及び第２庁舎の抜本的耐震対策に向けて、25 年度に策定する基本構想に基づき、基本計

画の策定に取り組みます。 

○当面の安全確保・機能維持対策として、本庁舎からの仮移転及び第２庁舎の耐震補強工事を行

います。 

  情報化の推進 ３２，６１８千円    

 ○情報システムの統合や連携による内部事務の効率化など、全体最適化を図りながら、ＩＣＴ（情

報通信技術）を効果的に活用した行政運営を推進します。 

○情報セキュリティの規定等に基づき、情報セキュリティ対策を推進します。 

○円滑なシステム開発及び運用に向けて、客観的・経営的な視点から、情報システムの評価、導

入支援等を行います。 

  オープンデータの整備（新規） １，０９７千円    

 ○市民参加、市民・企業・行政における協働の推進、行政の透明性の向上等を目的として、本市

が保有・蓄積する情報を、個人情報等に配慮したうえで二次利用可能なファイル形式で公開す

るオープンデータの整備を進めます。 

 

総 務 局 

備蓄倉庫 
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  公衆無線ＬＡＮ環境整備の推進（新規）                 １２，５１９千円    

 ○インターネット利用環境をさらに充実させ、生活の様々な場面における利便性の向上や国際化

への対応等を図るため、有識者や企業関係者を含めたプロジェクトチームを立ち上げ、市域に

おける公衆無線ＬＡＮ環境整備に際しての課題の調査や分析等を行うとともに、効果的な整備

に向けた方針や手法を検討します。 

  国際交流の推進 ２４４，８３１千円    

 ○姉妹・友好都市を提携している海外８都市との文化芸術・経済・環境・教

育など、幅広い分野での交流をはじめ、相互の発展につながる互恵的な関

係の構築に向けて、海外諸都市等との交流を推進します。 

 〇国際交流の拠点施設である国際交流センターを活用し、市民主体の交

流・親善活動を支援します。 

○海外に開かれたまちづくりや国際競争力の強化など、地域における新たな

国際化施策の推進に向けた方針策定のための調査等を実施します。（新規） 

  区民車座集会の実施（新規） ８２千円    

 ○「現場主義」の市政をめざし、市民の声がしっかり伝わる身近な

市政を実現するため、市長が現場に足を運び、直接区民の方々か

ら意見を聞く「区民車座集会」を各区で開催します。また、会議

の様子はインターネットで動画配信するなど、意見交換の内容を

共有していきます。 

 

  総合コンタクトセンターの運営 １１９，７５６千円    

 ○電話、電子メールなど様々な媒体による、市政に関する問い合わせ、意見、相談等を一元的に

受け付け、迅速かつ的確に応対するために、「サンキューコールかわさき」及び代表電話交換を

運営します。 

  人事評価制度の推進（拡充） １８，４９９千円    

○目標の成果だけではなく、業務遂行におけるプロセスも重視し、制度の見直しを図るとと

もに、人事評価制度を効果的に活用することで市民サービスの向上につなげます。 

  市制 90 周年記念式典の実施（新規） １５，１７８千円    

 ○市制 90 周年の節目に、市民の皆様と心からお祝いをするとともに、永年にわたり市政発展のた

め、献身的にご尽力された方の記念表彰など、７月１日（市制記念日）に市制 90 周年記念式典

を実施します。式典はできるだけ多くの市民の皆様が参加できる機会を設け、表彰式と演奏会

の２部構成で実施します。 

  行財政改革の推進 １２，６４１千円    

 ○「行財政運営に関する改革プログラム」に基づき、公共サービスにおける民間部門の活用や効

率的な行政運営に向けた組織体制の整備などの市役所の内部改革に継続して取り組むとともに、

総合計画の策定と連携し、新たに行財政改革に関する計画の策定に向けた取組を進めます。 

海外都市との調印

区民車座集会の様子
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＜予 算 額＞     問い合わせ先：広域企画課 200-2020 内）23101 

  １，６３２，８３３千円  （対前年度比：+０．８％） 

＜主な事業＞ 

  総合計画の策定に向けた取組（新規） ６５，２８２千円    

○直面する社会経済環境の変化等を踏まえて都市経営の課題を整理し、持続可能な都市の実現に

向けて、「対話と現場主義に基づく計画策定」、「プロセス重視と参加手法の積極的導入」、「職

員参加と意識改革の推進」の３つをコンセプトに取組を推進します。 

・無作為抽出した市民を対象に市政に対する市民満足度調査の実施 

・各区で市民によるワークショップを開催するなど、各種参加手法の導入 

・ワークショップの成果の共有と全市的なまちづくりについて議論するフォーラムの開催 

・地域資源や地域課題をまとめた地域環境図集(地区カルテ)等の職員参画による作成 

 ○今後のまちづくりの方向性を検討するため、将来都市構造、交通体系のあり方に関する調査を

実施します。 

  臨海部の活性化に向けた取組 ３５，４３６千円    

○臨海部への土地利用の誘導を効果的に展開するため、立地企業の動向把握、情報管理を行うと

ともに、交通アクセス改善に取り組みます。 

○浮島地区の本格的土地利用に向けた調査・検討等を実施します。 

○川崎臨海部の交通対策として、中長期的な取組も踏まえながら、臨海部へのバスアクセスの利

便性向上、環境改善等に向けた短期的な施策展開の検討を実施します。 

○臨海部に集積する高度な環境技術等の資源を活かし、臨海部のブランド化に向けた情報発信等

に取り組みます。 

  国際戦略拠点地区整備の推進 ９７９，０８０千円    

 ○殿町国際戦略拠点「キング スカイフロント」において、国際的な課題の解決に貢献しながら日

本の持続的な成長を牽引するため、「国際戦略総合特区制度」等を活用したライフサイエンス・

環境分野の研究開発拠点の形成に取り組みます。 

  ・「キング スカイフロント」進出企業・研究機関との連携による、国際的なプロモーションの

推進 

  ・国立医薬品食品衛生研究所の移転整備に必要な用地の取得 

 ○特区区域内で実施するライフサイエ 

ンス分野の共同研究に対して補助金 

を交付します。 

 ○国際戦略拠点の形成を促進する中核 

施設を中心とした連携推進等に取り 

組みます。 

 ○羽田連絡道路の整備促進を図るため 

の調査・検討を実施します。 

総 合 企 画 局 

殿町国際戦略拠点 キング スカイフロント 
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  塩浜３丁目周辺地区整備の推進（拡充） ２２６，３２６千円    

 ○塩浜３丁目周辺地区において、整備基本方針に基づく土地利用の検討を行うとともに、土地利

用を支える基幹的道路の整備に取り組みます。 

  ・市道塩浜 32 号線の拡幅に向けた整備 

  ・官舎跡地の活用や下水道施設の複合的な利用の検討 

  スマートシティ戦略の推進（拡充） ７０，６１７千円    

○持続可能な社会の実現に向けて、エネルギーの最適利用による低炭素化をはじめ、市民生活の 

利便性や質の向上等につなげるため、地区の特性や強みを活かし、モデル事業を中心としたス

マートな取組を推進します。 

・川崎駅周辺地区スマートコミュニティの取組 

    既成市街地における地域主体のエネルギー 

   マネジメント実証事業の分析・検証やＩＣＴ 

   を活用した防災減災ソリューションの実証、 

   民間事業者と連携したスマートＥＶバスの導 

   入等 

・小杉駅周辺地区スマートコミュニティの取組 

    都市型住宅が集積する地区の特徴を踏まえ、暮らしの利便性の向上等に資する持続可能な

事業展開をめざし、市民参加型の省エネ行動等の取組を通じた実証事業の実施及び市民モニ

ターへのアンケート調査や実証事業の効果・分析等 

・川崎臨海部水素ネットワークの構築 

新たな水素の大量貯蔵・輸送技術を活用した水素ネットワークの構築に向けた取組を推進

するとともに、水素社会の実現に向けた普及啓発等 

  地域の多様な人材・資源を活かす取組（拡充） ６，９７３千円    

 ○多様な主体の連携による地域課題の解決に向けて、市民や町内会・自治会、市民活動団体等が

連携して地域活動の担い手として活躍できるよう、必要な仕組みづくりを検討し、情報を発信

します。 

 ○地域課題の解決に向けた取組をさらに促進するため、地域と大学・企業等が連携する新たな仕

組みづくりに向けて、ヒアリング調査等を実施します。 

 ○シニア世代をはじめとした多様な人材がその知識や経験を活かして地域で活動し課題解決に取

り組めるよう、情報誌の改訂、配布を行います。 

  参加と協働による市民自治の推進 ９，８３８千円    

○市民が主役のまちづくりの推進に向けて、協働・連携に関する基本的な考え方の検討をはじめ、

各種施策の推進・調整・企画等を行うとともに、自治基本条例に基づく制度・仕組みを適切に

運用します。 

○包括的な権限を担って地域の課題を解決するとともに、さらに充実した住民サービスを提供す

ることができる新たな大都市制度のあり方等について検討を行います。 

○政策情報誌の企画・発行、研究成果の施策への反映等を目的とした政策課題研究の実施、都市

政策研究会の開催等による都市政策の最新動向に関する情報収集及び調査研究を行います。 

ＥＶ
Charger
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＜予 算 額＞          問い合わせ先：庶務課 200-2175 内)24101 

  ５，７４４，７０８千円  （対前年度比：＋９．２％） 

＜主な事業＞ 

  資産マネジメントの取組の推進 ５６，０３８千円    

 ○施設老朽化に伴う将来的な財政負担の増大・集中や、本格的な少子高齢社会の到来等による行

政ニーズの変化に的確に対応していくため、25 年度策定の「かわさき資産マネジメントカルテ

〈資産マネジメントの第２期取組期間の実施方針〉」に基づく「施設の長寿命化」を主体とした

資産マネジメントの取組を推進します。 

  ・庁舎等建築物（学校施設、市営住宅及び企業会計施設を除く公共建築物）に共通する建築部

位及び設備に関する全庁横断的視点からの長寿命化工事の優先度判定の実施 

  ・劣化状況の集約等を行う施設又は部位の対象拡大の検討 

  ・庁舎及び公の施設の駐車場の適正利用の推進 

  ・余剰地及び余剰床の処分又は貸付の実施 

  ・市有財産の有効活用の手法や対象の拡大に向けた検討 

  税務事務の安定的運営に向けた取組の推進 ９０８，３０２千円    

 ○税務事務を適正・公平に執行するため、市税事務所の利便性の向上を図るとともに、個人番号

制度導入に向けた市税システムの改修等を行います。（拡充） 

○納期限経過のお知らせ、コンビニ収納の市税収納代行の実施等、引き続き納税者の利便性の確

保に努めます。 

 

 

 

 

 

 
 市が公園、道路、学校、文化施設など身近な公共施設の整備のために必要となる資金の一

部を借り入れるために、定期的に「川崎市債」を発行しています。この市債は、個人や機関

投資家の皆様にご購入いただけるものとなっています。 

 市債を安心してご購入いただくためにも、個人投資家向けの「市債投資セミナー」や機関

投資家向け説明会の開催、ＩＲニュースの発信、ホームページにおける情報提供などの機会

を活用し、市の取組や財政状況、市債に関する情報を積極的に発信しています。 

財 政 局 

平成 26 年度市債発行予定（個人向け）

５年債   4 月、7 月、10 月、1 月

10 年債  12 月 

川崎市ホームページ「投資家情報（ＩＲ）」 

 
http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/ 

47-4-1-0-0-0-0-0-0-0.html 

ＩＲ（投資家向け広報）の取組 
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宝くじ１枚
の中身

当せん金

46.9％

自治体への
収益金

社会貢献広報費、
印刷経費等

40.2％

12.9％

川崎市の宝くじ収益金の推移（予算ベース）

4,858 4,519
4,155 4,131 4,123 4,007

4,8074,918

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

百万円

宝くじ１枚の中身（平成24年度）

宝くじは、販売実績の40％程度が自
治体への収益金となり、発行・発売団
体である全国47都道府県、20政令指
定都市それぞれの売上げに応じて配分
されます。

宝くじ収益金は、公共事業等に充て
るものとされ、本市では、小児医療費
の助成や、市立図書館の蔵書の充実、
公園緑地の整備などの身近なまちづく
りに役立てています。

宝くじ収益金について

宝くじのお買い求めはぜひ川崎市内で！

平成２６年度 宝  収益⾦ 充当  主 事業

○地域子育ての支援 ○妊婦の健康診査

○小児医療費の助成 ○特定不妊治療費の助成

○要介護者生活支援ヘルパー派遣 ○（高齢者）日常生活用具の給付事業

○予防接種事業 ○がん検診事業

子育て環境・安心いきいき社会 約１９億円

○道路安全施設の整備 ○公園緑地の整備

○コミュニティ交通の導入支援 ○新川崎交通広場等の整備

○救急車両、消防車両の購入 ○消防団施設の整備

○芸術文化の振興 ○多摩川を活用したスポーツ大会の開催

○農林業の振興 ○ミックスペーパー、プラスチック製容器包装分別収集

○普通教室コンピュータの整備 ○市立図書館の蔵書の充実

都市整備・防災対策 約１３億円

その他事業 約８億円
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-2255 内）26101 

  ６，６１４，１５２千円  （対前年度比：＋７．３％） 

＜主な事業＞ 

  公共施設利用予約システムの運用・整備 １３７，０２０千円    

 ○施設利用における利便性確保と適正な施設運営のため、安定したシステム運用を実施します。 

○改修費の低減化や機能再構築の必要性等の現行ふれあいネットの課題に対し、次期システム更

新に向けて幅広い視点により調査を実施します。（新規）  

  交通安全対策の推進                             ５７，２２４千円    

 ○市民の交通安全意識の高揚を図り、 

交通事故のない安全で住みよい社 

会の実現及び交通ルール遵守と交 

通マナー向上に向けた、広報・啓 

発活動を実施します。 

 

  シティセールスの推進                        ４４，３９５千円    

 ○地域資源の掘り起こしや魅力づくりに取り組んでいく 

とともに、様々なメディア等を活用して川崎の魅力を 

市内外へ積極的に情報発信し、都市イメージの向上を 

図ります。 

○市制 90 周年の節目を、本市の様々な魅力を市内外に 

アピールする絶好の機会と捉え、周年事業を展開しま 

す。（新規） 

  映像・放送・情報等の効率的な活用                  １５６，８２８千円    

 ○ホームページやテレビ、ラジオなど各種メディアを活用し川崎市政情報を効率的・効果的に発

信します。 

  人権関連施策の推進 ５２，６３７千円    

 ○外国人市民の国・地域別の人口構成が変化するなど、外国 

人市民のおかれている状況が変化していることから、新た 

に外国人市民意識実態調査を行い、その結果を市の施策に 

生かし「多文化共生社会」の実現を目指します。（新規） 

○人権が尊重される地域社会を形成するため、人権施策を総 

 合的に推進します。 

   

 

 

市 民 ・ こ ど も 局 

 
外国人市民代表者会議 

交通安全教室の様子 
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  音楽のまちづくりの推進                       １０２，４５７千円    

 ○市内にある音楽資源や民間の活力を活用し、音楽を中心とし 

た芸術や市民文化の創造を通して、まちに音楽があふれ、豊 

かな心を育む、「音楽のまちづくり」を推進します。 

 ○世界三大ジャズフェスティバルの１つ「モントルー・ジャズ 

・フェスティバル」の川崎版「モントルー・ジャズ・フェス 

ティバル・ジャパン・イン・かわさき」を開催し、川崎の魅 

力を国内外へ発信します。 

  映像のまち・かわさきの推進                     ３５，７５３千円    

○第 69 回毎日映画コンクール表彰式の開催支援及び表彰式を 

核とした様々な関連イベントを「映像のまち・かわさき」推 

進フォーラムと連携して発信することで、一層の盛り上がり 

と市内外からの集客を図り地域活性化を推進します。 

 ○世界三大音楽祭の１つ「オーストリア・ザルツブルク音楽祭」 

  のパブリックビューイングを開催し、市民に良質な音楽と身近 

に接する機会を提供します。（拡充） 

  多摩川を活用したスポーツ大会の開催             ２１，８８０千円    

○川崎国際多摩川マラソンなど、多摩川を活用した 

スポーツ大会を開催し、市民と全国からの参加者 

との交流を図るとともに、市民のスポーツに対す 

る興味・関心を高め、「スポーツのまち・かわさ 

き」を推進します。 

  大規模スポーツ大会等の開催 ３，０１６千円    

○国内外のトップ選手が参加するトランポリン競技大会を本市で開催 

し、トップアスリートの演技を間近で観る機会を提供します。 

 

 

 

 

  ホームタウンスポーツの推進                               ３８，４５５千円    

 ○川崎フロンターレをはじめとする、かわさき 

スポーツパートナー等と連携したスポーツに 

よる川崎の魅力づくりを推進します。 

 ○アメリカンフットボールを活用した地域活性 

化や青少年の健全育成等を推進します。 

 

 

モントルー・ジャズ・フェスティバル・

ジャパン・イン・かわさき 

パブリックビューイングの様子 

国際トランポリン 

ジャパンオープン 

2013 国際多摩川マラソン 

川崎フロンターレの試合の応援の様子 
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＜予 算 額＞    問い合わせ先：こども企画課 200-3733 内)43101 

  ８８，３７１，２３６千円  （対前年度比：＋７．４％） 

＜主な事業＞  

  待機児童ゼロ対策の推進 （新規） ２６，３４８千円    

 ○27 年４月の待機児童の解消を目指し、各区役所・支所の窓口に、保育所入所相談業務担当を新

たに１名ずつ配置し、保育所入所や各種保育サービスの情報提供を充実し、きめ細やかな相談

を行います。 

  認可保育所の運営 ２４，２７５，４８３千円    

○長時間延長保育事業、一時保育、休日保育など、保護者 

のニーズに即した保育サービスについて、民間活力 

を活かしながら拡充します。（拡充）  

  ・認可保育所 221 か所 → 241 か所（20 か所増） 

  ・定員 18,995 人 → 20,325 人（1,330 人増） 

○保育士の継続的な雇用を行うため、保育所に勤務す 

 る職員の処遇改善に要する費用の補助を行います。 

（新規） 

  認可保育所の整備 ３，４０５，２６６千円    

 ○27 年４月の待機児童の解消をめざし、民間活力を活用しながら、認可保育所の新設や改築を行

うことにより 1,540 人の受入枠の拡大に向けて整備を行います。 

    ・受入枠拡大に向けた整備  1,540 人分（保育所数 22 か所増） 

  認可外保育施策の充実 ４，１２４，４７１千円    

 ○川崎認定保育園の助成対象者数を拡充し、保育に欠ける児童の保護者の負担を軽減します。 

（拡充） 

  ・助成対象者 2,500 人 → 3,400 人（900 人増） 

  ・保育料補助 月額 5,000 円 → 月額 5,000 円・10,000 円・20,000 円 

（年齢と所得に応じた補助制度） 

○認可外保育施設の保育サービスの向上や運営を支援するため、民間保育施設指導員を６人から

９人に増員し、定期的な実地指導を強化します。（拡充） 

 ○保育士の確保を図るため、認可外保育施設に勤務している保育士資格を有していない従事者を

対象に、資格取得に要する費用の一部を補助します。（新規） 

 ○認可保育所をめざす認可外保育施設に対し、改修費等に要する費用の一部を補助します。（新規）  

  保育所職員の育成 ５，３５５千円    

 ○「保育士・保育所支援センター」を県と連携して取り組み、潜在保育士や保育士資格取得見込

者等に就職支援を実施するなど、保育士の人材確保を行います。（新規） 

 ○保育士の人材確保策として、就職説明会を開催し、保育士の就労支援を行います。（新規） 

  

こ ど も 本 部 

保育園の様子 
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  幼児教育の振興 ３，１２４，８４７千円    

 ○国の幼児教育無償化に向けた取組に合わせ、私立幼稚園に 

就園する園児の保育料等の補助を拡充します。また、私立 

幼稚園における長時間預かり保育については、新たに８施 

設分の補助を行い、幼児教育の総合的な推進を図ります。 

（拡充） 

○子ども・子育て支援新制度への円滑な移行に向け、認定こ 

ども園の整備を行います。（新規） 

 ・認定こども園 １か所・30 人分 

  私立学校等への支援 ６，１５５千円    

○多様な教育ニーズに応えるため、市内の私立学校等への補助を実施します。 

  ・市内の外国人学校に通う児童等の健康・安全の確保や公立学校に通う児童等との交流に要す

る経費の一部を補助（新規） 

  次世代育成の支援 ５６３，８６４千円    

 ○27 年４月からの「子ども・子育て支援新制度」実施に向けて、「（仮称）川崎市子ども・子育て

支援事業計画」の策定や、新制度に対応したシステム開発を行います。（拡充） 

○27 年４月からの「子ども・子育て支援新制度」実施に伴う、市民からの問い合わせに対応する

ため、コールセンターを設置し、市民サービスの向上につなげます。また、支給認定児童数や

対象施設数の増に対応するため、一部業務の委託化を行い、業務の効率化を図ります。（新規） 

  母子保健指導・相談 １１５，２３０千円    

○育児に対する負担感が大きい産後間もない母子を対象に、地域の助産所等の施設を活用して心

身のケアや育児のサポートを行います。（新規） 

  小児医療費の助成 ３，７３１，８０８千円    

 ○子どもの健全な育成や子育て家庭における経済的負担の軽減を図るため、入通院に係る医療費

の自己負担分を助成するとともに、今後の制度拡充に向けた準備を進めます。 

  子ども・若者育成の支援 （新規）                      ５，１２８千円    

 ○ひきこもり等の状態にある子ども・若者と家族に対し、総合的な援助を行うことにより、支援

の強化を図ります。 

  地域療育センターの運営 １，４０１，６８５千円    

○障害児や発達に不安のある児童などに対し、市内に４か所ある地域療育センターにおいて、相

談・診察・訓練などの支援を行います。 

・南部地域療育センターについて、指定管理者制度を導入（26 年４月）。（新規） 

  地域療育センターの整備事業 ２２１，１２５千円    

○北部地域療育センターについて、27 年４月より、指定管理者制度を導入するにあたり、指定管

理予定者への引継ぎ等を行います。（新規） 

 

幼稚園の様子 

- 71 -



 

＜予 算 額＞     問い合わせ先：庶務課 200-2320 内）28101 

  ３５，５０５，０１３千円  （対前年度比：△０．３％） 

＜主な事業＞ 

  産業政策の展開 １７３，５５８千円    

○コミュニティビジネス相談窓口の開設、情報発信等を行います。 

○知的財産関連分野でのビジネス交流や人材育成支援を行います。 

○オープンイノベーションを促進するため、コンベンション施設の整備を推進します。 

  企業の海外展開支援 ６２，７２４千円    

○中国やＡＳＥＡＮ地域等における展示会への出展やビジネスマッチン

グを実施し、企業の海外展開を支援します。（拡充）※１ 

○「川崎市海外ビジネス支援センター（略称：ＫＯＢＳ〈コブス〉）」で、

企業の海外展開支援のワンストップサービスを行います。 

  消費生活の安全を守る取組 ６７，１８２千円    

 ○消費生活相談と連携した効果的な啓発活動を、各種媒体を活用して実施します。 

○様々な消費者トラブルの発生等に対応していくため、相談体制の充実を図ります。 

  商業者の活力を引き出す商業振興 ３３５，４９３千円    

○カワサキハロウィン等川崎駅周辺におけるイベント事業等に対し重点的に支援を行います。 

○商店街のイベント事業等を支援し、集客力の向上や地域の活性化を図ります。 

○市内の商店街団体等の共同施設の設置等を支援します。 

  民間主導による観光振興 １５４，１２８千円    

○川崎市制記念多摩川花火大会を開催します。 

○観光協会や民間事業者等と連携し、新たな旅行商品等の開発支援や国内外へのプロモーション

活動等を行い、市内観光の振興を図ります。（拡充）※２ 

○市民文化の創造と地域経済の活性化を推進するため、「かわさき市民祭り」を開催します。 

  ものづくり産業の支援 １２６，３８３千円    

○中小企業の取引先開拓を支援するため、展示会の出展料補

助や合同出展支援等を行います。（拡充）※３ 

○市内中小企業の優れた製品・技術を「川崎ものづくりブラ

ンド」に認定し、情報発信を行います。 

○「住工共生のまちづくり」を進めるとともに、ものづくり

企業集積エリアの確保に向けた調査を実施します。（拡充） 

○川崎国際環境技術展の開催や行政と民間企業等とのネット

ワークの構築により、優れた環境技術の発信や海外への環境技術の移転を図ります。（拡充） 

○環境技術のショーウィンドウ化を進め、本市の強みを活かした環境調和型産業を推進します。 

  

経 済 労 働 局

川崎国際環境技術展 

企業相談(KOBS) 
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  中小企業の成長促進 ３０４，４２５千円    

○ビジネスプランの作成やビジネスパートナーとの出会い 

の場の提供等の支援を実施します。 

○産学共同の研究開発や新技術・新製品の開発等を支援し

ます。 

○「（仮称）ものづくりナノ医療イノベーションセンター」

において、企業の医療分野への進出を支援します。（新規） 

○多くの企業・福祉関連機関の参加による、新たな福祉製

品の創出・活用を目的としたプロジェクトを推進するプ

ラットホームの運営や、「かわさき基準（ＫＩＳ）」認証 

製品の普及・販路開拓を行います。（拡充） 

  産業イノベーションの創出 ５６，９３９千円    

○新川崎・創造のもり地区において、さらなる先端産業の集積を図るため、24 年度に開設した「Ｎ

ＡＮＯＢＩＣ（ナノビック）」に続き、新たな施設整備に向けた取組を推進します。（拡充） 

  中小企業の経営安定支援 ３２，３０１，０１１千円    

○各種資金を低利で融資する中小企業融資制度や信用保証料の補助等により、市内中小企業等の

資金繰りの円滑化を図ります。 

  都市農業の振興 １８０，３５９千円    

○将来の川崎の農業を担う営農意欲の高い自主性・創造性に富んだ農業者の育成を図ります。 

○市内産農産物「かわさきそだち」を広め、地産地消の仕組みづくりに取り組みます。 

○農業用施設の計画的な補修のための調査や農業用水路の改修を実施します。（拡充） 

○グリーン・ツーリズムを推進し、都市農業及び地域の振興を図ります。 

○早野地区において、ハーブの生産・加工・販売等の支援を行うとともに、 

これまでの取組や地域資源を活かした活性化施策の検討を行います。（拡充） 

  雇用・労働施策の推進 １９８，７９０千円    

○産業の発展や市民生活の向上に不可欠な技術・技能の振興のため、「かわさきマイスター」の

認定、技能啓発、後継者育成、経済振興等を推進します。 

○就業に関する個別相談、求人紹介や企業合同就職説明会の開催等による支援を行うとともに、

就業支援室「キャリアサポートかわさき」に託児機能を設けることで、子育て世代が安心して

仕事探しを行える環境を整えます。（拡充） 

 

 

25 年４月 24 日に締結した「大田区と川崎市との産業連携に関する基本協定」に基づき 

産業の各分野において、それぞれの特性を活かした事業の連携・協力を進めていきます。 

（主な実施事業） 

※１ 中小企業の海外ビジネス展開の支援 ※２ 観光イベント等の実施、共同観光セールス 

※３ 中小企業の販路を拡大するための展示会出展への支援 

 

 

大田区との連携事業 

(仮称)ものづくりナノ医療 

イノベーションセンター 

※表内の図は完成予定イメージです。
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-2375 内)29101 

  ２１，２６４，４３１千円  （対前年度比：＋５．８％） 

＜主な事業＞ 

  国際環境施策の推進 （拡充）                        ２４，２８０千円   

 ○本市の強みと特徴を活かしたグリーン・イノベーションの取組を推進します。 

  ・プロジェクトを推進する事業スキーム構築や環境技術情報の共有、発信に向けた取組 

  ・低炭素技術等の海外移転に向けた取組 

  地球温暖化防止対策の推進 １３６，３８０千円    

 ○地球温暖化対策推進基本計画に基づき、26 年度から始まる地球温暖化対策推進実施計画（第２

期間）を着実に推進します。 

  ・ＣＣ川崎エコ会議など市民、事業者とのネットワークを活かした協働の取組の推進 

・川崎メカニズム認証制度、低ＣＯ２川崎ブランドの実施による低炭素技術の普及促進 

・事業活動地球温暖化対策計画書報告書制度の実施などによる事業者の環境配慮の促進 

  環境エネルギー施策の推進                       １５０，５５３千円    

 ○創エネ・省エネ・蓄エネの総合的な取組を推進するとともに、「市建築物における環境配慮標準」

に基づき、市の率先した環境配慮に係る取組を推進します。 

  ・太陽光発電、家庭用燃料電池などの導入補助 

と合わせ、新築におけるエネルギー使用量等 

を管理する機器（ＨＥＭＳ
ヘ ム ス

）の普及を図るなど 

住宅の環境配慮の推進 

  ・中小規模事業者が実施する省エネルギー 

設備の導入などのエコ化の取組支援 

  ・「市建築物における環境配慮標準」に基づ 

く取組と公共施設への環境配慮型設備の率 

先導入 

 

 

 

 

  公害防止対策の推進（拡充）                       ２１８，５３０千円    

 ○27 年度までに、全測定局で二酸化窒素環境基準の達成を目指します。 

  ・低公害、低燃費車の普及による自動車単体対策の推進 

  ・産業道路の迂回促進による交通量、交通流対策の推進 

  ・局所汚染対策の推進 

 

環 境 局 

創エネ・省エネ・蓄エネのイメージ 
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  分別収集の推進 ９９１，３７６千円    

 ○ごみの減量化・資源化に向けて、効果的・効率的な収集運搬体制の構築を図ります。 

・空き瓶、ミックスペーパー、プラスチック製容器包装等、分別収集業務委託の継続 

・空き缶、ペットボトル収集業務の委託化に向けた準備 

 

 

 

 

 

  放射性物質対策の推進   １８３，５３８千円    

 ○放射性物質が検出されたごみ焼却灰について、安全な処分等に向けた取組を進めます。 

  ・放射性物質が検出されたごみ焼却灰の処分の実施 

・一時保管中のごみ焼却灰の処分等に向けた検討 

  資源化処理の推進   ９５７，６８９千円    

 ○循環型・低炭素社会の構築に向け、資源物の適正かつ安定的な処理を進めます。 

  ・ミックスペーパー、プラスチック製容器包装の資源化処理委託の継続 

  ・空き缶、ペットボトル、空き瓶の資源化処理委託の継続 

  ・使用済乾電池、廃蛍光管の処理委託の継続 

  廃棄物処理施設等の整備                     ４，０３３，３７０千円    

 ○環境負荷の低減や、施設に係るコストの削減につながる３処理センター体制に向けた施設整備

を推進します。また、老朽化した廃棄物処理施設等を安定的に稼働させるため、計画的な整備

を実施します。 

  ・南部リサイクルセンター及び浮島２期廃棄物埋立処分場の基幹的整備（新規） 

・堤根処理センターの基幹的整備の継続 

  ・王禅寺処理センターごみ積替え設備の整備 

  ・王禅寺余熱利用市民施設の大規模改修 

  仮称リサイクルパークあさおの整備      １，４２７，２５４千円    

 ○循環型・低炭素社会の構築に向け、北部地域のごみ、資源物等の処理の拠点となる総合的施設

を建設します。（28 年度完成予定） 

  ・王禅寺処理センターの解体及び資源化処理施設の建設 

  橘処理センターの整備                       １６９，９３９千円    

 ○３処理センター体制の構築に向け、橘処理センターごみ焼却施設及び資源化処理施設等を建設

します。 

  ・橘処理センター建設に向けた、環境影響評価の実施及び整備計画の策定 

かわさき３Ｒ推進キャラクターかわるん 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-2615 内)32101 

  １３１，７１１，３７１千円  （対前年度比：＋１．２％） 

＜主な事業＞  

  地域包括ケアシステムの構築に向けた取組 ７９，２４８千円    

 ○要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしができるよう、「住まい」「生活支援・

福祉サービス」「保健・予防」「医療・看護」「介護・リハビリ」が一体的に提供される地域包括

ケアシステムの構築に向けた取組を進めます。 

・地域包括ケアシステムを推進するための基本方針の策定（新規） 

  ・在宅医療・介護従事者等、多職種による情報の共有化の促進 

  ・新たに在宅療養コーディネートセンターを設置する等、多職種 

協働による在宅医療提供体制の充実（拡充） 

・「介護・リハビリ」を中心とした高齢者や障害者の在宅生活支

援の推進に向けて、福祉センター跡地を活用した施設の整備 

  生活保護受給者等に対する自立支援の取組 ８５２,７６９千円    

○福祉事務所に配置している自立支援相談員を 13 人から 22 人に増 

員し、生活保護世帯の就労支援を推進します。（拡充） 

○新たに中原区・多摩区を加え、全区（８か所）で、生活保護受給 

 世帯の子どもに対する学習支援等を実施します。（拡充） 

○社会的に孤立した若年層の生活保護受給者に対して、居場所や就 

労体験の場を提供し、経済的・社会的自立を促進します。（新規） 

 ○25 年 12 月に開設した「生活自立・仕事相談センター」 

（だいＪＯＢセンター・川崎区）において、対象者への寄り添い型支援の実施、関係窓口との

連携・引継を行うことにより、相談者の社会的・経済的自立につなげます。（新規） 

 ○ホームレスの実情に応じた自立支援等の施策を実施します。 

  生活保護費の支給 ５９，９６２，５２３千円    

○生活に困窮する市民に対して、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生

活を保障するとともに、自立を促すことを目的に、生活保護費を支給します。 

  生涯現役対策の取組の推進 ２，３１７，８１１千円    

○いこいの家の運営体制について、介護予防拠点としての機能強化 

や運営管理上の安全確保等を図るため、各館の職員体制を１人か 

ら２人体制に増員します。（拡充） 

○27 年度から 29 年度までの高齢者施策に係る計画として 

「第６期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」を策定します。 

 

 

 

 

健 康 福 祉 局 

 介護予防いきいき大作戦 

マスコットキャラクター「長寿郎」

介護予防かわさき体操 

学習支援の様子 
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  高齢者の多様な居住環境の整備 １，９１０，７６７千円    

○要介護高齢者の在宅生活を支えるサービスの中核となる「小規模多機能型居宅介護」の整備等

を進めます。また、「小規模多機能型居宅介護」の機能に医療的ケアを行う訪問看護を追加し

た「複合型サービス」の整備等を進めます。 

○介護の必要性が高い要介護高齢者の将来的な増加を踏まえ、特別養護老人ホームの整備を進め

ます。（27 年３月に２か所開設予定（51・52 か所目）） 

  障害者の雇用と就労の促進 ２０４，０１３千円    

○障害者の求職相談、職場適応支援、職場定着支援の機能を強化するため、市内３か所の地域就

労援助センターにおける組織体制を強化します。（拡充） 

○障害者を雇用していない中小企業等に対して、職場体験実習のコーディネートを新たに行い、

本人の働くきっかけ、企業の雇用に向けたきっかけづくりを行います。また、障害者と企業と

の的確なマッチングに向けて、庁内委託業務での職業実習の場を拡大します。（拡充） 

  障害者通所施設の整備 ６８４，８３３千円    

○各区に障害者通所施設を整備し、特別支援学校等卒業生対策を含めた日中活動の場を確保する

ことで、安心して自立した地域生活が送れる環境づくりを推進します。 

  健康づくりの推進 １４６，９２０千円    

 ○「第２期かわさき健康づくり２１」等に基づき、市民が主役の健康づくりへの支援を行います。 

  健康危機管理体制の整備 １３３，０１７千円    

 ○感染症発生に備え医療機関と連携して、まん延を防ぐ取組を進めます。また、新型インフルエ

ンザ等対策行動計画に基づく対策を進めます。（拡充） 

  予防接種による感染症予防の推進 ３，７６１，７４８千円    

○風しんなどの現在実施している 12 疾病に加えて、新たに２疾病（成人用肺炎球菌・水痘（水

ぼうそう））の予防接種を実施し、感染症の予防及びまん延の防止を図ります。（新規） 

  救急医療体制づくりの推進 １，２８３，４４１千円    

○夜間・休日における一次救急体制の維持・整備、周産期医療を含めた 

救急搬送患者の円滑な受入体制の確保等を図ります。 

○災害時における医療供給体制が確実に機能するよう、災害医療コーディ 

ネーターを新たに配置し、平時から検討・調整等を行います。（新規） 

  がん検診の取組の強化 １，６８８，３１３千円    

○国民病ともいうべきがんの早期発見、早期治療のため、政令市トップレベルのがん検診受診率

をいち早く達成することを目指して、現状を検証するとともに、より効果的で実効性のある取

組の構築を図ります。（新規） 

○子宮がん検診、乳がん検診及び大腸がん検診について、一定の年齢の市民に対してクーポン券

を発行し、自己負担分を無料化することで受診率の向上を図ります。 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-2939 内)35101 

  ２５，８６４，６１８千円  （対前年度比：＋７．８％） 

＜主な事業＞ 

  川崎駅周辺地区の整備 １，３６０，９３６千円    

〇川崎駅周辺地区では、既存の商業・業務機能の集積を生かしながら、魅力ある広域拠点の形成

を推進します。 

  ・ＪＲ川崎駅北口自由通路等整備工事（29 年度完成予定） 

 ・堀川町Ｃ地区連絡ペデストリアンデッキ詳細設計 

 ・京急川崎駅周辺地区まちづくり整備方針策定（民間誘導） 

 ・川崎駅周辺総合整備計画改定 

 

 

  新川崎・鹿島田駅周辺地区の整備 ３，３１２，３５７千円    

 〇新川崎・鹿島田駅周辺地区では、市街地再開発事業等により、都市基盤整備を進め、安全で 

  魅力ある利便性の高い地域生活拠点の形成を推進します。 

  ・新川崎交通広場（26 年度完成予定） 

  ・鹿島田駅西部地区市街地再開発事業（26 年度完成予定） 

 

 

 

 

 

 

  小杉駅周辺地区の整備 １，３０５，５５８千円    

 ○小杉駅周辺地区では、民間活力を生かした市街地再開発事業等により、駅周辺の公共・公益施

設の整備を行い、魅力ある広域拠点の形成を推進します。 

  ・小杉町３丁目中央地区市街地再開発事業（26 年度完成予定） 

  ・小杉町３丁目東地区市街地再開発事業 

（30 年度完成予定） 

 

  

ま ち づ く り 局 

ＪＲ川崎駅北口自由通路 

新川崎交通広場 鹿島田駅西部地区 

小杉町３丁目中央地区 小杉町３丁目東地区
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  登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区の整備                    ４，０６２，９２４千円    

 ○登戸駅周辺地区では、防災性の向上や生活環境の改善を図るため、土地区画整理事業を推進し、 

  地域生活拠点として健全な市街地の形成を図ります。 

○向ヶ丘遊園駅周辺地区の回遊性の向上を図るため、 

 連絡通路を整備します。（26 年度完成予定） 

 

  暮らしやすい住宅・住環境の整備                     １０，５４５，０４１千円    

 ○良好な住環境の形成に向け、既成市街地や密集住宅市街地における住環境の改善とともに、 

  良好な街なみづくり・景観づくりを推進します。 

  ・空き家対策の方向性検討、実態調査（新規） 

 〇市営住宅等の公的賃貸住宅の提供や、民間賃貸住宅 

への入居支援などにより、誰もが安心して暮らせる 

住宅施策を推進します。 

  ・市営住宅の建替（中野島住宅ほか８団地） 

  身近な地域交通環境の整備 ３３２，０１６千円    

 ○安全で快適な日常生活の実現に向けて、地域特性に応じた交通環境の整備を推進します。 

  ・コミュニティ交通の持続的な運行のための支援の強化及び 

   路線バスネットワークの充実に向けた社会実験の実施（拡充） 

  ・川崎駅周辺荷さばき対策社会実験の実施（拡充） 

・ＪＲ南武線津田山駅、稲田堤駅の橋上駅舎化（29 年度完成予定） 

    

 

  総合的な耐震対策及び災害に強いまちづくり ７４７，９３１千円    

 ○木造住宅や民間マンション、特定建築物について、耐震診断・改修工事等 

  の助成を行うとともに、防災都市計画の策定等により、災害に強いまちづ 

くりを推進します。 

    ・耐震診断が義務化された特定建築物への助成（拡充） 

・木造住宅の耐震改修助成の拡充措置の継続 

  公共施設の長寿命化の推進 ５７３，６８６千円    

 ○大規模５施設（港湾振興会館、高津区役所、多摩区総合庁舎、とどろきアリーナ、市役所第３

庁舎）について、予防保全型の維持補修を行い、長寿命化を推進します。 

  ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 ３１，６１７千円    

○バリアフリー基本構想の改定や、ユニバーサルデザインタクシーの普及促進、ホームドアの整

備促進等により、ユニバーサルデザインのまちづくりを推進します。 

・ホームドアの整備費補助（東急東横線武蔵小杉駅）（新規） 

中野島住宅建替 

ホームドア整備 

向ヶ丘遊園駅連絡通路

木造建築物耐震対策 

コミュニティバス（あじさい号） 

※表内の図は完成予定のイメージです。 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-2785 内)38201 

  ３４，８４４，５０２千円  （対前年度比：＋１５．５％） 

＜主な事業＞ 

  道路安全施設の整備 １，５３９，３５８千円    

 ○歩行者と車両の交通の安全確保や円滑化を図るため、横断歩道橋の補修、道路照明の設置等の

交通安全施設の整備を実施します。 

○交通渋滞の緩和や交通事故抑止を目的として、カラー舗装や車線構成の見直し等の交差点改良

を推進します。 

  幹線道路網の整備 ８，９７９，００７千円    

 ○市内交通の円滑化、市民の安全や利便性の確保、都市の活力の向上、防災・環境対策への取組

のために、国道 409 号や都市計画道路宮内新横浜線をはじめとする幹線道路網の整備を推進し

ます。 

  橋りょうの整備及び維持管理 １，２３４，４８９千円    

 ○交通の円滑化、防災機能や利便性の向上を図るため、等々力大

橋（仮称）等の整備を推進します。 

 ○安全性を確保し、地震災害に強い都市基盤を整備するため、管

理橋りょうの維持補修及び耐震対策を実施します。 

 

 

  自転車等の放置防止対策 １，６６０，４１５千円    

 ○自転車等の放置を防止することにより歩行者等の通行の安全や災害時における緊急活動の場の

確保を図るため、駐輪場を整備するとともに、駐輪場の利用促進や放置自転車の撤去等を実施

します。 

  連続立体交差事業の推進 ２，３３３，５９６千円    

 ○京浜急行大師線のほぼ全線を地下化することにより踏切をなくし、道路交通の円滑化、環境改

善及び地域分断の解消を図ります。事業の効果を早期に発揮させるため、１期①区間（東門前

～小島新田間）の整備を推進します。 

○ＪＲ南武線の踏切に起因する「幹線道路の混雑や路線バスの遅延等の課題」、「通学児童の安全

性低下など、地域の生活利便性や生活環境に関する課題」、「災害発生時の避難路確保などの災

害に対する課題」の解消のため、ＪＲ南武線の尻手～武蔵小杉間の連続立体交差化に向けた調

査を行います。 

・連続立体交差化に向けた事業調査 

 ○連続立体交差化による地域分断の解消を契機に、利便性や都市の魅力を向上するまちづくりを

推進するための調査を行います。 
・関連する都市基盤施設や沿線まちづくりについての事業調査 

  

建 設 緑 政 局 

等々力大橋（仮称） 
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  広域幹線道路網の整備 １０４，８７４千円    

 ○市内の都市機能強化に向け、川崎縦貫道路の整備を促進します。 

  ・川崎縦貫道路関連調査等の実施 

 ○広域幹線道路網の整備及び利用促進に向けた取組を実施します。 

  河川の整備 １，９０８，００７千円    

 ○五反田川の洪水を直接多摩川に地下トンネルで放流する五反田川放水路整備事業を引き続き推

進し、トンネル部築造工事を実施します。 

○水害に対する安全性の向上や河川環境の保全を図るため、河川管理施設等の保守点検を行い、

補修が必要な箇所は緊急性、優先度を考慮して、計画的に補修等の対策を実施します。 

  緑化推進及び緑地の保全 １，３９５，３８２千円    

 ○緑豊かなまちづくりをめざし、100 万本植樹や屋上・壁面緑化等、地域の緑化を推進します。 

 ○市域における良好な自然環境を保全するため、特別緑地保全地区の指定及び用地取得を行いま

す。また、保全した緑地の維持管理や安全対策のための整備を行います。 

  公園緑地の整備 ９，８０１，５５５千円    

○等々力緑地において、「等々力緑地再編整備実施計画」に

基づき、再編整備を推進し、緑地内の施設の充実を図り

ます。 

・陸上競技場メインスタンドの整備の実施 

（26 年度完成予定） 

・メインスタンド完成に合わせ、南側サイドスタンドに 

大型映像装置の設置 

・硬式野球場の実施設計 

 ○富士見公園において、「富士見周辺地区整備実施計画」に

基づき、富士見公園の再生やスポーツの拠点づくり、防

災機能の充実等を図るため、長方形競技場の整備を推進

します。 

・長方形競技場北側スタンドの新築工事の実施 

 （26 年度完成予定） 

・長方形競技場のフィールド拡張に伴う人工芝の張替工

事の実施 

・指定管理者制度の導入に向けた取組 

  多摩川の利用環境の向上 ２６９，２３４千円    

○「川崎市多摩川プラン」に基づき、多摩川緑地の整備及び維

持管理を行います。 

○「多摩川エコミュージアム」の推進拠点である二ヶ領せせら

ぎ館や大師河原水防センターにおいて、市民との協働による

環境学習等を実施します。 

等々力陸上競技場 

※表内の図は完成予定のイメージです。 

多摩川での環境学習の様子 

富士見公園長方形競技場 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-3048 内）41101 

  一般会計 １０，９５０，９３９千円  （対前年度比：＋３３．５％） 

  港湾整備事業特別会計 ４，０８７，１８３千円  （対前年度比：＋２６．２％） 

＜主な事業＞ 

  港湾の防災・減災対策の推進 一般会計 １，１４７，４１６千円    

 ○災害発生時に帰宅困難者や緊急物資の輸送を担う港内巡視船が老朽化していることから、新造

に向けた設計を行います。（新規） 

 ○災害発生時に緊急物資を取扱う千鳥町７号岸壁について、耐震改修を実施します。また、東扇

島９号岸壁は、東日本大震災の教訓を踏まえ、首都圏で想定される最大級の地震発生時に備え、

国直轄整備により耐震改修を実施します。 

○前年度の調査・設計を踏まえ、港湾施設の防災対策を実施します。（拡充） 

・臨海部における防災行政無線設備の整備 

・地震等の災害時に臨海部の各島と内陸部を結ぶ、帰宅困難者や緊急物資の輸送を目的とした

曳航可能な小型浮き桟橋の整備 

・津波発生時における緊急輸送路の交通機能維持を目的とした川崎港海底トンネルの防潮施設

等の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

  コンテナターミナルの利用促進・活性化          一般会計  １９，３５８千円    

                           港湾整備事業特別会計 ８１８，７５０千円        

○荷主を対象に国内外のセミナーを実施するなど、中国、東南アジアの新規航路開設や既存航路

の安定化に向けたポートセールスを官民一体となって推進します。 

○国際コンテナ戦略港湾である京浜港（川崎港、東京港、横浜港）の国際競争力強化に向けた取

組の一環として、新規荷主の獲得・航路の維持拡大等を目的とする「川崎港利用促進コンテナ

貨物補助制度」を実施します。（拡充） 

○コンテナターミナルの運営に民間経営の視点を活用するため、26 年４月から、特例港湾運営会

社を指定管理者とし、一体的な運営を行います。（新規） 

○大型船舶の２隻同時着岸を可能とし、荷役効率の向上かつ経済的な荷役を行うため、コンテナ

１号岸壁の延伸に向けた設計を実施します。（新規） 

  

港 湾 局 

輸送用浮き桟橋 東扇島９号岸壁の耐震改修 防災行政無線設備 
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  千鳥町再整備の推進                  一般会計 １，６６６，２５７千円    

                         港湾整備事業特別会計 １，５４０，６０１千円    

 ○建設後 40 年以上が経過した千鳥町地区の公共ふ頭について、港湾荷役の効率性の向上等、ふ頭

機能の維持強化を目的とした再整備を行います。 

○千鳥町地区の主要貨物である砂利・砂、金属くず等のバラ貨物に対応したオープンスペースを

拡大するため、荷さばき地の整備工事を実施します。（新規） 

○完成自動車のストックヤードの高度利用を目的とした立体モータープールの整備に係る調

査、設計を実施します。（新規） 

  臨港道路東扇島水江町線整備の推進（拡充）  一般会計 ２，５７９，６０６千円     

                          港湾整備事業特別会計 ２９５，８３５千円    

 ○交通需要の増加に対応する新たな交通機能の確保及び臨海部の災害時における輸送ルートの代

替手段の確保を目的として、国の直轄事業による臨港道路東扇島水江町線の整備を推進します。

また、関連事業として、東扇島内臨港道路の道路拡幅や付替えなど、道路改良工事を推進し、

混雑の緩和を図ります。 

  魅力ある緑地・親水空間の形成 一般会計 ２６０，９８４千円    

 ○平常時は人工海浜やバーベキュー広場など、港に集う人々の憩いの場として、また災害発生時

には基幹的広域防災拠点としての機能を有する東扇島東公園の適切な維持管理を行います。 

○みなと祭りや夜景ツアー等の拠点として、市民に親しまれている川崎マリエンの適切な維持管

理を行います。 

○オリンピックを目指すビーチバレー選手の強化拠点として、ＪＯＣ認定バレーボール強化セン

ターに認定されている川崎マリエン内ビーチバレー場の維持整備を行います。 

 

 

川崎港航空写真 

人工海浜（東扇島東公園） 

ＪＢＶツアー川崎市長杯 

 JBV 

（川崎マリエン） 

※表内の図は完成予定のイメージです。 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 223-2501 内）48101 

  １７，７１９，３１８千円  （対前年度比：＋７．８％） 

＜主な事業＞ 

  警防活動の推進 ２０９，６００千円    

 ○市内に設置している老朽化した街頭消火器に替え、消火栓に直付 

けして使用する消火ホースキットを配備します。 

また、町内会や自治会等で構成される自主防災組織に対して、訓 

練指導及び消火ホースキットの設置を促進することで、市民の自 

助力・共助力の向上を図ります。（新規）  

・市内 175 か所の避難所に 26～28 年度の３年計画で配備 

26 年度：57 か所の避難所、消防局及び８消防署 

  27 年度：59 か所の避難所 

  28 年度：59 か所の避難所 

  救急救助活動体制の向上 １１３，２６０千円    

 ○救急活動体制の向上を図るため、医師による指導・助言及び活動内容の検証や教育体制を整備

して、救急隊員（救急救命士を含む）が行う救命処置の高度化に向けた体制の充実強化を図り

ます。  

 ○首都直下地震による倒壊建物等の都市型災害への災害対応力を強化します。 

・24～26 年度の３年計画で、ダブルブレードカッター42 基、ハンマードリル８基を整備 

  消防団活動の充実強化                          ２２４，８７８千円    

 ○消防団員の災害現場への出動や訓練（自主防災組織に 

対しての訓練指導を含む）の際に支給される手当の範 

囲を見直し、消防団員の処遇改善を図ります。（拡充） 

・大規模な防災・水防訓練等が長時間にわたる場合に 

 従来の支給額に 3,500 円を増額して支給 

○消防団員が災害現場活動で使用するための資機材、Ｍ 

ＣＡデジタル無線機を拡充整備し、消防団活動の充実 

強化及び消防署との連携体制の強化を図ります。 

（拡充） 

・大震災時に津波被害が予想される臨海部地域を管轄 

 する臨港・川崎・幸の３消防団の車両 12 台にＭＣＡ 

デジタル無線機を配備 

○消防団員が災害現場活動時や訓練時に着用する作業服 

等を整備します。 

  

消 防 局 

消防団訓練の様子 

 
消火ホースキット 

- 84 -



 

  通信設備の整備                             １，687，81４千円   

 ○国の施策として電波法の一部が改正されたこと 

  に伴い、全国の消防本部で使用しているアナロ 

グ方式の消防救急無線設備がデジタル方式に移 

行されることから、必要な整備を進めます。 

（26 年度完成予定） 

 ○消防局の基幹システムである消防指令システム 

  と消防情報管理システムの安定稼働を確保する 

ため、29 年度の更新に向けて、基本計画等を策 

定し、システムの最適化に取り組みます。 

（新規） 

  耐震性貯水槽の建設 ９３，６８８千円    

○震災時など断水時における市内全域の消防水利を確保するため、26 年度は市内各所に耐震性貯

水槽を５基建設し、消防力の強化を図ります。 

  出張所の改築 １１８，４４４千円    

○老朽化した宮前消防署菅生出張所の改築工事を 26～27 年度の２年計画で実施します。 

○改築工事中の仮設庁舎として予定している宮前消防署犬蔵出張所の一部を改修し、防災拠点と

なる消防施設の強化を図ります。 

  緊急消防援助隊活動拠点の整備 ６４７，４０８千円    

 ○市内に大規模災害が発生した際には、全国から緊急消防援助隊として派遣される消防職員が、

進出・活動拠点となる消防総合訓練場（宮前区犬蔵）に集結することから、東日本大震災の教

訓を踏まえ、新たに自家用給油施設を整備するなど緊急消防援助隊活動拠点施設を整備し、消

防力の充実強化を図ります。（27 年度完成予定） 

  ヘリコプターの整備（新規） １５，６３９千円    

○ヘリコプター「そよかぜ２号」は、運用開始 

（６年４月）から 20 年を超え、機体の老朽化 

が進んでいることから、26～27 年度の２年計 

画で更新整備を実施します。 

・ヘリコプター及び附帯設備、ヘリコプター 

 テレビ電送システムの更新 

○ヘリコプターの更新に伴い、ヘリコプター格 

 納庫の一部を改修します。 

 
消防ヘリコプター 

 

消防指令センター 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-3260 内）50101 

  ４３，９７２，９７８千円  （対前年度比：△９．２％） 

＜主な事業＞ 

  キャリア在り方生き方教育の推進（新規） ４，０００千円    

○将来に向けた社会的自立の基盤となる資質能力、共生・協働の精神・態度の育成など、人の在

り方生き方の基軸となる力を育むため、小学校からの系統的な「キャリア在り方生き方教育」

の実施に向けた取組を推進します。 

  確かな学力の育成 １，３４２，４１６千円    

○児童生徒にとって「わかる授業」をめざし、きめ細やかな指導等により学力の向上を図ります。 

  ・習熟の程度に応じたきめ細やかな指導の充実に向けた、より有効なグループ編制や指導方法

の研究（新規） 

・英語学習の充実を図るとともに、異文化を尊重する態度を育むため、外国語指導助手（ＡＬ

Ｔ）を配置 

・授業の充実及び情報活用能力の育成を図るため、タブレット端末等のＩＣＴ環境を整備 

  一人ひとりの教育的ニーズに対応した総合的な支援 ９２８，６３７千円    

○いじめや不登校、発達障害など、さまざまな支援を必要とする 

児童生徒に的確に対応できる体制を整え、児童生徒一人ひとり 

に即した支援を行います。 

  ・いじめや不登校等の未然防止と早期発見・早期対応を図る 

ため、児童支援コーディネーターを専任化する学校を 

35 校から 44 校に拡大（拡充） 

・特別な教育的ニーズのある児童生徒に対し、適切な教育的 

支援を行えるよう、特別支援教育サポーターの配置を 110 

名から 120 名へ増員（拡充） 

・通常の学級に在籍する特別な教育的ニーズのある児童生徒を対象とした通級指導教室を 17

教室から 18 教室に拡大（拡充） 

・特別支援学校生徒の就労や職場実習の受け入れ企業の開拓等を進める特別支援学校就労支援

員を配置 

・経済的困難を抱えている世帯への就学援助について、新たに中学生の部活動に要する経費を

支給項目に追加(拡充) 

  生涯学習環境の整備 １６７，７９５千円    

○老朽化の進んだ社会教育施設の維持補修及び計画的な予防保全を実施し、長寿命化に向けた取

組を推進します。また、学校施設を有効活用し、市民の学びや地域活動の拠点として生涯学習

の振興を図ります。 

・社会教育施設の長寿命化に向けて、施設劣化状況調査や市民館大ホール設備整備計画の策定

を実施（新規）  

教 育 委 員 会 事 務 局 
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  地域で教育を支える仕組みづくり  ２１０，９６０千円    

○学校運営への地域参加や地域人材による学校支援の推進など、地域で教育を支える仕組みを整

え、地域の教育力の向上を図ります。 

  ・シニア世代の知識と経験を生かした多世代で学ぶ生涯学習の拠点となり、地域ぐるみで児童

生徒の学習をサポートする「地域の寺子屋事業」を推進（新規） 

  文化財の保護・活用の推進 ３５６，４８９千円    

○市民文化の向上と魅力ある地域づくりをめざして、地域・市民と連携を図り 

ながら、川崎市の歴史や文化を理解するための重要な文化資源である文化財 

の保護・活用に向けた取組を推進します。 

 

  中学校給食の推進（新規） ４８，３２９千円    

○安全・安心で温かい中学校完全給食の 28 年度実施に向け、 

実施方針の策定及び施設・設備の改修計画の策定を行います。 

 

  学校安全対策の推進と教育環境の整備 ２，０７６，８０２千円    

○地域社会全体で学校の安全確保に取り組み、学校の防犯 

力の向上や防災教育の充実により、学校の総合的な安全 

対策を推進します。また、災害時における校舎等の安全 

性や快適な教育環境の確保に向けた整備を行います。 

・学区域内を巡回指導するスクールガード・リーダーの 

配置を 18 名から 20 名へ増員（拡充） 

  ・義務教育施設の格技室天井改修工事(16 校)等の非構造部材耐震対策や灯油式発電機整備 

(22 校)等の各種防災機能の強化（拡充） 

・高等学校施設の非構造部材耐震対策として、体育館天井改修工事(２校)を実施（新規） 

・快適な教育環境を提供するため、学校のトイレ改修(７校)やエレベータ整備(３校)を実施 

  学校施設長期保全計画の推進 １，２１９，２３１千円    

○老朽化の進む学校施設について、これまでの改築を中心とした手法に替えて、既存校舎の改修

による再生整備に向けた設計（８校）に着手し、学校施設の長寿命化・教育環境の改善・コス

トの縮減等を図る長期保全計画を推進します。（拡充） 

・長寿命化対応とともに防災機能の整備を行う体育館改修に向けた設計(５校)の実施（新規） 

  児童生徒の増加に対応した教育環境の整備 １０，２７９，１４４千円    

○良好な教育環境を確保するため、学校の新設、校舎の増改築等を実施し、児童生徒の増加に対

応します。 

  ・新たに古川小学校、下沼部小学校、臨港中学校の設計の実施（新規） 

・新川崎地区・小杉駅周辺地区の小学校新設に向けた基本・実施設計の実施 

・上丸子小学校改築工事・子母口小学校及び東橘中学校の合築工事の実施 

 

 
文化財保護推進キャラクター 

シッシー君

学校のトイレ改修 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：審査課 200-3325 内）49101 

  ９５，１００千円  （対前年度比：△０．４％） 

＜主な事業＞ 

  会計事務の適正かつ効率的な管理運営 ９５，１００千円    

 ○会計管理者の補助組織として、支出負担行為に関する確認、現金及び有価証券の出納保管並び

に決算の調製等を行います。本市の支出が適正に行われるよう審査するとともに、公金を確実

かつ有利に保管・運用することで、本市の公金の適正な管理に取り組みます。 

 ○事務負担の軽減及び費用の節減を図るため、庁内で共通して使用する備品及び消耗品を一括し

て調達し、必要とする部署へ払出しを行います。 

   

 

 

 

＜予 算 額＞        問い合わせ先：事務局 200-3693 内）55911 

  ７９，２７１千円  （対前年度比：±０％） 

＜主な事業＞ 

  市民オンブズマン制度の運営 ３９，０２９千円    

 ○市民からの市政に関する苦情申立ての処理や市政の監視などを、市民の立場に立って行うとと

もに、必要に応じて、市長や市の関係機関に勧告・意見表明などを行い、行政の改善に努めま

す。 

  人権オンブズパーソン制度の運営 ４０，２４２千円    

 ○いじめ、虐待など子どもの権利の侵害や、ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）、セクハラなど

男女平等に関わる人権の侵害について相談や救済の申立てを受け、関係機関などとの連携を図

りながら問題解決に向けて人権救済活動を行います。 

 

 

会 計 室 

市 民 オ ン ブ ズ マ ン 事 務 局 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：選挙課 200-3422 内）56111 

  ２７４，７１６千円  （対前年度比：△７２．９％） 

＜主な事業＞ 

  円滑な選挙の実施と啓発の取組 ３０，６００千円    

 ○投票区域の変更・告示や選挙人名簿・在外選挙人名簿の登録等を行う

とともに、選挙制度の改正等に適切に対応するための検討を行うなど、

選挙の円滑な実施に向けた取組を進めます。 

 ○白バラセミナーの開催、区民祭等での啓発運動、市内中学校の生徒会

選挙の際の選挙物品の貸出等、明るくきれいな選挙、投票総参加のた

めの取組を進めます。 

 

 

 

＜予 算 額＞     問い合わせ先：行政監査課 200-3437 内）55710 

  １７０，７１０千円  （対前年度比：△１．８％） 

＜主な事業＞ 

  監査機能の強化（新規） １，０６９千円    

 ○出資法人や指定管理者の財務監査や財務分析も高度化・

複雑化の傾向にあるため、財政援助団体等監査における

財務分析などに公認会計士を活用し、実査の充実を図る

ことで、監査機能を強化します。 

 

 

 

                           

 

＜予 算 額＞        問い合わせ先：調査課 200-3341 内）55811 

  １２８，９００千円  （対前年度比：＋２．１％） 

＜主な事業＞ 

  職員採用試験等の実施 ２０，３８５千円    

 ○職員の採用や昇任に係る競争試験及び選考を実施します。

また、職員採用案内パンフレットの作成、職員採用説明

会の実施及び就職支援サイトへの登録など様々な広報活

動を通して多様な資質と能力をもった人材確保の取組を

推進します。 

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 

監 査 事 務 局 

 
監査委員会議 

人 事 委 員 会 事 務 局 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-3366 内）53101 

  １，６９５，３１０千円  （対前年度比：△１．０％） 

＜主な事業＞  

  議事運営の取組 ２０，１０４千円    

 ○本会議、常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会の議事運営並びに会議録等の作成を行い

ます。 

 ○会議録検索システムの運用及びインターネット上への公開を行います。 

  議会広報の充実 ３８，３０９千円    

 ○議会に対する関心と理解を高めるため、議会の活動の概要を広く市民にお知らせします。 
  ・広報紙「議会かわさき」の発行（年４回） 

  ・夏休み こども議場見学会の実施 

 ○「市民に身近な開かれた議会」の一層の推進を図るため、本会議等の模様をインターネット等

で中継します。 

  ・インターネットによる本会議及び予算・決算審査特別委員会の生中継・録画中継の実施 

  ・各区役所でのモニター中継の実施 

  ・スマートフォン及びタブレット端末に対応した録画中継の実施 

 ○テレビ番組を利用して、議会活動のＰＲを行います。 

    ・「議長・副議長の新春対談」（１月放送） 

    ・「市議会座談会～予算議会を前に～」（２月放送） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  議員報酬の支給等 １，０５１，８２４千円    

 ○市議会議員（60 人）の議員報酬及び期末手当の支給等を行います。 

 

 

議 会 局 

市議会本会議場 夏休み こども議場見学会 
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＜予 算 額＞ 

  １０，８２２，７０９千円  （対前年度比：＋１１．２％） 

＜主な事業＞ 

  区役所等庁舎や設備の計画的・効率的な整備の推進 ２，３０３，２８７千円    

 ○幸区役所新庁舎建築工事を引き続き実施します。 

（26 年度完成予定） 

○区役所の長寿命化を図るため、宮前区役所空調設備の 

改修工事に着手します。（新規） 

○区役所等の庁舎や設備の計画的・効率的な改修・補修 

を実施します。         

 

  区役所等窓口サービス機能再編に向けた取組 ２７８，６０５千円    

 ○宮前連絡所機能再編の取組として、その跡地を活用した障害者通所施設（拠点型）整備に 

おける地域交流スペースの設置（26 年度設置予定）に向けた取組等を進めます。 

  防犯対策の推進（拡充） ６３７，８９６千円    

 ○身近な安全の確保を図るため、地球環境に配慮したＬＥＤ防犯灯の設置促進を行います。 

  ・防犯灯設置補助 3,000 灯→5,000 灯 

  個人番号制度導入に向けた取組（新規） １１２，２１６千円    

○個人番号制度導入に向け、住民票の記載事項に個人番号を追加するため、既存住民基本台帳シ

ステムを改修します。 

  市内道路施設の維持管理・大規模補修 ５２４，６０８千円    

 ○市内７区の道路に対して適切な維持管理を計画的に実施することにより、道路交通の安全を 

確保し、市民の快適な生活環境を維持します。 

  ・武蔵溝ノ口駅前広場エレベータ改修工事の実施 

  ・トンネル及び道路擁壁等の修繕工事の実施 

  公園緑地・街路樹の維持管理 ６９９，６１４千円    

○市内の主要な公園及び主要路線の街路樹等に対して適切な維持管理を実施し、安全で快適な生

活環境を維持します。 

・公園内トイレ清掃の充実や主要公園等の樹木剪定等 

・大きく育った街路樹の専門的な健全度調査の実施等 

 

７ 区 共 通 予 算 

幸区役所新庁舎 

区政総務費・戸籍住民基本台帳費では、区役所庁舎建築工事、道路施設等の大規

模補修、区役所の各区域にまたがる事業に関する予算を計上しています。ここでは、

それらの主な内容についてご紹介します。 

問い合わせ先：市民・こども局庶務課 200-2255 内）26101 

問い合わせ先：建設緑政局庶務課 200-2785 内）38201 

※表内の図は完成予定のイメージです。 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 201-3121 内)61110 

  ９９２，５０２千円  （対前年度比：△４．２％） 

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 １０，６３８千円    

 ○地域防災力の向上のため、災害時に避難所となる小・中 

学校での避難所開設・運営訓練や備品の整備のほか、新 

たに、外国人市民も参加しやすい訓練を実施するととも 

に、区本部体制の強化を図り、災害に強いまちづくりを 

推進します。（拡充） 

○自転車関係事故を減少させるため、利用者の交通ルール 

の遵守とマナーの向上を目的に、「川崎区交通安全子ども 

自転車大会」やスタントマンが交通事故を再現する交通 

安全教室を開催するとともに、地域ぐるみで交通安全意 

識の向上にむけた啓発活動を行います。 

  地域福祉・健康づくりの推進 ３，５５５千円    

○地域で支え合い、人のつながりを深めることを目的に、幅広い世代が立ち寄れる場である「地

域の縁側づくり」をより一層推進するため、活動を紹介する冊子の作成や各活動団体の協働に

よる普及啓発イベントを開催します。（拡充） 

○保健、福祉、医療などの区民が必要とする身近な情報を、ホームページや広報掲示板、市バス

を活用し幅広く発信します。（新規） 

  総合的な子ども支援の推進 ８，８１３千円    

 ○不登校や引きこもりなど思春期における様々な課題や悩 

みを抱えている子どもに対し、居場所の提供や自立と社 

会参加への相談・支援を行うとともに、保護者会や支援 

充実などを目的とした事例検討会を開催します。 

○公立保育所などを活用し、離乳食講座や絵本の読み聞か

せを実施するとともに、緑のカーテンづくりなど緑化に

関する取り組みを行い、地域住民との交流・連携を図り

ながら子育て世代への支援を行います。（新規） 

  環境まちづくりの推進 ３，３６８千円    

 ○区の花「ひまわり」「ビオラ」、区の木「銀杏」「長十郎梨」の周知・浸透を図

るとともに、区のイメージアップ、地域緑化の推進、環境意識の向上につなが

る植栽キャンペーンなどの取組を行います。 

 ○環境問題に関する意識の向上を図るため、地球環境問題啓発ポスターコンクー

ルなどを開催します。 

 

    川 崎 区 

中学校での避難所開設訓練 

離乳食講座 
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  地域資源を活用した取組 ２０，３２８千円    

 ○地域団体などとの協働により、東海道川崎宿の歴史・文

化資源を活かした各種イベントを開催し、地域の回遊

性・集客性の向上につなげるとともに、新たに東海道沿

いに浮世絵のフラッグを設置するなど、川崎区のイメー

ジアップを図り、まちの賑わいを創出します。（拡充） 

 ○気軽に音楽を楽しんでもらう機会を設け、区のイメージ 

アップを図るとともに「音楽のまち・かわさき」を推進 

します。 

  地域コミュニティ活性化の推進 ９，０３１千円    

 ○地域の課題解決に向けた取組を行っている「川崎区まちづくりクラブ」への支援を通して、地

域住民の合意形成のためのワークショップ、先進事例の調査研究など、区民による自発的な地

域活動を推進します。 

 ◯町内会・自治会が地域住民へ情報の発信等に活用している掲示板の補修整備を促進し、地域コ

ミュニティの活性化を図ります。 

 ○シニア世代が今まで培ってきた知識や経験を活かすとともに、様々な世代の交流を図ることを

目的に、誰もが参加できるコンサートを開催します。（新規） 

  区役所サービス向上への取組 １，２４７千円    

 ○便利で快適な区役所サービスを提供するため、窓口環境の整備や職員研修などに取り組みます。 

  区の機能強化に向けた取組（新規）  ５，０００千円    

 ○市民にとって身近である区役所が新たな課題に適切かつ速やかに対応するための予算を新設し、

区の機能強化に向けた取組を推進します。 

  その他地域課題への対応 ４，８７６千円    

 ○区民会議等で審議されたテーマや、区内における地域課題につい

て、市民活動団体などから企画提案を募集し、課題の解決に向け

た事業を実施します。 

 ○区民会議で審議を行った様々なテーマの地域の課題解決に向けた 

提言について、取組を推進します。 

  

  道路の維持補修 ７２９，２４７千円     

◯老朽化の進行に伴う道路等の補修、清掃等を行うことにより、市民が道路等を安全で快適に利

用できるよう道路維持を行います。 

  公園緑地の維持管理 １４１，６２２千円    

◯公園緑地を市民が快適に利用できるよう、樹木の剪定、トイレ清掃、施設補修等を行うととも

に、遊具等の点検を行い、安全・安心な空間の確保を推進します。 

市役所庁舎内でのコンサート

カローリングで世代間交流
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 556-6602 内）62110 

  ７３０，６８２千円  （対前年度比：△２．０％） 

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 １１，４７５千円    

 〇地域防災力の強化に向け、防災専門家の活用拡大を図るなど、防 

災体制の充実や防災に関する意識啓発を推進します。（拡充） 

・専門家の助言等による避難所開設・運営訓練の充実 

・区役所及び日吉合同庁舎の災害対策拠点機能の向上 

・災害対策ネットワーク協議会等による連携 など 

 〇交通事故の防止に向け、新たにイベントを開催するなど、区民の 

交通安全に関する意識高揚に向けた取組を推進します。（拡充） 

・新川崎交通広場オープン時イベントの新規開催  

・スケアードストレート方式の交通安全教室の開催 など 

 〇地域と連携しながら、防犯や防火、動物愛護などの啓発活動を 

実施し、安全・安心な地域づくりを推進します。 

  

  地域福祉・健康づくりの推進 ５，５１４千円    

 〇区民が主体的に健康づくりに取り組むための環境づくりや自助・ 

共助による地域の支え合いを推進します。 

  ・健康づくりに関する学習会やイベント等の開催 

  ・「ふれすこサポーター養成講座」の開催 など 

 〇保健福祉に関する情報誌「保健福祉センターだより」を定期的 

に発行し、区民の保健福祉に対する関心と理解を深めます。 

  総合的な子ども支援の推進 １２，３７４千円    

 〇地域全体で子育てを支援し、安心して子育てできる地域づくり 

を推進します。 

・幸区こども総合支援ネットワーク会議等による連携 

・「おこさまっぷさいわい」等の情報誌の発行 

・イベントや講演会等の開催 など 

〇「新たな公立保育所」の機能を活用し、保育の質の向上及び地 

域に即した待機児童ゼロ対策を推進します。（拡充） 

・絵本読み語り事業の実施 

・認可外保育園ガイドブックの作成 など 

 ○要保護児童の早期支援や思春期の健全育成など、児童・生徒の 

健やかな成長のための環境づくりを推進します。 

 

  

幸 区 

 
中学生による図上訓練 
（ＤＩＧ） 

 
保育園での絵本 
読み語り事業 

ふれすこサポーター 
養成講座 

 

おこさまっぷさいわい 

 
スケアードストレート 

方式の交通安全教室 
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  環境まちづくりの推進 ７，６４１千円    

 ○緑あふれる地域づくりに向け、区内の緑化環境の向上と区民の 

緑化に関する意識高揚に向けた取組を推進します。 

・緑化活動団体の支援やボランティアの養成 

・公共花壇等の花植活動及び維持管理 など 

 〇こども向けイベントの開催やリユース食器の利用促進などを通 

じて、区民の環境に関する意識高揚に向けた取組を推進します。 

  地域資源を活用した取組 ７，１５６千円    

 ○最先端研究開発機関が集積する区の特性を活用し、企業等と連携 

したイベントなど、子どもが科学技術に親しむ機会を提供します。 

○区民の音楽への親しみや音楽グループ等の発表機会の提供を目的 

に、ミューザ川崎シンフォニーホール等でコンサートを開催し 

「音楽のまち・かわさき」を推進します。 

  地域コミュニティ活性化の推進 １５，１９１千円    

 〇既存施設と障害者就労支援制度を活用し、幸市民館に「区民の 

交流拠点」「障害者の雇用」「軽食の提供」などの多目的な喫茶 

スペースを設置する取組を推進します。（新規） 

 〇夢見ヶ崎公園における環境・歴史等の魅力づくりや区民の憩い 

の空間づくりを推進します。 

・花壇の整備、古墳出土品の展示・活用 

・利用者ニーズ調査の実施 など 

  区役所サービス向上への取組 ３，９２３千円    

 ○区政情報等を広く区民へ周知する「さいわい広報特別号」を発 

  行するとともに、区民会議の提言に基づいた取組を推進します。 

○転入世帯への行政手続きの事前説明などを通じて、区役所窓口 

の利便性の向上、満足度の高いサービスの提供を推進します。 

 

  区の機能強化に向けた取組（新規） ５，０００千円    

 ○市民にとって身近である区役所が新たな課題に適切かつ速やかに対応するための予算を新設し、

区の機能強化に向けた取組を推進します。 

  道路の維持補修 ５８１，４９５千円    

 ○老朽化の進行に伴う道路等の補修、清掃等を行うことにより、市民が道路等を安全で快適に利

用できるよう道路維持を行います。 

  公園緑地の維持管理 ３８，２５５千円    

 ○公園緑地を市民が快適に利用できるよう、樹木の剪定、トイレ清掃、施設補修等を行うととも

に、遊具等の点検を行い、安全・安心な空間の確保を推進します。 

さいわい街かど 

コンサート 

夢見ヶ崎公園での 
花植活動 

さいわい広報特別号 

打ち水体験イベント 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 744-3122 内)63110 

  ７７０，３６８千円  （対前年度比：＋３．４％） 

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 ７，４０２千円    

○武蔵小杉駅を含む区内７駅周辺の災害時の帰宅困難者対策 

等の基礎調査を実施し、必要な各種対策を推進していきま 

す。 

○区内の団体、企業や医療関係者等で構成される中原区防災 

連携協議会の取組を推進し、区の防災力向上を推進します。 

〇自転車と共生するまちづくり委員会と協力し、自転車利用 

のマナー啓発活動等を通じて放置自転車問題の対策に向け 

た取組を推進します。 

  地域福祉・健康づくりの推進 ２，９１４千円    

○中原区地域福祉計画に基づき、地域福祉の普及啓発と活性化のためのワークショップの開催等

により、支え合える地域づくりを推進します。 

  総合的な子ども支援の推進 １５，２９５千円    

 ○新たに区内小学校と連携しながらこども文化センターを活用 

して、昔遊びに接する機会を創出するなど、就学後の児童の 

健全育成を図ります。（拡充） 

 〇区内各所（現在７地区 16 か所）で開催する、子育てサロンへ 

の支援を通じて、地域における子育て支援の実践を推進・拡 

大していきます。 

 〇子育て期の親子の健康増進と仲間づくりを目的に作成した、 

なかはら親子体操“ミミケロ体操”を広く区民に啓発し普及 

を図ります。 

  環境まちづくりの推進 ２，８８５千円    

○「中原区民環境行動指針」で示された活動の普及啓発を行うと 

ともに、地域、市民活動団体、企業及び行政が連携して、地球 

温暖化防止に繋がる区民の環境意識の向上に資する取組を推進 

します。 

 

 

 

  

中 原 区 

区子育てイメージキャラクター 
 

「ミミ」と「ケロ」 

なかはらエコ推進大使 

「ロジーちゃん」 

区民が参加する図上訓練（ＤＩＧ） 
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  地域資源を活用した取組 １２，６２２千円    

○区内に拠点をおく、かわさきスポーツパートナー等と協力し 

て、地域や多世代間の交流機会を創出し、地域の活性化を図 

ります。 

26 年度は、４回目となる川崎フロンターレによる親子サッカ 

ードリーム教室のほか、新たにＮＥＣレッドロケッツによる 

バレーボール教室を開催する予定です。 

〇区内中学生や高校生による中原区青少年吹奏楽コンサートや、 

区内で活動するアマチュアバンド等によるＩｎ Ｕｎｉｔｙ 

などの区民参加型イベントを通じて地域の活性化を図ります。 

  地域コミュニティ活性化の推進 ２１，９４１千円    

 ○武蔵小杉駅周辺地区の再開発の進展等を見据えながら、地 

域の特性を活かしたまちづくりを進めるための方策を学識 

経験者・市民・事業者を交えて検討するとともに、なかは 

らメディアネットワークを活用し、中原区が持つ魅力を発 

信していきます。（拡充） 

○「学び」を核にした新たな地域コミュニティの創造により 

異世代間交流の促進等を図り、地域の教育力を高め、参加 

と協働によるまちづくりを推進します。（新規） 

○地域コミュニティの場である商店街において、料理教室や物産展等の事業を実施することによ 

り、地域の活性化に向けた取組を推進します。 

〇音楽・芸術の振興及び地域の活性化を目指して、オリジナルミュージカル「なかはらミュージ 

カル」を区民の力によって作り上げ、上演します。 

  区役所サービス向上への取組 ２，３８７千円    

○「区役所サービス向上指針」に基づき、区役所を訪れる区民に対し、より質の高い区役所サー 

ビスを提供するため、職員研修の実施、窓口環境の改善を進めます。 

  区の機能強化に向けた取組（新規） ５，０００千円    

 ○市民にとって身近である区役所が新たな課題に適切かつ速やかに対応するための予算を新設し、 

区の機能強化に向けた取組を推進します。 

  道路の維持補修 ４１３，０６７千円    

 ○老朽化の進行に伴う道路等の補修、清掃等を行うことにより、市民が道路等を安全で快適に利

用できるよう道路維持を行います。 

  公園緑地の維持管理 ２５２，３５５千円    

○公園緑地を市民が快適に利用できるよう、樹木の剪定、トイレ清掃、施設補修等を行うととも 

に、遊具等の点検を行い、安全・安心な空間の確保を推進します。 

 

再開発の進む武蔵小杉駅周辺 

 

区内小学生が参加する親子サッカー 

 

ドリーム教室（等々力陸上競技場）
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地域での防災活動

 

＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 861-3120  内）64110 

  ５１０，７９２千円  （対前年度比：＋３．０％） 

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 ７，９６０千円    

〇避難所用炊き出し用資機材の導入や街区公園へのかまど 

ベンチの設置等を行うとともに、区民向けの各種防災啓 

発事業を推進します。 

 〇区民主体で安全・安心なまちづくりを進めていくため、 

区民が組織する防犯パトロール隊の活動支援と区内各所 

での広報・啓発活動を実施します。 

 

                               

  地域福祉・健康づくりの推進 １，７４８千円    

 ○高齢者が住み慣れた地域で暮らせるよう地域包括支援 

ネットワークを構築するため、医療と介護の連携強化 

を推進します。（新規） 

 〇「高津公園体操」を通じて要介護の大きな原因である 

「生活習慣病」「高齢による衰弱」「骨折・転倒」の予 

防を推進するとともに、地域コミュニティの活性化を 

推進します。 

 

                            

  総合的な子ども支援の推進 ４，７４３千円    

 ○子育て中の親等が交流、学習する機会や場の提供に 

より、相互支援関係を構築し、子どもが健やかに育ち、 

子育てしやすいまちづくりを目指します。 

 〇地域の関係機関・団体が連携し、区内の子ども・子育 

  て支援のネットワークの推進を図るため、ネットワー 

ク会議や講演会などを実施します。 

 〇子育てグループ等の活動紹介展示、イベント、子育て 

  情報の提供を行うため、「高津区こども・子育てフェス 

  タ」を開催します。                   公立保育園での「あそんでランチ」 

                           

 

 

  

    高 津 区 
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スノーヴァ溝の口での親子そり体験

 

  環境まちづくりの推進 １０，６９５千円    

 ○「エコシティたかつ」推進方針に基づき、学校ビオトー 

プを活用した雨水循環・利活用の取組の推進や、区内緑 

地における保水力向上や生物多様性保全に向けた活動を 

実施します。 

 〇区内各所に設置しているコンテナ・花壇の維持管理など 

区民主体による花と緑のまちづくりを推進します。                        

  地域資源を活用した取組 ２７，０４４千円    

 ○高津大山街道周辺の歴史的・文化的な資源を保全・活用するため、 

  魅力的な空間創造と地域活性化のためのフォーラムやイベントを 

開催します。 

 ○橘地区における地域資源を活用し、地域活性化を推進するため、 

ファーマーズマーケットや農業体験イベント等を実施します。 

 〇高津のまちの記憶を伝える古写真などの地域資料を収集し、ＷＥＢ 

サイト「高津区ふるさとアーカイブ」で公開し、資料の活用を促進 

します。 

 〇高津区の地域・歴史情報、区役所業務案内などの情報をトータル 

  に提供する大型端末を活用し、区民や来訪者に対して、区の魅力 

  を発信します。（新規） 

 〇区内の住工混在地域における住民と工場との相互理解を深めると 

ともに、区内ものづくり資源の魅力や可能性を地域内外に発信します。（新規） 

 地域コミュニティ活性化の推進 ４，９５８千円    

 〇地域で活動するスポーツ関係団体の連携によるイベントや 

教室を開催することにより、スポーツを通じた地域コミュ 

ニティの活性化や地域におけるスポーツ参加機会の拡充を 

図ります。 

 

                

  区の機能強化に向けた取組（新規）  ５，０００千円    

 〇市民にとって身近である区役所が新たな課題に適切かつ速やかに対応するための予算を新設し、

区の機能強化に向けた取組を推進します。 

  道路の維持補修 ３７０，１０７千円    

 〇老朽化の進行に伴う道路等の補修、清掃等を行うことにより、市民が道路等を安全で快適に利

用できるよう道路維持を行います。 

  公園緑地の維持管理 ３１，０３９千円    

〇公園緑地を市民が快適に利用できるよう、樹木の剪定、トイレ清掃、施設補修等を行うととも

に、遊具等の点検を行い、安全・安心な空間の確保を推進します。 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 856-3122 内)65110 

  ５４０，６４７千円  （対前年度比：＋８．１％） 

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 １２，５２９千円    

 ○地域防災力向上のため、宮前区地域防災連絡会議の開催、帰宅困難者対策としての案内標識の

整備、避難所備蓄品の充実に取り組みます。また、区災害対策本部の機能強化に向けた整備を

行います。 

 ○様々な分野の団体が加盟する「宮前区安全安心

まちづくり推進協議会」を軸として、地域の防

犯パトロールや、あいさつ運動の推進などによ

り、安全で安心して暮らせるまちを目指します。 

 ○坂道が多く拠点機能が分散している宮前区の課

題解決に向けて、関係局と連携して交通環境の

整備に向けた検討を進め、区としての一体感や

拠点性の創出を図ります。 

  総合的な子ども支援の推進 ９，５８１千円    

○「こどもサポート南野川」などで、子どもたちの居場所づくりや、生活・学習支援、相談など

を行い、０歳から 18 歳まで切れ目のない子ども・子育て支援を行います。 

○ホームページや情報誌など様々な媒体を活用して、

区民に分かりやすく子育てに必要な情報発信を行い、

子育て世代が抱える育児不安などの軽減を図ります。 

 ○子育てを地域全体で支えるため、民生委員児童委員

や地域ボランティアなど関係者が連携し、子どもと

保護者のきめ細かい支援体制を構築します。また、

虐待問題など様々な子どもの問題解決に向け、関係

機関・団体のネットワーク強化を図ります。 

 

  環境まちづくりの推進 ５，８７２千円    

 ○区内の緑化活動団体等へ花苗を提供し、公有地や公園の花

壇の自主管理を支援することで、地域や団体の活性化や 

区内の緑化を促進します。 

 ○区役所の窓ガラスへの遮熱フィルム

施工などにより、庁舎の省エネルギー

化を推進し、来庁者等へ啓発すること

で省エネ意識の向上を図ります。 

  

   宮 前 区 

地域の避難所開設訓練

子育て支援拠点でのイベント

地域により管理された花壇
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  地域資源を活用した取組 １２，７３６千円    

 ○魅力ある地域資源を効果的な情報発信に繋げるため、公共サイン整備の考え方をまとめ、設置

ルールを策定します。（新規） 

 ○区内で活動する和太鼓団体の演奏や、地域に伝わる民

俗芸能の舞台等によるイベントを開催し、地域や文

化・伝統への関心を高める機会をつくります。 

 ○地産地消や農産物活用によるコミュニティづくりを図

るため、区内産の農産物を素材とした料理コンテスト

の開催や、応募のあったレシピの広報などを行います。 

  地域コミュニティ活性化の推進 ５６，０５５千円    

 ○より多くの区民がスポーツに親しめる環境を作るため、菅生ケ丘にある

未利用の公益用地を活用した施設整備や、西長沢公園多目的広場の補修

整備を実施します。 

 ○区民主体のまちづくりに向けて、「宮前区まちづくり協議会」との協働により、市民活動団体の

育成や活性化、地域の課題解決に向けた取組を進めます。 

 ○区民による情報発信グループ「みやまえ情報ラボ」を通じた広報紙「ぐるっとみやまえ」の発

行や、町内会・自治会あての回覧物の効率的な配送など、効果的な情報発信を行います。 

 ○身近な公園等を活用し、地域住民が主体となった「冒険遊び場」活動を支援することで、次世

代育成の場づくり、地域コミュニティの活性化を目指します。 

 ○地域への愛着を育み、地域コミュニティの 

活性化を目的に作成された「みやまえカル 

タ」の学校等での活用と、地域に広げてい 

くための広報を行います。 

 

  区役所サービス向上への取組 ４，５０８千円    

 ○来庁者が安心して利用できる庁舎整備の一環として、屋外広場等のタイルをノンスリップタイ

ルに張り替えることで、バリアフリー化を促進します。 

 ○区役所ロビー等の環境整備、庁舎の美観維持や、印刷物等の的確な整理・情報伝達を行い、サ

ービスの向上を図ります。 

  区の機能強化に向けた取組（新規） ５，０００千円    

 ○市民にとって身近である区役所が新たな課題に適切かつ速やかに対応するための予算を新設し、

区の機能強化に向けた取組を推進します。 

  道路の維持補修 ３３６，０４２千円    

 ○老朽化の進行に伴う道路等の補修、清掃等を行うことにより、市民が道路等を安全で快適に利

用できるよう道路維持を行います。 

  公園緑地の維持管理 ４０，４００千円    

 ○公園緑地を市民が快適に利用できるよう、樹木の剪定、トイレ清掃、施設補修等を行うととも

に、遊具等の点検を行い、安全・安心な空間の確保を推進します。 

地域イベントで活用される「みやまえカルタ」

迫力ある響き「太鼓ミーティング」

- 101 -



二ヶ領用水 宿河原線         岡本太郎美術館          生田緑地ばら苑 

 

＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 935-3122 内）66110 

  ７０５，６６２千円  （対前年度比：＋５．５％） 

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 ６，３９７千円    

○災害時に重要な拠点となる区本部において、的確で迅速な対応を 

行うために必要な備品等を整備します。また、「避難所運営会議」 

への活動支援等を行い地域の防災力を強化します。 

○安全で安心なまちづくりを推進するため、区民・地域・関係機関 

が連携し、防犯・防火・交通安全・放置自転車対策等に取り組む 

体制を整備します。また、世代に合わせた交通安全教室を開催し、 

交通安全意識の高揚を図ります。 

  地域福祉・健康づくりの推進                         ３，５５１千円    

○保健福祉活動を行う団体を対象に地域福祉についての知識と意識 

 の向上を図り、地域での支え合いを進めると共に区民や保健福祉 

団体間の交流を深めます。 

○幅広い世代の交流を図り、「健康づくり」や「食育」に対する普 

及啓発を行います。                      

  総合的な子ども支援の推進 １３，０２７千円    

 ○公立保育所が培ってきたノウハウと人材を活用して地域の子ども・ 

子育て支援を推進し、区全体の保育の質の向上を図ります。 

 ○未就園児がいる家庭を対象に、子育てについての学習や交流の機 

会を提供し、子育て力を強化します。 

 ○子育て家庭のニーズに応じた情報提供を行い、新たに子育て支援 

施設利用促進のための広報等を強化し育児不安の軽減を図ります。 

（拡充） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

多 摩 区  
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日本民家園         かわさき宙と緑の科学館          枡形城址 

                MEGASTAR－Ⅲ FUSION 

 

  環境まちづくりの推進 ７１７千円    

○市民活動団体等と協働により、「緑のカーテン大作戦」等のエコロジーライフ事業に取り組 

みます。 

  地域資源を活用した取組 ２９，４４１千円    

○区内の豊富な地域資源を活用し、区民や観光団体と連携して区の 

魅力を発信し、地域の活性化に取り組みます。 

○登戸土地区画整理事業や生田緑地の整備の進展に伴い、これまで 

の賑わいを引継ぎ、更に発展させることで、魅力あるまちづくり 

を推進します。（新規） 

○区内３大学との連携により、各大学の知的資源や人材を活用し地 

域課題の解決に向けた取組を行います。 

 ◯「たま音楽祭」「生田緑地★星空コンサート」等を開催して多摩区 

の魅力を発信し、音楽による地域交流の促進と文化活動の活性化に 

取り組みます。 

  地域コミュニティ活性化の推進                        １６，７０４千円   

 ○地域のコミュニティの拠点として公園を一層活用するため、公園 

管理運営協議会等と協働し、新たに公園への情報掲示板の設置等 

を行います。（拡充） 

 

  区の機能強化に向けた取組（新規）                      ５，０００千円   

 ○市民にとって身近である区役所が新たな課題に適切かつ速やかに対応するための予算を新設し、

区の機能強化に向けた取組を推進します。 

  道路の維持補修                               ４２４，９９１千円   

 ○老朽化の進行に伴う道路等の補修、清掃等を行うことにより、市民が道路等を安全で快適に利

用できるよう道路維持を行います。 

  公園緑地の維持管理                            １４６，８５８千円    

○公園緑地を市民が快適に利用できるよう、樹木の剪定、トイレ清掃、施設補修等を行うととも

に、遊具等の点検を行い、安全・安心な空間の確保を推進します。 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 965-5106 内）67110 

  ６２８，４７７千円  （対前年度比：＋５．５％） 

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 １０，２０１千円    

 ○災害に対する自助や共助を促進するため、避難

所案内表示板を町会・自治会の広報掲示板に設

置し、避難所の一層の周知を図るとともに、避

難所運営会議（自主防災組織）による避難所開

設・運営訓練を実施します。また、設備の充実

を図るため、生活用水等の不足に備えた浄水装

置を段階的に導入します。（拡充） 

○交通安全関連団体と連携した街頭啓発活動、安

全パトロール実施組織への支援、「麻生区メー

ル配信システム」の運用、安全・安心に関する 

研修会、スケアードストレート方式による交通 

安全教育、シルバードライビングスクールなどを実施します。 

 

  総合的な子ども支援の推進                         ７，５７３千円   

 ○区内及び区に隣接する大学と連携し、子ども・子

育て支援事業を行います。昭和音楽大学と親子で

聴けるコンサートやマタニティの方のためのコン

サートなどを行います。日本映画大学とは映画づ

くり体験、和光大学とは鶴見川での自然体験学習、

明治大学黒川農場とは先端農業体験、田園調布学

園大学とはアートをテーマとした親子向け事業な

どを行います。 

○区内の関係機関とのネットワーク会議による子育

て関係者や区民向けの研修会や子育て情報誌・お

出かけマップなどによる情報発信を行います。川 

崎フロンターレと連携しサッカーを通した公・民 

保育園の交流事業や、子育てサークルの支援のた 

めに指導者などを派遣する子育て人材バンク事業 

を行います。新たに親子向けの麻生区スポット案 

内スゴロクや父親向けの子育てリーフレットを作 

成します。 

  

  

    麻 生 区 

夜間避難所開設訓練 

日本映画大学での映画づくり体験 

情報誌「きゅっとハグあさお」 
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  環境まちづくりの推進 ７，７２２千円    

 ○区内の大学・学校、農業事業者等と連携し、区内にある農

業資源（岡上・黒川・早野の農業振興地域、明治大学黒川

農場）や緑地などの環境資源を活用し、地産地消や体験農

業、グリーン・ツーリズムなどの地域活性化や地域交流を

推進します。（新規） 

 ○区民一人ひとりが取り組める身近なエコ活動を啓発し、区

民や市民活動団体等との協働による「エコのまち麻生」を

推進するため、緑のカーテン大作戦や地球温暖化対策、自 

  然エネルギー活用についてのイベント・講座等を開催します。 

  地域資源を活用した取組 ２２，２０４千円    

 ○新百合ヶ丘駅周辺に集積する芸術関連施設や地域の団体な

どの地域資源と連携し、情報発信やイベント開催を行いま

す。また、芸術文化関連イベントについて、官民が一体と

なって広報物を設置し、「芸術・文化のまち麻生」のより一

層の浸透を図ります。 

○「川崎フロンターレ麻生グラウンド」など、区内のスポー

ツ資源を活用した連携事業を実施するほか、区民が自主的

に行うスポーツ大会を支援します。スポーツ・健康ロード 

の活用や新規総合型スポーツクラブ立ち上げに向けた事業を実施します。（拡充） 

  地域コミュニティ活性化の推進 １４，４６２千円    

 ○市民活動支援施設「麻生市民交流館やまゆり」を市民組織が主体

的に運営し、区と協働して市民協働のまちづくりを推進します。 

 ○「麻生市民交流館やまゆり」を拠点として、市民活動団体から募

集した提案事業について支援するとともに、地域におけるコミュ

ニティづくりの活性化を図ります。 

○地域人材の発掘と育成を行い、市民活動・地域活動につなげる仕組 

みを整備します。（新規） 

  区の機能強化に向けた取組（新規） ５，０００千円    

○市民にとって身近である区役所が新たな課題に適切かつ速やかに対応するための予算を新設

し、区の機能強化に向けた取組を推進します。 

  道路の維持補修  ４２７，４５１千円    

○老朽化の進行に伴う道路等の補修、清掃等を行うことにより、市民が道路等を安全で快適に利

用できるよう道路維持を行います。 

  公園緑地の維持管理 ７８，６６３千円    

○公園緑地を市民が快適に利用できるよう、樹木の剪定、トイレ清掃、施設補修等を行うととも

に、遊具等の点検を行い、安全・安心な空間の確保を推進します。 

麻生市民交流館やまゆり 

kirara@アートしんゆり 

区内の農のある風景 
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＜予 算 額＞       問い合わせ先：財務課 200-3104 内)45403 

  １７３，２８５，５６７千円  （対前年度比：＋１１．５％） 

＜主な事業＞ 

  浸水対策 下水道施設 ３，７６４，１９５千円    

○丸子地区などにおける浸水対策を推進します。 

○浸水対策や合流改善対策など多様な機能を備えた

大師河原貯留管の整備を推進します。 

○ゲリラ豪雨にも対応できるよう、光ファイバー水位

計を活用した管内水位データの把握による施設の

効果的な運転管理の検討（渡田地区で試験的に設

置・検証）や、浸水シミュレーションによる効果的

な対策の実現に向けた検討を行います。 

  上下水道施設の地震対策 水道施設 ６，３２８，０１３千円    

   工業用水道施設   ３５８，６４１千円    

    下水道施設 ２，６５５，１９８千円    

○基幹施設である鷺沼配水池の耐震補強や末吉配水池の更新を進めるとともに、地震発生時の管

路被害を抑制するため、市内の老朽化した管路の更新工事を耐震管で実施します。また、災害

時の飲み水の確保については、25 年度に市内全域の応急給水拠点の整備が完了することを受け

て、新たに配水池・配水塔と供給ルートの耐震化が完了した小中学校等の水飲み場を活用し、

開設作業が不要な応急給水拠点の整備を計画的に進めます。【水道】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○基幹施設である長沢浄水場第２沈でん池の耐震補強等を計画的に進めるとともに、地震発生時

の管路被害を抑制するため、市内の老朽化した管路の更新工事を耐震管で実施します。 

【工業用水道】 

○老朽管が多く地盤の液状化による被害が想定されている川崎駅以南の地域の重要な管きょの

耐震化や、その他の地域（川崎駅以北）の重要な管きょの耐震診断を推進します。【下水道】 

○加瀬水処理センターなどにおける耐震化工事を推進します。【下水道】 

○津波浸水被害が想定されている入江崎水処理センターや渡田ポンプ場などにおいて、防水扉の

設置等の津波対策を推進します。【下水道】 

 

上 下 水 道 局 

大師河原貯留管の整備 

鷺沼配水池 耐震補強 開設不要な新たな給水拠点の設置 
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  上下水道施設の再整備・再構築 水道施設 ２，８７４，２６４千円    

   工業用水道施設 １，６０１，１９４千円    

    下水道施設 ３，５２６，０２０千円    

○水道事業の再構築計画に基づき、浄水場の

統廃合による施設能力の増強と耐震化を目

的とした長沢浄水場第２期工事を引き続き

進めるとともに、災害時の飲み水の確保を

図るため、生田配水池の貯水容量を増強し

て更新を進めます。【水道】 

○工業用水道事業の再構築計画に基づき、基

幹施設である稲田取水所の更新を進めると

ともに、平間配水所については、長沢・生

田の各浄水場に調整池を築造して機能を分

散したことなどを踏まえ、コンパクト化を

図ったうえで更新を進めます。【工業用水道】 

○老朽管が多い入江崎処理区において、布設替えや更生工法による老朽管の再整備を推進しま

す。【下水道】 

○渡田ポンプ場雨水施設の再構築及び、市内各所の水処理センター・ポンプ場における機械、

電気設備の計画的な長寿命化や更新を推進します。【下水道】 

○市民生活に必要不可欠な水道水等の製造工程を見学することにより、水道・工業用水道事業

に対する理解と関心を深めていただくため、長沢浄水場に、子どもたちや市民、さらに海外

からの視察者にも対応できる広報施設を整備するための基本設計を実施します。 

【水道・工業用水道】 

  上下水道施設の維持修繕 水道施設 ２，６８６，４１１千円    

   工業用水道施設   １３９，５８９千円    

    下水道施設 １，５２５，０１８千円     

○上下水道施設の維持管理・修繕工事について計画的・効率的に実施します。 

 ・送水管、配水管及び給水管の漏水修理工事等【水道・工業用水道】 

 ・下水管きょ、ポンプ場、処理場などの各施設における、老朽施設の補修工事等【下水道】 

  下水道施設の高度処理化 下水道施設 ３，５１２，１０１千円    

 ○入江崎水処理センター西系再構築事業

（2/2 系列施設、沈砂池管理棟）や等々

力水処理センターの高度処理施設の整

備を推進します。 

 

 

入江崎水処理センター西系再構築

長沢浄水場整備工事完成予想図 

※表内の図は完成予定のイメージです。 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：経理課 200-3203 内)47301 

  １５，３８０，８５４千円  （対前年度比：＋３９．８％） 

＜主な事業＞ 

  輸送安全性の向上 ２８，００９千円    

 ○運輸安全マネジメントに基づき、安全管理体制を適切に運営します。 

 ○車内人身事故や自転車接触事故など、発生形態に応じた事故防止対策を強化します。 

 ○大型液晶モニターを使用した電子掲示板を全営業所の点呼場周辺に整備し、運転手への輸送の

安全に係る情報伝達を強化します。 
 ○運転手、整備職員等を対象とした職員研修を効果的かつ計画的に実施することにより、輸送安

全に係る意識や技術の向上を図ります。 

 ○運転技能及びお客様サービスのさらなる向上に向けて、運転技能コンクールを開催します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  お客様満足度調査に基づくサービス向上の取組 ３，５９７千円    

○お客様満足度調査を実施し、事業運営に反映することにより、 

お客様により満足いただける市バスサービスを提供できるよ 

うにサービス向上に取り組みます。 

 ・市バスモニター調査の新規実施及びその結果に基づくサー 

ビス向上の取組（新規） 

・お客様アンケートの実施及びその結果に基づくサービス向 

上の取組 

 

  バス行先案内の充実 （拡充） ５，８６７千円    

○お客様が安心・快適に市バスを利用できるように、より分かりやすいバス行先案内へと改善し

ます。 

・途中から分岐する系統に枝番を表示するなど、分かりやすい 

系統番号への改善 

・利用者が多い停留所や公共施設などの途中経由地をバス行先 

案内表示に表示 

 

交 通 局 

第４回川崎市バス運転技能コンクールの開催（25 年 10 月） 

（Ｓ字・クランク競技）    （車いす対応競技） 

乗車時の感謝の気持ち 

を込めた接客の推進 
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  バス運行情報の提供 ４６，３２３千円    

○お客様の利便性向上に向けて、携帯電話やパソコンから市バス運行情報を提供する市バスナビ

サービスを実施します。 

 

 

 

 

 

○停留所等における市バス運行情報の提供の充実に取り組みます。（拡充） 

・停留所運行情報表示器のタブレット型の導入等による整備推進（３停留所→７停留所） 

  バス停留所施設の維持・整備 ３７，３９６千円    

 ○停留所標識及び停留所上屋の清掃・補修を計 

画的に実施し、安全で清潔なバス停留所施設 

の提供を行います。 

 ○お客様への快適なバス待ち空間の提供に向け 

て、バス停留所施設を計画的に整備します。 

  ・停留所上屋 ８基 

  ・照明付停留所標識 20 基 

  ・停留所ベンチ 50 脚 

 

 

  営業所の管理委託 １，５７４，２０１千円    

 ○運行の効率化とお客様の利便性を確保するため、営業所の管理委託を引き続き実施します。 

  ・上平間営業所及び菅生営業所 

  ・営業所管理委託に係る評価委員会の運営 

  営業所の建替整備 （新規） ２８，６５０千円    

○老朽化が著しく、適正な耐震補強ができない施設である上平間営業所に 

ついて、新たに営業所の建替整備を実施します。 

・上平間営業所の建替に向けた基本計画策定等 

 

  バス車両の購入 ６３，３５６千円    

○バス車両の使用年数について、現在の 12 年から 18 年に延長することを目指し、26 年度から

30 年度までの間は、更新台数の平準化を 

 考慮して、15 年を基本とした更新を計画 

的に実施します。 

・ノンステップバス ３両 

（26 年度購入車両数） 

    

 

停留所上屋 照明付停留所標識 

築 49 年の上平間営業所 

利用区間を指定して検索 停留所を指定して検索 最寄駅を指定して検索 

ノンステップバスなどを含めた 

バリアフリー対応車両導入率 100％
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＜予 算 額＞     問い合わせ先：経営企画室 200-3855 内）70520 

  ４８，０１６，７２９千円  （対前年度比：＋２０．４％） 

＜主な事業＞ 

  医療の質及び患者サービスの向上 １４，８２０，２５３千円    

 ○国の社会保障改革プログラム法により今後検討が進む病院・病床機能の分化・強化連携、在宅

医療の充実等に柔軟に対応するとともに、公立病院としての役割を果たしながら、地域におけ

る医療の質のさらなる向上を目指します。 

  ・救急医療体制の継続的な確保【川崎病院】 

救急搬送患者(特に三次救急患者)の受入れや、小児救急医療・周産期医療を継続的かつ安

定的に提供するため、引き続き優秀な医師の確保に努め、市の基幹病院として今後も着実に

「高度急性期」の役割を担う体制を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・地域医療連携のさらなる推進 

地域の医療機関との役割分担と連携により、市立病院 

本来の役割である２次・３次医療機関として高度・専門 

的な医療を提供するため、川崎病院は地域医療連携の推 

進に向け今後も取組を強化し、井田病院では「地域医療 

支援病院」の承認取得に向けた取組を進めます。 

  川崎病院スマート化の検討 ６，４８０千円    

 ○「エネルギーセキュリティの向上」と「明るく魅力ある病院づくり」を 

ベースとした建物・設備の環境配慮型中長期保全の方向性を明らかにし、 

あわせてＩＣＴを活用した医療の質のさらなる充実を図る「川崎病院ス 

マート化」の検討を進めます。 

  緩和ケア病床の増床 【井田病院】 ２９０，７４０千円    

 ○井田病院では、地域がん診療連携拠点病院としてさらなる機能強化を図るため、地域に不足す

る緩和ケア病床を増床します。 

  ・緩和ケア病床 20→23 床(26 年５月供用開始予定) 

 

川崎病院 

◆今後検討される病床機能の分化・強化のイメージ 

 

79万床

高度急性期 

(18万床) 

 

一般急性期 

(35万床) 

亜急性期等 

(26万床) 

長期療養 

(28万床)

地
域
一
般
病
床

２
４
万
床

 

 

一般病床 

(90万床) 

 

療養病床 

(33万床) 

逆紹介 

市立病院 

地域の医療機関

紹介 

地域医療連携 

病 院 局 
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  井田病院再編整備事業の推進 ３，５２５，９８２千円    

 ○現在実施中の２期工事を着実に推進するとと 

もに、がん等高度特殊な医療の提供や二次救 

急医療の強化など、再編整備の基本方針であ 

る病院機能の充実・強化を図りながら、26 年 

度内の全面開院に向け取組を進めます。 

 ○27 年度以降に予定している３期工事の実施に 

向けて、課題の解決に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  良質な医療の提供を担う人材の育成・確保 【井田病院】 ２８８，５９０千円    

○井田病院の全面開院に伴う救急室開設に向けて体制を整備し、救急専門医等を確保・育成する 

とともに、救急機能の強化への対応を図ります。 

○再編整備に伴い、がん検査・手術が可能な専門医師の拡充や、全面開 

院時に必要な看護師等を確保するとともに、地域の医療機関との連携 

協力体制の整備を進めます。 

  多摩病院の安定的な運営の推進 ８１８，３２５千円    

○指定管理者である学校法人聖マリアンナ医科大 

学と連携しながら、北部地域における急性期医 

療を担う中核病院として、安定的な運営を推進 

します。 

○地域に不足する小児医療を含めた救急医療を中 

心に、高度・特殊・急性期医療、アレルギー医 

療等を提供するとともに、災害医療拠点病院と 

しての役割を担い、地域医療支援病院として質 

の高い医療を提供します。 

 

 

井田病院 

１号棟解体  2号棟解体 3号棟解体

平成２７年度平成２５年度平成２１年度 平成２４年度平成２０年度 平成２３年度 平成２６年度平成２２年度

準
備
工
事

実施
設計 １期工事

移
転

３期
工事

(予定)

▲東日本大震災

▲一部開院(292床)

２期工事
移
転

▲全面開院
　(383床)

◆井田病院再編整備計画スケジュール 

  

多摩病院 
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  競輪事業 １９，６０７，７８９千円    

○車券売上金収入等による競輪事業の運営及び競輪場の整備（年 12 回 49 日、開催予定） 

  卸売市場事業 １，８３０，０９６千円    

○市場使用料、施設使用料等による卸売市場の整備・運営（北部市場(中央)・南部市場(地方)） 

  国民健康保険事業  １３２，９７４，５１８千円    

○国民健康保険料等による医療保険の給付等（被保険者数(年平均) 340,000 人） 

  母子寡婦福祉資金貸付事業  ３８０，０２７千円    

 ○貸付金元利収入等による母子寡婦世帯に対する修学資金等の貸付 

  後期高齢者医療事業  １３，４０９，４４２千円    

 ○後期高齢者医療保険料等による広域連合への納付金納付等（被保険者数(年平均) 118,501 人） 

  公害健康被害補償事業  １０３，５９３千円    

 ○公害対策協力財団等拠出金等による医療費や遺族への補償等（被認定者数(年平均) 1,447 人） 

  介護保険事業  ７７，９８６，７１９千円    

 ○介護保険料等による介護サービス・介護予防の実施等（第１号被保険者数(年平均) 272,256 人） 

  港湾整備事業  ４，０８７，１８３千円    

 ○港湾施設使用料等による港湾施設の整備・管理 

  勤労者福祉共済事業  １０７，３５５千円    

 ○会員からの共済掛金収入等による給付、厚生事業等の実施（加入者数(年平均) 11,093 人） 

  墓地整備事業  １５６，３６０千円    

 ○墓地使用料等による墓地（緑ヶ丘霊園・早野聖地公園）の整備・管理 

  生田緑地ゴルフ場事業  ４８２，２８９千円    

 ○利用料収入による生田緑地ゴルフ場（多摩区）の整備・管理 

  公共用地先行取得等事業  ５，３９０，９６６千円    

 ○将来、公園や道路などに供する用地を先行して取得 

  公債管理  ２２５，６４４，１６３千円    

 ○市債の発行・償還 

 

特 別 会 計 予 算 

 本市の予算は、一般会計のほかに、主に特定の収入をもって特定の事業を行う

場合で、一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合に特別会計を設け

ています。 

ここでは、特別会計で実施している事業等をご紹介します。 
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１ 予算と収支推計との比較

　26年度予算と収支推計(25年９月)との比較は次の表のとおりです。

　この表では、比較増減をより明らかにするために、減債基金借入金及び返還金を除いた実質

的な増減を示しています。

【歳入・歳出・収支額の比較（一般財源ベース）】

25 年 度 26 年 度 26 年 度 実 質 的 な

（単位：億円） 予 算 収支推計 A 予 算 B 増 減 B-A

市税 2,844 2,888 2,922 34

その他 505 493 540 47

歳入計　ａ 3,349 3,381 3,462 81

人件費 838 821 808 -13

扶助費 535 553 565 12

公債費 683 690 679 -11

投資的経費 119 149 136 -13

その他経費 1,234 1,269 1,274 5

歳出計　ｂ 3,409 3,482 3,462 -20

収支額　c＝a-b -60 -101 0 101

※収支推計は、昨年９月算定した「財政収支の中長期推計」におけるＡ①パターン

　収支推計では、社会保障関係経費の増加などから、多額の収支不足が見込まれていました

が、予算では、歳入が81億円の増となり、歳出が20億円の減となったことから収支不足が解

消しました。

　具体的には、市税収入が法人市民税の増加などにより34億円の増となるとともに、効率的

・効果的な執行体制の整備など改革の取組により人件費が13億円の減となりました。

　なお、25年度予算における60億円の収支不足につきましては、減債基金からの新規借入れ

の計上により対応しています。

【財源対策の比較（一般財源ベース）】

25 年 度 26 年 度 26 年 度 実 質 的 な

（単位：億円） 予 算 収支推計 A 予 算 B 増 減 B-A

退職手当債 27 27 27 0

行政改革等推進債 90 60 81 21

国保会計繰出金未計上 47 47 47 0

財源対策計 164 134 155 21

　26年度予算では、収支推計よりも投資的経費（事業費ベース）が増となったことから、投

資的経費に活用が可能である行政改革等推進債が増加しました。
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２　今後の収支見通し

　多様化する行政需要に的確に対応し、市民の皆様の暮らしを支える市民サービスを将来にわた

って安定的に提供するためには、中長期的な視点に立った計画的な行財政運営を行うことが必要

です。

　26年度予算編成においては、今後の財政負担も見据えて、27、28年度に見込まれる事業費等に

ついても勘案して調整を行いました。

　こうした編成作業における調整を踏まえ、一定の条件のもと、26年度予算をベースに今後３年

間の収支見通しを算定しました。

　なお、現時点で制度改正等が明らかなものについては見通しに反映させましたが、改正の内容

や実施時期が明確でないものは、現行制度が続くものとして算定しています。このため、消費税

率の10％への引上げや子ども・子育て支援制度の抜本的な見直しなどについては反映していませ

ん。

【今後３年間の収支見通し（一般財源ベース）】

26 年 度 27 年 度 28 年 度

（単位：億円） 予 算 推 計 推 計

市税 2,922 2,941 2,964

その他 540 555 553

歳入計　a 3,462 3,496 3,517

人件費 808 803 823

扶助費 565 581 599

公債費 679 698 706

投資的経費 136 152 143

その他経費 1,274 1,306 1,338

歳出計　ｂ 3,462 3,540 3,609

収支額　ｃ=a-b 0 -44 -92

※性質分析は暫定値ですので、今後、金額は変わる可能性があります。

　 　この収支見通しでは、市税収入は一定の増加が見込まれるものの、社会保障関係経費の増

や児童生徒の急増対策等に伴う投資的経費の増などから、27年度以降に収支不足が見込まれ、

これが拡大していくことが想定されます。

（参考）収支見通しに反映した財源対策

26 年 度 27 年 度 28 年 度

（単位：億円） 予 算 推 計 推 計

退職手当債 27 27 -

行政改革等推進債 81 81 81

国保会計繰出金未計上 47 47 47

財源対策計 155 155 128
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３　市債残高等の将来推計

　市債発行による将来負担を明確にするために、今後15年間の市債残高等の推計を行いました。
  27年度以降の市債発行額は「今後３年間の収支見通し」を基本に一定の条件のもとで試算いたしました。
　その結果、プライマリーバランスについては、26年度予算では赤字となりましたが、27年度以降は、臨
時財政対策債の発行額の減等により、黒字となる見込みです。また、市債残高は当面増加が見込まれます
が、減債基金を控除した実質的な市債残高については、31年度をピークに減少することが見込まれます。
　今後ともプライマリーバランスなどの各種財政指標に留意するとともに、減債基金への確実な積み立て
等により将来負担に留意した計画的な財政運営を進めてまいります。
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下水道会計等への繰出金

公 債 費 等

公債費等のうち減債基金積立金

・公 債 費 等 ： 一般会計の公債費に、繰替運用などの後年度負担を加えたもの。
・実質一般財源 ： 公債費等から使用料などの特定財源や償還財源が減債基金に積立てられている土地開発公社に係る

転貸債などの特定財源に準ずる分を除いた税等で償還するもの。
・下水道会計等への繰出金 ： 公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰出金。
・プライマリーバランス：借入を除いた税収などによる収入と、借入れに対する元利払いを除いた支出とのバランスのこと。

臨時財政対策債

市債残高

普 通 債 等 の 発 行 額
（普通債等・・・普通債、臨時税収補てん債、減税補てん債及び退職手当債）

市債残高
（減債基金積立金を控除）

41

プライマリーバランス

公債費等及び

プライマリーバランス（億円）

注 15年度の発行額は借換債を除いた金額を計上しています。24年度までの発行額は決算、25年度の発行額は現計予算+前年度繰越金です。

実質公債費比率（％）

注 実質公債費比率は17年度から算出しています。また、19年度に算出方法が変更されています。

-286
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４  予算編成でのさまざまな取組 

 

＜行財政改革の予算への反映＞ 

【歳入の確保・・・29 億円】 

保育料の見直しや、市税や市営住宅使用料等の債権確保策の強化、王禅寺処理センター

（廃棄物処理施設）における電力売払い収入の増額などに取り組みました。 

【歳出の見直し・・・83 億円】 

職員数の削減（一般会計において△123 人）や退職手当の見直し、補助・助成金の見直し、

業務執行手法の見直しによる経費の縮減などに取り組みました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜減債基金からの借入れ＞ 

本市ではこれまで、基礎自治体として安定的

に市民サービスを提供するため、財源対策とし

て「減債基金からの新規借入れ」を計上した上

で、その解消に向けて行財政改革に取り組んで

きました。 

26 年度予算では、これまでの行財政改革の取

組の成果や市税収入の伸びなどにより、21 年度

以来５年ぶりに減債基金からの新規借入れを計

上することなく収支を確保しています。 

 

 

行財政改革の推進に向けた組織や職員の意識改革と効率的な予算執行を図るた

め、予算執行の際の工夫や新たな財源確保により節減できた一般財源の同額を、

翌年度、節減の取組を実践した担当組織の判断で使えることとする制度です。 

提案の採否においては、現場の担当職員等の取組を重視することとして、金額

の多寡よりも創意工夫による見直しの姿勢を評価することとしています。 

25 年度予算の執行段階でのコスト削減の取組としては、８件、15,562 千円

の節減につながる提案がありましたので、26 年度予算において総額で 15,094

千円の財源の配分をし、各現場の担当組織、職員の判断により窓口サービスの向

上や交通安全対策の充実など、市民サービスのために活用することとしました。 

 
コスト削減奨励制度-改革は現場から- 
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＜基礎的財政収支（プライマリーバランス）＞ 

基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、

市債の償還費と利払い費を除いた歳出総額と、市

債の発行による歳入を除いた歳入総額とのバラン

スを示す財政の健全化度を表す指標のひとつです。 

26 年度予算では、等々力陸上競技場改築工事

や市営住宅の建替の推進などにより市債が増加し

たことから、市債の償還費と利払い費を除いた歳

出総額 5,456 億円に対して市債の発行による歳入

を除いた歳入総額 5,414 億円となり、42 億円の

赤字となっていますが、今後の収支見通しでは

27 年度以降は黒字となる見込みです。 

（116・117 ページ参照） 

 

 

 

 

○見直しの背景 

地方公営企業の会計基準は、長い間大きな見直しがなかったため、国際基準を

踏まえて見直されている民間企業の会計基準との比較分析が容易に行えず、会計

基準の整合を図る必要が生じていました。そこで、地方公営企業の特性等は十分

考慮しつつ、よりわかりやすい会計基準とするため、国において会計基準の見直

しが行われました。 

○見直しによる予算規模への影響 

今回の会計基準の見直しにより、退職給付引当金や賞与引当金などの計上義務

化による費用の増加や、みなし償却制度（※）の廃止による減価償却費の増加な

どにより、予算規模が増加しています。本市の企業会計（５会計）の増加額は、

次の表のとおりです。 

 

  

地方公営企業会計基準の見直し 

※国庫補助金等を充当して取得し
た固定資産の補助金等相当額を

控除した金額を帳簿原価又は帳
簿価額とみなして減価償却額を
算定することができる制度 

- 119 -



 

 

 

 

○社会保障・税一体改革 

高齢化や現役世代の減少などの社会経済状況の変化を踏まえ、社会保障の充実・安定

化と財政健全化を同時に達成するため、消費税率の８％への引上げをはじめとする「税

制抜本改革」が実施されることになりました。 

消費税率の引上げ分については、全て社会保障の充実・安定化に向け、「年金・医療・

介護・子育て」の４分野に使うこととされています。また、地方自治体においては、そ

の約４割を社会保障の充実、約 6 割を安定化等に使うこととされています。 

〇消費税率引上げによる財源を活用できる事業の総額 

「医療・介護・子育て」の分野に該当する 26 年度事業の本市負担分の総額は、  

約 855 億円(注 1)です。 

医 療 

約 446 億円 

介 護 

約 126 億円 

子育て 

約 283 億円 

国民健康保険、後期高齢者

医療、小児医療、生活保護

医療 などの市負担分 

介護保険サービス、一般会

計で行う介護予防に関する

事業 などの市負担分 

保育所の運営、こども文化

センターの運営 などの市

負担分 

○消費税率引上げによる財源を活用した取組 

税率の引上げによる本市の 26 年度予算における増収額は約 26.6 億円(注 2)で、この財

源を効果的に活用し、待機児童対策等の社会保障の充実・安定化の取組を推進します。 

 

合計 約 35.3 億円 

待機児童の解消       *【】内は事業費総額ではなく、国庫補助金等を除いた本市負担分 

◆認可保育所◆                     

〇26 年度からの受入枠の拡大【約 9 億円の増（約 130 億円→約 139 億円）】 

・保育所数 20 か所増（221 か所→241 か所） 

  ・定員数 1,330 人増（18,995 人→20,325 人） 

〇27 年度に向けた保育所の整備【約 17 億円】 

・1,540 人分（保育所数 22 か所増） 

◆認可外保育施設◆ 

〇川崎認定保育園の受入枠の拡大【約 3 億円の増（約 23 億円→約 26 億円）】 

・人数 900 人増（2,500 人→3,400 人） 

〇保育料補助の充実【約 5 億円の増（約 1 億円→約 6 億円）】 

・月 5,000 円→5,000・10,000・20,000 円（年齢と所得に応じた補助制度） 

国民健康保険等の低所得者に対する保険料軽減の拡大 

  〇国民健康保険・後期高齢者医療保険料の軽減対象世帯の拡大 

【国民健康保険：約 1.1 億円の増、後期高齢者医療：約 0.2 億円の増】 

(注 1) 本市負担分の総額は、精査の結果変動する可能性があります。 

(注 2) 増収額約 26.6 億円は主に地方消費税交付金であり、税率引上げの初年度である 26 年度

予算においては平年度化時の約 3 割にとどまる見込みです。 

社会保障・税一体改革に係る本市の取組 

社会保障の充実の主な取組 
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５ 財政運営上の基準とする指標との比較 

 

財政健全化に向けた取組を推進するためには、あらゆる財政指標等を参考として、財政状況を

適確に把握する必要があります。本市では、財政健全化法の健全化指標を含む以下の 12種類の指

標等を参考としていますが、本市で目安としている各指標の基準及び 26年度予算における状況は

次の表のとおりです。 

 

本市で目安としている
基　準　等

26年度当初予算
における状況

(参考)25年度当初予算
における状況

(参考)24年度決算にお
ける状況

実質赤字比率 *1 赤字とならないこと 赤字となっていない 赤字となっていない 赤字となっていない

連結実質赤字比率 *1 赤字とならないこと 赤字となっていない 赤字となっていない 赤字となっていない

経常収支比率 90％以下
予算時の算出は困難で
あり、決算時に公表

予算時の算出は困難で
あり、決算時に公表

99.4%

市税収入に対する
義務的経費の割合

100％以下 107.7% 110.5% 106.6%

プライマリー
バランス

*3 安定的な黒字の確保 42億円の赤字 40億円の黒字 192億円の黒字

市民一人当たり
市債残高

*4 指定都市平均以下 613,553円 614,971円
594,842円

（指定都市平均は
　　　　673,289円）

実質公債費比率
*1
*5

18％未満 9.5% 10.2% 10.1%

将来負担比率 *1 400％未満
予算時の算出は困難で
あり、決算時に公表

予算時の算出は困難で
あり、決算時に公表

106.3%

将来負担返済年数
Ｈ16の値(16.7年)か
らの引下げ

予算時の算出は困難で
あり、決算時に公表

予算時の算出は困難で
あり、決算時に公表

23.3

基準外繰出金 縮減及び規律の確保 83億円 113億円
126億円

（前年度は140億円）

資金不足比率 *2
資金不足を生じない
こと

５事業のうち１事業
(自動車運送事業会計

5.8%)※1

資金不足は
生じていない

資金不足は
生じていない

負債比率 *6
17年度の値(49.6%)か
らの引下げ

予算時の算出は困難で
あり、決算時に公表

予算時の算出は困難で
あり、決算時に公表

31.6%
（前年度は31.3%）

注 ※1は、国が定める経営健全化基準は20%である。

    *1は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に規定する健全化判断比率である。

　　*2についても、同法に規定されているが、対象が企業会計のみの指標である。

　　*3は、一般会計ベース。

　　*4は、普通会計ベース。人口は、26年度は26年1月1日現在の推計人口、25年度は25年1月1日現在の

　　　    推計人口、24年度は25年3月31日現在の住民基本台帳人口

　　*5は、26年度は24～26年度の平均、25年度は23～25年度の平均、24度は22～24年度の平均

　　*6は、「基準モデル」による算定を行っている。

企業会計等
の経営の健
全化を推進
するための
指標

財政指標

会計の収支
状況を把握
するための
指標

財政構造の
弾力性確保
のための指
標

将来負担の
縮減を図る
ための指標
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単位：千円

取組Ⅰ　効率的・効果的な行政体制の整備

＜職員の削減＞ 効果額 1,000,000

・ (一般会計分)

＜公共サービスにおける民間部門のさらなる活用＞ 26予算額 8,767,448

・ 公の施設の管理運営（指定管理者制度の導入等） 5,165,118

南部市場、生田緑地ゴルフ場等の指定管理者制度による運営、保育所等の民営化

・ 公共サービス提供における民間部門の活用 3,602,330

保育所調理業務、廃棄物収集・処理業務、学校給食調理業務等の委託化の推進

＜適正な組織規模や職員配置に向けた取組＞ 26予算額 1,384,497

・ 施設等の整備と関係組織の再編 629,164

区役所出張所等の機能再編、区役所区民課業務の執行体制の見直し等の推進

・ 効率的な行政運営に向けた内部体制の整備等 534,106

福祉事務所生活保護業務の執行体制の見直し等の推進

・ 非常勤職員の活用等 221,227

廃棄物運搬・埋立業務、学校用務業務等の非常勤化の推進

＜効率的な行政経営基盤の確立＞ 効果額 1,256,312

・ 給与制度及び福利厚生制度の継続的見直し 19,567

売店事業を25年度末で廃止

・ 特別会計の健全化の推進 307,486
卸売市場事業、国民健康保険事業、勤労者福祉共済事業の健全化の推進

・ 債権確保策の強化の取組 929,259

市税、介護保険料、国民健康保険料、保育料、市営住宅使用料の債権確保策の強化

＜企業会計（公営企業の経営）の健全化の推進＞ 26予算額 14,782,810

・ 水道事業、工業用水道事業及び下水道事業 4,735,729

「水道事業及び工業用水道事業の再構築計画」に基づく施設・組織の再編の推進　等

・ 自動車運送事業 1,977,314

上平間営業所及び菅生営業所の管理委託の継続実施、管理委託規模の拡大等の検討　等

・ 病院事業 8,069,767

救急医療体制の充実、井田病院改築に伴う診療体制の再構築、多摩病院の効率的な運営

＜出資法人改革の推進＞ 26予算額 2,225

・ ＰＤＣＡマネジメントサイクルを活用した、出資法人の自立的な経営に向けた取組の推進　等

６　行財政改革プランの予算への反映

「第４次改革プラン」（23年３月策定）に基づき、改革に継続して取り組み、その成果を確実に予算
に反映しました。

予算定数83人削減（一般会計△123人、特別会計＋１人、企業会計＋39人）
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単位：千円

取組Ⅱ　組織力の強化に向けた取組

＜組織マネジメント強化の取組＞ 26予算額 2,914

・ 管理・監督者向けの部下育成等の研修及び職務遂行を通じた人材育成（ＯＪＴ）の推進

＜職員の能力が十分に発揮できる環境づくりの推進＞ 26予算額 7,173

・ 健康に働くためのメンタルヘルス対策の推進　等

＜職員の人材育成のさらなる推進＞ 26予算額 39,494

・ 多様で有為な人材の確保、若手・女性人材など能力や状況に応じた積極的な育成・登用　等

取組Ⅲ　市民や事業者等の力が発揮できる活力ある地域社会づくり

＜区役所機能の強化と執行体制の確立に向けた取組＞ 26予算額 9,386

・ 地域における課題解決や協働の担い手となる職員の育成

＜地域人材の発掘や育成に向けた取組＞ 26予算額 179,705

・ 「市民活動支援指針」に基づく取組などによる市民活動支援の推進　等

＜多様な主体の参加と協働による課題解決に向けた取組＞ 26予算額 1,020,092

・

＜便利で快適な区役所サービスの提供に向けた取組＞ 26予算額 2,581,892

・ 幸区役所新庁舎建築工事の着実な推進、各区役所等庁舎の計画的な改修・補修の実施　等

取組Ⅳ　市民サービスの再構築

＜社会状況の変化に対応するための見直し＞ 効果額 241,001

・ 保育所保育料の見直し、学校施設開放における受益者負担　等

＜これまでの方針に基づく見直し＞ 26予算額 383,601

・ 分別収集品目の拡大

＜補助・助成金の見直し＞ 効果額 131,930

・ 「補助・助成金見直し方針」に添った見直しの着実な推進

取組Ⅴ　将来を見据えた都市基盤施設の整備と活用

＜都市基盤施設の整備＞ 26予算額 6,551,759

・ 既存計画の見直し 12,582

次期道路整備プログラムの策定に向けた検討、長期未整備公園緑地の見直し　等

・ 維持管理の負担を勘案した施設整備 1,116,035

太陽光発電、壁の断熱化、複層ガラス、省エネ型照明機器など環境に配慮した学校施設の整備

・ さまざまな環境変化に柔軟に対応できる施設整備 4,472,413

駅周辺の保育所の民間事業者を活用した施設整備、子母口小・東橘中の合築による施設整備

・ 効率的な整備・運営手法の導入 950,729

民間事業者による川崎生命科学・環境研究センター（LiSE）の施設管理　等

※　戦略的な資産マネジメントは、次ページを参照

地域防災力の向上と防犯対策の推進、スポーツを通じた地域活性化とまちづくりの推進　等
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   今後の施設の老朽化や、施設を取り巻く環境の変化に的確に対応するため、本市では、23 年

度から資産マネジメントの取組を推進しています。26 年度以降も、25 年度策定の「かわさき資

産マネジメントカルテ〈資産マネジメントの第２期取組期間の実施方針〉」に基づく【戦略１ 施

設の長寿命化】を主体とする３つの戦略による全庁的な資産マネジメントの取組を推進し、施

設の最適な維持管理、活用等による持続可能な財政基盤の構築に努めます。 

 

戦略１ 施設の長寿命化  予算額 ２３，４２６，７５６千円    

   施設の種類・特性に応じ、定期的な施設点検等の適切な管理を行い、利用の安全性を確保す

るとともに、施設を構成する部位等の劣化を予測し、機能停止などを未然に防ぐ予防保全を行

うことによる施設の長寿命化を推進し、財政負担の縮減・平準化を図ります。 

 

◆26 年度予算額の主な内訳 

・庁舎等建築物の長寿命化の推進（財政局・施設等所管局）       1,989,963 千円  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・市営住宅の長寿命化の推進（まちづくり局）              1,308,773 千円 

第３次市営住宅等ストック総合活用計画に基づく計画的な改善の実施 

・学校施設の効果的な整備の推進（教育委員会事務局）         1,219,231 千円 

   

 
 
 
 
 

７ 戦略的な資産マネジメント（全庁的な取組の推進） 

施設Ｄ施設Ｃ 施設Ｂ施設Ａ

施設Ｄ 

施設Ｃ 

施設Ｂ 

施設の各部位ごとの劣化に対する保全は

施設所管局の考え方に基づき実施 

＜施設ごとに劣化への対応が異なる＞ 

施設の各部位の劣化状況を一元管理し 

工事の優先度を判定 

＜全庁横断的な視点からの効果的な長寿命化＞

大規模改修の実施

これまでの施設の保全状況 26 年度の長寿命化工事実施に向けた取組 

経過観察 

劣化状況

財
政
局 

施設の劣化状況の一元管理

劣化状況の詳細調査 

工事の優先度判定 

同様の劣化状況においても対応が異なる 

26 年度実施予定の主な長寿命化工事 

・王禅寺余熱利用市民施設の屋根改修工事 
・宮前区役所の空調設備改修工事 
・石川記念武道館の外装改修工事 

施設Ａ 

経過観察 

部分補修の実施

 学校施設長期保全計画に基づき、長期的な視点による効率的

な施設マネジメントを行い、改修による再生整備等を計画的に

実施し、施設の長寿命化を図るとともに、安全で快適な教育環

境の整備を推進します。 

再生整備モデル実施（西丸子小学校）

 庁舎等建築物の劣化に対する保全については、これまで、それぞれの施設所管局の考え方に基づ

き実施されていたことから、施設ごとの対応に差が生じていました。今後は、法定・日常点検に基

づく施設の劣化状況等を一元管理するとともに、その詳細調査を実施し、全庁横断的な視点による

優先度判定を踏まえた長寿命化工事を実施します。 

※庁舎等建築物は、学校施設、市営住宅及び
企業会計施設を除く公共建築物 
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・適切な道路維持補修の推進（建設緑政局）                3,068,812 千円 

道路維持修繕計画に基づく施設の特性に応じた維持管理の実施 

・水道・工業用水道施設の計画的な整備の推進（上下水道局）       3,883,316 千円 

  老朽配水管更新における長寿命管路の布設等の実施 

・下水道施設の計画的な整備の推進（上下水道局）             7,154,324 千円 

  老朽管きょなどの再整備等の実施 

 

 

戦略２ 資産保有の最適化  予算額 １５，７７２，９２６千円    

稼働状況等の使用価値と土地価格等の市場価値といった施設個別の観点や、行政ニーズの分布

や利便性等を勘案した施設配置等の広域的な観点からの資産保有の最適化を推進します。 

 

◆26 年度予算額の主な内訳 

・公設保育所の民設民営手法等の導入の推進（こども本部）           813,938 千円 

  公設公営保育所の民営化と、公設民営保育所の建物譲渡による民間活力の導入の推進 

・児童生徒数に対応した教育環境整備の推進（教育委員会事務局）      10,279,144 千円 

  良好な教育環境を確保するための学校の新設、校舎の増改築等の実施 

・水道・工業用水道施設の再構築の推進（上下水道局）           4,465,344 千円 

 給水能力の見直しに対応した事業規模の適正化を図るための施設整備の実施 

 

 

     戦略３ 財産の有効活用       予算額 ５２，２５９千円    

財産活用の手法・対象の更なる拡大を図ることにより、財政効果のみならず、さまざまな本市

施策の推進等に寄与することを踏まえた多様な効果創出に向けた財産の有効活用を推進します。 

 

◆26 年度予算額の主な内訳 

・庁舎・公の施設駐車場の適正利用の推進（財政局）                  8,220 千円 

・庁舎等余剰地や余剰床の貸付事業の推進 （財政局・施設等所管局）          5,537 千円 

・道路・河川事業予定地及び事業残地等の有効活用（財政局・施設等所管局）  24,222 千円 

 

◇26 年度に見込まれる歳入額                627,263 千円 

・庁舎等駐車場の貸付料            24,090 千円 

・庁舎等余剰地や余剰床の貸付料等           391,789 千円 

・広告事業による使用料等                    211,384 千円 

 

（
内 

訳
） 

庁舎等駐車場の貸付事例 
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８ 予算編成の過程

25年度 26年度 26年度
当初予算額 A 要求額 B 増減額 B-A 増減率 当初予算額 C 増減額 C-B 増減率

1 1,712,199 1,712,222 23 0.0% 1,695,310 -16,912 -1.0%

2 46,667,719 48,345,430 1,677,711 3.6% 47,225,357 -1,120,073 -2.3%

31,913,840 30,365,087 -1,548,753 -4.9% 30,197,689 -167,398 -0.6%

5,721,729 6,950,314 1,228,585 21.5% 6,744,829 -205,485 -3.0%

1,251,665 3,008,117 1,756,452 140.3% 2,697,323 -310,794 -10.3%

1,437,776 1,633,652 195,876 13.6% 1,434,567 -199,085 -12.2%

4,849,228 5,595,172 745,944 15.4% 5,378,357 -216,815 -3.9%

1,012,123 299,596 -712,527 -70.4% 274,716 -24,880 -8.3%

181,313 197,354 16,041 8.8% 198,266 912 0.5%

126,286 123,608 -2,678 -2.1% 128,900 5,292 4.3%

173,759 172,530 -1,229 -0.7% 170,710 -1,820 -1.1%

3 6,164,884 6,626,879 461,995 7.5% 6,614,152 -12,727 -0.2%

4 82,313,982 90,556,051 8,242,069 10.0% 88,371,236 -2,184,815 -2.4%

42,461,681 44,549,927 2,088,246 4.9% 44,000,205 -549,722 -1.2%

39,852,301 46,006,124 6,153,823 15.4% 44,371,031 -1,635,093 -3.6%

5 130,137,870 138,241,762 8,103,892 6.2% 131,669,975 -6,571,787 -4.8%

9,409,495 10,273,720 864,225 9.2% 9,440,572 -833,148 -8.1%

765,273 774,992 9,719 1.3% 722,593 -52,399 -6.8%

60,315,368 60,394,045 78,677 0.1% 60,948,541 554,496 0.9%

18,128,744 17,361,668 -767,076 -4.2% 17,132,030 -229,638 -1.3%

28,525,503 31,935,969 3,410,466 12.0% 29,956,654 -1,979,315 -6.2%

269,333 258,986 -10,347 -3.8% 272,747 13,761 5.3%

7,079,037 9,992,572 2,913,535 41.2% 7,450,929 -2,541,643 -25.4%

2,254,550 2,253,463 -1,087 0.0% 2,218,777 -34,686 -1.5%

837,868 866,657 28,789 3.4% 851,637 -15,020 -1.7%

61,610 53,710 -7,900 -12.8% 53,620 -90 -0.2%

188,011 169,306 -18,705 -9.9% 174,424 5,118 3.0%

493,689 504,286 10,597 2.1% 491,396 -12,890 -2.6%

1,809,389 3,402,388 1,592,999 88.0% 1,956,055 -1,446,333 -42.5%

6 20,101,030 22,883,302 2,782,272 13.8% 21,264,431 -1,618,871 -7.1%

1,776,163 1,810,789 34,626 1.9% 1,745,952 -64,837 -3.6%

891,603 1,377,830 486,227 54.5% 1,015,360 -362,470 -26.3%

14,043,136 13,263,340 -779,796 -5.6% 12,312,282 -951,058 -7.2%

546,857 588,872 42,015 7.7% 560,274 -28,598 -4.9%

2,843,271 5,842,471 2,999,200 105.5% 5,630,563 -211,908 -3.6%

7 35,613,411 36,287,449 674,038 1.9% 35,505,013 -782,436 -2.2%

1,041,114 1,204,116 163,002 15.7% 1,112,036 -92,080 -7.6%

786,338 777,860 -8,478 -1.1% 676,685 -101,175 -13.0%

32,805,248 33,405,784 600,536 1.8% 32,864,778 -541,006 -1.6%

257,677 278,977 21,300 8.3% 263,303 -15,674 -5.6%

723,034 620,712 -102,322 -14.2% 588,211 -32,501 -5.2%

経 済 労 働 費

中 小 企 業 支 援 費

農 業 費

　予算編成過程の透明性を向上するために、26年度一般会計における予算要求額及び当初予算額を款項別に比較し、要求額
と当初予算額との増減額が大きい事業について整理しました。併せて主要な事業について、要求額及び当初予算額並びに予
算調整の考え方をまとめました。

公 衆 衛 生 費

環 境 費

環 境 管 理 費

公 害 保 健 費

保 健 衛 生 施 設 費

保 健 所 費

施 設 整 備 費

施 設 費

公 害 対 策 費

ご み 処 理 費

し 尿 処 理 費

こ ど も 青 少 年 費

こ ど も 支 援 費

老 人 福 祉 費

障 害 者 福 祉 費

リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン
医 療 セ ン タ ー 費

国 民 年 金 費

労 政 費

市 民 費

健 康 福 祉 費

健 康 福 祉 費

こ ど も 費

生 活 保 護 費

社 会 福 祉 費

看 護 短 期 大 学 費

産 業 経 済 費

商 工 業 費

総 務 費

職 員 管 理 費

総 務 管 理 費

人 事 委 員 会 費

総 合 企 画 費

徴 税 費

選 挙 費

統 計 調 査 費

　
対前年度予算額 対要求額

危 機 管 理 費

監 査 費

議 会 費

26年度予算款項別要求額等一覧表（一般会計）

- 126 -



要求額と当初予算額との増減額が大きい事業
事業名 増減額 要求額 予算額 事業名 増減額 要求額 予算額

職員給与費 -1,662 （ 198,956 → 197,294 ） 議会かわさき関係経費 -3,804 （ 31,269 → 27,465 ）

一般職給与費(除児童手当) -229,756 （ 19,614,602 → 19,384,846 ） 産休代替等賃金 -22,342 （ 154,788 → 132,446 ）

庁舎営繕工事費 -126,768 （ 385,552 → 258,784 ） 本庁舎等耐震対策事業費 -56,456 （ 880,400 → 823,944 ）

備蓄倉庫整備事業費 -249,624 （ 753,570 → 503,946 ） 防災拠点管理費 -18,694 （ 108,757 → 90,063 ）

国際戦略拠点地区整備推進事業
費

-55,000 （ 1,000,015 → 945,015 ） スマートシティ戦略事業費 -15,273 （ 85,890 → 70,617 ）

職員給与費 -35,799 （ 2,265,885 → 2,230,086 ） 市税等過誤納還付金 -100,000 （ 2,100,000 → 2,000,000 ）

職員給与費 -7,817 （ 195,446 → 187,629 ） 投開票速報システム経費 -5,985 （ 25,890 → 19,905 ）

職員給与費 912 （ 64,763 → 65,675 ）

職員給与費 5,558 （ 88,436 → 93,994 ） 人材確保対策実施経費 -162 （ 1,866 → 1,704 ）

職員給与費 -1,441 （ 133,723 → 132,282 ）
大都市監査委員協議会実施事業
費

-209 （ 480 → 271 ）

映像のまち･かわさき推進事業費 -33,445 （ 69,198 → 35,753 ） 市民ミュージアム施設整備事業費 -73,420 （ 441,182 → 367,762 ）

子ども・子育て支援制度準備経費 -111,381 （ 620,551 → 509,170 ） わくわくプラザ施設整備費 -91,812 （ 478,045 → 386,233 ）

職員給与費 -482,598 （ 4,825,734 → 4,343,136 ） 川崎認定保育園援護事業費 -219,701 （ 2,915,389 → 2,695,688 ）

職員給与費 -136,940 （ 6,531,799 → 6,394,859 ） 福祉総合情報システム事業費 -474,017 （ 2,225,624 → 1,751,607 ）

ホームレス生活づくり支援センター
事業費

-11,185 （ 125,902 → 114,717 ）
ホームレス就労自立支援センター
事業費

-10,984 （ 94,511 → 83,527 ）

生活保護世帯等若者就労自立支
援事業費

-15,000 （ 40,000 → 25,000 ） 生活保護扶助費 531,028 （ 59,431,495 → 59,962,523 ）

職員給与費 -46,018 （ 154,099 → 108,081 ） 後期高齢者医療負担金 -243,408 （ 8,006,739 → 7,763,331 ）

障害者グループホーム等事業費 -270,699 （ 2,104,886 → 1,834,187 ）
自立支援医療(精神障害者)事業
費

-185,123 （ 2,785,779 → 2,600,656 ）

職員給与費 13,761 （ 139,956 → 153,717 ）

子宮頸がん予防ワクチン接種事業
費

-429,348 （ 453,976 → 24,628 ） 水痘予防接種事業費 -502,547 （ 736,242 → 233,695 ）

成人ぜん息患者医療費助成経費 -4,095 （ 35,312 → 31,217 ） 成人ぜん息患者医療扶助費 -30,023 （ 183,441 → 153,418 ）

健康安全研究所運営事業費 -12,734 （ 341,024 → 328,290 ）
感染症情報発信システム運営事
業費

-4,777 （ 8,277 → 3,500 ）

保健所人件費 -6 （ 34,436 → 34,430 ） 事業所健康診断事業費 -84 （ 2,411 → 2,327 ）

職員給与費 5,269 （ 123,724 → 128,993 ） デイケア事業費 -77 （ 2,390 → 2,313 ）

職員給与費 -6,301 （ 253,880 → 247,579 ） 看護短期大学非常勤職員報酬 -4,457 （ 35,959 → 31,502 ）

看護短期大学施設整備費 -283,474 （ 319,274 → 35,800 ） 障害者通所施設整備事業費 -540,941 （ 1,043,587 → 502,646 ）

国際環境施策推進費 -14,264 （ 34,500 → 20,236 ） 環境エネルギー対策推進事業費 -41,034 （ 66,539 → 25,505 ）

ディーゼル車対策事業費 -26,267 （ 54,609 → 28,342 ）
旧公害監視センター庁舎管理事
業費

-18,234 （ 92,747 → 74,513 ）

職員給与費 -383,625 （ 5,532,061 → 5,148,436 ） ごみ収集車両整備費 -198,777 （ 503,388 → 304,611 ）

職員給与費 -20,418 （ 397,238 → 376,820 ） 浄化槽清掃車両整備費 -7,610 （ 88,525 → 80,915 ）

廃棄物処理施設整備費 -161,767 （ 1,307,062 → 1,145,295 ） 橘処理センター整備事業費 -18,040 （ 187,979 → 169,939 ）

コンベンション施設整備事業費 -39,997 （ 93,766 → 53,769 ） 都市間産業交流推進事業費 -21,476 （ 41,169 → 19,693 ）

内陸部操業環境保全対策事業費 -19,829 （ 25,929 → 6,100 ） 国際環境産業推進事業費 -20,987 （ 71,288 → 50,301 ）

産業振興会館施設整備費 -191,070 （ 201,892 → 10,822 ） 信用保証等促進支援事業費 -222,621 （ 1,009,632 → 787,011 ）

次期農業振興計画策定事業費 -12,455 （ 15,455 → 3,000 ） 市民農園事業費 -2,817 （ 7,390 → 4,573 ）

就業マッチング事業費 -48,188 （ 104,836 → 56,648 ） 労働会館施設整備費 -1,088 （ 10,877 → 9,789 ）

(単位 千円）
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25年度 26年度 26年度
当初予算額 A 要求額 B 増減額 B-A 増減率 当初予算額 C 増減額 C-B 増減率

　
対前年度予算額 対要求額

8 30,160,200 38,425,546 8,265,346 27.4% 34,844,502 -3,581,044 -9.3%

2,988,035 2,796,587 -191,448 -6.4% 2,720,619 -75,968 -2.7%

9,787,905 11,536,230 1,748,325 17.9% 10,733,090 -803,140 -7.0%

8,487,942 8,528,606 40,664 0.5% 7,792,280 -736,326 -8.6%

95,861 105,582 9,721 10.1% 104,874 -708 -0.7%

3,640,080 2,088,300 -1,551,780 -42.6% 2,027,468 -60,832 -2.9%

369,323 376,258 6,935 1.9% 368,369 -7,889 -2.1%

1,142,215 1,047,098 -95,117 -8.3% 1,027,013 -20,085 -1.9%

3,648,839 11,946,885 8,298,046 227.4% 10,070,789 -1,876,096 -15.7%

9 8,200,012 11,253,047 3,053,035 37.2% 10,950,939 -302,108 -2.7%

2,422,961 2,765,856 342,895 14.2% 2,688,365 -77,491 -2.8%

5,777,051 8,487,191 2,710,140 46.9% 8,262,574 -224,617 -2.6%

10 24,000,631 27,275,984 3,275,353 13.6% 25,864,618 -1,411,366 -5.2%

418,159 431,864 13,705 3.3% 419,656 -12,208 -2.8%

528,294 618,538 90,244 17.1% 566,423 -52,115 -8.4%

12,922,035 11,635,021 -1,287,014 -10.0% 10,785,241 -849,780 -7.3%

2,133,343 2,283,968 150,625 7.1% 2,172,046 -111,922 -4.9%

7,998,800 12,306,593 4,307,793 53.9% 11,921,252 -385,341 -3.1%

11 14,519,721 16,141,495 1,621,774 11.2% 15,701,839 -439,656 -2.7%

12,546,671 14,064,954 1,518,283 12.1% 13,637,484 -427,470 -3.0%

1,973,050 2,076,541 103,491 5.2% 2,064,355 -12,186 -0.6%

12 16,439,814 18,150,941 1,711,127 10.4% 17,719,318 -431,623 -2.4%

13 48,403,844 46,585,302 -1,818,542 -3.8% 43,972,978 -2,612,324 -5.6%

9,322,549 10,050,302 727,753 7.8% 9,668,375 -381,927 -3.8%

5,864,999 6,339,367 474,368 8.1% 6,163,057 -176,310 -2.8%

2,485,717 2,544,182 58,465 2.4% 2,567,832 23,650 0.9%

3,694,064 3,703,595 9,531 0.3% 3,696,918 -6,677 -0.2%

539,985 617,116 77,131 14.3% 602,461 -14,655 -2.4%

2,752,554 2,853,175 100,621 3.7% 2,637,735 -215,440 -7.6%

2,219,274 2,450,983 231,709 10.4% 2,411,881 -39,102 -1.6%

21,524,702 18,026,582 -3,498,120 -16.3% 16,224,719 -1,801,863 -10.0%

464,435,317 502,485,410 38,050,093 8.2% 481,399,668 -21,085,742 -4.2%

14 74,356,234 72,225,534 -2,130,700 -2.9% 72,036,418 -189,116 -0.3%

15 59,117,517 71,853,180 12,735,663 21.5% 63,180,576 -8,672,604 -12.1%

16 500,000 500,000 - - 500,000 - - 

598,409,068 647,064,124 48,655,056 8.1% 617,116,662 -29,947,462 -4.6%

※項が1つの款については、款のみの表示とした。

区 役 所 費

区 政 振 興 費

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費

住 宅 費

教 育 総 務 費

河 川 費

港 湾 費

社 会 教 育 費

特 別 支 援 教 育 費

消 防 費

中 学 校 費

高 等 学 校 費

教 育 費

小 学 校 費

計 画 費

整 備 事 業 費

建 築 管 理 費

港 湾 管 理 費

港 湾 建 設 費

ま ち づ く り 費

ま ち づ く り 管 理 費

街 路 事 業 費

広 域 道 路 費

諸 支 出 金

公 債 費

1 款 か ら 13 款 ま で の 合 計

体 育 保 健 費

教 育 施 設 整 備 費

歳 出 合 計

予 備 費

建 設 緑 政 費

建 設 緑 政 管 理 費

道 路 橋 り ょ う 費

緑 化 費

公 園 費

自 然 保 護 対 策 費
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要求額と当初予算額との増減額が大きい事業
事業名 増減額 要求額 予算額 事業名 増減額 要求額 予算額

(単位 千円）

職員給与費 -13,689 （ 2,044,908 → 2,031,219 ） 土地境界査定測量事業費 -27,607 （ 247,490 → 219,883 ）

市道改良事業費 -286,197 （ 1,321,916 → 1,035,719 ） 国県道改良事業費 -273,016 （ 3,223,264 → 2,950,248 ）

道路改良事業費 -735,938 （ 6,025,181 → 5,289,243 ）
京浜急行大師線連続立体交差事
業費

-8,460 （ 2,095,559 → 2,087,099 ）

職員給与費 -708 （ 43,300 → 42,592 ）

五反田川放水路整備事業費 -33,817 （ 1,343,980 → 1,310,163 ） 渋川整備事業費 -18,250 （ 180,100 → 161,850 ）

緑化推進事業補助金 -6,478 （ 65,478 → 59,000 ） 屋上緑化・壁面緑化推進事業費 -383 （ 2,812 → 2,429 ）

特別緑地保全地区等整備事業費 -17,056 （ 153,266 → 136,210 ）
特別緑地保全地区等用地取得事
業費

-1,664 （ 811,783 → 810,119 ）

等々力緑地再編整備推進事業 -1,194,466 （ 8,227,779 → 7,033,313 ） 生田緑地用地取得事業費 -403,331 （ 1,023,888 → 620,557 ）

浮島埋立整備事業費 -54,036 （ 1,040,353 → 986,317 ） 浮島1期地区基盤整備事業費 -16,130 （ 70,000 → 53,870 ）

港湾改修事業(国際戦略港湾)費 -41,575 （ 789,340 → 747,765 ） 港湾改修事業(防災対策)費 -92,051 （ 436,646 → 344,595 ）

職員給与費 -4,760 （ 226,230 → 221,470 ）
民営ノンステップバス導入促進事
業補助金

-2,900 （ 4,350 → 1,450 ）

職員給与費 -16,362 （ 282,028 → 265,666 ） 都市計画基本図等図化測量費 -9,140 （ 49,140 → 40,000 ）

登戸地区土地区画整理事業費 -403,650 （ 3,728,093 → 3,324,443 ）
登戸地区土地開発公社保有土地
再取得事業費

-279,723 （ 530,692 → 250,969 ）

公共建築物施設工事設計監理等
事務経費

-15,806 （ 111,347 → 95,541 ） 公共建築物維持保全事業費 -56,844 （ 630,530 → 573,686 ）

市営住宅管理代行等委託事業費 -292,476 （ 3,198,873 → 2,906,397 ） 公営住宅整備事業事務経費 -20,095 （ 167,399 → 147,304 ）

幸区役所庁舎整備事業費 -29,432 （ 2,002,337 → 1,972,905 ） 大規模補修事業費（区政総務費） -30,910 （ 284,410 → 253,500 ）

オペレーター業務経費 -13,718 （ 176,592 → 162,874 ）
住民基本台帳ネットワークシステム
管理運営費

-1,320 （ 52,286 → 50,966 ）

職員給与費 -184,519 （ 10,896,781 → 10,712,262 ） 消防車両購入事業費 -47,747 （ 387,093 → 339,346 ）

魅力ある高校教育の推進事業費 -271,633 （ 282,796 → 11,163 ） 情報教育ネットワーク事業費 -13,913 （ 305,780 → 291,867 ）

職員給与費 -60,197 （ 1,804,059 → 1,743,862 ） 就学援助費 -44,802 （ 347,061 → 302,259 ）

施設設備保守管理事業費 22,262 （ 277,768 → 300,030 ） 就学援助費 -26,204 （ 246,873 → 220,669 ）

学校運営費（全日制） 158,826 （ 739,863 → 898,689 ） 職員給与費（定時制） -100,173 （ 705,257 → 605,084 ）

学校運営費 -13,252 （ 363,177 → 349,925 ） 特別支援教育調査研究事業費 -2,047 （ 72,134 → 70,087 ）

教育文化会館・市民館施設補修
事業費

-46,097 （ 124,693 → 78,596 ） 日本民家園総合防災整備事業費 -47,616 （ 381,537 → 333,921 ）

学校防災教育実施事業費 -3,279 （ 8,279 → 5,000 ）
小学校等給食調理業務委託事業
費

-38,136 （ 1,317,354 → 1,279,218 ）

学校防災機能整備事業費 -448,057 （ 1,132,815 → 684,758 ） 中高一貫教育校新設事業費 -139,990 （ 890,630 → 750,640 ）
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（単位 千円）
25年度
予算額 要求額 A 予算額 B B-Ａ

【総務局】

市役所本庁舎等耐
震対策の推進

27,000 880,400 823,944 -56,456 
本庁舎及び第２庁舎の抜本的耐震対策に向けた基本計画の策定や
当面の安全確保・機能維持対策としての本庁舎からの仮移転及び
第２庁舎の耐震補強に係る経費について、所要額を計上した。

防災行政無線設備
の整備

336,357 1,553,225 1,543,801 -9,424 
災害時の情報伝達力の向上のため、防災行政無線設備の再整備等
に係る経費について、所要額を計上した。

防災拠点の整備 519,340 965,467 697,149 -268,318 
備蓄倉庫やマンホールトイレの整備等に係る経費について、過去の
実績額等を勘案し、所要額を計上した。

【総合企画局】

総合計画の策定に
向けた取組

- 65,282 65,282 - 

直面する社会経済環境の変化等を踏まえて都市経営の課題を整理
し、２年程度をかけて新たな総合計画を策定するため、策定作業に
係る経費について、所要額を計上した。

国際戦略拠点地区
整備の推進

1,182,315 1,049,298 979,080 -70,218 

殿町国際戦略拠点「キング　スカイフロント」を中心とした、国際的な
課題の解決に貢献しながら日本の持続的な成長をけん引する拠点
の形成に係る経費について、所要額を計上した。

塩浜３丁目周辺地区
整備の推進

14,497 233,323 226,326 -6,997 
塩浜３丁目周辺地区の整備基本方針に基づく土地利用検討や、基
幹的道路整備に係る経費について、所要額を計上した。

スマートシティ戦略
の推進

45,223 85,890 70,617 -15,273 

持続可能な社会の実現に向けて、エネルギーの最適利用による低
炭素化をはじめ、市民生活の利便性や質の向上等につながるモデ
ル事業等の推進に係る経費について、所要額を計上した。

【市民・こども局】

シティセールスの
推進

40,359 45,663 44,395 -1,268 
積極的な魅力情報発信により都市イメージの向上を図るとともに、26
年度に市制90周年を迎えるにあたり、広報・周知に係る経費につい
て、所要額を計上した。

音楽のまちづくりの
推進

112,455 103,867 102,457 -1,410 

市内にある音楽資源や民間の活力を活用して、「音楽のまちづくり」
を推進するとともに、「モントルー・ジャズ・フェスティバル・ジャパン・イ
ン・かわさき」を開催するための経費について、所要額を計上した。

映像のまち・かわさき
の推進

29,260 69,198 35,753 -33,445 
毎日映画コンクール表彰式等の開催を支援するとともに、世界三大
音楽祭の１つ「オーストリア・ザルツブルク音楽祭」のパブリックビュー
イングを開催する経費について、所要額を計上した。

区役所等庁舎や設
備の計画的・効率的
な整備の推進

1,437,846 2,431,204 2,303,287 -127,917 
幸区役所新庁舎の建築工事を引き続き実施するとともに、区役所の
長寿命化を図るため、宮前区役所空調設備改修工事のための経費
について、所要額を計上した。

防犯対策の推進 570,746 650,124 637,896 -12,228 
地球環境に配慮した安全で安心なまちづくりを進めるため、LED防
犯灯の設置に対する補助金等について、所要額を計上した。

【こども本部】

私立幼稚園園児保
育料等補助事業費

2,127,360 2,615,151 2,615,087 -64 
国の幼児教育無償化に向けた取組に合わせ補助単価を引上げると
ともに、昨年度に引き続き市単独補助を実施し、保護者の経済的負
担の軽減を図るため、所要額を計上した。

子育て環境づくり
推進事業費

17,184 675,004 563,623 -111,381 
子ども・子育て支援新制度に係るシステム開発等の準備経費につい
て、所要額を計上した。

民間保育所運営費 13,958,491 16,061,022 16,017,274 -43,748 
第２期保育基本計画に基づき、定員を増加させた民間保育所の運
営等に要する法定経費について、所要額を計上した。

民間保育所入所児
童処遇改善費及び
施設振興費

6,020,396 7,206,466 7,033,173 -173,293 
第２期保育基本計画に基づき、定員を増加させた民間保育所の特
別保育に要する費用や職員加配に要する経費等について、所要額
を計上した。

認可外保育施設
援護事業費

1,896,394 3,075,206 2,852,377 -222,829 
待機児童解消に向けて、援護対象児童の900人増加を図るための経
費等について、所要額を計上した。

民間保育所整備
事業費

2,520,136 2,036,292 2,034,918 -1,374 
待機児童解消に向けて、入所定員の1,540人増加を図るための民間
保育所整備に要する経費ついて、所要額を計上した。

認可外保育所施設
等整備事業費

- 525,000 525,000 - 
子育て支援対策臨時特例交付金を活用し、認可外保育施設の認可
保育所及び小規模保育に向けた整備費補助金について、所要額を
計上した。

【健康福祉局】

地域包括ケアシステ
ムの構築に向けた取
組

24,167 93,020 79,248 -13,772 
要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしができるた
めの地域包括ケアシステムの構築に向けて、所要額を計上した。

生活保護受給者等
に対する自立支援の
取組

694,055 918,228 852,769 -65,459 
自立生活に向けた取組の推進や、貧困の連鎖の解消に向けた取組
の推進に係る経費等について、所要額を計上した。

生活保護費の支給 59,507,921 59,431,495 59,962,523 531,028 
生活に困窮する市民に対して、その最低限度の生活を保障するた
め、所要額を計上した。

主要な事業の要求額等一覧表

事業名
26年度 増減額

予算調整の主な考え方
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生涯現役対策の
取組の推進

2,081,761 2,374,347 2,317,811 -56,536 
いこいの家指定管理料等、高齢者が地域でいきいきとした生活を送
ることができる生きがいづくりの支援等に係る経費について、所要額
を計上した。

高齢者の多様な居住
環境の整備

2,873,400 1,726,809 1,910,767 183,958 
小規模多機能型居宅介護（９か所）、複合型サービス（２か所）等の整
備や特別養護老人ホーム３施設の整備等に係る経費について、所
要額を計上した。

障害者の雇用と就労
の促進

179,878 234,284 204,013 -30,271 
地域就労援助センターの運営に要する経費など、障害者の雇用の
場の拡大や就労の支援に係る経費について、所要額を計上した。

障害者通所施設の
整備

397,553 1,261,452 684,833 -576,619 
障害者通所施設（拠点型）の建設費補助金等について、所要額を計
上する一方、川崎区分については、事前に土壌汚染対策が必要に
なったことから、土壌汚染対策後に整備を行うこととした。

健康づくりの推進 139,717 170,948 146,920 -24,028 
「第２期かわさき健康づくり２１」等に基づき、市民が主役の健康づくり
への支援に係る経費について、所要額を計上した。

健康危機管理体制
の整備

113,187 253,430 133,017 -120,413 

新型インフルエンザ等対策特別措置法等に基づく医療資器材の備
蓄・配備等の実施や、感染症の発生及びまん延の防止に係る経費
について、所要額を計上した。

予防接種による感染
症予防の推進

3,417,626 6,093,866 3,761,748 -2,332,118 

新たに定期予防接種化される成人の肺炎球菌及び水痘（水ぼうそ
う）に係る経費について、所要額を計上する一方、定期予防接種化さ
れていないおたふくかぜ及びＢ型肝炎予防接種については計上を
見送った。

救急医療体制づくり
の推進

1,375,484 1,294,756 1,283,441 -11,315 
夜間・休日における一次救急体制の維持・整備、周産期医療を含め
た救急搬送患者の円滑な受入体制の確保、災害時の医療供給体制
の確保等に係る経費について、所要額を計上した。

がん検診の取組の
強化

1,724,134 1,866,222 1,688,313 -177,909 
健康増進法に基づく、胃・子宮・肺・乳・大腸がん検診を実施に係る
経費及び、がん検診受診率向上対策に必要な経費について、所要
額を計上した。

【環境局】

国際環境施策の推
進

5,714 39,994 24,280 -15,714 
グリーン・イノベーションに係る各経費について、所要額を計上した。

地球温暖化防止
対策の推進

144,536 143,740 136,380 -7,360 

地球温暖化対策計画書制度の運用、川崎メカニズム等の事業の実
施、かわさきエコ暮らし未来館管理運営及び雨水貯留槽の設置補助
等に係る経費について、所要額を計上した。

環境エネルギー施策
の推進

197,814 191,587 150,553 -41,034 

環境エネルギー対策のモデル事業、住宅用環境エネルギー機器設
備設置補助及び市民向け節電啓発等に係る経費について、所要額
を計上した。

公害防止対策の
推進

165,427 244,898 218,530 -26,368 
大気汚染防止対策事業、水質汚濁防止対策事業、騒音振動対策事
業等の公害対策に係る経費について、所要額を計上した。

分別収集の推進 1,054,264 991,376 991,376 - 
ミックスペーパー収集運搬事業、空き瓶収集運搬事業、プラスチック
製容器包装収集運搬事業等に係る経費について、所要額を計上し
た。

放射線物質対策
の推進

1,061,331 184,205 183,538 -667 

焼却灰に係る放射能濃度測定、４処理センター及び浮島２期埋立地
での放射性物質溶出抑制設備工事等に係る経費について、所要額
を計上した。

資源化処理の推進 895,617 968,140 957,689 -10,451 
資源化処理施設運営費、北部資源リサイクル推進事業等に係る経
費について、所要額を計上した。

廃棄物処理施設等
の整備

2,119,419 4,225,977 4,033,370 -192,607 
ごみ処理施設整備、余熱利用市民施設整備等に係る各経費につい
て、所要額を計上した。

仮称リサイクルパーク
あさおの整備

684,235 1,428,515 1,427,254 -1,261 
資源化処理施設等の建設及び土壌汚染対策工事を含む王禅寺処
理センター解体に係る経費について、所要額を計上した。

橘処理センターの
整備

39,617 187,979 169,939 -18,040 
橘処理センターの施設整備に係る施設整備計画の策定、環境影響
評価業務に係る経費について、所要額を計上した。

【経済労働局】

企業の海外展開
支援

65,176 98,883 62,724 -36,159 
中国やＡＳＥＡＮ地域等におけるビジネスマッチング等の実施、「川
崎市海外ビジネス支援センター」での市内中小企業の海外展開支援
に係る経費について、所要額を計上した。

商業者の活力を引き
出す商業振興

341,862 350,965 335,493 -15,472 
商業振興ビジョンに基づく商業振興施策の展開、商店街街路灯の
LED化、ハロウィンイベント等の支援に係る経費について、所要額を
計上した。

民間主導による観光
振興

135,636 184,400 154,128 -30,272 
観光協会や民間事業者等と連携した観光客の本市への誘客促進等
の取り組み、市内観光事業等への支援に係る経費について、所要額
を計上した。

ものづくり産業の
支援

245,100 181,703 126,383 -55,320 
川崎国際環境技術展の開催やグリーン・イノベーションの推進等、市
内企業の優れた環境技術の発信や海外への環境技術移転を図るた
めの経費について、所要額を計上した。

中小企業の成長
促進

248,701 418,938 304,425 -114,513 
ナノ医療分野に関するコーディネート支援、福祉産業に係るプロジェ
クトを創出するプラットホームの運営等のための経費について、所要
額を計上した。
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産業イノベーションの
創出

32,334 68,563 56,939 -11,624 

新川崎・創造のもり地区において更なる先端産業の集積を図るた
め、次期事業用地への新たな施設整備に向けた取組の推進に係る
経費等について、所要額を計上した。

中小企業の経営
安定支援

32,337,475 32,523,632 32,301,011 -222,621 
市内中小企業等の資金繰りの円滑化を目的とした中小企業融資制
度の推進や信用保証料の補助等の実施に係る経費について、所要
額を計上した。

雇用・労働施策の
推進

177,606 246,978 198,790 -48,188 

「キャリアサポートかわさき」の運営、企業合同就職説明会の開催等、
就職支援のための所要額を計上した。また、「かわさきマイスター」の
認定、技術・技能の振興に係る経費について、所要額を計上した。

【建設緑政局】

道路安全施設の
整備

1,447,165 1,590,042 1,539,358 -50,684 
道路照明灯のＬＥＤ化による更新、交差点改良、横断歩道橋の補
修、道路反射鏡や防護柵の設置等の交通安全施設の整備につい
て、所要額を計上した。

幹線道路網の整備 7,798,566 9,981,746 8,979,007 -1,002,739 

国道409号・宮内新横浜線をはじめとする幹線道路網や国直轄道路
の整備、舗装・側溝の新設や改良整備について、所要額を計上し
た。

橋りょうの整備及び
維持管理

1,035,505 1,327,438 1,234,489 -92,949 
橋りょうの計画的な点検、維持補修及び鹿島田跨線橋等耐震対策を
必要とする橋りょうの設計調査・補強工事について、所要額を計上し
た。

自転車等の放置
防止対策

1,672,694 1,720,563 1,660,415 -60,148 
自転車等駐車場の整備、維持管理及び自転車等の整理誘導等に
係る経費について、所要額を計上した。また、川崎駅東口周辺の総
合自転車対策に係る経費について、所要額を計上した。

連続立体交差事業
の推進

3,862,547 2,339,787 2,333,596 -6,191 

京急大師線の産業道路（東門前～小島新田間）の立体交差化へ向
け、所要額を計上した。また、ＪＲ南武線の連続立体交差（尻手～武
蔵小杉）の事業調査に係る経費について、所要額を計上した。

公園緑地の整備 3,384,072 11,672,026 9,801,555 -1,870,471 

富士見公園長方形競技場や、等々力陸上競技場をはじめとする市
内公園緑地の整備等に係る費用について、所要額を計上した。

多摩川の利用環境の
向上

264,767 274,859 269,234 -5,625 
等々力・丸子橋地区周辺エリアの運動施設やマラソンコースの整備
等について、所要額を計上した。

【港湾局】

港湾の防災・減災
対策の推進

925,333 1,282,326 1,147,416 -134,910 

港湾施設の安全性の確保及び緊急時の対応に備え、東扇島地区－
１２ｍ岸壁の改修や、同報系防災行政無線の整備、海底トンネル津
波浸水対策等に係る経費について、所要額を計上した。

コンテナターミナルの
利用促進・活性化

1,465,907 913,907 838,108 -75,799 
川崎港コンテナターミナルの利用促進・活性化を図るため、ポート
セールスの実施やコンテナ貨物の集荷促進等に必要な経費につい
て、所要額を計上した。

千鳥町再整備の
推進

22,981 3,227,523 3,206,858 -20,665 
千鳥町地区の機能向上を図るため、施設の再配置に伴う用地取得
等に係る経費について、所要額を計上した。

臨港道路東扇島水
江町線整備の推進

1,195,764 2,888,341 2,875,441 -12,900 
港湾物流の円滑化、交通混雑の緩和、防災機能の強化及び環境負
荷の軽減に向けた新たな臨港道路の整備に係る経費について、所
要額を計上した。

【まちづくり局】

川崎駅周辺地区の
整備

767,317 1,390,890 1,360,936 -29,954 
川崎駅周辺地区において、既存の商業・業務機能の集積を生かしな
がら、魅力ある広域拠点の形成を推進する経費について、所要額を
計上した。

新川崎・鹿島田駅
周辺地区の整備

3,672,464 3,420,512 3,312,357 -108,155 

新川崎・鹿島田駅周辺地区において、市街地再開発事業等により、
都市基盤整備を進め、安全で魅力ある利便性の高い地域生活拠点
の形成を推進する経費について、所要額を計上した。

小杉駅周辺地区の
整備

3,276,955 1,289,217 1,305,558 16,341 

小杉駅周辺地区において、民間活力を生かした市街地再開発事業
等により、駅周辺の公共・公益施設の整備を行い、魅力ある広域拠
点の形成を推進する経費について、所要額を計上した。

登戸・向ヶ丘遊園駅
周辺地区の整備

3,908,844 4,750,737 4,062,924 -687,813 
登戸駅周辺地区において、防災性の向上等を図るための土地区画
整理事業及び、向ヶ丘遊園駅周辺地区の回遊性の向上を図るため
の連絡通路整備に係る経費について、所要額を計上した。

暮らしやすい住宅・
住環境の整備

6,119,776 10,986,616 10,545,041 -441,575 
市営住宅等の公的賃貸住宅の提供や、民間賃貸住宅への入居支
援などにより、誰もが安心して暮らせる住宅施策を推進する経費等に
ついて、所要額を計上した。

身近な地域交通環境
の整備

825,711 358,971 332,016 -26,955 
安全で快適な日常生活の実現に向けて、地域特性に応じた交通環
境の整備を推進する経費について、所要額を計上した。

総合的な耐震対策及
び災害に強いまちづ
くり

665,387 800,520 747,931 -52,589 
木造住宅や民間マンション、特定建築物の耐震診断・改修工事等へ
の助成や、防災都市計画の策定等、災害に強いまちづくりを推進す
る経費について、所要額を計上した。

公共施設の長寿命
化の推進

566,476 630,530 573,686 -56,844 
大規模５施設（港湾振興会館、高津区役所、多摩区総合庁舎、とど
ろきアリーナ、市役所第３庁舎）について、予防保全型の維持補修を
行い、長寿命化を推進する経費について、所要額を計上した。

ユニバーサルデザイ
ンのまちづくりの推進

10,950 34,910 31,617 -3,293 

バリアフリー基本構想の改定や、ユニバーサルデザインタクシーの普
及促進、ホームドアの整備促進等により、ユニバーサルデザインのま
ちづくりを推進する経費について、所要額を計上した。
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【消防局】

警防活動の推進 202,592 222,017 209,600 -12,417 
街頭消火器に替わる消火用具として、消火ホースキットの市内全避
難所への計画的な配備に係る費用等について、所要額を計上した。

救急救助活動体制
の向上

111,886 116,559 113,260 -3,299 
救急活動体制の向上を図るため、医師による指導など、救急隊員が
行う救命処置の高度化に向けた体制づくりや、災害対応力を強化す
るために資機材を整備する経費について、所要額を計上した。

出張所の改築 268,520 136,557 118,444 -18,113 
安全・安心な地域生活を確保するため、災害時の防災拠点である宮
前消防署菅生出張所の改築及び犬蔵出張所の改修について、所要
額を計上した。

緊急消防援助隊活
動拠点の整備

13,315 662,054 647,408 -14,646 
大規模災害時に全国から集結する緊急消防援助隊の進出・活動拠
点の整備に係る経費について、所要額を計上した。

【教育委員会】

児童支援コーディ
ネーター専任化事業
費

29,217 86,258 44,891 -41,367 
小学校において児童支援活動の中核となる教員を専任化し、児童
支援コーディネーターとしての活動を推進するため、体制整備に係る
経費について、所要額を計上した。

習熟の程度に応じた
指導推進事業費

- 1,277 1,277 - 
習熟の程度に応じたきめ細やかな指導の充実に向けた、より有効な
グループ編制や指導方法を研究する経費について、所要額を計上
した。

特別支援教育サポー
ト事業費

59,404 65,914 65,907 -7 
特別な教育的ニーズのある児童生徒に対し、適切な教育的支援を
行えるよう特別支援教育サポーターを配置する経費について、所要
額を計上した。

地域の寺子屋
事業費

- 6,660 6,660 - 
地域ぐるみで児童生徒の学習をサポートする「地域の寺子屋」の実
施に係る経費について、所要額を計上した。

中学校給食推進
事業費

- 48,329 48,329 - 
安全・安心で温かい中学校完全給食の28年度実施に向け、実施方
針の策定及び施設・設備の改修計画の策定の経費について、所要
額を計上した。

（小・中学校）
校舎建築（改築）
事業費

7,045,077 6,056,787 5,907,370 -149,417 
老朽化等による課題や児童生徒の増加による狭あい化等の課題が
ある小・中学校の校舎の改築工事に係る経費について、所要額を計
上した。

（小・中学校）
校舎建築（増築）
事業費

3,324,304 4,566,428 4,264,625 -301,803 
児童生徒が増加している小・中学校の校舎増築や仮設校舎の設置
に係る経費について、所要額を計上した。

学校体育館整備
事業費

- 91,512 67,336 -24,176 
長寿命化対応とともに、防災機能の整備を行う体育館改修に係る経
費について、所要額を計上した。

学校防災機能整備
事業費

287,505 1,132,815 684,758 -448,057 
義務教育施設の格技室天井改修工事等の非構造部材耐震対策や
灯油式発電機整備等の各種防災機能強化を行う経費について、過
去の実績額等を勘案し、所要額を計上した。
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９ 款別にコストを把握するための取組

26年度一般会計予算款別一覧表（配分後） （単位　千円）

25年度 26年度 26年度 26年度
当初予算額 当初予算額 増減額 増減率 配分前構成率 配分後構成率

１ 1,821,131 1,801,268 -19,863 -1.1% 0.3% 0.3%
108,932 105,958 -2,974 -2.7%

２ 31,224,268 32,039,473 815,205 2.6% 7.7% 5.2%
-18,267,137 -17,780,988 486,149 -2.7%

2,823,686 2,595,104 -228,582 -8.1%

３ 9,280,008 9,566,376 286,368 3.1% 1.1% 1.5%
519,988 503,913 -16,075 -3.1%

2,595,136 2,448,311 -146,825 -5.7%

４ 87,331,600 92,959,566 5,627,966 6.4% 14.3% 15.1%
4,023,342 3,684,962 -338,380 -8.4%

983,673 892,911 -90,762 -9.2%
10,603 10,457 -146 -1.4%

5 159,891,854 161,710,193 1,818,339 1.1% 21.3% 26.2%
4,527,877 4,532,417 4,540 0.1%
3,580,086 3,176,131 -403,955 -11.3%

21,646,021 22,331,670 685,649 3.2%

6 26,795,410 27,617,430 822,020 3.1% 3.4% 4.5%
3,788,946 3,671,035 -117,911 -3.1%
2,905,434 2,681,964 -223,470 -7.7%

7 36,894,484 36,725,467 -169,017 -0.5% 5.8% 5.9%
436,249 438,909 2,660 0.6%
325,087 403,453 78,366 24.1%
519,737 378,092 -141,645 -27.3%

8 50,175,290 54,771,177 4,595,887 9.2% 5.6% 8.9%
1,952,563 1,941,503 -11,060 -0.6%

18,062,527 17,985,172 -77,355 -0.4%

9 13,914,631 16,533,620 2,618,989 18.8% 1.8% 2.7%
401,336 395,515 -5,821 -1.5%

5,313,283 5,187,166 -126,117 -2.4%

10 33,783,622 34,156,922 373,300 1.1% 4.2% 5.5%
963,488 982,646 19,158 2.0%

8,819,503 7,309,658 -1,509,845 -17.1%

11 16,822,414 17,966,944 1,144,530 6.8% 2.5% 2.9%
1,544,416 1,524,130 -20,286 -1.3%

758,277 740,975 -17,302 -2.3%

12 17,843,764 18,951,847 1,108,083 6.2% 2.9% 3.1%
1,403,950 1,232,529 -171,421 -12.2%

13 56,658,517 52,115,677 -4,542,840 -8.0% 7.1% 8.4%
8,254,673 8,142,699 -111,974 -1.4%

14 17,577,572 18,988,297 1,410,725 8.0% 11.7% 3.1%
-56,778,662 -53,048,121 3,730,541 -6.6%

15 37,894,503 40,712,405 2,817,902 7.4% 10.2% 6.6%
953,347 252,048 -701,299 -73.6%

-22,176,361 -22,720,219 -543,858 2.5%

16 500,000 500,000 -               -           0.1% 0.1%

598,409,068 617,116,662 18,707,594 3.1% 100.0% 100.0%

配 分 し た 繰 出 金

予 備 費

歳 出 合 計

配 分 し た 公 債 費

諸 支 出 金
公 債 費

教 育 費
公 債 費

公 債 費

公 債 費

消 防 費
公 債 費

公 債 費

区 役 所 費
人 件 費

人 件 費
公 債 費

ま ち づ く り 費
人 件 費

公 債 費

港 湾 費

繰 出 金

建 設 緑 政 費
人 件 費

公 債 費

経 済 労 働 費
人 件 費
公 債 費

繰 出 金

環 境 費
人 件 費

健 康 福 祉 費
人 件 費
公 債 費

人 件 費
公 債 費
繰 出 金

市 民 費
人 件 費
公 債 費

こ ど も 費

総 務 費
配 分 し た 人 件 費
公 債 費

款　　　　別
対前年度当初予算額

議 会 費
人 件 費

一般会計においては、市長部局等の職員に係る期末・勤勉手当及び共済費については総務費に、市債に係る元利償還金等
については全て公債費に一括計上をしていることから、各款毎の実際のコストが把握しにくくなっているという実態があります。

そこで、これらの経費を各款に配分するとともに、この実際の各款のコストという観点から、諸支出金に計上されている特別会
計・企業会計への繰出金についても、その会計の目的に対応した款に配分し、以下のとおり一覧表にしました。

凡例等
・各款の「人件費」欄の数字は、総務費から配分を受けた人件費を表しています。ただし、総務費にあっては、各款に配分した人件費です。
・各款の「公債費」欄の数字は、公債費から配分を受けた元金償還金等を表しています。ただし、公債費にあっては、各款に配分した
公債費です。

*配分した公債費には、元金、利子、諸費を含んでいます。
14款公債費に残っている金額は、特例地方債及び一時借入金利子に係る金額です。

・各款の「繰出金」欄の数字は、諸支出金から配分を受けた繰出金を表しています。ただし諸支出金にあっては各款に配分した繰出金です。
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10 市民生活に身近な予算について 

 

ごみの収集や焼却にかかる人件費や整備費などで年間 123 億円 

世帯数は 678,984 世帯（26 年 1 月 1 日現在） 

 

 

 

 

公立保育園の運営費、民間保育園の運営助成費などで年間 30５億円 

対象園児数は 20,930 人（26 年４月 1 日予定） 

 

 

 

 

草刈や樹木の剪定にかかる人件費・管理委託料などで年間 33 億円 

公園の管理面積は 7,237,433 ㎡（市民生活に身近な公園は、約 2,500 ㎡の広さが目安） 

 

 

 

 

主に 75 歳以上の高齢者にかかる医療費や事務経費などで年間 216 億円 

被保険者数は 118,501 人（年平均） 

 

 

 

 

介護サービス・介護予防の実施等 

にかかる費用などで、年間 780 億円 

要介護・要支援認定者数は 47,991 人（年平均） 

 

 

 

  市税など 11,641 円 

市税など 74,012 円   

その他 
2,869 円

市債 
236 円 

市税など 890,000 円 その他 242,500 円 

市税など 69,300 円 保険料収入 100,295 円 

県費 
8,862 円

その他 
3,377 円

保険料収入 

350,118 円

国・県費 

561,839 円
 

本市の予算の使いみちがより実感できるように、市民に身近な生活の中で使われている

予算について、いくつかご紹介します。 

市税など 
239,030 円

保険料収入 
350,118 円

国・県費 
561,839 円

その他 
474,041 円

その他  
3,145 円

使用料･手数料
3,085 円

国・県費 
14,051 円

保護者負担 
30,674 円
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11 完成予定の主な施設

・ 幸区役所（改築） 幸区戸手本町１丁目 ２７年　２月

・ 新日本学園（改築） 中原区木月伊勢町３－３ ２７年　３月

・ 認可保育所 幸区南加瀬２丁目ほか９か所 ２７年　３月
定員770人（うち増築定員30人）

・ 認定こども園 多摩区菅北浦１丁目 定員30人 ２７年　３月

・ 特別養護老人ホーム 宮前区野川地区 51か所目 ２７年　３月

麻生区王禅寺東地区 52か所目 ２７年　３月

・ 障害者通所施設 宮前区馬絹ほか２か所 ２７年　３月

・ （仮称）ものづくりナノ医療 川崎区殿町３丁目 ２７年　１月
イノベーションセンター

・ 新川崎駅周辺自転車等駐車場第６施設 収容台数　約1,800台 ２７年　３月

・ （仮称）溝口駅南口地下駐輪場 収容台数　約1,900台 ２７年　３月

・ 富士見公園長方形競技場 川崎区富士見２丁目地内 ２７年　３月
（スタンド・人工芝張替）

・ 等々力陸上競技場（メインスタンド） 中原区等々力１－１ ２７年　２月

・ （仮称）多摩川丸子橋球場 中原区上丸子天神町地内 ２６年　６月
（旧日ハム球場改修）

・ 新川崎交通広場 幸区新川崎４番地 ２７年　３月

・ 新川崎駅側・鹿島田駅側歩行者デッキ 幸区鹿島田１丁目 ２７年　３月

・ 鹿島田駅西口交通広場 幸区鹿島田１丁目 ２７年　３月

・ 向ヶ丘遊園駅連絡通路 多摩区登戸 ２６年１１月

・ 市営住宅 小向住宅第２期 77戸 ２７年　３月

塚越住宅 72戸 ２７年　１月

末長住宅第１期 104戸 ２７年　３月

中野島住宅第１期 117戸 ２７年　３月

・ 臨港消防署千鳥町出張所桟橋（改築） ２７年　３月

・ 多摩消防団生田分団東生田班器具置場（改築） ２６年１０月

・ 上丸子小学校（改築） ２７年　３月

・ 子母口小学校･東橘中学校（合築） ２７年　３月

・ 渡田小学校・日吉小学校・片平小学校（増築） ２７年　２月

・ 白鳥中学校（増築） ２７年　３月

・ 川崎高等学校及び附属中学校（改築・新設） ２６年　７月

・ 井田病院（第２期改築工事分） 中原区井田２丁目 ２６年１２月

施　　　　設　　　　の　　　　名　　　　称　　　　等 予定時期
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１　各会計歳出予算集計表

　　　　　（単位：千円）

予 算 額 予 算 額 増△減額

  一般会計 617,116,662 46.1 % 598,409,068 46.2 % 18,707,594 3.1 %

競輪事業 19,607,789 1.5 20,878,507 1.6 △ 1,270,718 △ 6.1

卸売市場事業 1,830,096 0.1 2,215,075 0.2 △ 384,979 △ 17.4

特 国民健康保険事業 132,974,518 10.0 133,091,876 10.3 △ 117,358 △ 0.1

母子寡婦福祉資金貸付事業 380,027 0.0 285,277 0.0 94,750 33.2

後期高齢者医療事業 13,409,442 1.0 12,186,401 0.9 1,223,041 10.0

別 公害健康被害補償事業 103,593 0.0 116,902 0.0 △ 13,309 △ 11.4

介護保険事業 77,986,719 5.9 73,379,620 5.7 4,607,099 6.3

港湾整備事業 4,087,183 0.3 3,239,246 0.2 847,937 26.2

会 勤労者福祉共済事業 107,355 0.0 111,746 0.0 △ 4,391 △ 3.9

墓地整備事業 156,360 0.0 733,502 0.1 △ 577,142 △ 78.7

生田緑地ゴルフ場事業 482,289 0.0 830,950 0.1 △ 348,661 △ 42.0

計 公共用地先行取得等事業 5,390,966 0.4 9,257,823 0.7 △ 3,866,857 △ 41.8

公債管理 225,644,163 16.9 235,159,541 18.1 △ 9,515,378 △ 4.0

   小    計    482,160,500 36.1 491,486,466 37.9 △ 9,325,966 △ 1.9

公
病院事業 48,016,729 3.6 39,875,910 3.1 8,140,819 20.4

営
下水道事業 109,155,685 8.2 99,253,611 7.7 9,902,074 10.0

企
水道事業 51,902,708 3.9 46,762,417 3.6 5,140,291 11.0

業
工業用水道事業 12,227,174 0.9 9,342,796 0.7 2,884,378 30.9

会
自動車運送事業 15,380,854 1.2 10,998,920 0.8 4,381,934 39.8

   小    計    236,683,150 17.8 206,233,654 15.9 30,449,496 14.8

 合        計 1,335,960,312 100.0 1,296,129,188 100.0 39,831,124 3.1

会　計　別
構成比 構成比 増△減率

平成２６年度 平成２５年度 比　　　　較
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２　一般会計歳入予算（款別）

　　　　　（単位：千円）

   　

予 算 額 予 算 額 増△減額

1 市税 292,246,888 47.3 % 284,397,788 47.5 % 7,849,100 2.8 %

2 地方譲与税 3,439,123 0.5 3,529,619 0.6 △ 90,496 △ 2.6

3 利子割交付金 521,523 0.1 508,506 0.1 13,017 2.6

4 配当割交付金 1,465,727 0.2 635,649 0.1 830,078 130.6

5 株式等譲渡所得割交付金 696,099 0.1 161,843 0.0 534,256 著増

6 地方消費税交付金 15,373,777 2.5 11,965,890 2.0 3,407,887 28.5

7 ゴルフ場利用税交付金 33,416 0.0 33,647 0.0 △ 231 △ 0.7

8 自動車取得税交付金 695,654 0.1 1,640,751 0.3 △ 945,097 △ 57.6

9 軽油引取税交付金 3,744,379 0.6 3,911,985 0.6 △ 167,606 △ 4.3

10 地方特例交付金 1,079,799 0.2 1,146,952 0.2 △ 67,153 △ 5.9

11 地方交付税 1,818,138 0.3 1,460,758 0.2 357,380 24.5

12 交通安全対策特別交付金 451,114 0.1 424,299 0.1 26,815 6.3

13 分担金及び負担金 10,868,092 1.8 10,145,838 1.7 722,254 7.1

14 使用料及び手数料 15,180,597 2.5 15,639,959 2.6 △ 459,362 △ 2.9

15 国庫支出金 102,403,718 16.6 97,996,193 16.4 4,407,525 4.5

16 県支出金 20,606,861 3.3 19,482,172 3.3 1,124,689 5.8

17 財産収入 4,238,774 0.7 3,016,155 0.5 1,222,619 40.5

18 寄附金 593,458 0.1 415,715 0.1 177,743 42.8

19 繰入金 19,046,689 3.1 24,757,317 4.1 △ 5,710,628 △ 23.1

20 繰越金 100,000 0.0 100,000 0.0 － －

21 諸収入 46,753,836 7.6 47,134,032 7.9 △ 380,196 △ 0.8

22 市債 75,759,000 12.3 69,904,000 11.7 5,855,000 8.4

　歳 入 合 計 617,116,662 100.0 598,409,068 100.0 18,707,594 3.1

 　    款

構成比 構成比 増△減率

平成２６年度 平成２５年度 比　　　　較
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３　一般会計歳出予算（款別）

　　　　　（単位：千円）

 　

予 算 額 予 算 額 増△減額 特定財源

1 議  会  費 1,695,310 0.3 % 1,712,199 0.3 % △ 16,889 △ 1.0 % 629 1,694,681

2 総  務  費 47,225,357 7.7 46,667,719 7.8 557,638 1.2 11,109,675 36,115,682

3 市  民  費 6,614,152 1.1 6,164,884 1.0 449,268 7.3 1,006,000 5,608,152

4 こ ど も 費 88,371,236 14.3 82,313,982 13.8 6,057,254 7.4 42,110,723 46,260,513

5 健康福祉費 131,669,975 21.3 130,137,870 21.7 1,532,105 1.2 71,342,588 60,327,387

6 環  境  費 21,264,431 3.4 20,101,030 3.4 1,163,401 5.8 9,991,279 11,273,152

7 経済労働費 35,505,013 5.8 35,613,411 6.0 △ 108,398 △ 0.3 32,235,533 3,269,480

8 建設緑政費 34,844,502 5.6 30,160,200 5.0 4,684,302 15.5 27,823,846 7,020,656

9 港  湾  費 10,950,939 1.8 8,200,012 1.4 2,750,927 33.5 10,937,013 13,926

10 まちづくり費 25,864,618 4.2 24,000,631 4.0 1,863,987 7.8 21,583,373 4,281,245

11 区 役 所 費 15,701,839 2.5 14,519,721 2.4 1,182,118 8.1 4,529,958 11,171,881

12 消  防  費 17,719,318 2.9 16,439,814 2.7 1,279,504 7.8 3,121,411 14,597,907

13 教  育  費 43,972,978 7.1 48,403,844 8.1 △ 4,430,866 △ 9.2 13,448,418 30,524,560

14 公  債  費 72,036,418 11.7 74,356,234 12.4 △ 2,319,816 △ 3.1 3,687,858 68,348,560

15 諸 支 出 金 63,180,576 10.2 59,117,517 9.9 4,063,059 6.9 5,288,586 57,891,990

16 予　備　費 500,000 0.1 500,000 0.1 － － － 500,000

617,116,662 100.0 598,409,068 100.0 18,707,594 3.1 258,216,890 358,899,772歳出合計 

平成２６年度の財源内訳

一般財源構成比 構成比 増△減率

平成２６年度 平成２５年度 比　　　　較

   款
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４　一般会計自主依存財源別予算

　　　　　（単位：千円）

予 算 額 予 算 額 増△減額

市税 292,246,888 47.3 % 284,397,788 47.5 % 7,849,100 2.8 %

自
分担金及び負担金 10,868,092 1.8 10,145,838 1.7 722,254 7.1

使用料及び手数料 15,180,597 2.5 15,639,959 2.6 △ 459,362 △ 2.9

主
財産収入 4,238,774 0.7 3,016,155 0.5 1,222,619 40.5

寄附金 593,458 0.1 415,715 0.1 177,743 42.8

財
繰入金 19,046,689 3.1 24,757,317 4.1 △ 5,710,628 △ 23.1

繰越金 100,000 0.0 100,000 0.0 － －

源
諸収入 46,753,836 7.6 47,134,032 7.9 △ 380,196 △ 0.8

   小    計    389,028,334 63.1 385,606,804 64.4 3,421,530 0.9

地方譲与税 3,439,123 0.5 3,529,619 0.6 △ 90,496 △ 2.6

利子割交付金 521,523 0.1 508,506 0.1 13,017 2.6

配当割交付金 1,465,727 0.2 635,649 0.1 830,078 130.6

株式等譲渡所得割交付金 696,099 0.1 161,843 0.0 534,256 著増

依
地方消費税交付金 15,373,777 2.5 11,965,890 2.0 3,407,887 28.5

ゴルフ場利用税交付金 33,416 0.0 33,647 0.0 △ 231 △ 0.7

存
自動車取得税交付金 695,654 0.1 1,640,751 0.3 △ 945,097 △ 57.6

軽油引取税交付金 3,744,379 0.6 3,911,985 0.6 △ 167,606 △ 4.3

財
地方特例交付金 1,079,799 0.2 1,146,952 0.2 △ 67,153 △ 5.9

地方交付税 1,818,138 0.3 1,460,758 0.2 357,380 24.5

源
交通安全対策特別交付金 451,114 0.1 424,299 0.1 26,815 6.3

国庫支出金 102,403,718 16.6 97,996,193 16.4 4,407,525 4.5

県支出金 20,606,861 3.3 19,482,172 3.3 1,124,689 5.8

市債 75,759,000 12.3 69,904,000 11.7 5,855,000 8.4

   小    計    228,088,328 36.9 212,802,264 35.6 15,286,064 7.2

 合        計 617,116,662 100.0 598,409,068 100.0 18,707,594 3.1

　 区　　　分
構成比 構成比 増△減率

平成２６年度 平成２５年度 比　　　　較
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５　一般会計歳出性質別予算

　　　　　（単位：千円）

予 算 額 予 算 額 増△減額

義 93,029,388 15.1 % 95,954,182 16.0 % △ 2,924,794 △ 3.0 %

務 一般職給与費 65,713,088 10.6 66,729,044 11.2 △ 1,015,956 △ 1.5

的 150,111,520 24.3 144,331,684 24.1 5,779,836 4.0

経 71,544,758 11.6 73,943,936 12.4 △ 2,399,178 △ 3.2

費 314,685,666 51.0 314,229,802 52.5 455,864 0.1

99,534,205 16.1 89,538,342 15.0 9,995,863 11.2

補助事業費 49,462,616 8.0 44,495,356 7.5 4,967,260 11.2

単独事業費 50,071,589 8.1 45,042,986 7.5 5,028,603 11.2

89,910 0.0 　－ 　－ 89,910 皆増

－ 　－ 　－ 　－ 　－ 　－

99,624,115 16.1 89,538,342 15.0 10,085,773 11.3

66,439,304 10.8 63,468,202 10.6 2,971,102 4.7

そ 6,736,083 1.1 6,896,026 1.2 △ 159,943 △ 2.3

の 58,165,361 9.4 54,582,103 9.1 3,583,258 6.6

他 1,037,363 0.2 1,275,604 0.2 △ 238,241 △ 18.7

の 5,411,082 0.9 4,020,948 0.7 1,390,134 34.6

経 33,786,798 5.5 34,360,655 5.7 △ 573,857 △ 1.7

費 31,230,890 5.0 30,037,386 5.0 1,193,504 4.0

202,806,881 32.9 194,640,924 32.5 8,165,957 4.2

617,116,662 100.0 598,409,068 100.0 18,707,594 3.1

292,246,888 47.3 284,397,788 47.5 7,849,100 2.8

31.8 　－ 33.7 　－ 　－ 　－

　小　　計

　　合　　　　計

市 税 予 算 額

市税予算額に対する
人件費比率(%)

物　件　費

維持補修費

補 助 費 等

繰　出　金

積　立　金

投資及び出資金

貸　付　金

増△減率

平成２６年度 平成２５年度 比　　　　較

　小　　計

　小　　計

投
　
資
　
的
　
経
　
費

 区　　　分
構成比 構成比

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

人　件　費

扶　助　費

公　債　費
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６　一般会計市税予算

　　　　　（単位：千円）

予 算 額 予 算 額 増△減額

135,044,843 46.2 % 130,699,734 45.9 % 4,345,109 3.3 %

個 人 113,433,944 38.8 112,290,573 39.5 1,143,371 1.0

法 人 21,610,899 7.4 18,409,161 6.4 3,201,738 17.4

114,819,557 39.3 111,688,871 39.3 3,130,686 2.8

563,806 0.2 538,868 0.2 24,938 4.6

9,623,333 3.3 9,946,242 3.5 △ 322,909 △ 3.2

2 0.0 2 0.0 　　　　　－ 　　　－

751 0.0 479 0.0 272 56.8

8,253,424 2.8 8,204,695 2.9 48,729 0.6

23,941,172 8.2 23,318,897 8.2 622,275 2.7

292,246,888 100.0 284,397,788 100.0 7,849,100 2.8

都 市 計 画 税

合           計

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

入 湯 税

事 業 所 税

平成２６年度 平成２５年度 比　　　　較

特 別 土 地 保 有 税

構成比 構成比 増△減率

区　　　　分

市 民 税

固 定 資 産 税

2517

2619

2822
2888 2890

2727
2796 2794

2844
2922

2000

2200

2400

2600

2800

3000

3200

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

市税（全体）の推移

848

966

1110 1126
1185

1088 1089 1112 1123 1134

197 227 265
291

212

113
171 177 184 216

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

個人及び法人の市民税の推移

個人 法人

億円億円
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７　市債の状況（一般会計・全会計）

（１）一般会計

（単位：億円，％）

  

対前年度比 対前年度比 対前年度比 対前年度比 対前年度比

764 △ 3.9 771 0.9 719 △ 6.8 744 3.5 720 △ 3.2

819 25.0 766 △ 6.5 714 △ 6.8 699 △ 2.1 758 8.4

13.4 12.4 12.0 11.7 12.3

決算額 決算額 決算額 見込額 見込額

9,648 3.7 9,700 0.5 9,902 2.1 10,224 3.3 10,584 3.5

（494,959） （485,169） （488,181） （502,459） （517,165）

市民一人あたり 682,229円 679,869円 691,297円 709,739円 729,905円

決算額 決算額 決算額 見込額 見込額

8,531 1.7 8,515 △ 0.2 8,507 △ 0.1 8,698 2.2 8,902 2.3

（434,569） （427,134） （423,063） （430,679） （438,536）

市民一人あたり 603,245円 596,775円 593,891円 603,839円 613,920円

＊　市民一人あたり市債残高算出の際の人口は、年度当初4月1日現在、平成26年度は平成26年1月1日現在の推計人口(1,450,097人)による。

＊　市民一人あたりの上段(  )内は、減税補てん債、臨時税収補てん債、臨時財政対策債及び退職手当債を除いた数値。

（２）全会計

（単位：億円，％）

  

対前年度比 対前年度比 対前年度比 対前年度比 対前年度比

1,652 △ 7.7 1,833 10.9 1,496 △ 18.4 1,672 11.8 1,789 7.0

決算額 決算額 決算額 見込額 見込額

15,036 1.4 15,021 △ 0.1 15,142 0.8 15,371 1.5 15,689 2.1

市民一人あたり 1,063,240円 1,052,787円 1,057,094円 1,067,100円 1,081,927円

決算額 決算額 決算額 見込額 見込額

13,797 △ 0.2 13,692 △ 0.8 13,579 △ 0.8 13,690 0.8 13,864 1.3

市民一人あたり 975,657円 959,633円 947,976円 950,408円 956,075円

＊　市民一人あたり市債残高算出の際の人口は、年度当初4月1日現在、平成26年度は平成26年1月1日現在の推計人口(1,450,097人)による。

市 債 残 高
（減債基金積立分を控除）

（当初予算ベース）
市　債　発　行　額

市 債 残 高

平成22年度 平成23年度

市 債 残 高
（減債基金積立分を控除）

市 債 残 高

平成22年度

（当初予算ベース）
公　　債　　費

（当初予算ベース）
市　債　発　行　額

（当初予算ベース）
市　債　依　存　度

平成24年度

平成24年度

平成23年度 平成26年度

平成26年度

平成25年度

平成25年度
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８　基金残高の状況

庁舎整備基金 5,097 5,159

国際交流基金 120,751 120,951

財政調整基金 2,567,693 2,613,377

減債基金 168,548,812 182,826,193

文化振興基金 329,557 333,057

災害遺児等援護事業基金 223,291 231,291

川崎市藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム事業基金 18,706 10,904

勤労者福祉共済事業基金 80,362 67,445

競輪施設等整備事業基金 2,217,195 1,409,194

競輪事業運営基金 1,748,242 1,649,022

地域環境保全基金 400,000 400,000

資源再生化基金 898,892 899,392

地球環境保全基金 2,238 3,264

緑化基金 2,909,243 2,899,431

等々力陸上競技場整備基金 135,655 207,882

公害健康被害補償事業基金 413,372 390,711

民間社会福祉事業従事者福利厚生等事業基金 67,000 67,000

老人福祉施設事業基金 109,412 122,065

心身障害者福祉事業基金 252,829 253,829

長寿社会福祉振興基金 404,410 314,114

介護保険給付費準備基金 2,310,598 1,283,197

東日本大震災被災者等支援基金 11,748 -                

都市整備事業基金 1,440,093 329,019

鉄道整備事業基金 9,063,408 9,172,163

市営住宅等敷金基金 830,305 820,648

市営住宅等修繕基金 5,471,924 4,874,306

港湾整備事業基金 3,434,138 3,081,119

奨学事業基金 38,710 38,710

学校施設整備基金 73,155 74,031

土地開発基金 680,963 696,937

 合        計 204,807,799 215,194,411

＊　各基金の千円未満切り捨て。

　（単位：千円）

平成２５年度末現在高見込基金名称 平成２６年度末現在高見込
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　　　９　市民１人あたりの予算の使いみち（一般会計）

市民１人あたり 構成比 市民１人あたり 構成比

千円 円 ％ 千円 円 ％

保健・医療・福祉の充実に 169,482,932 116,877 27.5% 167,432,061 116,262 28.0%

93,840,111 64,713 15.2% 87,073,287 60,462 14.5%

92,959,566 64,106 15.1% 87,331,600 60,642 14.6%

学校教育と生涯学習に 52,115,677 35,940 8.4% 56,658,517 39,343 9.5%

地域経済の発展に 36,725,467 25,326 6.0% 36,894,484 25,619 6.2%

計画的なまちづくりに 34,226,522 23,603 5.5% 33,957,622 23,580 5.7%

行政運営に 30,818,936 21,253 5.0% 31,174,990 21,648 5.2%

環境・リサイクルに 27,617,430 19,045 4.5% 26,795,410 18,606 4.5%

区政の振興に 17,966,944 12,390 2.9% 16,822,414 11,681 2.8%

港湾の整備に 16,533,620 11,402 2.7% 13,914,631 9,662 2.3%

共生と参加のまちづくりに 9,566,376 6,597 1.5% 9,280,008 6,444 1.5%

交通・水道の経営安定に 1,914,754 1,320 0.3% 2,631,032 1,827 0.4%

その他 33,348,327 22,997 5.4% 28,443,012 19,750 4.8%

617,116,662 425,569 100.0% 598,409,068 415,526 100.0%

＊　予算額には、それぞれの事業の財源として過去に発行した市債の返済額などを含む。

道路・公園緑地・河川・下水道
の整備と安全なまちづくりに

区　　　　分

平成２６年度 平成２５年度

子育ての支援に

(H26.1.1現在推計人口） 1,450,097 人 (H25.1.1現在推計人口） 1,440,124　人

合        計

人　　　　口

保健・医療・福祉

の充実に

116,877円

27.5%

道路・公園緑地

・河川・下水道

の整備と安全な

まちづくりに

64,713円

15.2%
子育ての支援に

64,106円
15.1%

学校教育と

生涯学習に

35,940円
8.4%

地域経済の発展に

25,326円
6.0%

計画的な

まちづくりに

23,603円

5.5%

行政運営に

21,253円
5.0%

環境・

リサイクルに

19,045円
4.5%

区政の振興に

12,390円
2.9%

港湾の整備に

11,402円
2.7%

共生と参加の

まちづくりに

6,597円
1.5%

交通・水道の

経営安定に

1,320円
0.3%

その他

22,997円
5.4%

市民１人あたりの

歳出総額

４２５，５６９円
（１００％）

※平成26年１月１日現在の推計人口による。
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２ ５ 川 財 財 第 ３ ０ ２ 号  
平 成 ２ ５ 年 １ ２ 月 ３ 日  

各 局 室 区 長 様 
副市長  砂 田 慎 治  
副市長  三 浦   淳  
副市長  齋 藤 力 良  

 

平成 26 年度予算編成について 

平成 26 年度の予算編成を、次により進めるよう通知する。 

 

１ 経済状況と国の動向 

国において、景気低迷からの早期脱却に向け経済対策が強力に推進されている。 

月例経済報告によれば、「景気は、企業収益の改善や個人消費の持ち直しなどを背景に、緩やかに

回復しつつあり、先行きについては、輸出が持ち直しに向かい、各種政策の効果が発現するなかで、

家計所得や投資の増加傾向が続き、景気回復の動きが確かなものになると期待される」とされてい

る。 

一方、同報告では、「米国の政策動向による影響や欧州政府債務問題等に留意が必要であり、海外

景気の下振れが、引き続き我が国の景気を下押しするリスクとなっている」とされている。 

また、平成 26年度においては、「消費税率引上げ」や、子ども・子育て支援新制度の導入等の「社

会保障制度の改革」など、制度改革が予定されており、今後ともその動きをしっかりと注視してい

く必要がある。 

 

２ 本市の財政状況と今後の見通し 

本市財政は、平成 24年度決算においては、市税収入が前年度と比べ減収となる一方で、扶助費が

過去最大となるなどにより、減債基金からの新規借入れを当初予算額からは圧縮したものの 67億円

活用したところである。平成 25 年度予算においても、市税の大幅な増加が見込めない中で、市民生

活に必要なサービスを安定的に提供するため、減債基金から 60億円の新規借入れにより収支不足へ

の対応を図っており、依然として厳しい状況にある。 

また、本年９月に算定した「財政収支の中長期推計」においては、一定の経済成長と職員削減な

どを見込んだ最も楽観的なケースの収支推計（資料１）においても、平成 26年度は、101 億円の収

支不足が見込まれており、その後も、生活保護、こども・子育て、高齢者、障害者福祉といった社

会保障関係経費の増加などから、さらなる収支不足の拡大も見込まれるなど、今後も本市財政は厳

しい状況が続くものと想定される。 

 

３ 予算編成の基本的な考え方 

このような厳しい財政状況の中においても、少子高齢化が及ぼす社会保障関係経費の増大や、国

の制度変更をはじめとする社会経済環境の変化に、的確かつ迅速に対応することが必要であり、平

成 26 年度予算については、市長の進める政策及び本市財政状況等を踏まえ、次の考え方に基づいて

予算編成に取り組むものとする。 

（１）「川崎を一歩先へ、もっと先へ」進める政策の早期かつ着実な推進 

我が国全体が直面している少子高齢化は、人口増加を続けている本市においても例外ではなく、

この少子高齢化の一層の進展や社会環境の変化を背景として、行政需要はこれまでにも増して多

様化・高度化してきている。 

こうした課題に的確に対応するとともに、「安心のふるさと」と「力強い産業都市」が調和し、

日本一幸せのあふれる「最幸」のまちとなるよう、「川崎を一歩先へ、もっと先へ」進めるまちづ

くりが必要であり、次に掲げる主要な政策などに沿って、その実現に向けた取組を早期かつ着実

に推進することとする。 
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＜主要政策＞ 

◯「安心のふるさと」づくり 

・子育て環境 

・教育改革 

・安心いきいき社会 

・都市整備 

・防災対策 

・市役所の改革 

◯「力強い産業都市」づくり 

・首都圏全体の機能分担 

・世界と競うまち 

（２）持続可能な行財政基盤の確立 

多様化・高度化する行政需要に的確に対応するとともに、新たな施策を推進するためには、限

られた財源の効率的・効果的な配分などの、財政の健全化に向けた取組を着実に推進することに

より、持続可能な行財政基盤を確立することが必須である。 

財政収支推計等を踏まえた中長期的視点にたって施策・事業の調整を進める一方、これまでの

改革の取組成果を確実に予算に反映させるとともに、全職員が、市民感覚と市民目線にたち、知

恵と工夫とやる気をもって、メリハリのある改革を進め、新たな課題についても、迅速かつ柔軟

な対応を図るものとする。 

 

４ 予算編成に際しての留意点 

基本的な考え方を踏まえ、具体的に以下の点に留意し、予算編成を進めるものとする。 

（１）主要政策の具現化 

「待機児童の解消」などの主要政策の具現化及びその早期かつ着実な推進に向けて所要の予

算措置を講じる。 

（２）区への分権推進 

「身近な課題は身近なところで解決する」という市民自治の考え方に基づき、区役所が主体

的に課題を解決するために、区と関係局との連携のもと、その推進に向けて所要の措置を講じ

る。 

（３）事業の重点化 

限られた財源を効率的・効果的に配分するため、主要政策などに沿って、優先順位を明確化

させるなど徹底した事業の重点化を進める。 

（４）民間資金活用などの事業手法の見直し 

市民感覚と市民目線から事務事業の見直しを積極的に進める。 

見直しにあたっては、決算分析や事業進捗の検証とともに、施策評価等の結果を十分に反映

させる。 

また、サービスの安全性・継続性の確保や費用対効果などを考慮しつつ、さらなる民間活用

に向けた事業手法等の検討を進め、民間資金等のより柔軟な活用を図る。 

（５）財源の確保に向けた取組の推進 

市有財産の有効活用など、新たな財源の確保に努めるとともに、川崎市債権管理条例の趣旨

を踏まえ、負担の公平性の観点から債権確保に努め、さらなる収納率の向上に向けて、なお一

層の取組を推進する。 

（６）適切な市債の活用 

市債については、世代間の負担の公平性という趣旨を踏まえ、適切な活用を図る。 

また、各局区においては、「款別公債費配分表」（資料２）により債務残高を認識したうえで、

適正かつ効果的な市債活用を図る。 

さらに、財政健全化判断比率等の財政指標に留意するなど、後年度の負担に十分配慮する。 

（７）国の制度変更等への的確な対応 

国の予算編成や地方財政対策、社会保障・税一体改革など制度変更等に対して、その動向の

把握に努め、迅速かつ的確な対応を図る。 

特に、平成 26 年４月からの消費税率引上げに関しては、その影響を十分精査するとともに、

社会保障制度の改革の動向について、情報収集に努め、適確な対応を図る。 
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（資料１）

　　　　　今後５年間の収支推計（一般財源ベース）

　この収支推計は、本年９月に算定した「財政収支の中長期推計」におけるＡ①のパターン。

（単位：億円）

H25
予算

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

市税 2,844 2,888 2,931 2,985 3,042 3,072

その他 505 493 486 462 438 435

歳入計　A 3,349 3,381 3,417 3,447 3,480 3,507

人件費 838 821 822 843 836 826

扶助費 535 553 572 588 605 623

公債費 683 690 711 717 716 730

投資的経費 119 149 149 149 149 149

その他経費 1,234 1,269 1,297 1,319 1,339 1,357

歳出計  B 3,409 3,482 3,551 3,616 3,645 3,685

収支額　C=A-B -60 -101 -134 -169 -165 -178

※減債基金からの借入金及び返還金は含んでいません。

※従来手法の財源対策（退職手当債、行政改革等推進債、国保会計繰出金未計上）は反映済です。

※Ａ①のパターンの算定条件は次のとおり

　　・経済指標として国の「中長期の経済財政に関する試算」の「経済再生ケース」を使用

　　・人件費は、定年退職予定数の1/3の職員数削減があるものとして所要額を算定

　　・公債費は、現行の利率のままで、これまでの発行額及び新規発行額の見通しから算定

　　・投資的経費は、平成25年度予算と同額

　　・扶助費及びその他経費は、現行の1人あたり等の経費額のままで、過去の推移や将来人口推計などから算定
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（資料２）

（単位：億円）

Ｈ２４末対外
債務残高

Ｈ２４末減債
基金残高

Ｈ２４末実質
債務残高

款 名 市 債 区 分 A B A－B Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

議会費 － 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総務費 総務債 335 37 298 26 28 25 24 24 23

市民費 市民債 354 60 294 26 26 24 25 24 22

こども費 こども債 139 11 128 8 9 8 8 8 14

健康福祉費 健康福祉債 418 45 373 33 36 38 29 28 44

環境費 環境債 331 50 281 34 29 31 23 23 23

経済労働費 経済労働債 66 6 60 4 3 4 3 4 4

建設緑政費 建設緑政債 2,512 386 2,126 178 177 189 164 154 153

港湾費 港湾債 603 61 542 51 52 51 47 42 41

まちづくり費 まちづくり債 1,072 149 923 71 72 70 68 65 72

区役所費 区役所債 66 11 55 7 8 7 7 6 3

消防費 消防債 143 24 119 14 14 12 10 9 8

教育費 教育債 912 85 827 72 79 75 67 67 82

公債費 2,909 462 2,447 186 170 187 181 192 197

　
臨時税収補てん債 28 1 27 5 5 5 5 5 5

減税補てん債 794 166 628 57 55 54 53 52 52

臨時財政対策債 1,897 287 1,610 116 101 111 115 117 122

退職手当債 190 8 182 8 9 17 8 18 18

諸支出金 諸支出債 42 8 34 3 4 3 3 3 3

予備費 － 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9,902 1,395 8,507 715 706 724 659 648 688

※Ｈ２４までに発行したものに係る公債費である（Ｈ２５以降の新発債は考慮していない）

※公債費には元金、利子、諸費を含む

※元金は償還額から借換債を控除し、減債基金積立、取崩額を考慮している

※利子には割引利子、一時借入利子を含まない

※諸費は償還手数料のみ算入している

款別公債費配分表（～H２９）

区 分 公 債 費

合 計
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はじめに 

 

我が国においては人口減少が始まっている中、本市においては、当面は人口

増加が見込まれますが、少子高齢化は確実に進展します。 

また、日本経済は政策効果の発現などにより景気が緩やかに回復しておりま

すが、中長期的には生産年齢人口の減少に加えて環境・資源制約などの課題が

あり、さらに、国・地方の財政状況についても長期債務残高がＧＤＰの２倍に

達すると見込まれています。 

このような厳しい社会経済状況においても、市民の皆様から寄せられる様々

な課題を的確に解決するとともに、本市を取り巻く環境変化に機動的に対応し、

川崎を幸せのあふれるまち、「最幸」のまちとしていくためには、メリハリのあ

る行財政改革の取組により、効率的・効果的な行政体制や持続可能な行財政基

盤を構築し、限られた財源や資源を最大限に活用していく必要があります。 

「行財政運営に関する改革プログラム」は、これまでの行財政改革の取組や

経過を踏まえて、切れ目のない改革の推進に向けて、公共サービスにおける民

間部門の更なる活用や効率的な行政運営に向けた組織体制の整備を始めとした

市役所の内部改革などについて、今後２年間の具体的な取組を明らかにするた

めに策定いたしました。 

今後、このプログラムに基づき、全職員が一丸となって不断の改革を計画的

かつ着実に推進してまいりたいと考えておりますので、市政運営に対し、皆様

の御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

川崎市長 福田 紀彦 
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第１章 基本的な考え方 

１ 現状と課題 

（１）人口の推移と少子高齢化 

我が国は、既に人口減少社会に突入しており、今後も人口減少は加速度的に

進行し、急激に少子高齢化が進展します。 

本市の人口は、これまで継続的に増加し、2013（平成 25）年 10 月時点で 144.8

万人となっていますが、同時に 65 歳以上の老年人口の割合も上昇を続けてき

ました。 

本市で実施した直近の将来人口推計によれば、今後、2030（平成 42）年を

ピークに 150.8 万人まで増加を続け、その後、減少に転じ、2050（平成 62）

年には 141.4 万人まで減少すると想定されています。また、65 歳以上の老年

人口は 2013（平成 25）年の 26.3 万人から 2030（平成 42）年の 33.9 万人とな

り、人口に占める割合も 18.3％から 22.5％へと大きく上昇し、いわゆる超高

齢社会を迎え、さらには、町丁単位や住宅団地等の狭い地域における著しい高

齢化も懸念されています。 

本市においては、少子高齢化の進展とともに、全国的には既に人口減少期を

迎えている中で当面は人口増加が継続するという状況であり、やがて到来する

人口減少に備えながら人口増加に対応していくという難しい取組を進めてい

く必要があります。 

 

図表 1 川崎市の人口の推移 

出典：川崎市年齢別人口（2013（平成 25）年 11 月） 

各年 10 月 1 日現在
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図表 2 川崎市将来人口推計（表） 

出典：川崎市総合企画局（2010（平成 22）年 4 月） 

 

図表 3 川崎市将来人口推計（グラフ） 

 

出典：川崎市総合企画局（2010（平成 22）年 4 月） 

 

  

各年 10 月 1 日現在 

各年 10 月 1 日現在
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（２）経済情勢と財政状況 

日本経済は、政策効果の発現などにより景気が緩やかに回復していますが、

中長期的には、生産年齢人口の減少に加えて環境・資源制約などから、厳しい

経済環境にあります。 

国の財政は、2014（平成 26）年度予算においては景気回復と消費税増税に

より歳入増が見込まれるものの歳出の 4 割以上を国債で賄っており、2013（平

成 25）年度末には国及び地方の長期債務残高がＧＤＰの 2 倍に達すると見込

まれるという厳しい状況にあります。 

こうした社会経済情勢の中で、本市の市税収入については、2014（平成 26）

年度においてはようやく世界的な経済危機による過去最大の落ち込み以前の

水準への回復が見込まれるものの、中長期的には人口減少社会に突入する中で、

今後、大きく増加が見込める状況にはありません。 

一方で、これまでの行財政改革の取組において、職員数の削減等により人件

費は着実に減少していますが、就労支援等に取り組んでいるものの高齢者世帯

の増加などにより生活保護扶助費は高止まりしており、また、保育需要への対

応を図るための民間保育所運営費の増加などにより扶助費が増加しているこ

とから、義務的経費は増加傾向にあります。 

本市では、2010（平成 22）年度予算以降、減債基金からの借入れにより収

支不足への対応を図っており、2012（平成 24）年度決算においては、固定資

産税の評価替えの影響により市税収入が落ち込む中、扶助費を始め増大する行

政需要にしっかりと対応したことなどから、減債基金から 67 億円（当初予算

計上 95 億円）を借り入れたところです。 

2014（平成 26）年度予算においては、市税収入が増加する中、組織体制の

整備や事務事業の見直しを始めとする改革の取組や事業重点化等を進め、限ら

れた財源を効率的・効果的に配分することにより、市民生活に必要な行政サー

ビスを提供するとともに、減債基金からの新規借入れを計上せずに収支均衡を

図ることができました。 

しかしながら、減債基金からの借入金の返済が将来的な課題として残ってお

り、また、少子高齢化の一層の進展や、災害リスクの顕在化やエネルギー構造

の転換等に伴い増大する行政需要に的確に対応していく必要があることなど

から、今後とも本市財政は厳しい状況が続くものと見込まれます。 

また、2014（平成 26）年 4 月からの消費税率引上げや社会保障制度の改革

が本市財政にどのような影響を及ぼすのかについても引き続き注視していく

必要があります。 
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図表 4 市税収入の推移（当初予算）（単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5 義務的経費の性質別推移と歳出予算に占める割合（単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6 扶助費予算額と当初予算に占める割合の推移（単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）の関係で、合計額が一致しないことがあります。 
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２ 策定の方向性 

本市に求められる行政需要はこれまで以上に増大・多様化しており、こうし

た様々なニーズに的確に対応し、「最幸のまち」を実現していくためには、メ

リハリのある行財政改革により、効率的・効果的な行政体制や持続可能な行財

政基盤を構築し、限られた財源や資源を最大限に活用することが不可欠です。 

これまで、本市の行財政改革の取組は、新総合計画「川崎再生フロンティア

プラン」との連携を図りながら進めてきましたが、今後、新たな総合計画の策

定作業を進めるに際しては、「対話」と「現場主義」を基本に、徹底したプロ

セス重視と参加手法の積極的導入に向けて、十分な期間を確保する必要があり

ます。 

一方で、社会状況の変化に対応するため、これまでの取組や経過を踏まえて

切れ目のない改革を推進する必要があることから、公共サービスにおける民間

部門の更なる活用や効率的な行政運営に向けた組織体制の整備などの市役所

の内部改革などについては、新たな総合計画の策定に先行して「行財政運営に

関する改革プログラム」を策定することで、具体的な取組を明らかにし、全職

員が一丸となって計画的かつ着実に推進していきます。 

また、市民生活に直接影響がある市民サービスなどについては、改革の目的

や効果を明らかにした上で、市民や議会を始めとして、多くの方々の意見を聴

きながら見直しを進める必要があることから、新たな総合計画の策定作業と連

携して、行財政改革に関する計画として策定作業を進めていきます。 

   

３ 対象期間 

2014（平成 26）年度及び 2015（平成 27）年度の 2 か年とします。 
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第２章 多様な行政課題に対応する執行体制の構築 

 

本市における 2012（平成 24）年度の「普通会計」部門1における人口千人当

たりの職員数は 7.32 人2であり、12 都市3の平均値を上回っていますが、総務・

企画、税務、土木などの「一般管理」部門については 12 都市の平均値を下回

っています。 

一方で、「保育所」部門や「清掃」部門については、高度成長の中で急増す

る市民サービスに対応するために保育所運営やごみ収集・処理等を直営により

実施する必要があったことから多くの職員を配置してきました。これまでの行

財政改革の取組による保育所の民営化や資源物収集業務の委託化等により着

実に減少していますが、いまだに 12 都市の平均値を大きく上回っています。 

 

図表 7 人口千人当たり職員数（「普通会計」部門） 図表 8 人口千人当たり職員数（「一般管理」部門） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 全会計のうち各都市によって異なる状況にある「公営企業等会計」を除いたもの 
2 「地方公共団体定員管理調査（総務省）」から算出 
3 2003（平成 15）年 3 月以前から指定都市であった札幌市、仙台市、千葉市、横浜市、名

古屋市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市、川崎市 
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図表 9 人口千人当たり職員数（「保育所」部門）   図表 10 人口千人当たり職員数（「清掃」部門） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、行政需要の多様化・高度化が進む中で、新たな行政需要や市民ニーズ

に的確に対応していくために必要な執行体制については充実を図る一方で、市

場が成熟している分野における民間部門の活用や社会状況の変化等を踏まえ

た体制の見直しについては継続して推進するなど、効率的・効果的な行政体制

を構築していく必要があります。 

特に、「保育所」部門及び「清掃」部門については、当面 10 年程度の期間を

目途に、次の考え方により計画的かつ重点的に執行体制の見直しを進めます。 

 

○「保育所」部門  

高まる保育需要や多様な保育ニーズに対応するとともに、効率的・効果的な

保育所運営を構築するため、保育所の運営は民間部門による運営を基本とし、

直営で運営している保育所は、保育需要の動向や施設の状況、サービス提供の

担い手となる民間部門の状況、職員の退職動向等を考慮しながら、毎年 5 園か

ら 3 園程度を順次民営化していきます。また、直営で運営している保育所につ

いて、各区につき 3 園を「新たな公立保育所」として位置付け、「地域におけ

る子ども・子育て支援」、「民間保育所等への支援」及び「公・民保育所の人材

育成」の 3 つの機能を担い、市全体の保育サービスの質の維持・向上を図りま

す。 

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

‘03 ‘04 ‘05 ‘06 ‘07 ‘08 ‘09 ‘10 ‘11 ‘12

（人）

川崎市

平均値

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

‘03 ‘04 ‘05 ‘06 ‘07 ‘08 ‘09 ‘10 ‘11 ‘12

（人）

川崎市

平均値

- 164 -



 

 

 

○「清掃」部門  

  ごみ処理に係るコストが高く、改革効果が高い資源物収集業務については、

民間部門によることを基本とし、引き続き委託化等の取組を進めていきます。 

 普通ごみ収集業務については、分別排出指導の徹底、非常時におけるライフ

ライン、サービスの質を維持するモニタリング機能等を確保しつつ、資源物収

集業務の委託化等の進捗を踏まえ、民間部門の活用について検討を進めること

とし、将来的な執行体制については、非常時に備え、通常時から市内全地域の

ごみ排出状況が把握可能な体制の維持を前提に、担い手となる民間部門の育成

を図りながら検討していきます。 

  ごみ処理業務については、焼却ごみ量の削減を進める中で、現在 4 か所の

焼却処理施設を 3 か所にするとともに、運転操作業務については、危機管理

やモニタリング体制の確保の観点を踏まえながら、引き続き委託化に向けた

検討を進めます。 
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１ 民間部門の活用 

公の施設の管理運営における指定管理者制度の導入など、規制緩和・民間開

放の流れの中で、全国的にも公共サービスにおける民間部門の活動領域は拡大

傾向にあり、また、公共サービスの担い手として、民間企業だけではなく、市

民団体やＮＰＯ法人などの多様な提供主体が着実に成長を遂げています。 

このような状況下においては、行政には、サービスを直接提供するという役

割から、安全で安心できるサービスが安定的に提供されるよう、事業目的を明

確化し、必要なサービスの水準を設定した上で、民間部門が提供するサービス

のモニタリング・評価を行う役割が求められています。 

法令上の制限や市民の生命・安全に関する危機管理・緊急対応の必要性を踏

まえながら、行政として直接提供する市民サービスの必要性や市場の成熟度な

どの社会経済情勢の変化に合わせ、それぞれのサービスにおける「公」の責任

や関与の明確化を図り、「公」と「民」との適切な役割分担を構築することで、

公の施設の管理運営体制の見直しや公共サービス提供における民間部門の活

用などの民間活力の導入を図ります。 

なお、指定管理者制度については、市民サービスが安定的かつ継続的に提供

されることを前提として、外部の有識者で構成される民間活用推進委員会を活

用し、サービスの質の向上や財政的な効果の見込みについて施設ごとに検証し

た上で導入を検討するとともに、民間事業者の力を最大限活用し、市民サービ

スの向上や管理運営経費の縮減などを図っていけるように運用の見直しを行

います。 

 

（１）公の施設の管理運営 

 

具体的な取組 内容 

保育所の民営化  市が直接運営する既存保育所のうち一部を「新たな公立保育所」とし

て位置付け、地域における子ども・子育て支援などを担うこととし、そ

れ以外の保育所については、施設の老朽化や保育需要の増大・多様化な

どを踏まえながら、引き続き民営化を進めます。（2015（平成 27）年度：

3 園、2016（平成 28）年 4月：4 園） 

北部地域療育センタ

ーへの指定管理者制

度の導入 

 北部地域療育センターの管理運営について、指定管理者制度を導入し

ます。（2015（平成 27）年度） 
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具体的な取組 内容 

（仮称）小杉町二丁目

地区コンベンション

施設の整備・管理運営

体制の構築 

 （仮称）小杉町二丁目地区コンベンション施設について、オープンイ

ノベーションの促進のための交流拠点として整備し、市民利用を含めた

ニーズに適切に応えられるよう柔軟性のある施設運営を図るとともに、

指定管理者制度の導入に向けた検討を進めます。 

産学交流・研究開発施

設の整備・管理運営体

制の構築 

 新川崎・創造のもり第 3 期第 2 段階事業における産学交流・研究開発

施設について、民間部門の活用を基本とした整備及び管理運営体制の構

築に向けた検討を進めます。 

北部市場の管理運営

体制の見直し 

 中央卸売市場北部市場について、管理運営体制の見直しに向けた取組

を進めます。 

リハビリテーション

福祉・医療センターの

管理運営体制の再構

築 

 リハビリテーション福祉・医療センターについて、各施設の再編整備

に合わせて、管理運営体制の再構築を図ります。 

・（仮称）井田日中活動センター（現めいぼう及び社会参加支援センター）

 への指定管理者制度の導入（2016（平成 28）年 4月） 

・（仮称）井田地域生活支援センター（現生活訓練支援センター）への指

定管理者制度の導入（2016（平成 28）年 4 月） 

・（仮称）こども心理ケアセンターの民間部門による施設整備及び管理運

営（2015（平成 27）年度） 

地域リハビリテーシ

ョンセンター管理運

営体制の構築 

 あらゆる障害に対して相談できる地域に根差した専門的相談機関とし

て、地域リハビリテーションセンターを市内 3か所に整備するとともに、

在宅支援機能や併設機能（日中活動系サービス等）については、民間部

門を活用した管理運営体制の構築に向けた取組を進めます。 

・（仮称）中部リハビリテーションセンターへの指定管理者制度の導入

（2016（平成 28）年 4 月） 

・（仮称）南部リハビリテーションセンターへの民間部門を活用した管理

運営の導入の検討 

わーくすの管理運営

体制の見直し 

 わーくすについて、民間部門を活用した管理運営体制の構築に向けた

検討を進めます。 

休日急患診療所運営

体制の見直し 

 休日急患診療所について、市民の身近な初期救急医療機関として、患

者ニーズに的確に対応できる良質な医療サービスを提供するとともに、

患者状況に応じた柔軟かつ効率的な運営を確保するため、民間部門の更

なる活用を基本に、管理運営手法の見直しに向けた検討を進めます。 

公園緑地の管理運営

体制の再構築 

公園緑地の管理運営について、等々力緑地等の大規模公園や身近な公

園の特性に応じて、指定管理者制度の導入や市民協働の推進など様々な

手法による管理運営体制の再構築に向けた取組を進めます。 
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具体的な取組 内容 

富士見公園の管理運

営体制の再構築 

 富士見公園の管理運営について、川崎富士見球技場を含め、段階的に

指定管理者制度の導入を進めます。（2015（平成 27）年度） 

多摩川河川敷の管理

運営体制の構築 

 多摩川河川敷の管理運営について、等々力・丸子橋地区の再編整備と

合わせて、指定管理者制度など、民間活力を導入することを基本に検討

を進めます。 

川崎港コンテナター

ミナルの管理運営手

法の見直し 

川崎港コンテナターミナルについて、三港連携による港湾運営会社の

設立に向けた検討状況を踏まえ、効果的な管理運営手法の導入に向けた

検討を進めます。 

港湾緑地等の管理運

営体制の見直し 

 川崎港内全体の港湾緑地等の管理運営も視野に入れた「(仮称)川崎港

緑化基本計画」を策定し、港湾緑地等の管理運営体制の見直しに向けた

取組を進めます。 

教育文化会館・市民館

等の管理運営体制の

見直し 

 教育文化会館・教育文化会館分館・市民館・市民館分館について、管

理運営体制の見直しに向けた取組を進めます。 

図書館等の管理運営

体制の見直し 

 図書館・図書館分館について、管理運営体制の見直しに向けた取組を

進めます。 

指定管理者制度の運

用の見直し 

 指定管理者のノウハウの蓄積や中長期的な計画による事業執行、人材

の確保・育成、雇用の安定などの観点から、事業者の募集方法など、施

設特性に応じて募集条件の設定の考え方を見直します。また、指定管理

料について、指定管理者のインセンティブを維持させつつ、収支の適正

化を図る仕組みを構築します。 

指定管理者制度導入

施設の管理運営手法

の見直し 

 福祉施設等の指定管理者制度導入施設について、公設の土地・建物の

譲渡・貸付やインセンティブの導入により担い手を確保し、業務の継続

性を担保しつつ、民営化への移行に向けた取組を進めます。 

 

（２）公共サービスの提供等 

 

具体的な取組 内容 

守衛業務の見直し  守衛業務について、議会守衛業務も含め、委託化等、民間部門の活用

に向けた検討を進めます。 

区行政サービス総合

案内業務の委託化 

 守衛業務や電話交換業務等を統合した区役所の総合案内業務につい

て、委託化に向けた検討を進めます。 

地域子育て支援セン

ター事業の運営手法

の見直し 

 市が直接運営する地域子育て支援センターについて、引き続き委託化

等の民間部門の活用に向けた取組を進めます。 
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具体的な取組 内容 

競輪事業の運営手法

の見直し 

 競輪事業の運営手法について、施設の再整備と合わせて、包括的な外

部委託等の民間部門の活用に向けた検討を進めます。 

廃棄物収集業務の委

託化 

 空き缶・ペットボトルの収集業務について、モニタリング等の管理監

督体制を確保しながら、段階的な委託化に向けた取組を進めます。 

廃棄物処理施設運転

操作業務の委託化 

 処理センターの運転操作業務について、3 処理センター体制の安定稼

働の状況や、2012（平成 24）年度に一部委託化した王禅寺処理センター

のモニタリング結果及び他都市の動向等を検証した上で、委託化に向け

た検討を進めます。 

リサイクルパークあ

さお資源化処理施設

管理運営業務の委託

化 

 2015（平成 27）年度に完成予定のリサイクルパークあさおの資源化処

理施設及び同施設内に整備されるプラザ棟の管理運営業務について、稼

働開始時から一体的に民間事業者に委託します。（2016（平成 28）年 4

月） 

設計・監理業務執行体

制の見直し 

 公共建築物や市営住宅の設計・監理業務について、引き続き民間部門

や公社の活用に向けた取組を進めます。 

土地区画整理事業補

償業務執行体制の見

直し 

 登戸土地区画整理事業に係る補償業務について、民間部門の活用によ

る効果を検証し、事業の進捗に対応した執行体制の見直しに向けた取組

を進めます。 

市民救命士養成事業

の委託化 

 市民救命士養成事業について、講習会の開催等の委託化に向けた取組

を進めます。 

中学校完全給食実施

に向けた取組 

中学校給食について、民間活力をいかしたあらゆる手法を比較検討の

上、効率的・効果的な実施手法による安全・安心で温かい給食の全校実

施に向けた取組を進めます。 

小学校等給食調理業

務の委託化 

 小学校等給食調理業務について、引き続き委託化を進めます。 
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２ 効率的・効果的な執行体制の整備 

（１）効率的・効果的な執行体制 

民間的な発想により市民感覚を持ちながら新たな行政需要に的確かつ迅速

に対応していくための効率的な執行体制の整備を進めるとともに、社会状況の

変化等を踏まえ、既存の組織についての適正な組織規模や職員配置のあり方を

常に検証し、簡素で効率的かつ責任体制を明確にした執行体制の整備を進めま

す。 

さらに、現在、地方自治体が住民に身近な行政を自主的かつ総合的に広く担

うことを可能とするため、義務付け・枠付けの見直し、基礎自治体への権限移

譲など、地方分権改革が進められており、地域の実情に応じた条例の制定など

の地域の自主性を高める取組とともに、事務事業の円滑な実施に向けた効率

的・効果的な執行体制の構築などを着実に進めていきます。 

 

具体的な取組 内容 

庁用自動車運転業務

執行体制の見直し 

 庁用自動車運転業務について、行政事務遂行上の機動力を確保しつつ、

引き続き職員配置の見直しを進めます。 

証 明 書 郵 送 交 付 業

務・戸籍入力業務の集

約化 

 住民票等の証明書郵送交付業務と戸籍入力業務について、集約化に向

けた取組を進めます。 

効果的な情報戦略に

向けた執行体制の整

備 

 戦略的な情報発信によるシティセールスや双方向のコミュニケーショ

ンなど、効果的な情報戦略を推進するため、執行体制の整備に向けた取

組を進めます。 

スポーツ施設の管理

体制の再構築 

 各局区が所管する屋内・屋外スポーツ施設について、スポーツ施策の

総合的な推進の視点から効果的な管理体制の構築に向けた取組を進めま

す。 

市民ミュージアムの

機能強化に向けた取

組 

 市民ミュージアムの魅力向上を図るため、「取組方針」に基づき、管理

運営手法の見直しを含めて、機能強化に向けた取組を進めます。 

子ども・子育て支援施

策の充実に向けた執

行体制の整備 

生まれる前から青年期に至るまでの全ての子ども・子育て支援施策を

総合的に推進するために、執行体制の強化に向けた取組を進めます。 

待機児童ゼロ対策に

向けた執行体制の整

備 

待機児童ゼロ達成に向け、こども本部に待機児童ゼロ対策室を設置す

るとともに、区役所における執行体制を整備しており、今後の進捗状況

を踏まえ、2015（平成 27）年度から開始される子ども・子育て支援新制

度への対応と合わせて、適切な執行体制の整備に向けた取組を進めます。
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具体的な取組 内容 

循環型社会に対応し

た廃棄物処理体制の

構築 

 資源物の分別収集の拡充等によるごみの減量化を推進するとともに、

現在 4 箇所ある焼却処理施設のうち橘処理センターを休止し、3 処理セ

ンター体制を構築します。 

 あわせて、3 処理センター体制に対応する鉄道輸送を含めた効率的・

効果的な収集体制を構築します。（2015（平成 27）年度） 

循環型社会に対応し

た廃棄物収集体制の

構築 

 分別収集品目の拡大や普通ごみ収集の週 2回への変更等、3Ｒを基調と

した循環型社会の構築に向けた施策を円滑に推進するため、より小型の

収集車による狭隘地等への収集を含む効率的・効果的な収集体制の構築

に向けた取組を進めます。 

廃棄物収集車整備業

務等執行体制の見直

し 

 生活環境事業所の車両整備業務、処理センターの焼却灰運搬業務、入

江崎クリーンセンターのし尿処理・圧送業務、加瀬クリーンセンターの

廃棄物中継輸送業務及び浮島埋立事業所の廃棄物海面埋立業務につい

て、引き続き退職動向等に合わせて非常勤化を進めます。 

地域包括ケアシステ

ムの構築に向けた執

行体制の整備 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、保健福祉センターの役割を含

め、保健・福祉・医療における在宅支援施策を一体的に検討・推進する

とともに、効率的・効果的な執行体制の整備に向けた取組を進めます。

福祉事務所生活保護

業務執行体制の見直

し 

 生活保護業務について、適正実施の確保に向けた取組を着実に進める

とともに、生活保護・自立支援対策方針の進捗も踏まえつつ、効率的・

効果的な執行体制の構築に向けた取組を進めます。 

保健福祉センター健

康診断事業執行体制

の見直し 

 保健福祉センターにおいて実施している健康診断事業について、一般

健康診断、事業所健康診断及び結核健康診断の事業見直しの進捗に合わ

せて、執行体制の見直しに向けた取組を進めます。 

地域保健対策業務執

行体制の再構築 

 多様化・高度化する市民ニーズや今後の高齢化の進展などを見据えた

地域保健対策の展開と、健康危機管理や保健・医療・介護施策などの関

連施策の連携強化を図るため、効率的・効果的な事業執行体制について

検討を進めます。 

動物愛護センターの

再編整備に伴う執行

体制の見直し 

 動物愛護センターについて、再編整備に合わせて、民間部門の活用や

市民団体等との連携・協働の推進など、効率的・効果的な事業執行手法

の見直しに向けた検討を進めます。 

県費負担教職員制度

の見直しへの対応 

学校の設置者である川崎市自らが学校の実情に即した教職員配置や学

校運営を行うことが可能となるよう、市立小学校・中学校・特別支援学

校の学級編制基準、教職員定数の決定、教職員給与負担等の事務・権限

の移譲に向けた取組を進めます。 

学校用務業務執行体

制の見直し 

学校用務業務について、引き続き退職動向等に合わせて非常勤化を進

めます。 
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（２）区への分権 

持続可能な「最幸のまち」を目指し、「成長と成熟の調和」を実現していく

ためには、市民や企業等の多様な主体が地域の中で協力して支え合っていく取

組が必要です。 

このような地域における「自助」・「共助」の取組を育みながら、必要な「公

助」を着実に提供していくためには、市民と直接触れ合い、市民生活に近い区

役所が責任と権限を持ち、地域の課題を解決していけるようにしなければなり

ません。 

今後、市民や議会の意見を聴きながら、区役所が担うべき役割の調査・検討

を通じて、身近な課題は身近な所で解決するという「補完性の原則」の観点か

ら、これからの区役所のあり方を明らかにし、自ら課題を解決することができ

る責任と権限を持った区役所とするため、予算や権限の移譲を行うなどの更な

る権限強化に向けた取組を進めることで、区ごとに異なる特色をいかし、地域

に根付いたまちづくりを実践していきます。 

 

具体的な取組 内容 

区役所の権限強化に

向けた取組 

 身近な課題は身近な所で解決するという「補完性の原則」の観点から、

これからの区役所のあり方を明らかにし、予算や権限の移譲を行うなど

の権限強化に向けた取組を進めます。 

市民等による地域課

題の解決を支援する

執行体制の構築 

 地域コミュニティの活性化や市民活動の支援の方策、シニア世代の健

康の維持・増進や子育て支援のあり方等について調査・検討しつつ、身

近な課題を市民や企業等が地域の中で協力して解決するまちづくりの実

践に向けて、区役所における新たな地域への支援体制を構築します。 

支所・地区健康福祉ス

テーションの機能再

編 

 川崎区役所庁舎の移転・整備の検討と合わせて、「区役所と支所・出張

所等の窓口サービス機能再編実施方針」に基づき、支所の機能再編と地

区健康福祉ステーションの区役所への集約について、検討を進めます。

連絡所の機能再編  柿生連絡所について、「柿生連絡所機能再編計画」に基づき、有人窓口

による証明書発行体制の見直しを行い、耐震化工事実施後、地域課題の

解決に向けた事業実施の場としての施設へ機能再編を行います。（2015

（平成 27）年度） 
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３ 効率的・効果的な行政経営基盤の確立 

（１）組織力の強化 

本市においては、これまで、2012（平成 24）年 3 月に策定された「第 3 次

川崎市人材育成基本計画」に基づき、職員の意識改革や自発的な能力開発の取

組の充実・強化と将来的な本市の人材育成及び組織力強化に向け、一般職員に

「キャリアステージ」を設定し、研修や人事異動等の人事管理全般において共

通した取組を行い、段階に応じたきめ細かい育成を推進してきました。 

今後も、本市職員を、市民感覚と市民目線を持って地域の課題を自分たちで

解決し、前例にとらわれることなく柔軟に発想し、工夫することができる職員

として育成する必要があります。 

そのための方策として、人材育成基本計画の見直しを図り、従来から進めて

きた職員の育成と、職員提案制度などの意識改革の取組をより一層推進するこ

とにより、これまで以上に市民目線に立った柔軟な発想、チャレンジ精神や徹

底したコスト感覚、スピード感を持って課題解決に取り組むことのできる人材

の育成を進めていきます。 

また、人事評価制度においては、職員の業績を目標管理の手法を用いて評価

する制度を取り入れることにより、職員の主体的な職務遂行を促し、職務に対

する意欲を高めて、組織目標の効果的な達成を図るなど、一定の成果を挙げて

きました。今後は、業績評価だけでなく、業務遂行におけるプロセスなども重

視し、人事評価制度の見直しを行っていきます。 

こうした取組により、職員が市民の多様なニーズを踏まえ、変化に迅速に

対応し、様々な課題を的確に解決していけるように、人材育成の推進を図る

とともに、こうした職員の能力を最大限に発揮させ、職員の能力を結集し、

組織として課題に対応できるよう、組織機構の見直しや職員の能力が十分に

発揮できる環境づくりなど、組織力の強化に向けた取組を進めていきます。
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具体的な取組 内容 

計画的な人材育成 様々な課題に対して、的確かつ迅速に対応できる職員を育成していく

ため、人材育成に関する方針を策定し、人事異動や昇任、職員研修など、

庁内関係部署の連携が図られた人事管理の下で、職員個々の状況や段階

に応じた計画的な職員の育成に向けた取組を推進します。あわせて、キ

ャリア形成への支援など、職員一人ひとりの仕事に対するやる気と働き

がいの向上につなげる取組を推進します。 

・人材育成に関する方針の策定 

・能力・実績を踏まえた人材の登用及び適材適所の人事配置 

・職員のキャリアステージに対応した効果的な集合研修やキャリア形成

の醸成に向けた研修とＯＪＴ（職務遂行を通じた人材育成）の推進に

よる若手・中堅職員の育成 

・専門性の高い職域における技術・技能の継承に向けた取組の推進 

・専門性や専任制を重視した複線型人事制度の適正な運用 

・女性職員の職域拡大や積極的な登用の推進に向けた取組の推進 

・業務遂行におけるプロセスなども重視した人事評価制度の見直し 

・職員一人ひとりが高い公務員倫理の確立と厳正な服務規律を確保する

ための意識啓発や注意喚起等の取組の推進 

・多様で有為な人材の確保 

組織マネジメント向

上に向けた取組 

組織の目標達成に向けて、組織を効果的に運営していくため、管理監

督者のリーダーシップの下で職員の能力を十分に発揮させながら、組織

全体で能率よく仕事を進めていけるよう、組織力の強化に向けた取組を

推進します。 

・リーダーシップの発揮、コーチングスキルの獲得、リスクマネジメン

トなど管理監督者のマネジメント力の向上に向けた研修の実施 

・人事評価制度における評価者の評価スキルの向上に向けた研修の実施

・意思決定の迅速化、事務効率の向上、責任所在の明確化等の視点に基

づく組織機構の見直し 
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具体的な取組 内容 

職員の能力が十分に

発揮できる環境づく

り 

職員が職務遂行に当たり能力を十分に発揮するため、また、一人ひと

りのワーク・ライフ・バランスの実現を図るため、職場環境を整備する

とともに、生き生きと風通しのよい市役所づくりを推進します。 

・職員一人ひとりの市政に対する主体的な意識や事務改善・企画立案に

積極的に取り組む意識の醸成に向けた取組の充実 

・身体障害者の新たな配置可能職場の検討と知的障害者チャレンジ雇用

の拡充、障害者が働きやすい環境の整備 

・セクシュアルハラスメント・パワーハラスメントの防止に向けた取組

の推進 

・「川崎市職員メンタルヘルス対策推進計画」・「川崎市次世代育成支

援対策特定事業主行動計画」に基づく取組の推進 

・これまでの取組結果の検証を踏まえた「次期次世代育成支援対策特定

事業主行動計画」の策定 
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（２）給与制度及び福利厚生制度の見直し 

これまで、給与制度については、職務・職責と勤務実績に基づく制度として

確立するために給与構造の見直しを実施するとともに、社会経済情勢の変化に

合わせて、給料水準の引下げや退職手当、特殊勤務手当等の諸手当の見直しを

実施してきました。 

また、福利厚生制度についても、福利厚生事業に対する公費負担の見直しな

どを推進してきたところです。 

しかしながら、国においては、年金支給開始年齢の段階的な引上げに伴う、

段階的な定年の引上げも含めた雇用と年金の接続のあり方についての検討や、

給与制度の総合的な見直しなどの行政改革、公務員制度改革の取組などが進め

られることとされるなど、公務員をとりまく状況は大きく変化しつつあります。 

今後もこうした変化に適切に対応しながら、市民の理解が得られる給与制度

や福利厚生制度とするため、引き続き見直しに取り組みます。 

 

具体的な取組 内容 

給与制度の見直し 給与制度について、より一層、職務・職責と勤務実績に基づく制度と

して確立するため、国の動向等を踏まえながら、給料表の構成や昇給・

昇格制度を始めとする給与構造の見直しの検討を引き続き行います。給

与水準については、市内民間事業所や国、他都市の状況等を踏まえて、

適切な水準の確保に引き続き取り組みます。特殊勤務手当などの諸手当

についても、業務実態や社会情勢の変化等の状況を踏まえ、各手当の趣

旨を勘案した見直しに引き続き取り組みます。 

福利厚生事業の見直

し 

市が実施する厚生事業、安全衛生・健康診断事業、健康管理事業及び

職員厚生会等の職員の互助組織が実施する各種事業について、社会経済

環境の変化を踏まえ、事業の見直しに引き続き取り組みます。 
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（３）ＩＣＴの活用による行政運営の効率化  

本市ではこれまで、「第 2 次情報化基本計画」に基づき、市民サービスの向

上や行政事務の効率化などを目的に、様々な情報化施策の推進に取り組んでき

たところです。 

現在の急速な情報化の進展や市民ニーズの多様化に対応するため、ＩＣＴ

（情報通信技術）の動向や国の新たなＩＣＴ戦略などを踏まえ、市民サービス

の向上や行政事務の効率化などに向けた情報化施策の推進に引き続き取り組

むとともに、地域の活性化や新たなサービスの提供などにつながる取組につい

ても推進していきます。 

また、2013（平成 25）年 5 月に社会保障・税番号関連四法が成立し、社会

保障・税番号制度が導入されることとなり、2015（平成 27）年度から個人番

号の利用が開始されるため、全庁的な体制の下で諸課題を検討し、個人番号カ

ードの交付、システム改修、個人番号の活用など、制度導入に向けた取組を的

確に進めます。 

 

具体的な取組 内容 

新たな情報通信技術

を活用した取組の推

進 

情報通信技術の進展を踏まえ、市民サービスの向上や行政事務の効率

化、市民参加や協働の促進、地域の活性化や課題解決、新サービスの提

供などに向け、ＩＣＴの活用を更に進めます。 

社会保障・税番号制度

導入に向けた取組 

公正な給付と負担の確保、市民の利便性の向上、行政運営の効率化な

どを目的として、個人番号カードの交付・普及、関連システムの改修、

番号制度の活用などを進めます。 
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（４）債権確保策の強化 

本市財政が厳しい状況にある中で、市民負担の公平性を図るとともに持続可

能な財政構造を構築するために、市税については、収入率や収入未済額の目標

を設定するなど、市税収入確保策を実施し、徴収強化と滞納債権の縮減への取

組に努めた結果、収入率が向上するとともに、国から地方への税源移譲により

増加してきた収入未済額は、2009（平成 21）年度をピークに減少に転じるな

どの成果を挙げています。 

また、税外債権については、全庁を挙げて滞納債権対策の取組を進めた結果、

2008（平成 20）年度をピークに、2009（平成 21）年度以降、年々、滞納債権

額が減少しており、特に、国民健康保険料については、初期未納対策とともに

滞納処分の強化に努めた結果、収入率の向上と滞納債権の縮減に一定の成果を

挙げています。 

今後においても、より一層の収入率の向上と滞納債権の縮減を目指して、市

税については、引き続き、納付機会の拡大などを図るとともに「市税収入確保

対策本部」を中心とした滞納整理の取組を推進することとし、また、税外債権

については、適正な債権管理を図るため 2013（平成 25）年度に制定した川崎

市債権管理条例に基づき、新たに「川崎市債権対策本部会議」と「債権対策推

進室」を設置するなど、効果的・効率的な体制の下で、債権管理の適正化と滞

納債権対策の取組を推進していきます。 

 

具体的な取組 内容 

市税  債権差押えや動産差押え及びインターネットを利用した公売を含む従

来からの収入確保策に加え、早期の税収確保のため、初期未納対策とし

て民間委託による納税お知らせセンターを活用するなどの取組により、

徴収の強化を図るとともに、収入率（2012（平成 24）年度：96.8％）を

97.1％にすることを目指します。 

国民健康保険料 負担の公平性と収入率の向上を図るため、組織の機能強化を行うとと

もに、民間委託によるコールセンターの機能拡充や訪問収納を全市域に

導入し、効果的な収納対策を実施します。また、初期未納対策及び滞納

処分の強化を図り、現年度分の収入率（2012（平成 24）年度：90.0％）

の向上と、滞納債権の縮減を目指します。 

介護保険料 負担の公平性と着実な収入確保の観点から、滞納処分の強化を図りま

す。また、保険料の収入率（2012(平成 24)年度：95.2％）の向上に向け

て、収納対策の取組を強化します。 
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具体的な取組 内容 

保育料  保育サービス利用に係る負担の公平性の観点から、収納対策の取組を

強化し、収入率（2012（平成 24）年度：97.1％、うち現年度分：99.0％）

の向上を目指します。 

市営住宅使用料  長期滞納者への法的措置を含めた対応を行うとともに、初期未納者に

対する対応の強化を図ることで現年度分の収入率（2012（平成 24）年

度）：98.7％）を 99.2％とし、滞納債権の縮減を目指します。 

また、民間活用等の手法により退去滞納者対策の更なる推進を図りま

す。 
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（５）戦略的な資産マネジメント 

  本市公共建築物について、現状の施設をそのまま保有することを前提とし

た場合、図表 11 に示すとおり、10 年後にはその約 7 割が築 30 年以上となる

ことなどにより、施設老朽化に伴う財政負担の増大・集中が懸念されます。 

  また、将来人口推計に見られる本格的な少子高齢社会の到来等による行政

ニーズの変化など、本市資産を取り巻く状況は将来にわたり大きく変化する

ことが想定されます。 

 

図表 11 本市公共建築物の建築年別床面積 

 

  今後も引き続き見込まれる厳しい財政状況の中、こうした変化に的確に対

応していくため、本市では、これまで大規模施設を中心とした長寿命化等の

資産マネジメントの取組を推進してきました。 

  図表 12 は、本市公共建築物について、新設は考慮しない等の一定の前提条

件の下、「①長寿命化を行わなかった場合」、「②これまでの長寿命化の取組を

反映した場合」、「③全ての施設について長寿命化に配慮した場合」の 3 つの

パターンにおいて、2014（平成 26）～2033（平成 45）年度の 20 年間の修繕・

更新にかかる将来事業費と、過年度事業費の比較を行ったグラフですが、「②」

においても将来事業費が過年度事業費を下回るには及ばず、これを可能とす

るためには、「③」のとおり、長寿命化の対象範囲を拡大し、全ての公共建築

物について長寿命化に配慮していくことが必要となります。 
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図表 12 修繕・更新費の将来 20 年間の見通し（過年度事業費との比較） 

（2014（平成 26）年度～2033（平成 45）年度） 

 

 したがって、資産マネジメントの取組を更に拡大していくための 2013（平成

25）年度策定の「かわさき資産マネジメントカルテ（資産マネジメントの第 2

期取組期間の実施方針）」に基づき、市営住宅、学校施設、道路、橋りょう等に

おける個別の長寿命化計画とも連携した施設の長寿命化を主体とする取組を実

施し、資産の最適な維持管理や活用を行うとともに、将来公債費を抑制してい

くことにより、多様な市民ニーズに対応した行政サービスの財源を確保してい

く「資産・債務改革」を推進します。 

 

具体的な取組 内容 

施設の長寿命化 施設の種類・特性に応じ、定期的な施設点検等の適切な管理を行い、

利用の安全性を確保するとともに、施設を構成する部位等の劣化を予測

し、機能停止などを未然に防ぐ予防保全を行うことによる施設の長寿命

化を推進します。 

資産保有の最適化 稼働状況等の使用価値と土地価格等の市場価値といった施設個別の観

点や、行政ニーズの分布や利便性等を勘案した施設配置等の広域的な観

点からの資産保有の最適化を推進します。 

財産の有効活用 財産活用の手法・対象の更なる拡大を図ることにより、財政効果のみ

ならず、様々な本市施策の推進や課題解決に寄与することを踏まえた多

様な効果創出に向けた財産の有効活用を推進します。 
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（６）入札・契約制度改革 

本市の入札・契約制度は、公正な競争が行われる環境整備を前提とし、不正

行為の排除、市内中小企業者の受注機会の増大等に努めてきました。 

公共工事においては、その品質を確保するために、価格だけではなく、事業

者の施工能力、信頼性・社会性・地域性を総合的に評価する総合評価一般競争

入札を 2007（平成 19）年度から実施しています。 

2011（平成 23）年度には、公共事業に携わる労働者の適正な労働条件を契

約条項として確保することにより、公共事業の品質を確保することを目的とし

て、川崎市契約条例を改正し、指定都市では初めてとなる「公契約制度」を導

入し、制度が有効に機能するよう履行の確認と違反防止に努めています。 

また、2013（平成 25）年度には、市と災害協定を締結していることを参加

条件とした入札を実施し、いざというときに頼りになる地元企業を大切にする

仕組みづくりに努めています。 

現在、国においては、公共工事の担い手確保対策を重点とした大規模な制度

改正の検討が行われるなど、入札・契約制度は大きな転換期にあります。 

本市においても、公正な競争の促進を前提としながらも、地域に貢献する事

業者へのインセンティブ発注やダンピング受注の防止など、地元企業が受注し

やすい環境づくりをさらに進めるとともに、公契約制度の的確な運用や、総合

評価一般競争入札の充実、障害者雇用等の本市施策との連携など、地域経済の

健全な発展を図り、優良な市民サービスの提供につながるよう入札・契約制度

改革を推進していきます。 

 

具体的な取組 内容 

多様な入札制度の実

施 

価格だけでなく、技術力や社会貢献度等を総合的に評価する総合評価

方式など、多様な入札・契約制度を検討し、実施します。 

公契約制度の的確な

運用 

 市との工事請負契約や業務委託契約に従事する労働者の賃金最低額を

契約条項とすることにより、品質を確保することを目的とした、川崎市

契約条例に定める「公契約制度」を的確に運用します。 
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（７）資金の調達と運用の安定化・効率化 

地方分権が進展する中、近年、地方債協議制度において民間資金債に係る届

出制度が導入されるなど地方債に関する制度が大きく見直されてきており、地

方公共団体の自主・自立性を高める観点から、多様かつ機動的な資金調達を行

うことが可能となってきています。とりわけ、本市のような大都市においては、

財政融資資金などの公的資金が縮減・重点化される一方で、市場公募や銀行等

引受による民間資金の拡大が進んでおり、これまで以上に民間資金の調達と資

金運用の安定性・効率性を向上させることが重要な課題となっています。 

本市の一般会計における 2012（平成 24）年度末の市債の残高は 9,902 億円

であり、この償還に充てるための減債基金の残高は 1,374 億円となっています

が、今後も臨時財政対策債の影響などによりこれらの残高は増嵩すると推計し

ています。現在のところ、国内公共債市場で地方債は安定して消化されている

ものの、市場環境は常に変化しており、今後とも安定消化が続くとは限りませ

ん。こうしたことから、今の段階から、資金の調達と運用手法の多様化を始め、

金融市場の動向や変化に適時・的確に対応するための様々な対策を講じていく

必要があります。 

 このため、2013（平成 25）年度に「戦略的資金管理推進検討委員会」を設

置し、資金の調達と運用の安定性、効率性の向上、金融市場動向への的確な対

応について検討を行いました。今後は、当委員会における検討結果を踏まえ、

将来にわたる健全で適切な財政運営を確保するための戦略的な取組を推進し

ていきます。 

 

具体的な取組 内容 

資金調達の戦略的な

取組の推進 

銀行等引受債、変動金利債、外債など多様な資金調達手法の効果的な

活用を推進し、資金調達の安定性、効率性の向上、金融市場動向への的

確な対応に取り組みます。 

資金運用の戦略的な

取組の推進 

基金の運用においては、資産と負債を総合的に管理し、資金運用の確

実性、効率性の向上、金融市場動向への的確な対応に取り組みます。 
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（８）特別会計の健全化 

本市の予算は、一般会計のほかに、主に特定の収入をもって特定の事業を行

う場合で、より収支を明確にするなど一般会計とは区別して経理する必要があ

る場合に、特別会計を設置しています。 

特別会計の中には、一般会計からの繰入金を活用して事業を行っている会計

もありますので、再度、特定の収入に応じた特定の事業の推進という原点に立

ち返り、事業の必要性や妥当性を検証しながら、執行体制の見直し、債権確保

策の一層の強化などを行い、引き続き市民生活に必要な公共サービスを効率

的・効果的に提供するための、施策・制度・体制の再構築を進めます。 

また、高齢化の一層の進展に伴い増加する後期高齢者医療費や介護保険事業

費などについては、一般会計で行う予防事業と連携しながら、その増加の抑制

に取り組んでいきます。 

 

具体的な取組 内容 

競輪事業特別会計  2016（平成 28）年度末に完了を予定している施設のコンパクト化を踏

まえ、事業の収益性の向上と開催業務の効率化を進めるとともに、川崎

富士見球技場等の各施設や富士見公園全体と連携した魅力向上により集

客の増大を図り、一般会計への安定した繰出しを行います。また、包括

的な外部委託等の民間部門の活用に向けた検討を進めます。 

卸売市場事業特別会

計 

 事業全体の必要性や妥当性、卸売市場のあり方を再度検証し、今後の

市場運営の指針となる「（仮称）川崎市卸売市場経営プラン基本方針」

を策定した上で、企業会計的手法等の導入により、運営に関する見直し

を進め、財政の健全化を図ります。 

 南部市場は、2014（平成 26）年度から指定管理者制度を導入し、施設

の管理運営及び市場活性化対策等の業務を民間が担うことにより、市場

運営の効率化を推進します。北部市場は、青果卸売業者の合併に伴う取

扱高増大の契機をいかし、事業用定期借地権方式の活用など民間活力の

導入に機動的に対応し、市場使用料や財産貸付収入などの確保を図りま

す。 

国民健康保険事業特

別会計 

 医療保険制度改革や国民健康保険財政運営の県域化等を見据え、国民

健康保険料について、負担の公平性の観点から、賦課割合や賦課方式、

軽減・減免制度のあり方など適切な見直しを進めます。また、初期未納

対策や高額・長期滞納者への滞納処分を強化するなど、更なる債権確保

の取組を推進し、保険料収入率向上を図ります。 
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４ 公営企業の経営健全化 

（１）水道事業、工業用水道事業及び下水道事業 

水道事業及び工業用水道事業については、「水道事業及び工業用水道事業の

再構築計画」を踏まえた 2013（平成 25）年度策定の中期計画に基づく、水道

事業のダウンサイジングに伴う施設再編に合わせて、執行体制の見直しを進め

ます。 

また、将来需要に見合った給水能力への見直しを踏まえ、中長期的な視点に

立った適切な資産管理により、計画的・効率的な施設の改築・更新や維持管理・

運営を進めます。 

一方、将来にわたって安全・安定給水を確保するため、技術・技能の継承や

災害等の緊急時における突発的な対応を踏まえ、必要な直営体制を維持しつつ、

民間活用も図り、効率的な執行体制を目指します。 

具体的には、浄水機能の集約化に伴う浄水場の再構築を進め、県内の水道事

業者との広域的な連携の強化、施設の維持管理業務の委託化など、浄水部門に

おける執行体制の見直しを進めます。また、給・配水工事部門においては、漏

水事故など緊急時の迅速な対応を確保しながら、現場作業を直営で行う必要が

ある業務と委託化等が可能な業務に仕分けをし、委託化等を進めていきます。 

下水道事業については、2013（平成 25）年度策定の「下水道事業中期計画」

に基づき、浸水対策や地震対策、さらには高度処理などの環境対策等を計画的

に進めるとともに、老朽化した施設の更新・維持管理については、長寿命化を

考慮しながら進めることなどで、建設投資の平準化を図り、企業債未償還残高

の縮減を進めます。 

また、運転管理業務の委託化が既に実施されている入江崎総合スラッジセン

ター及び加瀬処理区内ポンプ場以外の施設についても、これまでの委託化の事

例を検証しながら、市民生活の安全・安心の確保や、非常時の業務継続体制の

確保を前提に、職員の技術継承とともに委託可能な業務については民間活用を

進め、事業運営の効率化を図ることで、下水道経営の健全化に取り組みます。 

水道事業、工業用水道事業及び下水道事業に共通して、東日本大震災後の状

況を踏まえた災害に強い施設や管路・管きょの整備・更新や耐震化を進めます。

また、2010（平成 22）年度に設置された上下水道局については、引き続き局

再編の効果を発揮できるよう、更なる組織のスリム化、業務の効率化、執行体

制の見直しなどの行財政改革を推進するとともに、お客さまサービスの向上に

取り組むことで、より一層の経営の健全化に努めます。 
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具体的な取組 内容 

「水道事業及び工業

用水道事業の再構築

計画」に基づく施設・

組織の再編 

中期計画に基づき、水道施設及び工業用水道施設の再編を進めるとと

もに、再編に合わせて執行体制の見直しを進めます。 

・生田浄水場（水道事業）の廃止（2016（平成 28）年 4月） 

給・配水工事部門の現

場作業の委託化・請負

化 

 給・配水工事部門の現場作業の一部について、老朽管対策への対応や、

緊急時の即応体制の確保と技術・技能の継承を図りながら、委託化・請

負化等に向けた取組を段階的に進めます。 

下水処理施設の運転・

点検業務の委託化 

 下水処理施設の運転・点検業務について、緊急時の即応体制の確保と

職員の技術の継承を図りながら、これまでの委託化の検証結果を踏まえ、

他の施設についても民間活用の可能性を精査し、委託化の適切な拡充に

向けた検討を進めます。 

上下水道局における

効率的な組織整備の

推進 

上下水道局の組織体制について、2010（平成 22）年度に行った局再編

の効果がより発揮されるとともに、持続的な経営基盤の確立を目指した

効率的・効果的な執行体制の構築に向けた取組を引き続き進めます。 
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（２）自動車運送事業 

市バス事業は市域全体を営業エリアとして、市域における路線バス乗車人員

の約 4 割のシェアをもって市民生活を支えるサービスを担い、民営バス事業者

とともに、市内に充実した路線網を形成し、通勤・通学や移動手段を持たない

高齢者など、市民の日常生活を支える身近な公共交通機関として大切な役割を

果たしています。 

また、本市のまちづくりや福祉、環境施策などと連携・協力を行うとともに、

公共施設への接続や、民営バス事業者が参入しない地域におけるバス運行の確

保などに努め、公営企業として重要な役割を果たしています。 

こうした市バスサービスを安定的に提供していくために、2009（平成 21）

年度から 2013（平成 25）年度を計画期間とする経営健全化計画「川崎市バス

事業ステージアップ・プラン」に基づき、営業所の管理委託や路線再編等、経

営改善に取り組むとともに、輸送の安全に関する教育・指導の充実やお客様満

足度の向上に向けた快適なバス待ち空間の整備など、様々な取組を実施してま

いりました。 

2014（平成 26）年度に第 6 次となる経営健全化計画を策定し、事業基盤の

充実を図るとともに、労働の生産性及び運行の効率性の向上を行い、新たな経

営改善策に取り組みます。また、安全な輸送サービスを第一の使命としつつ、

安心・快適な移動空間を充実し、お客様に満足いただける質の高いサービスの

提供に努めます。 

これらの取組状況を踏まえ、今後のバス需要や社会経済環境の変化等に対応

する市バス事業のあり方や事業手法について検討していきます。 

 

具体的な取組 内容 

人材の確保と育成  高齢化の進む運転手や整備職について、今後も多くの退職者が見込ま

れており、市バス事業を安定的に運営するため、正規職員の計画的な採

用を行うとともに、公募非常勤嘱託職員等の効果的な活用を図ります。

 また、運輸安全マネジメントに基づく取組の充実・強化、お客様の声

を反映させた事業運営、職員の意識改革の取組や、より効果的な研修を

実施していきます。 

労働の生産性向上  業務執行体制について、1 か月単位の変形労働時間制を導入し、乗務

計画を整備することにより、労働の生産性を向上させ、総人件費の抑制

を図ります。 

市バス営業所業務の

管理委託の活用 

 営業所業務の管理の委託については、今後の輸送需要に対応できるよ

う管理委託規模の拡大等の検討を進めます。 
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具体的な取組 内容 

事業基盤の維持・充実  施設の老朽化が進む営業所について、市バスネットワークを維持する

ための事業基盤であることから、長寿命化の推進や建て替えに向けた取

組を進めます。 
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（３）病院事業 

2012（平成 24）年 3 月に策定した「第 3 次川崎市病院事業経営健全化計画」

に基づき、公立病院としての使命と役割を果たし、安全・安心で良質な医療サ

ービスを継続的かつ安定的に提供していくため、引き続き、経営改善の取組を

進め、経営基盤の強化に努めます。あわせて、高齢化や医療技術の進歩に伴う

市民の医療ニーズの多様化・高度化が進行していることを踏まえ、救急医療を

始めとした政策的医療、小児・周産期医療や高度・特殊医療などを着実に提供

するため、救急医療機能の拡充や井田病院への「7 対 1」看護配置基準の導入

など、医療サービス提供体制の充実・強化に向けた医療人材の適正配置につい

ての取組を進めます。 

また、2014（平成 26）年度中に総務省が新たに策定する「公立病院改革ガ

イドライン」や、都道府県に策定が義務付けられる「地域医療ビジョン」の動

向等を踏まえながら、更なる経営健全化を推進します。 

 

具体的な取組 内容 

安定した経営基盤に

基づく適切な医療提

供体制の構築と人材

の確保・育成 

 経営の健全化による安定した経営基盤に基づいて、国の医療政策や医

療の高度化・専門化に対応した医療提供体制を構築するとともに、市民

の医療ニーズに的確に対応するため、医師、看護師、その他医療技術職、

事務職等の人材の確保及び育成の取組を進めます。 

救急医療体制の充実  川崎病院、井田病院について、救急搬送患者の受入を拡充するため、

救急医療体制の充実に向けた取組を進めます。 

「7 対 1」看護配置基

準の導入 

 より良質な看護サービスを提供する「7対 1」看護配置基準について、

既に導入した川崎病院における取組を継続するとともに、井田病院では

2015（平成 27）年度の再編整備後の導入に向けた取組を進めます。 

井田病院改築に伴う

診療体制の再構築 

 井田病院の診療体制について、病院の改築に合わせて、再構築に向け

た取組を進めます。 

多摩病院の効率的な

運営 

 多摩病院の病院運営について、医療サービスの提供や経営の状況を他

の類似病院と比較するなど、客観的なデータに基づいた検証を行うとと

もに、指定管理者制度を活用した効率的な病院運営を推進します。 
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上記１～４の取組を着実に進め、行政需要の増大に的確に対応しながらも、

効率的かつ効果的な行政体制の構築に取り組むことで、結果として、2 か年の

対象期間で 300 人程度の職員削減を見込んでいます。なお、新たな行政需要へ

の対応や地方分権改革の進展の状況などにより増減します。 

【内訳】 

増要素 200 人程度 （病院事業における「7 対 1」看護配置基準の導入、

障害者支援の充実、学校施設の長寿命化等） 

減要素 500 人程度 （保育所の民営化、指定管理者制度の導入、廃棄物

収集・処理業務の委託化、水道事業の再構築によ

る執行体制の見直し等） 
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第３章 出資法人の経営改善の推進 

 

本市では、市民ニーズの多様化が進展する中で、民間の資金、人材、経営ノ

ウハウなどを活用することで、市が直接実施するよりも、効率的かつ柔軟な公

共サービスの提供が期待される場合などに、出資法人を設立し活用してきまし

た。 

その一方で、ＮＰＯ法人などの民間事業者の充実による公共サービスの新た

な提供主体の出現や指定管理者制度の導入、さらには公益法人制度改革への対

応など、出資法人をとりまく環境は大きく変化しています。こうした状況に対

応するため、これまで、出資法人が担ってきた役割や事業を検証しながら、法

人の統廃合、市の財政的・人的関与の見直しを実施するとともに、法人自らが

経営上の課題を認識し、経営改善に取り組むことなどにより、自立的な経営を

促進してきました。 

今後も、これまでの取組を着実に進めるとともに、本市が期待する事業効果

を出資法人が確実に発揮するために、引き続き、法人のあり方や事業の必要性

を検証しながら、設立目的が既に達成されていたり、あるいは事業内容が他の

民間事業者と類似していたりする場合には、統廃合を含めた見直しを検討して

いくとともに、経営改善など自立的な経営に向けた取組を推進します。 

 

１ 出資法人の自立的な経営の促進 

出資法人は、社会環境の変化に的確に対応しながら、本市の施策目的に沿っ

た公益性を最大限に発揮するために、内部統治（ガバナンス）が確立された自

立的な主体であることが求められます。そこで、今後も、法人自らが経営上の

課題を認識し、経営改善を進める仕組みを活用していきます。 

また、本市は各法人が実施する経営改善に係る取組を点検することにより、

法人事業の必要性や法人の役割を検証しながら、財政的・人的関与の適正化を

進めるなど、法人の自立化に向けた取組を進めます。 
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具体的な取組 内容 

ＰＤＣＡマネジメン

トサイクルを活用し

た 法 人 の 事 業 の 検

証・点検 

各法人は、社会経済環境の変化を踏まえ、事業の有効性や効率性等を

確認するための具体的目標値を明示した「経営改善計画」を策定し、引

き続きＰＤＣＡマネジメントサイクルによる検証及び改善を行っていき

ます。 

本市は、法人事業の成果を有効性と効率性等の視点で点検し、事業の

必要性や法人の役割を検証するとともに、公共サービスの質の向上を図

ります。 

財政的・人的関与の適

正化 

法人事業の見直し等の取組状況を踏まえ、補助金の削減や本市職員の

役員等への就任のあり方について検討するなど、引き続き、財政的・人

的関与の適正化を進めます。 

 

２ 情報公開の充実に向けた取組 

出資法人の自立的な経営に向けた取組や、法人の役割、経営状況、市の財政

的・人的関与の状況等に関する情報の透明性を確保し、広く市民に対する説明

責任を果たすために、情報公開の充実を図ります。 

 

具体的な取組 内容 

「経営改善計画」の公

表 

事業の有効性や効率性等を確認するための具体的目標値を明示した各

法人の「経営改善計画」を市のホームページに公表します。 

法人事業の点検結果

の公表 

「経営改善計画」に基づく法人事業の成果や有効性と効率性等の視点

からの点検結果を、毎年度、市のホームページに公表します。 

法人情報の透明性の

確保 

法人の役職員や事業の実績、財務状況、市の財政支出の状況等を市民

にわかりやすく情報提供するために、引き続き「出資法人の現況」を公

表するなど、法人情報の透明性を確保します。 

 

３ 各出資法人の取組 

2013（平成 25）年 3 月に「川崎市予算の執行に関する市長の調査等の対象

となる法人を定める条例」を制定し、本市の出資率が 25％以上の法人を地方

自治法第 221 条第 3 項の規定による市長の調査等の対象法人として定め、法に

基づく市長の権限と義務を明確化しました。 

 

【市長の調査等の対象法人（地方自治法第 221 条第 3項）】 

① 本市が設立した公社 
川崎市土地開発公社        川崎市住宅供給公社 
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② 本市が資本金等の 50％以上を出資している法人 
(公財)川崎市国際交流協会      (公財)川崎市文化財団 
かわさき市民放送(株)       川崎冷蔵(株) 
(公財)川崎市産業振興財団      (公財)川崎・横浜公害保健センター 
(公財)川崎市身体障害者協会      (公財)川崎市看護師養成確保事業団 
(一財)川崎市まちづくり公社       (公財)川崎市公園緑地協会 
川崎臨港倉庫埠頭(株)              (公財)川崎市消防防災指導公社 
(公財)川崎市学校給食会      (公財)川崎市生涯学習財団 

③ 本市が資本金等の 25％以上 50％未満を出資している法人（「川崎市予算の執行に関する市長

の調査等の対象となる法人を定める条例」に定める法人） 
(公財)川崎市スポーツ協会      (一財)川崎市母子寡婦福祉協議会 
川崎アゼリア(株)          (公財)川崎市シルバー人材センター 
みぞのくち新都市(株)         (株)川崎球場 
かわさきファズ(株) 

 

そこで、上記の法人について、それぞれの法人事業の必要性や法人の役割を

検証し、各法人の状況に応じた法人のあり方や事業手法の見直しを進めるとと

もに、期待されている役割とそれを効率的かつ効果的に果たしていくために取

り組むべき課題を把握し、改善に向けた取組を推進します。 

また、上記以外の法人で、これまでの行財政改革の取組の中で、継続して取

組を進めてきた法人についても、本市の施策や財政的・人的関与の状況、取組

の継続性の観点等を踏まえ、このプログラムにおいて取組を推進します。 

 

Ⅰ．解散に向けた調整を進める法人 

 

法人名 法人の役割・取組の概要及び方向性 

(株)川崎球場 

 

【法人の役割】 当法人は 1951（昭和 26）年から川崎球場の管理運営を行っ

てきました。1992（平成 4）年にプロ野球が撤退した後も、アメリカンフット

ボールを中心に、サッカーやフットサル及びラクロスなど、多目的な施設とし

て管理運営し、川崎市内におけるスポーツの発展及び振興を図り、スポーツを

通じて魅力ある川崎のまちづくりに寄与しています。 

 【取組の概要及び方向性】 川崎富士見球技場（川崎球場）については、現在、

新スタンドの設置等の工事を実施しており、工事終了後の 2015（平成 27）年

度から、民間活力の導入による利用者サービスの向上や効率的な維持管理等を

目的に、指定管理者制度導入に向けた取組を進めています。 

指定管理者制度導入後においては、法人の事業基盤に大きな影響が生じるこ

と等を踏まえ、解散に向けた調整を進めます。 
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Ⅱ．施策展開に合わせて事業手法等の検討を進める法人 

 

法人名 法人の役割・取組の概要及び方向性 

(公財)川崎市産

業振興財団 

【法人の役割】 市の産学官ネットワークの中間支援組織や市内中小企業者支

援のワンストップサービス窓口等の役割を果たしながら、企業間の情報交流の

促進及び人材育成等を行うことにより、市内の産業の高度化と地域産業の振興

を図っています。 

また、文部科学省の「地域資源等を活用した産学連携による国際科学イノベ

ーション拠点整備事業」として 2013（平成 25）年に採択された「（仮称）も

のづくりナノ医療イノベーションセンター」事業を開始することにより、先端

的な医療分野等における研究開発を推進していきます。 

 【取組の概要及び方向性】 「（仮称）ものづくりナノ医療イノベーションセ

ンター」の機能を活用した効率的かつ安定的な事業運営の実現に向けて、これ

までの法人の役割や個々の事業の有効性及び効率性を検証し、事業手法の見直

しを含めて検討を進めます。 

 また、本市以外からの収入の増加や経費削減等の取組を推進することによっ

て、引き続き経営改善の取組を進めます。 

(公財)川崎市看

護師養成確保事

業団 

 

【法人の役割】 当法人は、市、川崎市医師会、川崎市病院協会及び川崎市看

護協会と提携及び協調の下に、准看護師を看護師に養成する専門学校を運営す

るとともに、看護職の資質向上事業等を実施することにより、市域における医

療供給体制の充実を図ります。 

 【取組の概要及び方向性】 神奈川県において准看護師の養成を停止する方針

が出されていることを踏まえ、これまでの法人事業の有効性及び効率性を中長

期的な観点で検証し、市の医療政策に資する法人事業のあり方について検討を

進めます。 

(公財)川崎市公

園緑地協会 

 

【法人の役割】 市民との協働による都市緑化の推進や緑のボランティア活動

の支援及び育成の推進等により、緑の保全と緑豊かなまちづくりの推進及び普

及啓発、公園緑地の円滑な運営及び健全利用の促進を図っています。 

 【取組の概要及び方向性】 「緑の基本計画」に基づく市民協働による緑のま

ちづくりの推進に係る取組や、大規模な公園緑地へのパークマネジメント（総

合的な公園の魅力づくりや利便性の向上、経営の効率化を目的に、指定管理者

制度を活用した一体的・横断的な管理の仕組み）の導入に係る取組の進捗を踏

まえ、現在の法人の役割や事業の有効性及び効率性、財務状況等を中長期的な

観点で検証し、法人事業の再構築について検討を進めます。 
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法人名 法人の役割・取組の概要及び方向性 

川崎臨港倉庫埠

頭(株) 

 

【法人の役割】 川崎港の利便性の向上や利用促進に向けて、川崎港で活動す

る中小港湾運送事業者等に保管施設を提供し、海運貨物の保管需要に対応する

とともに、「川崎港千鳥町再整備計画」に合わせて倉庫の建て替えを実施する

こと等により、港湾物流機能の高度化に寄与しています。 

 また、法人が国の特例港湾運営会社に指定され、2014（平成 26）年 4 月から

川崎港コンテナターミナルの指定管理者としての業務を開始するなど、今後、

本市とともに、川崎港、東京港及び横浜港の連携施策の一翼を担っていきます。

 【取組の概要及び方向性】 川崎港コンテナターミナルの指定管理業務を市と

連携して実施しながら、海運貨物の保管事業と高い相乗効果を発揮する事業運

営手法について検討を進めるとともに、港湾運営会社の設立に向けた検討など

三港連携施策の進捗に応じて、法人組織のあり方や体制等について検討を進め

ます。 

(公財)川崎市学

校給食会 

【法人の役割】 市立小学校等の学校給食に関して物資の調達等の業務を行

い、児童生徒の健全な食生活に関わる食育を推進する役割を担っています。 

 【取組の概要及び方向性】 本市において検討を進めている中学校完全給食実

施に向けた取組を踏まえ、学校給食物資調達に係るこれまでの法人の役割を検

証し、中学校完全給食実施後の法人の役割や物資の調達の具体的な手法等につ

いて検討を進めます。 

 また、新たな役割に対応する運営体制の構築に向けた検討を進めます。 

(公財)川崎市生

涯学習財団 

【法人の役割】 シニア活動支援事業、ＮＰＯ法人との協働運営による「かわ

さき市民アカデミー」事業及び青少年地域間交流事業など幅広い分野の事業を

実施するとともに、生涯学習情報の提供を行い、市における生涯学習社会の実

現に向けた施策に寄与しています。 

 【取組の概要及び方向性】 地域ぐるみで子どもの教育や学習をサポートし多

世代で学ぶ生涯学習の拠点づくりに向けた本市の取組を踏まえ、法人が実施し

ている生涯学習の成果を学校支援などに活用する事業等の有効性及び効率性

を検証するとともに、指定管理施設の指定動向等を踏まえながら、市の生涯学

習施策における今後の法人の役割や組織体制のあり方について検討を進めま

す。 
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Ⅲ．事業の有効性・効率性の向上及び経営改善を進める法人 

 

法人名 法人の役割・取組の概要及び方向性 

(公財)川崎市国

際交流協会 

【法人の役割】 市民及び外国人のための情報提供や、国際理解及び多文化共

生のための事業を実施するとともに、民間交流団体やボランティアの活動を支

援する事業を展開することで、市民による国際交流を推進する役割を担い、国

際相互理解と国際友好親善に寄与しています。 

 【取組の概要及び方向性】 川崎市国際交流センターの利用促進による利用料

収入の増加や経費削減等に取り組むなど、指定管理事業の効率性の向上に向け

た取組を進めます。 

 また、市民による自主的な国際交流活動を促進する支援組織としての役割を

効果的に担っていくために、民間交流団体等の活動状況を踏まえながら、中長

期的な観点で、事業計画等の見直しや職員のスキル向上に向けた取組を進めま

す。 

川崎市土地開発

公社 

 

【法人の役割】 「公有地の拡大の推進に関する法律」に基づき、地域の健全

な発展と秩序ある整備を促進するために必要な土地を先行取得することなど

により、良好な都市環境の計画的整備に寄与しています。 

 【取組の概要及び方向性】 短期貸付等による保有資産の有効活用や金利負担

の軽減に向けた資金調達手法の見直しについて検討するなど、公共用地の取得

に効率的に対応するための経営の合理化に向けた取組を進めます。 

 また、長期保有土地を計画的に削減するとともに、公共用地の新規取得につ

いては、おおむね 5 年以内の事業化の確実性等を検討した上で決定するなど、

経営の安定化に向けた取組を進めます。 

(公財)かわさき

市民活動センタ

ー 

【法人の役割】 全市・全領域的な市民活動の中間支援組織として、また、こ

ども文化センター及びわくわくプラザの指定管理者として、誰もが生き生きと

暮らせ、安心して子育てができるまちづくり施策の一翼を担っています。 

 【取組の概要及び方向性】 地域との連携を深めながら、市民活動支援並びに

こども文化センター及びわくわくプラザの指定管理者としての業務をより効

率的かつ効果的に実施していくために、中長期的な観点で事業運営の中核を担

う人材の育成及び組織体制の整備に向けた取組を進めます。 
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法人名 法人の役割・取組の概要及び方向性 

(公財)川崎市文

化財団 

 

【法人の役割】 音楽ホールや劇場等の文化施設を管理運営し、市民の文化活

動の振興を図る事業を実施することで、文化芸術の創造を促進し、市民が生き

生きと心豊かに暮らせるまちづくりに寄与しています。 

 【取組の概要及び方向性】 法人が管理運営する文化施設において、来場者数

の増加や自己収入の確保等による事業の有効性及び効率性の向上を図るため、

施設やイベントの認知度を高める効果的な広報等を検討及び実施します。 

また、市民のニーズと市民文化の創造を促進するための各種事業をマッチン

グさせていく手法について検討を進めます。 

(公財)川崎市ス

ポーツ協会 

【法人の役割】 スポーツに関する指導者及び組織の育成を図るとともに、ア

マチュアスポーツ団体相互の緊密な連携を図る役割を担うことで、スポーツ文

化の普及、振興及び競技スポーツの強化等を推進しています。 

 【取組の概要及び方向性】 法人による独自のスポーツ事業等への参加促進な

ど事業効果の向上につながる取組を進めるとともに、イベント等の内容や性質

に応じて適切な受益者負担を求めるなど、市の財政支出に頼らない効率的かつ

自立的な事業運営に向けた検討を進めます。 

 また、川崎市体育館の指定管理期間の終了（2014（平成 26）年 12 月）に伴

い、組織体制の見直しなどの対応を進めます。 

かわさき市民放

送(株) 

【法人の役割】 川崎市におけるコミュニティ放送として、広域ラジオやテレ

ビ等ではカバーすることのできない、きめ細かい地域情報の発信や災害時の情

報提供等の役割を担っています。 

 【取組の概要及び方向性】 民間からのスポンサー収入の増加に向けて、より

効果的な広告手法等を検討するとともに、地域コミュニティの形成に資する番

組内容の充実や異種メディアとの連携等を図りながら、聴取者の拡大及び収益

の確保策について検討を行うなど、経営の安定化に向けた取組を着実に進めま

す。 

 また、安定した放送事業の実施に向けて、中長期的な観点で老朽化した放送

機材の更新を計画的に進めます。 

(一財)川崎市母

子寡婦福祉協議

会 

【法人の役割】 母子家庭及び寡婦の福祉に関する調査研究並びに母子家庭及

び寡婦に対する必要な援助を行うことにより、市内の母子家庭及び寡婦の自立

の促進と生活の安定に寄与しています。 

 【取組の概要及び方向性】 ひとり親世帯が求める支援等のニーズを法人の会

員の枠を越えて広く把握分析し、法人の収支状況を踏まえた効果的な事業展開

について検討を進めます。 

 また、新たな事業展開の方向性に最適な法人組織のあり方や体制等につい

て、中長期的な観点で検討を進めます。 
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法人名 法人の役割・取組の概要及び方向性 

川崎市信用保証

協会 

【法人の役割】 信用保証協会法に基づく法人として、市内中小企業の円滑な

資金繰りのための信用保証制度の中核的な役割を担っています。 

 【取組の概要及び方向性】 中小企業金融円滑化法の期限到来後の景気動向等

を踏まえ、健全な収支バランスが保たれた経営を確保するために、引き続き債

権の期中管理及び回収体制の強化、経費削減や経営の透明性を高める取組等を

進めます。 

かわさきアゼリ

ア(株) 

 

【法人の役割】 川崎駅周辺のイメージアップや集客、回遊性の向上を図るた

めの核となる商業施設「アゼリア」を運営するとともに、安全で快適な公共地

下歩道の提供及び地下駐車場の運営を通じて、駅周辺の利便性の向上に寄与し

ています。 

 【取組の概要及び方向性】 2013（平成 25）年度に策定し公表した中期経営

計画に基づき収益向上と経費削減を進めるとともに、川崎駅前広場再編整備事

業の影響や川崎駅北口自由通路整備による今後の経営環境の変化等を踏まえ、

戦略的な事業展開や計画的な大規模修繕について検討するなど、経営安定化に

向けた取組を進めます。 

川崎冷蔵(株) 

 

【法人の役割】 食の安全・安心が求められる中、北部市場において欠かせな

い冷凍・冷蔵貯蔵保管機能を提供する役割を担うことで、市民の食生活の安定

及び向上に寄与しています。 

 【取組の概要及び方向性】 2010（平成 22）年度に策定した中長期的な経営

計画に基づき、市や関係金融機関等によるモニタリングの下、入出庫料の改定

や経費の削減による利益向上策を継続実施するとともに、場内事業者に対する

需要の掘り起こしや、場内事業者が利用しない場合には空き室を市場外事業者

に貸し出して売上拡大を図るなど、公共性の保持を前提に、企業的創意と工夫

により売上の確保を図りながら、債務超過の解消と経営の安定化に向けた取組

を着実に進めます。 

(公財)川崎・横

浜公害保健セン

ター 

【法人の役割】 公害病被認定者の健康回復及び福祉の向上に資する事業を実

施するとともに、広く市民の大気汚染に係る健康被害の予防を推進する役割を

担っています。 

 【取組の概要及び方向性】 公害病被認定者の減少に伴う検査・検診業務の縮

小傾向を踏まえ、健康被害の予防事業に関する市民ニーズを把握するととも

に、中長期的な観点で運営体制の見直しや設備修繕を計画的に進めるなど、事

業を確実に継続していくための取組を進めます。 

  

- 198 -



 

 

法人名 法人の役割・取組の概要及び方向性 

(公財)川崎市シ

ルバー人材セン

ター 

【法人の役割】 シニア世代の能力をいかした活力ある地域社会の実現に向け

て、地域ニーズの多様化に的確に対応しながら、シニア世代の生きがいにつな

がる就業機会を提供する役割を担っています。 

 【取組の概要及び方向性】 増加傾向にある登録会員により多くの就業機会を

提供するため、企業や地域の多様なニーズを調査・把握し、登録会員のスキル

や希望等を踏まえ、受注に向けて検討・調整するなど、事業効果の向上に向け

た取組を進めます。 

また、国の制度改正に伴い、法人の無料職業紹介事業のあり方について検討

を進めるとともに、2014（平成 26）年度から開始する葬祭場の指定管理者とし

ての業務を効率的かつ効果的に実施する体制を整えます。 

(公財)川崎市身

体障害者協会 

【法人の役割】 市内の身体障害者に対する援護と福祉に関する事業を実施

し、身体障害者の自立更生及び社会参加と福祉向上の推進に寄与しています。

 【取組の概要及び方向性】 身体障害者が求める支援等のニーズについて会員

の枠を越えて把握分析するとともに、現在の法人事業の有効性及び効率性を検

証し、法人の収支及び資産の状況を踏まえた効果的な事業展開について検討を

進めます。 

 また、新たな事業展開の方向性に最適な法人組織のあり方や体制等につい

て、中長期的な観点で検討を進めます。 

(一財)川崎市ま

ちづくり公社 

【法人の役割】 都市環境に適した施設等の整備、管理運営、相談及び情報提

供など、市の良好な都市環境の形成に係る施策を補完する役割を担うことで、

活力に満ちた魅力あるまちづくりの推進を図り、市民生活の向上に寄与してい

ます。 

 【取組の概要及び方向性】 2013（平成 25）年度に策定し公表する中長期経

営計画に基づき、市のまちづくり施策の進捗を踏まえた新たな役割を引き続き

検討していくとともに、法人が所有する都市諸施設を計画的に修繕することに

より施設の魅力を維持保全して入居者の確保につなげるなど、債務の早期返済

と事業の安定運営の継続に向けた取組を着実に進めます。 

  

- 199 -



 

 

法人名 法人の役割・取組の概要及び方向性 

川崎市住宅供給

公社 

 

【法人の役割】 住宅を必要とする市内の勤労者等に対し、居住環境の良好な

集団住宅等を供給するとともに、市の住宅施策に合わせた先導的な住宅事業を

推進するなど、市民生活の安定と社会福祉の増進に寄与しています。 

 【取組の概要及び方向性】 2011（平成 23）年度に策定し公表した中長期経

営計画を踏まえ、今後の事業展開を担う人材の育成を計画的に実施しながら、

着実に事業を運営します。 

 また、2012（平成 24）年度から 2016（平成 28）年度までの 5 年間における

市営住宅の管理代行については、適切かつ効率的な管理が行われていることを

確認するために、モニタリング及び評価を実施します。 

みぞのくち新都

市(株) 

 

【法人の役割】 溝口駅北口の再開発に伴い、1997（平成 9）年に完成した再

開発ビル「ノクティ」を地域と調和させながら適切に管理運営することにより、

溝口駅周辺地区の商業振興や地域コミュニティの発展に寄与しています。 

 【取組の概要及び方向性】 2013（平成 25）年度に策定し公表する中長期経

営計画に基づき、収益向上と経費削減を進めることにより事業効率の向上を図

るとともに、周辺の商業集積地の動向等を把握しながら、引き続き着実に事業

を運営します。 

かわさきファズ

(株) 

【法人の役割】 東扇島総合物流拠点地区における物流機能の高度化の核とな

る大規模物流施設の管理運営を実施する役割を担うことで、川崎港における港

湾物流機能の高度化に寄与しています。 

 【取組の概要及び方向性】 2013（平成 25）年度に策定し公表する中長期経

営計画に基づき、効果的な営業活動等を実施することで、加工型テナントの入

居を促進し、物流機能の高度化と経営の安定化に向けた取組を進めます。 

また、黒字決算を継続し、累積損失の解消を着実に進めます。 

(公財)川崎市消

防防災指導公社

【法人の役割】 消防防災に関する普及啓発や調査研究、防災関係者の指導育

成等の市の消防施策を補完する役割を担い、火災その他の災害による生命及び

財産の被害の軽減に寄与しています。 

また、東日本高速道路株式会社との業務協定に基づき、東京湾アクアライン

の消防車両及び資機材の保守管理事業を実施しています。 

 【取組の概要及び方向性】 消防防災に関する市民や市内の事業者等のニーズ

を調査・把握するとともに、現在の法人事業の有効性及び効率性を検証した上

で、事業の性質に応じて適正な受益者負担を求めるなど、事業の自立性・継続

性の観点から収益向上策について検討を進めます。 

 また、東京湾アクアラインの消防車両及び資機材の保守管理事業に係る事業

資金を中長期的な観点で安全、確実かつ計画的に運用します。 
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第４章 今後取組を進めるべき課題 

１ 市民サービスの見直し 

少子高齢化の進展などにより市民ニーズは更に増大・多様化していくことが

見込まれる中で、持続可能な社会を構築していくためには、様々な状況の変化

により効果が減少した施策・事業については見直しを図り、持続可能な行財政

基盤を確立することが不可欠です。 

次の項目については、これまで計画的に取り組んできた見直しを継続的に進

めるとともに、市民や議会を始めとして、多くの方々の意見を聴きながら取組

を進めていきます。 

 

① 社会環境の変化に伴う施策の再構築 

今までの施策の目的や手法の前提となる環境に変化があった場合には、より

効率的・効果的に施策目的を達成できるよう、施策対象や提供手法の見直しを

進める必要があります。社会経済状況の変化や国の制度変更等環境の変化に合

わせて、費用対効果や必要性を検証した上で、市民サービスの見直しを進める

とともに、必要な施策展開を図り、持続可能な市民サービスの再構築を進めま

す。 

また、補助・助成金については、市民や各種団体への支援を通じて、地域の

公益目的を達成する有効な手法であることから、引き続き客観的な視点から役

割や費用対効果を検証しながら、適正な運用を図ります。 

なお、2014（平成 26）年 4 月から消費税率が引き上げられますが、増収分

については、社会保障の充実と安定化のための財源として国民に還元し、官の

肥大化には使わないとされています。本市においても、消費税率引上げに伴う

地方消費税交付金の増額が見込まれますが、今後も増加が見込まれる社会保障

関係経費の財源として活用し、子ども・子育て支援や医療・介護制度の充実と

安定化に的確に対応していく必要があります。 

 

② 受益と負担の適正化 

それぞれの市民が受ける公共サービスに相違がある場合には、納税という形

でコスト負担をしている市民との公平性や公正性を確保する必要があり、公共

サービスを利用する市民には、その提供に要した費用の適正な負担が求められ

ます。 

公共サービスの種類は、道路や公園の維持管理など、ほとんどの市民が日常

生活で必要とするサービスであって市場原理では提供されにくいものから、ス

ポーツ施設の管理運営など特定の市民が利益を享受し、民間においても類似の
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サービスが存在するものまで多岐にわたっています。公共サービスそれぞれの

目的や機能を検証し、利用する方としない方との負担の公平性・公正性を確保

するという「受益者負担の原則」の下、公費負担と受益者負担の割合を見直し

ていく必要があります。 

  そのため、これらの公共サービスに係る使用料等について、消費税率引上

げを踏まえて、全庁的な基準を策定し、施設運営やサービス提供に係る原価

の算定を行い、公共性の強さや日常生活上の必要性、民間部門での同種のサ

ービスの提供状況などの視点から性質別に分類した上で、適切な時期に改定

できるよう検討を進めます。 

 

③ 多様な主体の連携による地域課題の解決 

町内会・自治会、ＮＰＯ法人などの市民活動団体や企業、大学などの多様な

主体が地域の課題などに対して連携して取り組むなど、その活動の領域は広が

りを見せています。 

また、地域では、元気で経験や知識が豊富なシニア世代の方々を始め、多様

な人材がその能力をいかして様々な地域活動に参加し、活躍しています。 

このような地域に根ざして公益的な活動を行う市民や企業、大学などが互い

に連携し、円滑に活動できるような体制を整え、これまで行政が担ってきた公

共サービスを広く多様な主体が担うことができる仕組みへと転換していくこ

とが必要です。 

 

２ 公共施設における効率的な整備手法等の導入 

公共施設や基盤施設の整備にあたっては、ＰＰＰ4やＰＦＩ5など民間活力の

導入効果を検証し、財政支出の圧縮・平準化等が見込めるものについて、積極

的な活用を図ります。 

  また、施設や事業の目的に応じた必要な機能の確保に加え、環境への負荷

やユニバーサルデザイン、市民利用の利便性にも配慮するとともに、維持管

理経費などの将来的な負担を勘案した施設整備を図ります。 

  

                                                   
4 Public Private Partnership：官民パートナーシップ 
5 Private Finance Initiative：公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営

能力及び技術的能力を活用して行う手法 
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第５章 財政運営の基本的な考え方 

 

厳しい財政状況が見込まれる中であっても、増大し多様化する行政需要に的

確に対応し、「最幸のまち」の実現に向けた施策を着実に推進するためには、

持続可能な財政基盤の確立が必要であり、中長期的な視点に立った行財政運営

を行うことが求められます。 

2014（平成 26）年度予算では、これまでの行財政改革プランにおける財政

的な目標であった「減債基金からの新規借入れによらない収支均衡」を達成し

ましたが、予算とともに算定した収支見通しでは、2015（平成 27）年度以降

に収支不足が見込まれるなど、依然として厳しい財政状況が続くと見込まれま

す。 

収支不足への対応を図り、引き続き財政の健全性を確保していくため、財政

健全化判断比率等の財政指標とともに、プライマリーバランス6や市債残高等

の推移に留意し、後年度の負担にも十分配慮した上で、事務事業の見直しを始

めとする改革の取組や施策・事業の重点化等を一層推進するなど、財政健全化

に向けた取組を着実に推進します。 

 

図表 13 今後 3 年間の収支見通し（一般財源ベース） 

 

                                                   
6 基礎的財政収支：借入れを除いた税収などによる収入と、 借入れに対する元利払いを除

いた支出とのバランスを示す指標 

平成26年度

（単位：億円） 予　　　算

市税 2,922 2,941 2,964

その他 540 555 553

歳入計　a 3,462 3,496 3,517

人件費 808 803 823

扶助費 565 581 599

公債費 679 698 706

投資的経費 136 152 143

その他経費 1,274 1,306 1,338

歳出計　b 3,462 3,540 3,609

収支額　ｃ=a-b 0 -44 -92

※性質分析は暫定値ですので、今後、金額は変わる可能性があります。

平成27年度
推　　　計

平成28年度
推　　　計
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なお、将来の市債償還に備えて減債基金への積立てを確実に行っていますが、

市債残高の増加は将来の財政の硬直化につながります。到来する人口減少期を

見据え、市債残高の増加等が将来の過大な財政負担にならないよう十分配慮す

ることが必要です。 

 

図表 14 今後 3 年間のプライマリーバランス及び市債残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成26年度

（単位：億円） 予　　　算

プライマリーバランス -42 34 153

市債残高 10,584 10,879 11,013

市債残高（減債基金積立額控除後） 8,902 9,031 9,044

平成27年度
推　　　計

平成28年度
推　　　計
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第６章 推進体制と進行管理 

 

行財政改革を円滑に推進するとともに、情報や意識の共有を徹底するため、

市長を本部長とする行財政改革推進本部と、各局区室における行財政改革推進

本部を活用します。 

会議は、行財政改革に関する計画の策定や進行管理に関することを中心とし

た、市の行財政改革に関する意思決定機関とします。 

また、行財政改革推進本部を活用した進行管理に加えて、毎年度の取組結果

について適切に公表し、多様な機会を通じて、市民や議会を始めとして、多く

の方々の意見を聴きながら改革を推進していきます。 
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アクションプログラム２０１４ 

平成 26（2014）年 3 月 

お問い合わせ先 

〔施政方針に関すること〕 

川崎市総合企画局企画調整課 

電 話：044-200-2025 

ﾌｧｯｸｽ：044-200-3798 

 

〔予算に関すること〕 

川崎市財政局財政課 

電 話：044-200-2179 

ﾌｧｯｸｽ：044-200-3904 

 

〔行財政運営に関する改革プログラムに関すること〕

川崎市総務局行財政改革室 

電 話：044-200-2050 

ﾌｧｯｸｽ：044-200-0622 



 

 


